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トリップチェインによる交通需要分析

昭和60年2月

夫和井西



序

　現代社会において交通計画の果たす役割と意義は非常に大きく，土木技術者と

してこうした計画の立案プロセスに携わる者は，客観的な計画情報をもとに的確

に総合的判断を下すことが不可欠となってきている。そのためには，何よりも計

画プロセスの科学化が要請される。また交通計画は，とくに交通の発生基盤とな

る社会経済システムの変化と深く結びついた形で展開されることにより，社会交

通計画としての側面を強くもつことになる。また，その際，計画者は計画によっ

てもたらされる社会的価値の上昇を計量的に表現するとともに，その評価尺度に

関する有効性と限界を正しく認識する必要があろう。

　交通需要分析は，こうした交通計画の中で将来の社会経済環境の中で生成され

る交通需要の解明とその予測を担うものである。従来は，将来交通量の推計の中

で主にトリップ単位の量的な把握が重視されていたため，それに対応した段階的

推定法としてのパーソントリップ手法が採用され，その体系化が進められてきた。

これに対して本研究で取上げるトリップチェインの考え方にもとつく方法は，単

に量的な整合性を問題にするだけでなく交通現象の解明をも分析フレームに導入

するものであり，そのために交通の生成機構においてより本質的な部分に立入る

べく，1日の人の動きの中での諸性質を明示的に取扱っていこうとする接近法の

一つである。トリップチェインという用語自体は，本研究においてはじめて登場し

たものでなく，実は交通需要の推計手法の開発が試みられていた当初においてそ

の基本的な考え方は示されており，その意味では本テーマは古くて新しい問題で

あるといえる。本論文は，従来の段階的推定法のアウトプットででもある発生集

中量，OD分布量，モーダル・スプリットなどの諸量に関しても十分対応可能で

あり，かっ人の1日の動きを忠実に再現できる手法としてのトリップチェインア

プローチに着目したものであり，その概念の明確化とトリップチェインの諸性質

にもとつく交通需要推計モデルのいくつかについて，筆者がこれまでの研究で得

てきた知見を紹介するとともに，交通需要分析の枠組の中でそれぞれ位置づけ体
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系的な説明を試みたものである。

　本研究を遂行するにあたっては，多くの方々から御指導ならびに御援助を賜っ

た。まず，終始御指導と御鞭達を賜った京都大学工学部佐佐木綱教授に対して

深甚なる謝意を表します。筆者が研究室に配属されて以来今日まで，本研究に限

らず幅広いテーマに関しての同教授の有益な御示唆と，その情熱的な研究姿勢に

接することができたことは，筆者にとって最も大きな幸いの一っであった。また

日頃からの御指導とともに本論文の作成にあたっても有益な御示唆を賜った京都

大学工学部井上矩之助教授に対しても心から感謝の意を表します。また，トリ

ップチェイン研究の遂行に関しては，とくに終始討議を通じて御助言を頂き，有

益な御示唆を賜った福山大学工学部近藤勝直助教授に対して深く感謝いたしま

す。そして，運輸交通計画研究室ならびに交通施設計画研究室の各位にあっては，

討議や計算の遂行に関して多くの御協力と御助力をいただき深く感謝する次第で

す。

　　　　昭和60年2月

西　井　和　夫
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第1章 序 論

1－1はじめに

　人々の生活の中で「豊かさ」を求める願いは，人類の歴史とともに古いわけであるが，それが「成長」

という魔術的な言葉で表現されるようになったのは，第二次世界大戦後の近代的産業社会に至って以来

のことであろう。しかもその「成長」は所得やGNPの次元で語られることが多く，もはや経済学者だ

けでなく国民一般の常識といえるほどに定着した感すらある。しかし一方では，生活の豊かさの問題を

GNPや貨幣所得の大きさから一応切り離して実質的な内容と即して考える発想も徐々に市民権を得る

に至ってきたものと考えられる。こうした価値観の変貌は，その時代感覚ともいうべきものと同様にそ

のときの社会経済環境によって左右されるところが大きいことは言うまでもないが，それにもかかわらず

真の意味での豊かさとは何かを明確にし，それらを具現化させるべく尽力しなければならないことも事

実である。経済学者の渡部経彦1）（1975）は，1970年代の世界の大きな特徴点として，1950年代

1960年代の大部分を通じて世界にとって最も広い合意であった「経済成長」の追求という目標に対し

て強いそして基本的な批判が定着し始め，これまでの経済成長が世界のそして世界を構成する個々の経

済社会において持っていた意味を，多様な価値判断という視点から再検討しなければならないという制

約のもとで模索する時期であることを指摘し，また「豊かな」社会の「貧困」について大きな危慎の念

を表明している。また，同様の論調は，都留重人2）（1975）・宇沢弘文3）（1975）においてもみられ経

済成長至上主義のもたらす諸矛盾に関する警鐘として読みとることができる。

　さて，この人類にとっての永続的な願望である「豊かさ」に関して，それと我々の位置する交通計画

との関係について考察することがここでの主題の一つであるが，一般的に言って人々の生活の豊かさに

は物心両面があることは言うまでもない。その中で「心」の領域は時には「生きがい」の問題としてと

らえられることもあるが，多分に主観的な価値観も入り，また，その人の置かれている環境そのものに

支配されることから，従来は少くとも自然科学の分野に根ざすアプローチによる検討からは除かれてい

た領域であった。しかしながら，こうした領域に関しても土木工学の中での地域計画あるいは交通計画

の新しい展開4）として，心理学・民俗学などの社会科学の分野と連携することにより，地域住民の深層

的な「こころ」の部分を地域として集合させた地域特性の形で把握する試みがあり，それは，人々に真

に求められているものが何かを考究していくソフトサィエンスの崩芽期の到来を意味しよう。他方「物」

の領域において生活水準としての豊かさを理解しようとするとき，経済学的な範疇における財の分類に

従うならば次の3つの区分に分けられよう。それは，①フロー財，②ストック財，③外部効果を促す財

である。このうち①のフロー財は，一般に各人がそのときどきの所得で購入する対象である財貨やサー

一1一



ビスを指すが，その購入対象をより具体的に見ていくときにはさらに次の3種類に分けられる。

　　　④　基礎的消費需要

　　　⑤中間財的消費需要

　　　◎　積極的な欲望充足にこたえる最終的消費需要

　このうち④は，生活水準の維持にとって最低限必要な衣・食・住に関する基礎需要であり，⑤は最終

目的が別にあってその充足を中間にあって助ける消費需要であり，実は◎の基礎的消費需要および◎の

最終的消費需要に比較してその割合が最も大きいものである。すなわち，この中間財的消費需要には，

例えば，防犯用の施設や通勤費用などに始まって学歴偏重社会における熟通い，英才教育等のための教

育投資費，医療サービスにおける過剰投薬などによる医療費，さらには本来の軍事戦略でなく経済政策

としての均衡的軍拡における軍事支出に至るまで含まれることになり，交通需要に関しても社会・経済

活動の派生需要とみなせば，やはりこのカテゴリーに属することになる。これらフロー財と生活水準の

豊かさとの関係を考えると，⑧に関しては，少くとも先進国と呼ばれている国ではこれと豊かさを結び

つけてとらえることにはあまり意味を持ち得ず，結局⑤と◎に関する問題といえる。しかしここで重要

なことは，生活水準の豊かさにとってはこれら中間財的あるいは最終的消費需要というものはあまり貢

献するものではないということである。というのは，中間財的消費需要は，もともと目的が同じく達成

されるならばそれは少なければ少ないほど良いものであり，また最終的消費需要の中には買い手の虚栄

心や競争意識に訴え，あるいはその弱みにつけこむ類いの商品も少なくなく，真に生活の豊かさを支え

る財やサービスは案外に稀少な存在である場合が多いからである。そして，この中間財消費需要は，医

療サービスあるいは交通サービスを見ればわかるように，往々にして税金によってまかなわれる公共的

支出の分野に多く，従前の成長至上主義の時代においてはまさに膨大な公共的支出を背景とした中間財

的消費需要が追求されていたのである。交通計画の分野においても，交通需要充足こそ豊かさを向上さ

せるものとした，いわゆる需要追随型では，莫大な公共支出の投下のもとで道路整備・交通サービス改善

の諸プロジェクトが実施されていたわけであるが，人々の真の豊かさを求める気持ちが強くなるほど，

単純な欲求充足としての交通計画でなく，交通需要の中でどの部分を積極的に処理するかあるいはどの

部分をむしろその需要そのものを抑制していくかといった観点に立った計画プロセスの構築が不可欠な

状況にあるといえる。「豊かさ」を物的な側面から眺め，経済学における財の分類に従ったとき，さら

にストック財あるいは外部効果を促す財についても無視することはできない役割を有すると考えられる。

②のストック財は，一般に住宅やピアノあるいは蔵書などのような過去の蓄積による耐久消費財を意味

するが，資産価値が大きく，また安定的ででもあるので物的な生活水準の豊かさを大きく規定するもの

である。また，③の外部効果の関連する財とは，自然景勝のような個人の所得支出の対象とはならない

価値物を意味するのであるが，これは，通常の経済的な市場機構の調整によって確保されたり保全され
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ることは難しく，そのためには何らかの公的介入を前提とした調整メカニズムを必要とするものである。

そして何よりも，こうしたストック財や外部効果をもたらす財によって物的な側面における生活水準の

豊かさを実現しようとするならば，その取得や確保をはかるための社会計画が必要となることは明らか

である。

　ここで，都市交通計画の理念からこの「豊かさ」の追求との関係を考えてみることにしよう。佐佐木

（1974）5）は交通計画の真のあり方について，「交通は一般的にいって派生需要であるけれども、単な

る追随型の交通施設計画だけでなしに，交通の形態そのものを，一定の理念をもって計画的に改変する

ところにある」としている。こうした交通計画を社会交通計画として位置づけようとする考え方にとっ

て最も重要なのは，その計画理念についてと個人と社会との関係についての2つの問題ではなかろうか。

交通のあるべき姿として，交通主体の個人的欲求である移動の自由と交通手段の自由な選択を妨げるこ

となく，安全かつ迅速に運ぶことが要求されるが，交通計画における基本的問題もまさにこの移動の自

由についてであるといえる9）’7）ここでの計画理念は，こうした移動の自由が行動の自由と同じく人間に

とって基本的な権利であり，その自由の領域の空間的時間的制約を極力少なくすること，あるいは都市

域での業務交通のような他律的な交通に対してはそれら束縛からの人間の解放がとりもなおさず人間の

幸福につながるという考え方に立つものと考えられる。しかしながら，都市域という空間的制約の中で

個個人の欲求体系から生まれる移動の自由を考えるとき，その人の属する都市社会との関係を無視して

盲目的な欲求充足型の計画を進めるわけにはいかないのである。すなわち，われわれの交通の中で他人

に影響を与えない交通はないし，また，都市自体の特徴がそこでの諸施設の高度な共有性と空間の狭随

さにあるとすれば，すべての交通を当然のこととして処理するのでなく，何らかの社会的合意のもとで

個人の移動の自由を制限したり，あるいは必要ならばその交通発生の基盤となっている社会に対する改

変を迫っていく姿勢が必要となってくるものと考えられる。そして，われわれがこの問題を取上げると

きには，やはり現代の高度に発達した産業化社会を背景にしていることを十分認識しておかなければな

らないことは言うまでもない。現代の資本主義社会においては，高度な産業構造の中での激しい競争原

理にもとつく大衆消費社会を迎え，しかも消費者の商品に対する欲望までも広告や宣伝などの企業活動

によって操作しようとする非常に管理性の強い体制にあるといえ，一方個人側からみれば，そうした多

量の情報と巨大な組織力の前に自律的にあり得ることは非常に難しい状況にある。したがって，自由な

企業活動によって個人の欲求体系を左右することができるため，個人の欲求充足のためであるとして出

発した生産計画や在庫計画の多くが；実は企業の欲する欲求体系への誘導計画的な性質をはらむことに

なる危険性を有するのである。このことは，こうした企業活動の派生する交通に関しての諸計画もまた

同様の性質を持つといわざるを得ず，交通の発生基盤となる社会システムに対する容認が大きな前提条

件となることを意味する。そして，このような社会においてはいくつかの財・サービス（交通サービス
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も含まれる場合があるが）は，企業活動を通じて必需品化が進み，個人にとってみ拓まそれらは公共財

化されることになるため，その財の価格や使い方に関しては社会的合意をとりつけるためのルールが確

立される必要が生まれるとともに，そのための公的介入としての計画が検討されなければならない。8）

このような計画における価値論的側面は，佐和隆光（1983）9）が指摘するような今日の経済学がその時代

的文脈の中で価値規範化・制度化されたものであるというような問題がやはり問われる性質を持ってお

り，計画者は何よりもその計画によってもたらされる社会的価値の上昇を計量的に表現するとともに，

その評価尺度に関する有効性と限界を正しく認識する必要があろう。

1－2　本研究の目的と全体構成

　前節で述べたような現代社会における交通にかかわる背景や，また，その形態そのものを一定の理念

にもとついて社会的に改変しようとする交通計画のあり方を考えるとき，それらのもつ意義や必要性は

非常に高く，そして，交通計画を社会計画の一環として位置づける考え方は，定量化された計画目標を

前提とする科学的計画の側面がますます重要視されなければならないことを，我々に基本的な命題とし

て示唆しているものといえる。本研究において取上げる交通需要分析は，交通計画の中では将来の社会

経済環境の中で生成される交通需要の解明とその予測を担うものであるが，とくにその交通需要がどの

ような構造を有するか，また，どのような諸性質をもつものであるかといった観点が重視されている。

従来の交通需要推計法においては，将来交通量の推計を目的として段階的推定法が採用されていたが，

そこで重要であったことは，主に量的なトリップ量の把握の問題であったといえる。それに対して本研

究において検討されるトリップチェインの考え方にもとつく方法においては，単に量的な整合性を問題

にするだけでなく交通現象の解明をも分析フレームに導入しており，その表示は人の動きに忠実な，言

い換えれば人間の活動と交通との関係の把握を目指したものになっている。トリップチェインという用

語自体は，本研究において始めて登場したものではなく，実は交通需要の推定を問題としてそのモデル

化が試みられた当初においてその基本的な考え方は示されており，その意味では古くて新しい問題であ

るといえる。では何故，ここでことさらにトリップチェインの表示とそれにもとつく交通需要分析を議

論しなければならないのか。それは，大きな背景として今後の交通計画が交通の発生基盤となっている

社会経済システムや生活様式の変化と結びつく形で展開され，それに対応できる分析フレームが必要で

あると考えられるからであり，そこに交通現象の記述に最も忠実なアプローチとしてのトリップチェイン

手法の有効性が一つの糸口を与えてくれると思われるからである。もちろん，トリップチェィンァプロ

ーチ以外の多様な接近法も可能であるかもしれないが，本研究では，従来の段階的推定法のアウトプッ

トででもある発生集中量，OD分布量モーダル・スプリットなどの諸量に関しても十分対応可能なア

プローチとしては唯一の手法であるトリップチェイン・アプローチに着目することによって，その概念
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の明確化とトリップチェインの諸性質にもとつく交通需要推計モデルを検討することを目的としている。

そのため，第2章ではトリップチェインの表示のための基本的考え方を整理するとともにその有効性を

明確にする。次いで第3章は，トリップチェインの実態分析を通じて人の1日の交通行動を類型化した

トリップ連鎖パターンからの把握についての検討を加えることにし，それにもとつくモデル化の準備を

行う。第4章，第5章は，交通需要推計の各プロセスに対応すべく発生集中，OD分布，手段分担のそ

れぞれに対するトリップチェインモデルの構築が試みられ，本アプローチの有効性等が具体的に議論さ

れることになる。

　以下，各章の概説を通じて本研究の全体構成を明らかにしておこう。第2章は，トリップチェインの

考え方とその表示と題して，その基本的な考え方ならびに有効性が整理されるとともに，これまでのト

リップチェイン研究の系譜と再考を行うことにより交通需要分析における位置づけを明確にする。ここ

ではまず，トリップチェインの表示に関して本研究における基本的な発想の原点ともいえるトリップ連

鎖パターンに着目したとらえ方について明らかにすることが大きな目的となっており，こうしたアプロ

ーチが都市域での人の1日の交通行動を記述する上で有効と考えられる諸点としての，交通需要の派生

的性質，1日の交通行動におけるトリップ連鎖パターンとその中での手段選択，トリップ相互の連鎖性

そして1日の活動時間に関する予算制約といった項目が列挙され，それぞれについて分析視点の重要性

が強調される。また，交通需要分析におけるトリップチェイン・アプローチの位置づけを明らかにする

ため，これまでのトリップチェイン研究の歴史的回顧がその主要な流れをマルコフ連鎖理論にもとつく

アプローチ，アクティビティ・アプローチ，効用理論にもとつくアプローチの3つに大別しながら行わ

れるとともに，本研究のアプローチを含めてこの分野における今後の研究の方向性が検討される。

　第3章は，トリップ連鎖パターンから眺めたトリップチェインの実態分析のいくつかが紹介されると

ともに，次章以降における具体的な需要推計モデルの構築のための基礎分析としての役割を担うもので

ある。ここでは，まず第1にトリップ連鎖パターンは，1日の人や車の動きを把握する上でおそらく最

もわかりやすく，そして交通の一般的な性質を規定するいくつかのファクターを内包化できる点で非常

に有効であるという考え方に立ち，車および人のトリップチェインデータをもとに代表的なトリップ連

鎖パターンの類型化が行われる。次いで，トリップ連鎖パターン別にみた生成特性を検討することによ

り，トリップチェインにおけるベイスやサイクルの果たす役割あるいはトリップメーカーの属性との関

係が明らかにされる。そして最後に1日の活動時間配分との関係についても実態分析結果が紹介される。

これは，以後のモデル化には直接影響を与えるものではないものの，トリップチェインの中での時間特

性に関する基本的理解を深めるとともに，トリップチェイン研究の中のアクティビティアプローチ・効

用理論にもとつくアプローチなどの他の接近法との連携を強化する上でも，その指針を与えるものとし

て意義深いものと考えられる。
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　第4章および第5章は，交通需要推計プロセスの中の発生集中，OD分布，手段選択のそれぞれに関

するトリップチェインモデルの構築とその具体的な適用を通じてのモデルの諸検討を行うことを目的と

しており，本研究のメインチャプターといえる。第4章では，発生集中量ならびにOD分布量推計プロ

セスに関するモデル化が検討されるが，そこでの大きな着眼点は，交通需要の派生的性質ならびに交通

における1日完結性とそこで織りなされるトリップ連鎖パターンのもつ諸性質を如何に表現するかであ

る。ここでの概略的な手順としては，まずトリップ連鎖パターンを規定するソージャーン数に着目した

発生集中量推計モデルを提案し，次いでこれを基本モデルとして位置づけることにより，その基本モデ

ルの拡張としてOD分布量推計モデルの構築，そしてさらに基本モデルの改良という構成となっている。

基本モデルの検討の中では，まず業務トリップチェインにおけるソージャーン数の選択とトリップメー

カーの属性としての業種特性に関する実証的な分析より，ソージャーン数選択率が各業種の用務内容に

規定される立ち回りの多寡を反映し，ソージャーン数の増加とともに逓減する性質を有することが示さ

れ，また，理論的な考察を通じてもソージャーン数選択率のこのような性質が帰宅確率やサイクル再起

確率によって説明されることが示される。次いで，この性質にもとづきさらにベイスとソージャーンと

の結びつきの強さをモデル化することによって発生集中量推計モデルが提案されるわけである。ここで

のベイスとソージャーンとの結びつきの強さとは，結局業務トリップチェインにおけるトリップメーカ

ーの属する事業所と業務活動上の顧客・取引先との関係がそれぞれのゾーン間の相互作用の中で表現さ

れることであり，その意味で交通需要の派生的性質が明示的に取扱われているといえる。次に，この基

本モデルをOD分布量推計へ拡張するため，トリップチェインの生成におけるスケジューリングに関す

る性質に着目したアプローチが検討される。すなわち，ここではあるトリップチェインのソージャーン

数が与えられたとき，そのソージャーンゾーンの組合せが決められたもとで，トリップチェインの生成

は最短巡回経路に従うものと仮定している。そこで，実際のトリップチェインデータを用いて最短巡回

経路上での立ち回りを行う割合を調べることにより，本アプローチの妥当性が検証されるとともに，具

体的な適用例によるモデルの現況再現性が検討される。そして最後に基本モデルの改良として，トリッ

プ連鎖パターンを規定するソージャーン数だけでなく，他の1つのファクターであるサイクル数あるい

は，あるソージャーン数のもとでのサイクル数とソージャーンゾーンとの関係を明示的に扱う方法につ

いて考察がなされる。これは，サイクル数別ソージャーンゾーン分布に着目することにより，その周辺

分布としてソージャーンゾーン分布が知ることができることが大きな特徴点であり，その意味では基本

モデルにおけるソージャーン数の各ソージャーンゾーンへの配分方法を一般化したものと位置づけるこ

とができる。また，この改良モデルの適用は，それまでのカートリップチェインデータでなくパーソン

トリップチェインデータに対してなされることにより，人の1日の動きに対してのトリップチェインモ

デルとしての洗練化も試みられている。
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　第5章は，交通需要分析において重要な検討課題の一つである交通手段選択を取上げることにし，ト

リップチェインアプローチからの実証的分析ならびにモデル化に関する諸検討を主な目的としている。

ここで提案されるトリップチェインモデルは，基本的には，前章でのソージャーン数選択率に着目した

発生集中量推計モデルに手段選択プロセスを導入したものであり，自動車利用およびマストラ利用のそ

れぞれのモード別ソージャーン数選択率をサイクル単位で設けることにより，交通手段別・発生集中量

の推計を行うものである。したがってここでは，自動車利用特性というものをサイクル内ソージャーン

数という立ち回りパターンを通じて追跡できるので，手段選択に関連するトリップチェインの表示を可

能にしていると評価できよう。また本章においては，　トリップチェインアプローチの他の接近法によ

る手段選択モデルの再考を通じて交通需要分析における論点の整理を行っておくことにし，併せて本研

究の位置づけを明らかにしておくことにする。そこでは，それにつづくパーソントリップチェインデー

タを用いた手段選択に関する実態分析結果からも示されるように，結局，従来のトリップ単位の方法に

おいては捨象されてしまうトリップチェインとしての諸性質が，交通手段選択においても大きな規定力

を持つことが強調され，併せて本アプローチの必要性も明らかにされる。また，具体的なモデル化にお

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（
いては，実証的な諸分析が併行してなされその現況再現性が高いことが結論づけられる。

　最後に第6章では，各章で得られた成果を要約するとともに，本研究全体を通じた総括を行うことに

する。
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第2章　トリップチェインの考え方とその表示

2－1概　　　説

　本章では，トリップチェインの考え方にもとつく交通需要分析に具体的に入る前に，トリップチェイ

ンの考え方自体についてその概念を明らかにし，こうしたアプローチがどのような有効性を有するかを

示す。その具体的な手順としてはまず，トリップチェィンの具体的概念のいくつかを整理するとともに

その有効性を議論し，次いで，これまでのトリップチェイン研究の再考を通じ交通需要分析における位

置づけを明確にする。そして，最後に本論でのトリップチェインのとらえ方として，トリップ連鎖パタ

ーンからの表示方法について触れることにする。

　交通需要分析を行う上で人の1日の交通行動に根ざした性質を把握しておくことは非常に重要である。

それは，人がある目的の達成のために移動を必要とする際に，そのトリップの形態（例えば，どこから

どこへどのような手段で行うか）が個人属性，空間的特性，時間的制約などの諸条件のもとで何らかの

行動原理にもとついて決定されるものと考えられるからである。もちろん，その他の条件として偶発的

要因もあるため，結果的に必ずしも個々のトリップメーカーの行動原理にまったく即したものにならな

い場合もある。しかしながら，そのような場合であっても個々人が種々雑多に存在し，それぞれの諸活

動を営んでいる都市域では，そこに含まれる同質的なグループを単位に集計的に眺めていくことによっ

て，当該グループにおける平均的な行動原理は，それにもとつく交通行動パターンの説明に役立つもの

といえる。したがって，どのような機構からあるいはどのような条件によって交通行動パターンが規定

されているかを明らかにすることは非常に意義深いものと考えられる。ここで，交通需要を1日単位の

交通行動から眺めていくことの意味を次に示す例を用い説明しよう。例えば，郊外の住居地から都心の

オフィスに通勤している従業者を取上げてみると，彼の1日の交通行動の基本パターンは，自宅と勤務

地の往復（通勤・帰宅トリップから成るピストン型）とみなすことができるが，そこに例えば買物の必

要性が生じ買物トリップの付加がなされる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔3〕　　　〔4〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔5〕
ならば，図2－1－1に示すような1日の交

通行動パターンの変化が考えられる。この

中で〔1〕，〔2〕，〔3〕は，買物トリップの

付加される前の基本パターン（ピストン型）

を崩すことなく，自宅あるいはオフィスか

らの買物・帰宅の2トリップが増加してい

る。一方，〔4〕，〔5〕はピストン型の基本

　　　〔1〕

Φ（〉

〔2〕 ⑪：home

◎：　office

⑤：　曲oppi㎎place

図2－1－1　1日の交通行動パターンの変化
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パターンは崩れ，帰宅途中あるいは通勤途中に買物トリップが混在した交通行動パターンに変化し，付

加的トリップが1トリップだけ増加している。したがって交通量は，これらの交通行動パターンの変化

の仕方に依存して，量的にもまた付加的トリップのODパターンの上でも異った変化を示すといえる。

また，このような変化は買物トリップだけに着目していても的確に予測できるものでなく，自宅・勤務

地の空間的位置関係，通勤交通手段，トリップメーカーの個人属性および時間的制約といった要因を取

上げる必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔7〕　　　　〔6〕
　さらに，今考えている買物という活動目的が達成されたかど

うかによって，満足な買物ができないときにはさらに付随的に

買物トリップの立ち回りが生じる場合がある。もちろん図2－1

－2に示すような変化もまた，上述の要因とともに1日の時間

的制約（1日単位で完結するものかどうか限らない場合もある

⑤ー⑧ξ 〉＼⑤驚

図2－1－2　立ち回り型の交通

　　　　　　行動パターン

が）およびトリップ相互の連鎖性にも大きく関係するものと考えられる。

2－2　トリップチェインの諸概念の整理

　ここではまず，トリップチェインの表示を行う際に用いられる用語に関する定義を明らかにしよう。

この分野における用語にっいては，te㎜inolo留として定着しているものが少なく，それぞれの研究者

の独自の概念規定から導出された場合が多い。またその背景には，トリップチェイン研究の関連する局

面が本研究でメインとして据えている交通需要分析だけでなく，後述するアクティビティアナリシス

（Activity　Analysis）などの人間活動全般にわたる諸分析にも及ぶことも用語の不統一を招いているも

のと考えられる。

①　トリップチェイン（trip　chain　or　trip　chaini㎎）

　人の動きは，従来のパーソントリップ法ではトリップ単位で把握される量的なものとして取扱われて

いたため，その人の1日の移動の軌跡まで含めて考えていこうとする試みはあまりなされていない。そ

のため，本研究におけるトリップチェイン的アプローチでは，本来同一の個人による連続的なトリップ

からなる「一連の動き」　（asequence　of　trips）に対して，特にトリップの連鎖性や1日を単位とした

行動パターンに着目する。したがって，トリップチェインとは，ttある個人の1日の連鎖したトリップ”

から構成される交通軌跡として定義される。

従来のトリ。プチ．イ。酷｝，関しては，J㎝，、（，9793）1，よる整理からわかるよう、，，それぞれの

研究者の意図を反映して様々な表現がなされていることがわかる。それによると’トリップ”という言

葉がほぼ定着した感があるのに対して，ttトリップチェイン”とほぼ同義なものとしての’multi　pur－

pose　trip　”，’rrrulti　tri　p　joumey”からあるいはトリップ（trip）という概念からの拡張としての
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“trip　Iinkages　or　linked　trips　”，’asequence　of　trips”といった表現までその用語のはんらんは

著しく，この研究分野の発展段階であることを物語っている。また，トリップの連鎖性といった交通行

動に限定するのでなく，交通需要の派生的性質に着目したアクティビティアナリシスの枠組の中では，

D、㎜（1981揚指摘するよう｝。，活動統メカニズムの中で個々の活動を融しするものとして交通を

とらえようとするため，ac　tivity　prcgramが先決され，それに付随した形でac　t　ivity　scheduli㎎of

aprogramとして一連のトリップをとらえようとする考え方に立っている。その際従来の“トリップ

チェイン”という用語の意味することと必ずしも合致したものとなっていないことも事実である。

　②ベイス（base）

　トリップチェインの表示にとって重要な概念であり，その人の交通の起点でありそれが他に較べて滞

在時間の長い所を意味する．佐佐木（1％9Plまもう少し具体的に次のような2通りの定義方法を示して

いる。

　　（1）ある地域を対象とした交通を考える時は，ある人のその地域における第1トリップの起点をそ

　　　　の人のべイスと定義する。

　　（2）サイクルを生じうる施設としてベイスを定義する。

　　　（ここでサイクルとは，ある所を中心にいくつかのトリップによってループ（閉路）が描かれると

　　　　きの呼び名を指す。）

今，上の（1），②の定義のいずれにしろ含まれるベイスとしての施設をあげると，次のような分類ができ

る。

施設 小分類 中分類 大分類Mスの有無

a。自宅　（h㎝e）　　　horne　hased…一・…

be事業所（office）　　　　office　based　・・……・

：籔罐蒜1ご濫。d｝…
e．ノーベイス　（No－base） 　　　　　　　　　　　　　　No－Based

　ここでノーベイスとは，対象地域内へ自動車などで直接流入してくる場合にそのターミナル経由が不

明なものである。

　（1）の定義では，対象地域に居住する人のトリップの大半はホームベイス（H．B）の交通となり，対象地

域への流入者によるトリップは，事業所ベイスを中心としたノンホームベイスの交通といえる。一方，

（2）の定義は，ベイスをその日の交通行動の拠点としてとらえようというものであり，例えば，対象地域

内で自宅およびその人の勤務する事業所がある場合に，もし自宅とオフィス間での通勤（帰宅）トリップ

の他に昼間の業務トリップを事業所を拠点として行っているならば，その人は1日のトリップチェイン
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の中で自宅ベイスと事業所ベイスの2つのベイスを有し，

それぞれのベイスを起終点とする通勤サイクルおよび業

務サイクルを形成する。（図2－2－1参照）

　これらの定義において，今，パーソントリップを前提

とし対象圏域が1日生活圏である場合には，域外からの

流入トリップの全体に占める割合は小さく，そのために

（1）の定義ではほとんどのトリップがH．B（ホームベイス）

　　　　　　　　　　業務サイクル

通勤サイクル　　　　　　務

　　　　業務
　　　　　　　　帰社業務

　　通勤　　　　　　　事業戸斤（office）

　　　　　帰宅

　　自宅（h㎝e）

　図2－2－1　トリップチェインの例

となり，（2）の定義ではそれらにO．B（事業所ベイス）が加算されることになろう。また，対象圏域がそれ

より小さくなり，流入トリップに関連するトリップチェインも多く取扱う場合には，まず，対象圏域に

関連するトリップチェインデータの抽出（1日のトリップチェインの中で少くとも1回以上トリップの

エンドを域内に有するデータの抽出）を行い，それら関連トリップチェインの第1トリップの発施設を

ベイスとして定義することになる。このような場合，圏域内外への流入・流出に関連する自宅ベイス

（home　based．triPs）の動きと昼間の圏域内の事業所ベイス（office　based　trips）の動きの二者に大別

される。

　③サイクル（cycle）

　1つのトリップチェインの中で連続するいくつかのトリップが1つの閉路を形成するときに，その閉

路をループ（loop）と呼ぶが，もしこのループの起終点がベイスである場合サイクル（cycle）と定議

する。これと同義な呼び方として，欧州や米国で特にッアー（t皿r）という用語が用いられる場合があ

るが，このときにはむしろ，1つのトリップチェインが1つのサイクルから成るものとみなしているこ

とから’トリップチェイン”という意味合いに近いものとなっている。

　④ソージャーン（sojoum）

　個々のトリップチェインの中で各トリップの着エンドがベイス以外のとき，それをソージャーン

（Sojo㎜）と定義する。これは，ベイスが人の1日の動きの中で拠点を表現するのに対して，ソージャ

ーンは個々のトリップの訪問先を示す。この用語についても他の表現方法としてstoP，　destination，

stageといった具合に数多くあり，またそれぞれがすべて同じ意味で用いられているとはいえない。こ

こで，　ttソージャーン”のもつ役割を考えてみると，それはトリップチェイン内の各トリップの目的地

であることから活動が達成される場所（空間的位置）を示すとともに，その数は1日に訪問すべき目的

地の数であるため，1日の交通行動パターンを大きく左右する要素であることは明らかである。そのこ

とは，次に示すトリップ連鎖パターンの定義にも関係する。

　⑤　トリップ連鎖パターン（travel　Pattem）

　個々のトリップチェインをその中に含まれるサイクル数4をソージャーン数Sに着目して，類型化し
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たときのパターンをトリップ連鎖パターンと呼ぶことにする。これは，トリップチェインという1日の

交通行動をより視覚的にとらえようという立場に立つものであり，その中でサイクル数はベイスを拠点

とした交通生成パターンを，また，ソージャーン数は1日という単位で見たときの活動形態（あるいは

活W｝t　xeターン）を表わすものとみなしている。また，これら2変量に関して，1日全体のトリップ数Nは，

N＝s＋4で与えられることも，この着眼点の特徴の1つである。この考え方に立つ具体的な実態につ

いては次章にて詳述される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100）
2－3　トリップチェインアプローチの有効性

　ここでは，本研究で取上げる交通需要分析の枠組において，トリップチェイン的アプローチがどのよ

うに有効であるか，つまりトリップチェイン研究によってどのような性質を明らかにすることができる

かを，次の3つの観点に沿って考えてみたい。

　　　（1）トリップチェイン的アプローチの技術的視点からの有効性の整理

　　　②　交通需要分析に要請されている諸点

　　　（3｝トリップ単位のアプローチとの比較

　（1｝本アプローチの技術的視点からの有効性の整理

　まず，トリップチェイン的アプローチにおける技術的な諸視点を明らかにするため，従来の諸研究の

事例にもとつく整理を行ってみよう。なお，ここで技術的（technical）側面という意味は，従来のトリ

ップチェインモデルのいくつかで具体的なモデル化や実証的分析の中心に据えられた視点を指す。

①交通需要の派生雌質（th・deri・ed・natu・e・f　tr・v・l　d・㎜dハ2）・　83　），　84），88）・9°）

　都市交通需要は，本来都市域における社会・経済的諸活動の派生需要として，それらの活動水準・パ

ターンに大きく規定されるものである。それは，例えば通勤トリップであれば勤務地での活動を行う

ため，居住地から勤務地への移動が派生されたものであることからも容易に理解できるgそしてトリッ

プチェイン的アプローチの有効性が最も端的に現われるのは都市内の商業経済活動に派生する業務トリ

ップに関してであろう。すなわち，業務トリップにおける生成あるいは発生集中・OD分布，そして機

関分担は個々のトリップが独立な形で説明されるというよりむしろ，まず第1にそれら活動の拠点とし

てのベイスと訪問先（ソージャーン）との結びつきの強さ（経済活動上生じる取引，納品，商談といっ

た業務形態における活動主体と顧客との相互関係）に規定されるものと考えられるからである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80），81）
　②交通における1日完結性とそこで織りなされるトリップ連鎖パターン（travel　patterns　in　a　si　ngle　day）

　これは，人の交通行動が1日を単位として，その意志決定がされるものと暗黙に仮定されていること

による性質である。もちろん，活動の種類によっては1日（da　ily）を単位とせずweekly，　monthlyの

場合あるいはweekday／weekendといった単位でとらえるべきものがあるかもしれないが，都市域にお
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ける通常の活動パターンにもとつく交通現象の多くは，1日単位の扱いが妥当と考えられる。むしろ問

題は，交通行動における意志決定の中でどのような形で，このような性質を明示的に組み込んでいくか

である。もちろんそのためには，人の1日の交通行動パターンのもつ諸性質を明らかにしておかなけれ

ばならないことは言うまでもない。このとき，その人の1日の交通行動をそのトリップ連鎖パターンか

ら眺めていくとすれば，次のような観点に立った諸分析が検討される必要がある。

　i）1日のうちで訪問するソージャーン数がどのような要因に規定されているのか。例えば，確率論

　　的なとらえ方であれば，1つのトリップチェインが生成されるときにあるソージャーン数sをもつ

　　確率に着目することによって，各トリップ連鎖パターンの生成特性を分析する。

　ii）また，1日のトリップ連鎖パターンは，そこに含まれるソージャーン数とともにベイスを起終点

　　とするようなサイクル数によって類型化されるとき，このサイクル数の決定は，ソージャーンとし

　　て訪問するソージャーンゾーンの分布に大きく依存するものと考えられる。そのため，ベイスとソ

　　ージャーンとの結びつき以外にソージャーン間の結びつきといった性質とサイクルパターンとの諸

　　関係が明らかにされなければならない。

そして，これらの問題に対して，トリップ連鎖パターンという交通行動の枠組みを拡げて，①において

述べたようなより本源的な活動形態まで言及して分析していこうとする立場にたつならば，次のような

要件についての議論が中心的なものとして列挙することができよう。

　　　a．ベイスと各ソージャーンとの社会経済的相互関係およびそれらの空間的位置関係

　　　b。各ソージャーンにおける活動相互の連結性

　　　c。1日全体としての活動スケジュールとその不確定性

　　　de　トリップメーカーのもつ個人属性と諸制約

　　　e。時間的特性，時間に関する予算制約
③交通手鍵択とトリ。プ連貨・夕一ン（m。d。1。h。・ce　dec・，・。。、・。。　t、・p。⇒X87Xg7）

　パーソントリップ法における交通手段選択プロセスは，各交通手段相互の関係を取り込んだ需要予測

体系の中で主要な役割を演じるものといえる。　従来のトリップ単位の分析では，その人の1日の交通

行動全体の中に含まれるそれぞれのトリップが独立であるとみなすことによって，個々のトリップにお

ける交通手段の選択構造の説明が試みられていた。しかしながら，本来同一の個人による連続的なトリ

ップがこのように分断されて扱われることの矛盾は，とくにこの交通手段選択において顕著になる場合

が多いと考えられる。というのは，例えば，自宅を出発するときに車（マイカー）を利用することを決め

た人の1日全体の動きに関して，少くとも後続のトリップにおける交通手段選択において第1トリップ

で車を利用していることは無視することができないはずである。あるいは，そもそも1日のこうした動

きが予測されていて第1トリップの交通手段として車が選択されていたのかもしれない。もちろん。ト
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リップメーカーがある活動目的の達成のための空間的な移動をそれぞれの活動ごとに独立に行うときも

あり，そのときにピストン型のサイクルパターンをもつならば，従来のトリップ単位との大きな差異が

ないと考えられる場合がある。しかしそのときでも，1日全体でのソージャーン数が多くなるにつれて

活動時間に関する予算制約が厳しくなるため，それに応じた手段選択が必要となるかもしれない。この

ような性質は，トリップチェインの概念が考え出された当初からも強調されてきていることであり，本

アプローチの有効性の真価が問われる側面ででもある。

④トリ。プの連鋤（，，、P－、1、、，，、k。ge、15）・9°）

　トリップチェインの性質の中では，これまでの研究事例においても最も多く議論されていたものであ

り，人の1日の動きの中のトリップ相互の関係を明示的に取扱っていこうというものである。例えば，

居住地と勤務地との移動のための通勤・帰宅トリップから成るピストン型の基本型が崩れ，帰宅途中の

買物のための自由トリップが入るトリップ連鎖パターンに変化するとき，それは，買物をするための訪

問地が帰宅途中に便利な位置にあるなどの条件が整っていたことによるかもしれない。このような場合，

従来のトリップ単位の方法では対処できず，OD表の各エレメントには個別に量的な意味のみの形で計

上されてしまうことになる。したがって，トリップ相互の関係の中では，例えば，目的連関，ゾーン連関，

モード連関に関する諸性質について，また，それらをクロスさせたときの性質についても関心が払われ，

それらは従来のトリップチェイン的アプローチにおいて代表的なマルコフ連鎖モデルによって表現され

ていた。

　⑤1日の時間に関する予算制約（time－budget　c㎝straints）98）

　これは，トリップチェインの議論を時空間上の次元に拡張した分析フレームの中で行っていくときに

関係する性質といえる。そこには，人の1日の交通行動パターンが，その日の活動時間という予算制約

のもとで諸活動と移動に要するトリップ時間をどのようにして割当てるかに規定されたものとしてとら

えていこうとする行動論的立場が強調されている。　ここでは，　1日という単位が活動パターンの基本

となっているが，時間というtt長さ”だけでなく時刻という塒間軸上での位置”にかかわる性質が明

らかにされなければならない。また，交通需要予測という究極的な目的のためにどの程度のレベルまで

その性質を織り込むべきかが重要な課題となるものと考えられる。

　②　交通需要分析に要請されている諸点

　トリップチェイン的アプローチの有効性は，前述の諸視点が交通需要分析に要請されている観点と整

合するときより鮮明なものとなる。そこで，ここでは交通需要分析において積極的に取入れていかなけ

ればならない諸点について考えてみよう。

　①交通需要の派生に最も本源的にかかわる“活動”のもつ諸性質を明確にしておく必要がある。こ

こでの諸性質とは，個々の活動内容そのものに関するものと一連の諸活動間の活動連結メカニズムにつ
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いてであり，それらの解明が重要な目的といえる。

　②交通需要の変化の予測は，交通行動パターンの変化の結果として把握されなければならない。こ

のとき，交通行動の中の基本的なパターンに着目し，その量的な変化の予測を問題にする場合と，基本

パターンが崩されそのバリエーションが形成されることによる変化の予測を扱う場合の2つに区別され

る必要があると考えられる。ここで，基本パターンとは，通勤・帰宅の往復トリップからなるピストン

型パターンや主婦による日常的買物のための往復トリップなどが対応し，それらはほぼ毎日のごとく繰

り返される反復的であるとともに，その中に含まれる諸活動間の相互依存性に関してはそれほど強くな

いものである。したがって基本パターンの量的把握においては，活動内容ごとにみた発着エンドの社会

・経済属性に着目し，それらの変化と交通需要量の変化との関連が重要視される。一方，基本パターン

の変化に伴う交通需要の予測に際しては，基本パターンの量的なレベルはあまり変化しないものとみな

し，むしろそれら定型的な交通行動様式がどのような形での付加的な活動需要の生成によって変化する

かが問題とされる。例えば，通勤・帰宅ピストン型から付加的活動としての買物の達成のために通勤一

買物一帰宅といったトライアングル型に変化する場合などがこれにあたる。このような変化は，ただ単

に買物という付加的活動の生成に着目するだけでは不十分であり，その前後の通勤・帰宅にかかわる諸

活動間の相互の依存関係を扱っていかなければならない。そのため，トリップの連鎖性などで代表され

るトリ。プチ．イ．の諸性質が大きく関係してくるといえるら

　③　交通需要分析の一つのねらいとして人の交通行動についての意志決定機構の解明があげられるが，

これまでの諸研究においては，時間軸を導入した議論はあまりなされていなかった。ところが，そのと

でさえ1日単位でみた交通というものが暗黙のうちに仮定されており，1日（24時間）のなかでのさま

ざまな時間的な制約が与える影響を無視できない場合があろう。このような視点は，　’Time＿budge　t”

といった分野に代表されるように，最近になってその実証的分析が進められている段階であるが，将来

の生活時間の配分（time－allocati㎝）や世帯単位での1ife－（ycle－stageを反映した生活様式の変化と交

通需要（生成）との関連を見ていく上で重要な課題と考えられる。

　④　（交通）政策評価のための敏感なモデルの構築の必要性96）

　従来の交通需要予測モデルは，長期的なネットワーク形成といった交通計画に供するために開発され

たわけであるが，1970年代に入り特にオイルショック以降においては，より短期的な交通政策（あるい

は交通運営）の評価を的確に行うためのモデル改良（あるいは予測プロセスの再編）の必要性が高まり

つつある。こうした背景のもとで，後述の非集計選択モデルあるいはアクティビティモデルに類する

方法論の展開をみることになるわけであるが，それら両者においてトリップチェインの諸性質の内包化

が重要な視点となろう。

　すなわち，アクティビティアプローチにおいては，活動連結性を具体化させたものがトリップチェ
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インそのものに対応することになり，また，非集計選択アプローチでは，交通行動の意志決定を多次元

な選択構造とみなし確率効用理論にもとつくモデル化を主題とするため，その中にどのような形でトリ

ップチェイン性質を組み込んでいくかが問題となる。その際，’多次元の選択”という枠組みがどの程

度有効あるいは障害となり得るかは議論のわかれるところかもしれない。

　（3）（交通需要分析における）従来のトリップ単位のアブo一チとの比較

　ここでは，従来のトリップ単位のアプローチとトリップチェイン的なアプローチとの比較を，交通需

分析の中に限定した形で概略的に行ってみることにする。

　まず第1には，それぞれのアプローチにおける分析のねらいや目的についての差異を述べる必要があ

ろう。従来のトリップ単位による交通需要分析では，個々のトリップは量的な意味しかもち得ず，それら

の量的把握にもとづきネットワークの形成に供するための計画プロセスの中で位置づけられていた。し

たがって，これは将来の土地利用や社会経済指標の変化と交通需要の変化との関係の解明を目的とした

長期的・マクロな分析フレームであるとも言うことができる。一方，トリップチェイン的アプローチで

は，各トリップの量的把握は結果的なものであり，むしろ交通行動パターンの記述と予測にもとついて

交通需要の変化を表現していこうとする考え方に立つ。そのためどのような諸要因・制約によって一連

の交通行動パターンが規定されるかが最大の関心事であるとも言え，そのような観点からのモデル化に

よって各種の交通政策のより的確な評価を最終的なねらいとしているものと考えられる。

　第2としては，両アプローチは段階型であるか同時型であるかの2つのタイプに区分されることであ

る。すなわち，従来のトリップ単位のアプローチでは，交通需要予測プロセス自体が段階的推定法と呼

ばれていたことからわかるように，個々のトリップに対する生成一発生集中一〇D分布一配分といった

各段階ごとのモデル化によって，各段階のアウトプットは次の段階のインプットとなるような形態をも

つ。そして，付加的に手段選択プロセスが導入されることでそれ以降の段階からは選択した手段別の予

測プロセスとなる。これに対して，トリップチェイン的アプローチにおいては，トリップチェインの生

成かトリップ連鎖パターンの把握という形で可能となるとき，チェイン内の手段選択一〇D分布一発生

集中の順に各トリップ単位に分解することで交通需要量の変化の予測を行うことになる。したがって，1

つのトリップチェインを構成するものとしての各トリップの発生集中・OD分布などは，一括して同時

的に取扱われるべきものであるとみなされているといえる。

　そして第3番目としては，前述のトリップチェイン的アプローチにおける技術的視点に関連して，ト

リップ単位の分析ではとらえることができない，あるいは捨象せざるを得ない，諸性質を明示的に考え

ていくことができることである。すなわち，前述の視点の中で強調されているのは，人の1日の動きの

中に存在する行動論的側面の解明にあるということもできようが，そのことは何よりも人の交通行動を

忠実に再現するために必要な諸性質を反映しなければならないことを意図しており，従来のトリップ単
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位のアプローチにおける不十分な点を補うものといえる。

2－4　トリップチェイン研究の系譜と再考

　本節では，交通需要分析におけるトリップチェイン研究の位置づけを明らかにするために，これまで

の諸研究の歴史的系譜とそれぞれのねらいを包括的に述べ，併せて本研究の立場を明確にする。そこで

具体的には，トリップチェイン研究とそれに関連する分野として，次の3つの研究領域に劫ljして議論

していくことにする。すなわち，

　　（1）Markovian　ApProaches

　　｛2）　Activity＿hased　Approaches

　　｛3）　Utility（disaggregate）ApProaches

　（1｝のMarkov　i　an　Approachesは，1960年代後半に始まるトリップチェイン研究の先駆的アプローチ

であり，交通需要予測を強く意図しており，主にトリップの連鎖性（trip　linkages）の性質に着目したモ

デル化が中心的課題となっている。（2）のAc　tivi　ty－based　Approachesは，　1970年代に入りOxford

U。i。口SU（T，。。、p。，，　S，、riies　U。i～？1・よ。て開発されたものであり，人の旧の働連結，ヵ

ニズムのモデル化をねらっている。そして，（3）のUtility　Approachesは，1970年代後半より短期的交

通政策評価のッールとして，非集計選択モデルの中にトリップチェインの性質を織り込んでいこうとす

るものである。これらの中に含まれる個別の研究についての再考に入る前に，こうしたレビューの前提

として諸研究を取巻く社会的情勢（とくに交通計画における環境の変化）を振り返っておくことにした

い。

J。。e、（198fl／ま，交通計画における諸職の変遷を，193。年代から197。年代までの綱、ついて次の

4つの期間に区分している。

1　　　1930～1950

11　　　1950～1960

皿1960～1970

1V　　　1970～　1980

局地的な交通混雑の緩和のため，自動車交通量に関する調査とその需要予測

都市内の増大する交通需要に対処すべき計画プロセスの策定のため，家庭訪問

調査・自動車路側調査にもとつく3段階推定法（トリップ発生・集中，OD分

布，配分）の開発

総合交通体系の確立に向けたパーソントリップ法の開発・改良

短期的，局地的な交通計画の評価の重要性が高まってきたため，それに対応す

るアプローチの多様化が特徴的となる。

そして，トリップチェイン研究との関係から眺めたときには，先述の区分で第皿期以降が関連深いとい

えるが，すでに1980年代に入っていることから，ここでは1960年代後半より現在に至るまでを次の

4つの期間に分けて考えていきたい。
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　（1）1960年代後半（1965～1970）……Markovian　Approaches

　（皿）1970年代前半（1970～1975）……MarkDv　ian　Approachesの洗練化とAc　tMty　based

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Appr（vachesの崩芽

　（皿）1970年代後半（1975～1980）……ACtiVity－based　Approachesの台頭およびUtility

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Approachesのトリップチェイン研究への拡張

　（IV）1980年代前半（1980～　　）……各々のアプローチの中での細分化ならびに統合化（他分野

　　　　　　　　　　　　　　　　　　との連携）

　この約20年間（1960年代後半から現在まで）における社会経済情勢の変化は著しく，その影響は自然

科学の如何なる分野においても例外ではなかった。しかしながら，ここで示した区分の仕方がまったく

妥当なものと考えるわけでなく，むしろ整理の都合上用いられた便宜的な分類法に過きない。すなわち，

トリップチェイン研究自体は，その範疇に属する研究領域を含めて交通需要分析における既存の諸研究に

よる実践にもとつく応用学問領域であるため，単純な系統図によって説明できるものでなく，様々な角

度からのアプローチが混在しているからである。その中にあって，あえて歴史的な結節点を見出すとす

ればやはりオイルショック（1974）の前後と言わざるを得ないであろう。それは，ちようと前半の10

年間と後半の10年間とに分けることになるが，前半は交通計画において大規模なプロジェクトによる広

域ネットワーク形成や総合交通体系の確立が叫ばれていた時期であり，計画手法としてもそれに対応す

る長期的マクロなフレームにもとつくものであった。一方，後半に入ると，経済成長のスピードが鈍化

し，それに伴って膨大な公共投資を必要とする大規模プロジェクトの実施は難しくなり，如何に効率的

な投資効果を生むかということが要請されるに至り，そのための評価プロセスの開発の必要性が高まっ

てきた。そのため交通運営手法と呼ばれる短期的交通政策によって（公共投資におけるリスクを負わな

い形での）問題解決をはかる方法論の開発がより重要視されるに至ったわけである。もちろん，ここで

述べた経済的諸環境の変化ばかりに左右される形で交通計画における研究内容が変貌す6というわけで

なく，他に技術革新や社会のニーズによってさらに本質的に影響を受けるものであるので，それらを含

めた体系的な歴史的経緯を論じるにはもう少しlo㎎一spanの視野が必要となろう。

　｛1）Markovian　Approachesの再考

　Markovian　ApProachesとそれに関連する研究は，トリップチェインに関する諸研究の中で先駆的で

あり，また現在もなお有効な考え方を示すものといえるが，ここではそれを年代順に回顧してみよう。

　まず1960年代に入ると，交通調査の試験的実施が米国の各地で行われるようになり（1955年CATS

（ChicagP　Area　TransPortation　S　tudy）から始まり1960年ワシントンD．　C．ならびに他7カ所（1958

～1963）），それらにもとつく都市圏の交通輸送体系計画プロセスの開発が進められるに至り，その後

の家庭訪問調査の形式をもつ交通調査のプロトタイプとされるものがこの時期に出来上っている。そこ
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では，当初においてのみトリップ目的の連鎖に関心が払われていたが，それ以後には直接的には扱われ

てなかった。この時期にあって，トリップチェインの考え方としてはOvergaard（1963）がLinked

tripと呼ぶトリップのとらえ方から出発して，それらが連なった意味で“一連のトリップ”（Chains

of　trips）という概念規定を紹介している。（ここで，単位としてtt一連の”という考えを打出したのは

ス，．一デ。のS。。，d，。i，～）であ。と説明されている．）72）また，米国ではM。，bl。（1964％，・リ。プ

の連鎖に関するマルコフ連鎖モデルを最も早くから着目していたが，需要予測モデルとしての体裁が整

。ていなか。た．そして，H。，、。。＆、、h。ld、。。，（1ee，ナ）H。，，㎝＆W。9。，（1％9テ｝ま，やはりトリッ

プ目的の連鎖に着目したマルコフチェインを用いて土地利用の施設連関パターンの分析を試みている。

。のマ、レ。フ．アブ。一チは，S。皿、（1971∫）の吸収マ、レ・フ連鎖・・アナ・ジーさせ相動車・D分布

交通量推計モデルによって需要予測モデルとしての位置づけが確立され，また，そこでは以後の諸研究

の基礎となるベイス（hase）やサイクル（cyc　l　e）といったトリップチェインの諸概念が明らかにされた。

。うしたマル。フモデルの定式化は，Gilbe，，（1972ヲI　Ri。h。，d＆Wiga。（1973渋してK。nd。（1974）13）

によって，理論面でより強固なものに高められた。とくにGilbertは，状態推移を説明する遷移確率の定

常性への改良を意図したマルコフ再生理論の適用を議論しており，Richard＆WiganそしてKondoは，

手段選択の導入に関連する改良を試みた。また，Kondoの論文では，人の1日の動きの記述と予測のた

めに，とくに目的連関行列の改良およびその予測方法などを提案しており，単純マルコフ連鎖モデルに

よるシステマチックなトリップチェインの表現については，ほぼ完成された時期といえる。一方，トリ

ップチェインの性質についての諸分析は，オランダのVidakovic（1971）8）’21）が早くから手がけており，ア

ムステルダムで行われた調査データをもとに，トリップチェイン特性としてのトリップ長，滞在時間，交通手

既，」用数｝，関する実証分析結果を報告している．そ磯彼の論文（1974，1977）14）では，トV。プチ。

インの数学モデルとして調和級数モデルを提案しているが，交通需要分析における有効性に問題点を残

している。こうして1960年代後半から約10年間でほぼマルコフ・アプローチの一世代が区切られるわ

けで，次に世界的に再登場してくるのは1980年代に入ってからである。この第2世代においてまず，

Kitamura＆Lam（1981）44）がマルコフ・アプローチに時間軸の導入をはかり，マルコフ再生理論を基礎に

置きかつ滞在時間を考慮したモデルを提案している。このモデルはおそらく，マルコフ・アプローチの

中で最も精巧で理論面においても卓越したフレームを具備するものと評価できるが，需要予測モデルと

しての実証性と適用性についてその改良が必要かもしれない。すなわち，交通需要分析やその予測のた

めには，トリップチェインの体系的な表現という特徴を生かしながら，より簡潔な構造でしかも実用的

なモデルフレームが要請され，そこに新たな展開の糸口が与えられているものと考えられる。本研究に

おける基本的な発想の一つはこのような点にあり，マルコフ・アプローチの中で取上げることができる

諸性質を取込みながらも交通需要予測モデルとしてより実証性の高いものを開発することを意図してい
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る。こうした考え方は，Southworth（1982）N）においても物資流動におけるトラック・ターミナル配置問

題の中で取上げられている。また，拙稿（Sasaki＆Nishii（1983））57））Tは，業務交通における訪問先数

に着目した需要予測モデルの中で議論しており，本研究において後に詳述されることになる。また，ト

リップチェインの諸性質に関する諸分析は，筆者らによる一連の研究成果として後述するが，諸外国に

おいてもHorow　itz（1982）52）はトリップチェィン内のTour長に関する指標化とその実証分析を行ってい

る。そしてKitamura（1984）60）は，これらトリップチェインの性質を目的地選択モデルへ内包する方法を

検討しており，そのケース・スタディの結果からは，目的地の魅力を規定する要因として，その目的地

の訪問後に行く次のトリップの目的地への近接性といった形でのトリップチェインの性質が有意に関連

を持っことが示されている。

　一方，わが国におけるトリップチェイン研究は，おそらくその大半がこの（1）のマルコフ・アプローチ

の範疇に属するといえ，近藤（1981）92　）’　93）によれば「交通需要予測を念頭に置いたところのトリップチェイ

ンの計量的把握とシステマティックなモデルビルディング」67）が主眼とされている。また，彼の網羅的な

諸研究の回顧94）によって，おそらく1960年代後半から1970年代後半までのトリップチェイン研究の流れ

は明確にされたと言え，詳細はこれらの文献に譲ることにするが，ここではその展開の中心的な軸とな

り得るいくつかの研究について触れることにする。

わ姻では，佐佐木（1969）がこの分野における先駆けといえるであろう㌣）これは神戸市を対象とし

たデータよりパーソントリップの1日の動き方の類型化を試みたものであり，先述のSasaki（1971）に

おける吸収マルコフモデルの適用のためのパイロット・スタディとしての性格をもつものであった。ま

た，この研究は，自動車のトリップの連鎖を追跡しようとした一連の研究一とくに都市内自動車のOD

パターンの確率論的記述（1966，1967）一の延長として位置づけられ，それらはやがてOD分布交通量

推計モデルとしての「佐佐木のエントロピー法（1968）」　に結実することになる。次いでこうしたトリ

。プ目的連関を遷移状態の締とみなす吸収マ，レ。フ連鎖モテ、。は，近藤（1972。，1972b，1976タ1）・鋤㌦る

いはKondo（1974）の一連の研究によって，交通機関選択プロセスの導入を含めた体系化ならびに適用面

における現実的な諸問題の解決方法が検討された。そして，とくに交通目的連関行列の定義法とその予

測に関しては，その後の松井（1976）6e）近藤（1977，1978）72）’74）’95）によって完成をみたものといえる。

　また，マルコフ・アプローチにおける時間軸の導入というモデルの拡張を意図した展開としては，宮

城・加藤（1976）66）’71）hSトリップチェインの行動時間特性（滞在時間等）に着目したマルコフ再生モデルを提

案しているが，実用面での諸問題が残されている。また，トリップチェインの時空間（time－space）上

での記述についても，近藤．上野（1979）7s）がその理論的枠組を示しているものの，　iEliLt的分析の域を出

ていない。

　1970年代後半から現在に至る間においては，トリップチェイン研究はそれまでのマルコフ・アプロ
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一チに傾いた流れとは幾分異なり，後述する他のアプローチとの連携をねらいとした包括的な分析フレ

ームのもとで進められてきている。その中では，姫野（1979）7！）原田・太田（1980）17）鈴木・肥田野

（1980）『s）芦沢（1980）79）などによって，とくに1日の時間予算制約世帯構成員の生活パターンと交

通行動，自動車保有世帯における利用形態に関しての現況分析が中心となっている。これらの展開は，

むしろこれまでの需要予測を念頭としたものとは異なり，次に示すActivity－based　Approachesに近い

立場に属するものといえる。そして本研究は，需要予測を念頭に置き，なおかつこれまでのMarkovian

Approachesとは趣きを異にするものと位置づけができよう。その具体的な研究成果については後章に

おける議論にゆずることにするが，1日の交通行動をトリップ連鎖パターンに着目して眺めることによ

り，その諸性質に関する実証分析と需要予測のためのモデル構築が主な内容である。

　（2）Ac　tivity－based　Approachesの再考

　1970年代に入って，人の1日の交通行動と他の諸活動との関係にまで立入って眺めていこうとする

アクティビティアプローチと呼ばれる新しい流れが出てきた。ここでは，交通（trave　1）とは日々の活動

パターンを形成する相互に関係のある諸活動の流れ（stream）の一つとして位置づけられ，それは何ら

かの主たる活動が，それ自身ある場所でしか利用できない施設を必要とする際，その活動を達成するた

めに空間的な移動を行う手段としての役割を担うものであることが強調されている。したがって，この

アプローチでの主眼は，人の1日の諸活動の連結メカニズムの解明にあり，トリップチェインという交

通行動が内在的に組み込まれた，より広範な人間活動システム（human　activity　system）の理解を目指

しているといえる。　（もともと，この分野の発展の由来には，今世紀初頭における社会学者による生活

時間予算に関する研究にまでさかのぼることができるが，それが人の毎日の活動パターンの時間的，空

間的側面における諸特性という観点に対し，土木計画者，地理学者，建築家などにも興味を持たれるに

至。たわけであ。．）。の分野、，おいては，H＿。ns（19が！晦ers，，am（197。，197鵠勉分析フ

レームにおいて重要ないくつかの概念規定を行っている。Hemmensはその中で人間活動システムをとら

えるとき，1日の活動（activities）と交通（trips）に着目し，それを時間（time），空間（space），活動

（activity）という要素の相互依存関係として眺めるべきであると主張し，以後の諸研究の発展に大きな

影響を与えている。また，スウェーデンのH2tgerstrandも，いわゆるtime－space　pri　smと呼ばれる時

空間上での活動とトリップの連結状態の記述方法を提案しており，その先駆的評価は高い。その後，ト

リップチェインとアクティビティアプローチとの関係をより明確に位置づけることとなったオクスフォ

ード大学のTSU（Transport　S　tudies　Unit）によるワークショップが1975年12月に開催された。そ

れは，H。、，、，（1976ヂにより紹介されているが，トリ。プチ．イ。のとらえ方が主題であり，M。1t、一

・，ip翻㎜1・・．P，，p。se．j＿y，と題するものであり，　J。n。，（1975鹿H。n、h。，i（1975，1976）・5），19）の

論文を中心として，主にアクティビティアプローチにおけるトリップチェインについて用語の取扱いをも含めた基
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礎的概念の整理と，これまでのトリップチェイン研究の事例の比較が行われた。そして，このワークシ

ョップの結論としては実務家にとっては，既存のデータを用いてより効果的にトリップチェインの諸性

質を把握する方法論が開発されることが望ましいものの，交通行動に関するより本質的な議論をするた

めの枠組としても，人間活動パターン全体を視野に据えた分析が必要であることが強調された。以後，

この主旨に沿。た形でTSUによるH＿A，ti。i、y　ApP，。achesと呼ばれる一連の研究がDi。（1977卿

J。n。、（1977，19司当。99、三＆J。nes（1978）・6）によ。て展開され。わけであ、が，　。。w、＆M、C。11㏄、

（1974）の分析に見られるように，交通日誌（travel　diary）と呼ばれる各個人についての詳細なトリップ

プロフィールの再現と記述が主たるねらいとなっている。この流れは，例えば　J㎝es（1980）36）により発

表されたHATS（Household　Activity　Travel　Simulator）というゲーミング・シミュレーションモデ

ルとしての成果を生むことになり，また，Clarke，　Dix，　J㎝es＆Heggie（1981）iりClarke，　Dix＆Jones

（1981）45）によって世帯とその構成員のアクティビィティに関する体系的な記述が展開されている。一方T

SUのvisiti㎎fellowを終えたHensherは，より行動論的アプローチへの傾斜を強くし，交通における

選択問題の構造的説明のためのモデル化ならびに非集計選択モデルとの連携を含めた体系化の方向に大
きく寄与しa、る《りH㎝、h。，＆。。1。、（1978）・1）H，nSh。，＆S、qpher（197gl3）などの蹴は，．の分野の研

究の進展をレビューするのに非常に秀れたものといえる。TSUの活躍を背景として，その他の多彩な

研究事例が1975年前後に登場してくる。すなわち，Tomlinson　et　al（1973）12）は学生の日常的な活動パ

ターンに対して，個々の活動の発生時刻とそれに関連する諸制約を中心に実証的に分析しており，

B飽tley　et　al（1977）24）GCk一週間単位の活動パターンの分析を行っている。また，　T㎜vander　Hoom

（19，9）1・）・K。ha，。、h、（197⑤197g卵kどは分析鵬から＿歩踏み出すべくアクテ。ビテ．モデ、レの構築を

試みているが，その有効性についてはやや問題を残す。この時期にあって，活動パターンの分析の単位

として世帯を強く識し，臓の研究において少なからぬ影響を与えたのがHat、。。。（1977タ％ある．ま

た，彼女は地理学の出身であるが，Household　Activity　Pattemに関する研究（Hanscm＆Hanson

（1981））46）では世帯内の各構成員の世帯単位の諸活動における役割の重要性について議論を展開している。

そしてトリップチェイン研究との関係では，　’Multi－purpose　j　ourney　to　work”という言葉を用いて

自宅と勤務先との移動パターンとしての通勤・帰宅トリップチェインの中で，帰宅途中の買物であると

か，オフィスから昼休み中の買物など他のいくつかの活動目的の達成のためのトリップの派生について

実証的な分析結果を紹介している．（H、ns。n（1980）1°）H、n。。。（1980）1’）飼M1981））51）

　1980年代に入るとアクティビティ・アプローチの高揚期ともいえるほど，その研究内容はより分化

され，また，他の研究領域との連係をより一層深める傾向をもつようになった。その主な流れとしては，

①世帯単位の交通行動における構成員間の相互依存性の分析，②時空間上の交通・活動相互関係のモデ

ル化とtime－budgetに関する分析，③各種の政策評価のためのツールとしてのモデルの改良，洗練化に
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よる交通需要分析の計画プロセス化があげられる。この中で，①の世帯を単位とした諸分析においては，

B。。n，tt＆Hat、。。n（1982）？5）　Kit。mur。＆K。、，yniUk（1鵬りで示唆されるlife－Cy・1・…9e・a）概念が今後

の研究の大きな指針を与えるものといえる。また，②の分析は，いわゆるTime－・Space　Analysisと呼

ばれ。もので，W、g。n＆M。rr、、（1981ナρ。、、＿，．K。、，y。iuk，，。1（1鵠1カ・。P，，na、＆・am。・（1晶

などが実証的分析樋じて意欲的な研究を行。ている．ま撮近では，Ki、amur。（1984勝tim。．all。．

cationの問題において数学モデルを提案している。この中で活動の種類を自由裁量にまかせられるもの

とそうでないもの（discre　tionary／obligetory）に分け，1日の時間に関する予算制約のもとでのこれ

らの活動の時間配分を効用理論の中でモデル化をする試みがなされている。これらは，他の研究領域と

の連携が意図されており，今後より実証的展開が期待される92）③の流れでは，このアプローチにおける

主導的立場をとってきたTSUのグループがやはり中、L・的でありt7）　Jones（1981），　Carpenter＆Jones　eds．

（1983）！9）　Jones，　Dix，　Clarke＆Heggie（1鵠3）58）などは，具体的ないくつかのケース・スタディを通じた

より実践的なアクティビティ・アプローチからの交通需要分析を手がけ，それらを網羅的に報告してい

る。また，Da㎜（1980a，b，1982）3＞’⇒⇒は，この分野の最近のthestate　of　artを包括的にレビューし，

また，政策評価のための洗練化の重要性を強調している。この中には，就業開始時刻の変更や，就業時

間の変更（週休2日制や週末日の増加策のための勤務時間調整）などの活動そのものに対する時間的制

約を伴う諸政策の評価を交通一活動モデルを用いて行っていこうとする事例が紹介されており，従来の

需要分析手法では対応できない多面的なアプローチの可能性を示唆している。

　（3）Utility－　Approahesの再考

　ここで取上げるUtility－Approachesとは，　あくまでもトリップチェイン研究に属するものに限って

再考するものであり，例えば，確率効用理論にもとつく非集計選択モデルと呼ばれる諸研究の包括的な

レビューを行っていこうとするものではない。しかし，交通需要分析の最近の展開を見る限りこうした

非集計モデルなどを含めた議論は，たとえトリップチェインに直接関係しなくても十分重要な要素をも

つものと考えられるので，これらについては後章にて別の形で触れていくことにする。

　さて，このアプローチにみられる共通の性質を列挙してみると，次のような3点があげられる。

　　i）非集計的な選択問題として定式化

　　ii）トリップメーカーの行動原理にutility－mximizi㎎が仮定されている

　　lll）モデルの適用の前提として，各種の交通政策に敏感に反応するようなモデル構築

そして，当然のことながらトリップチェインのもつ性質を十分反映させようとするねらいがある。

Utility－　Approaches自身が比較的新しい研究領域であること，また，それにトリップチェインの性質

を持ち込むことは，それら両方についての基本的理解を前提とする応用分野ででもあることから，レビ

ューに耐える研究事例は現在のところわずかである。数多くのトリップチェインモデルの中でも，ユニ
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一クなモデル髄をもつものとして評価されているのは，Mler＆B。n－・Aki。。（10rgl8）O効用最大化モデ

ルである。これは，Tour数（－cycle数）やトリップチェイン内のSojo㎜数の決定を扱うもので，そ

れらが1日の活動に関する時間予算制約のもとでトレード・オフをもつことを表現することを試みてい

る。モデル構造は簡潔であるものの，トリップチェインの生成にかかわる主要な要因を組み込んだ定式

化の方向を示している。ただし，各訪問地での活動に要する時間，あるいはトリップ時間に関する実証

的分析が欠けているため，モデルの前提条件に対する吟味が必要といえる。（なお，この点については，

次軟・あらためて議論したい。）ま綱時1，同じMI．T．のLerm。n（1疏ま，マル。フ再生理論、、もと

つくトリップチュイン行動の中で，目的地モード選択に関する非集計選択モデルの適用を試みている。

これは，従来のマルコフ・アプローチにおける状態遷移が，確率論的に扱われていてもそれ自身モデル

化されていなかった点を大きく改良したものといえるが，モデル構造の複雑さと集計化の問題解決がほ

とんと不可能である。とから現況記述にとどま。ている．また，エH。，。w、tz（198。泥1日の中で徽

個の訪問先を持ち得る交通行動に対して，そのtour－formationに関する効用モデルをやはり非集計選

択モデルの適用によって定式化している。ここでのトリップチェインの性質は，マルコフ・アプローチ

におけるトリップの連鎖性と同義なものであることが示されており，より現実的なトリップ連鎖パター

。の娘．拡張が期待される．そして最近に至。ては，。、t。＿（19S4W）Cま，≠榛計目的雌択モデルへ

のトリップチェインの性質の内包化に取組んでおり，期待効用（expected　utility）の考え方の中に，そ

れ以降に続くチェインの生成によって得られると期待される効用を計上していく方法を提案している。

そして，その論文の中での簡単な例題の結果によれば，こうしたトリップチェインの性質の1つとして

のfuture　dependencyの導入が目的地選択に有意に影響することが示されている。

　このアプローチでは，どちらかと言えばトリップチェイン自身のモデル化としてはAdler＆Ben－

Akivaのモデルだけであり，他の3つの研究は，それを内包化させた非集計選択モデルであると位置づ

けができよう。

　最後に以上の3つの主なアプローチについて，それぞれに属する諸研究の年代順に並べた系譜を図2

－4－1（その1）～（その3）に示す。
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2－5結　　　語

　本章では，トリップチェインの考え方を理解していく上でまずその基本的な概念の整理と，有効性に

ついての認識を明らかにし，次いでこれまでのトリップチェイン研究の歴史的回顧と再考を行ってきた。

ここでは，それらにもとづき本研究における立場を明確にしておくことにする。

　まずトリップチェインの表示に関して言えば，本研究全体を通じた基本的な発想であるとも言うこと

ができるのであるが，それは’トリップ連鎖パターン”に大きなウェイトを置いた展開になっているこ

とである。すなわち，トリップチェインの諸概念の整理において述べたように，トリップ連鎖パターン

とは，1つのトリップチェインをその中に含まれるサイクル数とソージャーン数によって類型化された

ものを指す。トリップチェインが本来，人の1日の交通行動を表示しようとするねらいのもとに考え出

されたものであるから，ベイスを中心としたサイクルの生成とその中で訪問する目的地のそれぞれの数

に着目することは，もっとも本質的な性質を前提としているといえる。また，従来のマルコフ・アプロ

ーチでは，確率論的な状態遷移の中で結果的にしかトリップチェインの表示ができなかったことに対し

て，より視覚的に1日の全体の動きに注目できることも大きな特徴といえ，例えば，1日の中での時間

的な制約や諸活動特性などを明示的に取扱い易いという利点を有すると考えられる。トリップ連鎖パタ

ーンに関する実態分析やそれに関連する種々の分析結果については，次章にて具体的に紹介されること

になるが，そこでは，こうしたトリップ連鎖パターンを規定する諸要因ならびに，それにもとつく需要

予測モデルのための基礎的考察が議論の争点となっている。もちろん，こうしたトリップチェインのと

らえ方が唯一のものではなく，例えば，1日を単位とせず1週間や1カ月を単位として眺めていくこと

も可能であろう。その場合，対象とする諸活動の生成の形態が大きく左右することになり，例えば，通

勤トリップや業務トリップなどの派生を生ぜしめる活動は，毎日の定常的なくり返しにより説明ができ

るので平日の1日単位が基本となろう。それに対して買物という活動の中には，日常的な面と1週間あ

るいは1カ月を単位とした，とくに世帯全体が関係したものが入る可能性があるため，それに応じた分

析フレームも重要となる場合がある。しかしながら，都市域の日常的な活動形態とその中に存在する交

通行動パターンを眺める際には，1日という単位が妥当といえよう。

　それから，本研究の全体的な位置づけであるが，交通需要分析（travel　d㎝ard　analysis）という比較

的守備範囲の広い分野の中で，その相対的重みは需要予測にあるといえる。そのため，先述の3つのア

プローチ（すなわち，これまでのトリップチェイン研究の関連する研究領域）の中では，（1）のMarkov

Approachesの流れが最も近い関係にある。しかし，最近のMatkov　Approachesの展開を見てわかる

ように，マルコフ理論そのものに固執しているわけでなく，トリップチェインの諸性質の解明とそれに

もとつく需要予測モデルの開発が大きなねらいとなっている。また，このトリップチェインの諸性質の

解明のために具体的に検討される項目の中には，（2）のActivity－based　Approachesや（3）のUtility一
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Approachesなどの接近法も関連が深く，その意味ではトリップチェイン研究としての統合化（inte－

gration）の方向が模索されているものと位置づけできよう。

　次章以下では，これまで筆者らによって検討されてきたトリップチェイン研究のいくつかが紹介され

ていくことになるが，ここでは，本研究のメインテーマであるトリップチェインの表示，すなわち，

トリップ連鎖パターンに着目したアプローチと以下の本論の構成との関係を述べることにより，本研究

の位置づけをより明確にしたい。まず次章では，トリップチェインをトリップ連鎖パターンに着目した

ときの具体的な実態分析の結果を報告する。これは，これまでの数多くの種類のトリップチェインデー

タに対して試みたトリップ連鎖パターンに関する集計分析の比較検討であり，トリップ連鎖パターンを規

定する諸要因について，あるいはその基本的な特徴点をいくつかの角度から整理する。次いで，さらに

詳細な分析として時間的特性という側面からトリップ連鎖パターンを眺め，本章で紹介した効用理論に

もとつくアプローチとの関係を具体的に議論する。次に第4章および第5章では，トリップ連鎖パター

ンに着目した需要予測モデルの提案とその具体的な適用例を検討する。その中で前半は，交通需要量と

しての発生集中量あるいはOD分布交通量をトリップチェイン的アプローチより推計するモデルを扱っ

ており，後半は，交通手段選択に関する検討である。いずれも，本研究における主たる成果を示すもの

であり，とくに本章の中で概略されたトリップチェインの有効性について詳細に議論されることになる。
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第3章　トリップ連鎖パターンに関する実態分析

3－1概　　　説

　本章では，トリップチェインの表示法の一つとしてのトリップ連鎖パターンに着目した考え方にもと

づき，とくにトリップチェインの生成に関する実態分析を行うことを目的とする。トリップチェインの

表示の際にトリップ連鎖パターンに着目することの利点を整理すれば，次のような諸点をあげることが

できる。すなわち，

　　1）人の1日全体としての一連の動きをより視覚的な形で，わかり易く把握することができる。

　　2）ここでのトリップ連鎖パターンがチェイン内のサイクル数やソージャーン数により類型化され

　　　たものといえるので，交通行動におけるベイス，サイクルおよびソージャーンのそれぞれの役割

　　　や規定力をトリップチェインの生成特性と関連づけて議論することができる。

　　3）都市域における代表的なトリップ連鎖パターンを見出すことにより，かつそれらの基本的な性

　　　質を理解することができれば，交通需要分析を進める上でより本質的な部分にまでさかのぼって

　　　検討できる。

　そこで具体的な実態分析に入る前に，これまでになされてきたトリップチェインの実態分析の中でと

くにこうしたトリップ連鎖パターンに着目した諸分析のいくつかを紹介し，本章での分析との関連を明

らかにしておくことにする。

まず，人の1日の交通パター．の分類を手力・け撮初の事例としては，佐佐木（1969）1）による神戸市

のパーソントリップデータに対して行われたものであろう。これは，それ以後の吸収マルコフ連鎖モデ

ルの開発のパイロットスタディとしての位置づけられるものであるが，ベイス（base）とサイクル（cy－

cle）の概念を明らかにするとともに，それらをもとに交通パターンの分類とその職種別あるいは平日・

休日の相違についての実証的検討を行っている。

　その結果，1日の交通パターンの分類はベイスの種類（自宅ベイスB1，勤務先ベイスB3）とその数

（単一ベイス，二重ベイス），サイクル数Cおよびそのトリップ数Nによって行うのが便利であるとし，

自宅ベイスの交通パターンB1（C，N）および勤務先ベイスの交通パターンB3（C，N）の職種別に分類を

行ったところ，代表的なパターンとして図3－1－1に示すパターンを得た。

　また，ベイスにおける外出者の平均サイクル数・平均トリップ数を職種別（表3－1－1参照）に求め

てみると，交通パターンの種類の上では職種による差異を明確に見出すことができなかったのに対し，

外出率，平均サイクル数平均トリップ数には多少の差があることが示され，交通生成におけるトリッ

プチェイン的アプローチの意義が示唆された。
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自宅ベイス

　B1（1，2）

　　3，669

（70．　9％）

　　　　

’

B1（1，3）

　　626

（12．1％）

▽°

　　◎

B1（2，4）

　　453

（8．8％）

　　　　e

B、（1，4）

　　112

　　

殉＼／…／＼。
　●

＊ただし，交通パターンB1（C，N）（C≦3，Nf｛　6）

B1（3，6）

　　　71

（L4％）

　　　　　　　　

／／／／／／・

全外出人数＊

　　5，175

上位5パターン
の占める割合
　（95．　4　％）

勤務先ベイス

　B3（1，2）

　　　220

（59．9％）

　　　

B3（2，4）

　　　35

（9．5％）

B3（1，3）

　　　31

（8．4％）

ぐ。

B3（3，6）

　　　12

（3．3％）

　　　

B3（2，5）

　　　11

（3．O％）

　　　　

》〉

全外出人数

　　　367

上位5パターン
の占める割合
　（84．1％）

図3－1－1　パーソントリップの交通パターンの分類結果

表3－1－1　ベイスにおける外出者の平均サイクル数と平均トリップ数

役員・

ﾇ理職
事務職 第1次 第2次

J　務
第3次
J　務

自　営

ﾆ　主
自由業 学　生 主　婦 無　職 全　体

自宅ベイス

平均サイクル数 1，071 1，066 1，418 1，054 1，148 1，302 1，371 1，068 1，260 1，224 1，139

1サイクノレ当り

ｽ均トリヅプ数
2，331 2，294 2，062 2，138 2，221 2，355 2，178 2，152 2，121 2，129 2，228

平均サイクル数 1，422 1，371 一 1，024 1，375 1，667 1，000 一 一 一 1，361

勤務先ベイス

1サイクル当り

ｽ均トリヅプ数
2449 2，323 一 2，274 2，244 2，306 2，000 一 一 一 2，344

　なお，こうした交通パターンにおける基本的パターンに着目しそれらを重合して多くの人達の動きを

記述しようという試みは，その後，佐佐木・岡本（ign）2）の研究を経て，吸収マルコフ連鎖モデルとして

の体系化を見ることになるが，トリップ連鎖パターンの実証的分析例としては，近藤（1972）3），小川・

山形．灘（1975）4）によ。ても各都市圏で実施されたパーソントリ。プ調査データ5），9）・1°）を対象1，な

一39一



された。一方，自動車の使われ方に関する

トリップチェイン分析は，昭和49年度全国

交通情勢調査データをもとに，東京都市圏

（ノMl・松原（1977）6）），および大阪市

（1976）6）の両都市域において，主に自動車

交通抑制策（都心部での駐車規制あるいは

流入抑制）に関連した基礎的検討を目的に

なされた。この中で，小川・松原（1977）の

研究では，チェイン内の目的構成に着目し

た目的パターン分類および都心部混雑地域

への流動にもとつく運行パターン分類が主

眼となっている。とくに，車の使われ方に関

して表3－1－2（その1）の示す目的パタ

ーンの8種類の類型化により，その中で通

勤のみに使われるマイカー通勤利用形態の

削減可能性を検討している。したがって，

トリップ連鎖パターンといった1日の動き

方に関する分析というよりむしろ目的構成

へのウェイトが高いため，チェイン内でど

れだけのトリップが生成されるかの量的な

差異（変動）を説明するものではない。

表3－1－2（その1）目的パターン分類表

　目的・汐一ン

�ﾊ目・
1 2 3 4 5 6 7 8

出　勤登校 ○ ○ ○ ○ × × × ×

業　　務　　A × ○ × ○ × ○ × ○

業　　務　　B × × ○ ○ × × ○ ○

注）ただし，○：1日のトリップのなかに当該交通

　　　　　　　　目的のトリップが含まれている場

　　　　　　　　合。

　　　　　　×：1日のトリップのなかに当該交通

　　　　　　　　目的のトリップが含まれていない

　　　　　　　　場合。

表3－1－2（その2）運行パターン分類表

運行パターン 内　　　　　　容

A 混雑地域内のみで運行している車

B
混雑地域の内および外にトリップエン
hを持つ車（一度は混雑地域境界を切
驛gリップを持つ車）

C
混雑地域の外のみにトリップエンドを
揩ﾂ車（混雑地域を通過するトリップ
�揩ﾂ可能性を含む

D 運行パターンB，Cのうち都心3区に
gリップエンドを持つ車

注）ただし，ここで言う混雑地域とは東京都市圏物

　　資流動調査の際に定義された地域のうち，東京

　　都にある区分であり，具体的には東京23区

　　練馬，板橋，北，足立，葛飾，江戸川の6区を
　　除く17区。

　次に登場してくるのが筆者らによる一連のトリップチェインにおける

トリップ連鎖パターンに関する実証的な諸分析である。それらの中で用

いられたデータの種類は，大別してカートリップチェイン，パーソント

リップチェイン，物資流動調査からの貨物車トリップチェインの3種類で

ある。カートリップチェインに関しては，昭和49年度全国交通情勢調査

近畿地区OD調査より，京都市および大阪府を対象とした分析11）’　12）’

13）がなされ，次節で詳述されるトリップ連鎖パターンの実態把握が試み

纏堕鷲
／／ @　　＼

　　＼．，

　運行パターン図

られた。また，昭和50年度京阪神物資流動調査データをもとに貨物車の1日の運行特性とトリップ連鎖

パターンとの関係およびそれ｝，もとつく貨物車。D量予測｝，関する検討14）・　15），　16），　17）がなされた．そし

て，パーソントリップチェインに関しては，地方都市圏におけるRT調査データとしての昭和53年度備
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後都市圏R瑚査データを対象としてトリ。プ連鎖パター．と手腱択との関係が18）・　19）・2°）基礎集言t

分析ならびに要因分析によって検討された。さらに第2回目にあたる昭和55年度京阪神都市圏P。T．調査

データが利用可能となった時点において，昭和45年度の第1回同圏域RT調査データとの比較をも兼ね

てトリ。プ連鎖パターンの基礎分析桁われた．なお，。の繍、ついても次餉，て詳しく述べら認。

そして，昼間の業務活動との関連で実施された昭和55年度業務P．T．調査データをもとに，トリップ連鎖

パターンと1日の活動時間配分との関係についての基礎的な考察が22）’23）第2章で述べたアクティビ

ティ・アプローチやtime－allocationとの関連で進められた。この点に関しては第3節にてその結果を

紹介したい。

　したがって，次節以降では，これまで筆者らがトリップチェインに関する諸分析の中で，とくにトリ

ップ連鎖パターンの実態分析に関連したものを整理して紹介することにし，それを通じて，本研究にお

ける主たる着眼点である’トリップ連鎖パターゾという概念の基本的理解を深めることとする。なお，そ

の他の諸分析については，次章以降の具体的なモデル構築の前提をなす場合が多いので，それらはそれ

ぞれに該当するところにて詳述していくことにする。

3－2代表的なトリップ連鎖パターンの類型化

　3－2・－1　カートリップチェインに関する分析

　ここでは，自家用車のオーナーインタビュー調査として知られている交通情勢調査の中で，トリップ

チェインの形でファイル化されている昭和49年度近畿地区データより京都市関連トリップチェインを抽

出し，次いでそれらのトリップ連鎖パターンの類型化を試みた。この京都市関連トリップチェインデー

タとは，個々のトリップチェインでチェイン内トリップエンドの少くとも1回が京都市にあるものを指

す。なお，この分析でのベイスは，次の2種類を定義している。

　　　1st－base・・…・対象トリップチェインデータにおける第1トリップの発地

　　　2nd－base……　対象トリップチェインデータにおいて通勤目的トリップがあればその着地

これは，第2章で述べたベイスの定義のうち，分析対象圏域に関連するトリップチェインデータについ

ての場合に考えられるものに対応している。すなわち，本分析が自動車利用のトリップチェインを前提

としているため，その車による第1トリップの発地が1日の動きの本拠地の意味を持つこと，そしても

し対象圏域に通勤トリップにより流入した場合には，勤務先を新たなベイスとした二次的な動きがなさ

れる可能性をもつので，その際には2nd－baseとして区別する方が便利であるからである。この意味で

パーソントリップという人に着目する場合と，車に着目してその使われ方を眺めていく場合に若干取扱

いが異ってくるのである。また，当然のことながらデータの情報として，パーソントリップデータと異

なり，’ベイス”そのものの項目を持つわけでないため，例えば，トリップチェインの完結性，すなわ
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ち，最終トリップでベイスに戻ったかどうかといった判断は，着地のゾーンコードと施設コードが第1

トリップの発地コードと施設コードと一致するかによってしかなされないなど，データ処理上の取扱い

も違ってくることになる。

表3－2－1（その1）京都市関連トリップチェインに　表3－2－1（その2）大阪府関連トリップチェインにおける

　　　　　　　おけるトリップ回鋤1渡数分布　　　　　　　　　　トリップ回数別度数分布

トリ・ク回数 トリップチェイン数（％） トリップ数（％） トリップ回数 トリップチェイン数（％） トリップ数％）
12れ5　16　　17脇 　9，828（4．2）

n15・335（49．5）

R2・214（13．8）

Q6・211（11．3）

P4，276（6．D

撃P，391（4．9）

@7，733（3．3）

P3・249（5．7）

@2，546（1．D

　　9，828（1．3）

Q30，670（30．D

X6，642（12．6）

P04，844（13．7）

V1，380（9．3）

U8，346（8．9）

T4，131（7．D
P05・992（13．8）

Q4・561（3．2）

123456789以上 38・294（3．5）

T54，066（50．1）

P56・814（14．2）

P37，039（12．4）

V6・566（6．9）

T3・522（4．8）

R2・688（3．0）

T0・056（4．5）

@　7，347（0．7

　　38・294（LD
P・108・132（31．Φ

S70・442（13．⑳

T48・156（15．3

R82，830（10．カ

R21・132（9．①

Q28・816（6．0

S00・448（11．功

@　73・092（2．0
計 232・783qoO．① 766，394（ユ00．0） 計 1・106・392（100．0） 3・571・422（100．①

　ここで，具体的なトリップ連鎖パターンの分類

に入る前に，対象データの基礎諸量を紹介する。

まず，京都市関連および大阪府関連トリップチェ

インデータのトリップ回数分布を表3－2－1，京

都市関連トリップチェインの業種別平均トリップ

回数を表3－2－2に示す。

　これより，トリッフ回数が9回以上（京都市関

連トリップチェインデータでは最高24回のものま

で見られた）になると極端に減少し，トリップ回

数の9回以上のトリップチェインが全体に占める

割合はトリップ数ベースで3．20％，またチェイ

ン数ベースで1。09％にしか過きない。この傾向

は後述のパーソントリップあるいは物資流動にお

ける貨物車トリップにおいても同様であり，通常

のトリップチェインの分析では，

表3－2－2　業種別坪均トリップ回数

業 種

　農　林　漁　業

　鉱　　　　業
　建　　設　　業

　製　　造　　業

　卸　　売　　業

　小　　売　　業

金融・保険・不動産業

　運輸通信業
電気・ガス・水道業

　サービス業
　公　　　　　務

　そ　　の　　他

　個　　　　　人

　不　　　　　明

全 業 種

平均トリップ回数

2。88

2．67

3。45

3．96

4．14

4。15

4．28

3．27

3．77

3．75

4．41

4．06

3．02

3。83

3．29

　　　　　　　　　　　　　　トリップ回数として8回ないし9回までのデータを考えておけば十分

である，と言える。なお，表3－2－2に示されているように全体としては平均トリップ回数3。29（回／

台）であるが，業種により1日の動きの頻度が異っていることがわかる。次にトリップ回数8回までの

完全トリップチェインを対象にして，チェイン内トリップ数別，サイクル数別のクロス集計結果を表3
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一2－3に示す。なお参考とし

て，S．45年度京阪神P．　T．調査

データより京都市在住のサン

プルについての同様の集計結

果も併せて記苦）これより，

カートリップチェインの場合

1サイクル2トリップのピス

トン型（55．6％）1サイクル3

トリップのトライアングル型

（13．8％），1サイクル4トリ

ップ（7．7％），2サイクル4

トリップ（4．2％），1サイクル

5トリップ（4。　1％）と上位5

パターンの累積で85．4％を

占めるが，これ以外の交通パ

ターンも比較的多く見られる。

一方，パーソントリップの場

合，神戸市の場合と同じく上

位5パターンで92．2％とほ

ぼこれらの代表的な交通パタ

ーンに絞られることがわかる。

したがって，カートリップチ

ェインの方がパーソントリッ

プチェインの場合に比較して

そのトリップ連鎖パターンの

多様性を読み取ることができ

よう。

　次にトリップ連鎖パター

ンの分類結果として，第1

トリップ目的別にトリップ

　表3－2－3　サイクル数別トリップ回数別トリップチェイン数

（その1）　　　　　　　　　　　　　　　（単位：台（S49自動車））

　　　サイ

gリクル
cプ

1 2 3 4 計

2 ｛1）96・841 96，841

3 （2）24，103 24，103

4 （3｝13，477 （4）7，264 20，741

5 （5）　7，0弱 3，512 10，607

6 4，546 2，226 1，533 8，305

7 3，333 1，099 877 5，309

8 4，303 1，542 1，708 578 8，131

計 153，698 15，643 4，118 578 174，037

　1位　　　2位　　　3位
96，841　　　24，103　　　　13，477

（55．6％）　　（13．8％）　　（　7．7％）

（その2）

、位　，位増パ㌻ン
　7，264　　　　7，095　　　　148，780

（　4．2％）　　（　4．1％）　　　（85e　4％）

　　　　　（単位：人（1970京都））

　　　　サイ

gリクル
bプ

1 2 3 4 計

2 （1）21，097 21，097

3 ｛3）　2，144 2，144

4 （4）　1，584 （2｝3，577 5，161

5 488 411 899

6 428 211 （5）　492 1，131

7 236 102 104 442

8 249 56 60 101 466

計 26，226 4，357 656 101 31，340

　1位
21，097

（67．3％）

　2位　　　3位
　3，577　　　　2，144

（11．4％）　　（　6．8％）

　　4位
　　1，　584

（5．　1％）

／＼
＼／
　　◎

，位上]5パ㌻ン

　　492　　　　　28，894

（　1．6％）　　　　（92・2％）

　　　　

回数が8回までのトリップチェインを対象に行い，その上位10パターンを表3－2－4に示す。（なおこの
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表3－2－4 京都市関連トリップチェインデータ（カートリップ）における

第1トリップ目的SIP　x°ターン分類（上位10位まで）

通　　　　　　勤 業務（物なし） 業務（物あり）

順位

パタ　ーン トリツプ数
川頁

ﾊ パタ　ーン トリップ数
順位

パタ　ーン トリップ数

1 ジ
103，246

i41．4）

1 ！
24，388

i18．8）

1 ノ
51，784

i］6．1）

2 　■

｢．
20，280

i8．1）

2
　・ 14・373

i11．1）

2
　■ｳミ．

33，228

i10．3）

／
12・644

i5．1）

3 島
　6，968
堰@（5．4） 3

〔Φ已一一’ 18，012

i5．6）

　　　■S…。／＼ 12・112

i4．9）

4
　　　　6，408`）㌦、．、）　　　．

4

　1ノ＼、　　　●　、8回〆　o司＿／一一

16，952

i5．3）

1　　’
Tilllo　’

7，984

i3．2）

・1イ：ド∴
1　．5…。令

14，414

i4．5）

広｝ 6，880

i2．8）

6

ζ一＼　4’496°8ツい・．・）　　　1

・i込 12，824

i4．0）

7
ノ’＼

A‘ツ

5，768

i2．3）
恥

3，726

i2．9）

7
●了＼03回

11，421

i3．6）

8 ♪
4，815

i1．9）

8
仁〉～ 3，590

i2．8）

8
11，155

i3．5）

9 ／＼
kl

3・790

i1．5）

9 ノ、
幕ｩ1・

3，128

i2．4）

9
．ノ＼
x4回1

9，488

i3．0）

10
3・524

i1．4）

10

●9ク、 2，544

i2．0）

10

ノー一 7，896

iL5）

注）表中（）中は第1トリップ目的ごとの各パターンの全体に占める割合（％）
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分類では，トリップチェインの完結率が75．8％と低いために，不完全トリップチェインのうち一旦ベイ

ス（1st－base）に戻ってくるものがあれば，そこまでを完全型とみなして分類することにし，一度も

戻らないものだけをそのトリップ回数別に不完全型として分類している。）その結果，

　①　トリップ連鎖パターンの上位は，第1トリップ目的にかかわらずピストン型（1サイクル2トリ

　　ップ），　トライアングル型（1サイクル3トリップ），　ダブルピストン型（2サイクル4トリッフり

　　そして巡回型（1サイクル4トリップ以上）などの代表的なものにおいて占められている。

　②　第1トリップ目的が通勤の場合，不完全型は少なく，2nd－base上でのサイクルを有するパター

　　ンが比較的多い。これは，勤務先をベイスとした業務トリップから形成されていることが後述する

　　チェイン内のトリップの目的構成からも読み取ることができ，lst－baseとは異なる役割を担って

　　いるものと解釈できる。

　③　第1トリップ目的が業務A（人のみによる業務トリップ）あるいは業務B（業務A以外の業務ト

　　リップ）の場合，全体に占めるピストン型の割合が小さく，それだけ他の巡回型に近いトリップ連

　　鎖パターンが多く見られている。また，業務Bにあっては荷物の搬入搬出を伴うたあ，第1トリッ

　　プの発地と最終トリップの着地が一致しない不完全型が比較的大きな割合を持つことがわかる。

　次に，第1トリップ目的別の各トリップ連鎖パターンにおける目的構成を調べることにし，その結果

の一部としてトリップ回数8回までの完全トリップチェインによるトリップ連鎖パターンの中で，トリ

ップ回数2回から5回までの11パターンそしてトリップ回数6回～8回までのそれぞれ上位5パターン

ずつ計26パターンの各々について（トリップ回数一1）回分の各トリップにおける目的構成（目的コー

ド）の主なものを表3－2－5に示すことにする。これより，

　④　通勤型の場合，2nd－base上でのサイクル内はそのほとんどが業務A，（業務B）から成りトリッ

　　プ目的の変更はほとんど見られない。また，1st－base上の巡回型においても，その後のトリップ

　　目的は業務A（業務B）が多く，かつ目的の変更はやはり少ない。

　　　なお，自由目的が含まれるのは，lst－baseと2nd－baseを結ぶトライアングル型サイクル，ベ

　　イスに戻った後の自由サイクル（ほとんどピストンタイプ），　1サイクル巡回型の場合がほとんど

　　である。

　⑤　第1トリップ目的が業務Aあるいは業務Bである場合，その後のトリップにおいて目的の変更は

　　ほとんどなく，例えば，業務Aで出発した車はベイスに戻るまで業務Aを連ねる傾向にあるといえ

　　る。なお，業務Aから業務Bあるいはその逆といった業務内容の変更に伴うトリップ目的の変化は

　　サイクル内の途中のトリップ間で生じるのでなく，ほとんど一旦ベイスに戻って再出発するときが

　　多く，業務活動特性の影響を反映しているものと思われる。　また，自由トリップの介在はサイク

　　ル内ではほとんど見られず，やはりピストン型自由サイクルの形で現われる場合に限られる。
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　　　　表3－2－5（その1）主なトリップ連鎖パターンにおけるトリップ目的構成

第1トリップ目的　……　通勤　　　　　　　注）各パターンの表中の数字はチェイン数を示す。

パ　タ　ー　ン 臼的コード ％ トリッフ「目的の駒子 パタ　ー　ン 目的コード ％ トリップ目的の順序

A 0001 99．6 出一帰 G 3001 21．0 出一A－A－A→‖

0301 18．0 出一B－B－B一帰ρ 口 1201 10．7 出一A－B－B一帰

0013 8．2 出一他一他一自一帰

102480 一　‘一 　．

ｫ 3730

B （例）出一出一帰 H 0004 27．9 出一帰一出一出→φL＿＿㎜4iと㌧．，　　　loq且2・2．

ニエ＿出一A→a 0013 16．3 出一帰一出一臼→ψ

△ 0101 ト田0． 出一B一帰 o△ 1003 13．9 出十｝弔卜A→帝

一11
L14旦L」｝｛－r卜帰 0022 7．6 出一帰一目一r1→1｝

19962

⊥ 1　　　　　　　　　　　　　　一 2490

C 2001 33．2‘ 出一A－A→，｝ 1 3001 21．5 出一A－A－A一帰

r立韮L6 出一B－B一帰 0202 13．6 出一B－B一帰一帰

0003 112．61 一一一『一一o一他一他一帰 0301 1L2 出一B－B－B一帰

一
⊂一一 Hニ工二 0013 8．8 出一他→也一自一帰

12644 1 2095

D 0201－．．25、5L＿一．．出一B－B一帰 J 0022 17．2 t｝1－n禄n一帰
．．一「∨L

8』⊥一（巴迎ヒ他一他→磁 00！3 14．7 出一出→庄n一帰

◇ L」随o一
5－－A＋｝ 巳 0112 141 出一B一帰一r］一帰

1 0012 ‘9．51 出一自袖ト帰 2002 13．6 出一A→十A一帰

1

一
1770 0004 124 出一出→膏一出一帰

E 0003 140．4 出→i←出→詩 K 0301 26．4 出一B－B－B一帰

0012 「27．4 出一令卜Fl一帰 3001 19．3 出一A－A－A一帰△ 10σ計▲6．’4 一一一’－－．－’「@　　出→舌一A一帰 0202 18．9 出一B－B一有‘←帰

2002 11．8 出一A－A一他一帰

6816 1270

F 0301 42．7 　　　　　一一一一一．坙mB－B－B一帰 L 0401 42．6 出一B－B－B－B一帰
、一一R001 一．一

出一A－A－A一帰 4001 18．7 出一A－A～A－A→i｝

0022
愕：！

出一他一他一他一帰 ㌶ 2201 10．7 出一A－A－B－B一帰

4740 2862

M 4001 15．6 出一A－A－A－A一帰 S 0501 30．5 出一B－B－B－B－B→！｝

0005 15．6 出一他一他一他一他一帰 5001 17．0 出一A－A二A－A－A一帰
　　oφジ

2003 14．0 （例）lh一他一A－A一他十｝ 4002 14．2 出一A－A－A－A一他一帰

3｝01 】1．8
（例）出一A－A－A－B一帰　．．一一 0006 10．6 不　　明

2190 0401 10」 出一B－B－B－B一帰 987
N 0005 352 出一州←出一帰一出一帰 T 2301 31．9 出一B－B－B－A－A一帰

・t↓一、 ゜n⊥4・号5・° （例）川＋ト出一帰一1’1一帰 5001 28．7 出一A－A－A－A－A一帰

｝
．馳A．－

R2 ⌒⌒’．
@　lu一帰一rH，｝－r1一帰 0501 13．8 出一B－B－B－B－B一帰

（1

0302 11．0 （例）1胸←BBB→日
〃

3201 12．8 出一A－A－A－B－B一帰

1362 1103．→坦旦↓一一 出十出十A→口 4101 4101 12．8 （例）出一B－A－A－A－A一帰

0　　　　　　　1 4001 i4LO 出一A－A－A－A→言 u 5001 65．9 出一A－A－A－A－A一帰

i 0401一一．@144 　出一B－B－B－B一帰 0303 34．1 出一B－B－B→ト他一帰　　∠コ．｛ム

一10381 574

P 0401 ．22．5 出一A－A－A－A一帰 V 0601 71．6 出一B－B－B－B－B－B一帰

130！ 14．8
‖コ・A－B－B－B喘

3301 14．2 （例）出一A－B－A－B－A－B一帰

○ L＿＿2201 14．2 　　　　D　　　出一A－A－B－B－↓帝 ρ 0511 7．4
、一、一

@出一BBBB　B－A一帰
0014 8．9 不　　明

1014‘ 1408

Q 140！ 128．6 出一A－A－A－A－A一帰 W 0601 5L4 出一B－B－B－B－B－B一帰
1401十別．3

出一A－B－B－B－B一帰 5101 12．7 出一B－B－B－B－B－A一帰ゾ） 0501 24．3 出一B－B－B－B－B一帰 ○
1960i ト 1384

R 　　　1401－、＿＿ （例）出一A－B－B－B－B一帰 　　　　　　一w 0601 4α1 出一B－B－B－B－B－B一帰
3201 17．5 （例）出一B－B－A－A－A一帰 0403 13．8 nl－B－B－f也一B－B一他→）1｝

　　クρ▽

4002 16．3 出一A－A－A－A一他一有，， 1411 7．8 出一B－B－B－B－A一自→f｝

0501 16．3 出一B－B－B－B－B一帰 1015 7．8 不　　明
ll20 5001 15．0 出一A－A－A－A－A一帰 1336

3004 22．5 出一k｝－A一帰一A　　』　A一㌔｝ Z 0601 72．3 出一B－B－B－B－B－B一帰
0007 2L6 出一聞｝一出→iト出一帰一｛H一帰 5002 13．8 出一A－A－A－A－A一他十｝Yジ患
7000 ］1．7 出一A－A－A－A－A－A－A MO2 13．8 出一B－B－B－B－A一他一帰

1015 11．7 （例）出一帰ト出一帰一IH→膏｝－n一帰

5011 11．7 出一A　A　A　A　A一自一帰 752

表中，出…出勤，A…業務A，　B…業務B，自…自由，帰…帰宅，他…出勤，帰宅，不明，帰社，

の区別ができない場合。　　　　　　　　　－46一



　　　　　表3－2－5（その2）主なトリップ連鎖パターンにおけるトリップ目的構成

第1トリップ目的　……　業務A

トリップ目的の順序

A－A－A－A→爵

A一帰一A－A一帰

．4

．3

目的コード
3001
2001

パターン

A－A－A－A一帰

A－B－B－B－→晶

A－A－B一他一帰

43．2

21、6

16．7

3001

0301
1102

A－A一帰一A一帰

A－A－A－B－B

η．4

11．7

2002
2200

A－A－A－A一帰

A－A－A一出一帰

A－B－B－A－A
（例）A－A－A一自一帰

A－A－A－A－A

A－A－A－Ar補
A－A－A一他一帰

A●A’－A－A－A一

37．9

13．6

13．6

12．6

11．7

361
34．7

1＆1

11．1

3001
2002
0220
2011
4000
3001
2002
4000
1003

G

烏
　　1860

Hρ△

　　　　1620
1

《｝

　　　14堕
J

、〈xi／

　　　　　515

トリップロ的の順序
A－一帰

％

．7

目的コード

OOOI

A－－A

パターン

㎝71000

A

ノ
24316

A－A一帰

A－A－A
A一他一帰

A－B一帰

2000
0002

0！01

42．1

22．2

14．　2

10．9

B

△
13848

旦L」査塾二量

開一驚篇
1002

3000
2001

帰に一

一A－A

A　A
一A一A

2

3

C

あ
6808

D

6040
K

Aク
　　　360

A6回立ち回り26．85000

A→蚤A一帰一A一帰12．22003

L

巡｝0

　　　　2304

A－A－A一帰

A－A一他→爵

A－（BCDA）→爵

A－B－B一帰

A－A－A－A

A－A－－A－A－A

A－A－A－A一帰

A－B－B－B一帰

31．4

18．　3

3ほ牲10

10．2

25．6

25．　6

11．】

2001
1002

110】

0201
3000
4000
3001
0301

，クa

　　　　2432

E

F

3375

5000 40．9 A6回立ち回り 6000 86．9 A－A－A－A－A－A－AM　ククダ　　1746

4001 37．5 A－A－A－A－A→爵

S　　　’

@＼@　　588

5001 13」 A－A－A－A－A－A一帰

0401 43．0 A－B－B－B－B一帰 3003 40．0 A－A－A一舟A一出一帰No　　1074

4001 4L9 A－A－A－A－A→る

T爵　　　525

6000 32．0 A－A－A－A－A－A－A

0303 28．0 A－B－B十B一出→爵
4001 15．4 A－A－A－A－A一帰 3003 21．0 A→炉A－A→弓一A一帰

4200 21．0 （例）A－A－B－B－A－A－A
O　．乙ブ

@▽
@　　972

1103 15．4 （例）A－B→荊一A一出一帰 u総 0006 19．4 （例）A一椿出一出一帰一出→誇

1023 19．4 （例）A一帰一自一自一有蚤A→爵

3002 14．8 A－A一帰一A－A一帰 3300 194 A－A－B－B－B－A－A
500 383 A－A－A－A－A一帰 2005 127 A十A一帰一A一帰一出一帰Pぬく］

@　　846

㎜ 142 （例）A－A－A一帰一出一帰

V≠　　1384

2113 7．5 A－A－A→φ一B→晶一自→爵

1　　5001 332 A－A－A－A－A－A一帰　　　一一’ 6001 52．7 A－A－A－A－A－A→融
6003 27．7 A－A－A－A－A－A－A

Q　　1771

3003 10．3

W　　　1048

6000 22．7 A－A－A－A－A－A－A 7000 2L5 A－A－A－A－A－A－A－A
2004 2LO A－A一帰一A十出一帰 6100 20．0 （例）A－A－A－A－A－A－A－B

RlZフ　、　　　833

1005 11．8 （秒A－A→i｝吋口→ト出一帰

X　　oρ

@　　520

3004 20．0 A一帰一A－A一他十A一帰
3201 11．8 （例）A－A－A－B－B－A一帰 3400 20．0 （例）A－A－B－B－B－B－A－A

2202 10．9 6001 18．5

7000 39コ ArA－A－A－A－A－A－A 0502 40．6 A－B－B－B碍一B－B一帰
1303 23．4 A一他→元｝－A－B－B－B一帰 7000 20．3 A－A－A－A－A－A－A－A

Yζ　　　512

5002 20．3 A－A十A－A－A－A→爵

Z　oρ　　　512

0700 20．3 A－B－B－B－B－B－B－B
4120 17．2 A一自一自一A－A－A－A－A 0007 1a8
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　　　　　表3－2－5（その3）主なトリップ連鎖パターンにおけるトリップ目的構成

第1トリップ目的　……　業務B

パ　タ　ー　ン 目的コード ％ トリップ目的の順序 パ　タ　ー　ン 目的コード ％ トリップU的の肋序
0001 66．5 B一帰 『．@0400 29．4 B－B－B－B－B
0100 29．6 B－B 030｜ 22．2 B－B－B－B一帰

A〃　　49376 G　　　4340

0202 2L7 B－B一帰一B→晶

0101 59．7 B－B一帰 0400 324 B－B－B－B－B
0200 25．6 B－B－B 0202 2τ3 B一帰一B－B一帰

B4　　30969 H　　　4045

0301 25．6 B－B－B－B一帰

0201 50．7 B－B－B→藷 0301 64．0 B－B－B－B一帰
0300 26．8

　一一　一．－－、一・

@B－B－B－B 0400 24．2 B－B－B－B－B

C△　　！6348 1ρ　　2210

0102 35．4 B十B一帰 0301 362 B－B－B－B一帰
0300 25．6 B－B－B－B 0400 26．8 B－B－B－B－B

D仏　　12192

0201 19．8 B－B－B一帰

J　　ク
?@　1920 0202 154 B－B－B一他一帰

0201 B－B－B一帰 0301 B－B－B－B一帰
　．．一Z300

54．1一．一一．．

Q2．5
1．一A－’

@B－B－B－B 　・’O400
43．7

c頂 B－B－B－B－B
E〃ク

@　3944

K△⇔

@　1430

1201 1α5 （例）B－A－B－B一帰

030！ 50．9 B－B－B－B一帰 0500 34．8 B－B－B－B－B
0400 25．1 B－B－B－B－B 0203 B→卍｝－B→∂－B→福

FO　　10090 L　ン

@も
@　4902

0401

17．5「｝1．A

P6．4
．’一一・’・『．一．

@B－B－B－B一帰

0401 4α1 B－B－B－B一帰 0600 64．2 B－B－B」－B－B－B－B
0500 24．7 B－B－B－B－B

M　　〃
v　　3528 0302 13．8 B－B－B一他→言

sO
｢　　1386

0302 25．0 B－B一柘トB－B→最 0600 26．9 B－B－B－B－B－B－B
0500 22．0

．一黶D一一一a－B－B－B－B 0303 17．2 B一帰一B－B一齢B一帰

N　／　　2400

0401 18．5 B－B－B－B→自｝

T胚　Q　　1015

3300 12．4 B－B－A－A－A－B－B
一一

0401 40．3 B－B－B－B－B一帰 0501 蕊．0 B－B－B－B－B－B一帰
0500 26．4 B－B－B－B－B－B 0303 18．2 B一帰一B一帰一B－B一帰

OO　　2250 u　ク

@▽　　　959
0411 9．5 （例）B－B－r｜十B－B－B

0302 34．8 B一帰一B－B－B一帰 0601 5L9 B－B－B－B－B－B－B一帰
0500 24．1 B－B－B－B－B－B 0700 37．9 B－B－B－B－B－B－B－B

P　　＞　　2244 V　－＼
@　　↓　　←＿！　　5072

0501 407 B－B－B－B－B－B→藷 0700 57．4 B－B－B－B－B－B－B－B
0600 22．2 B－B－B－B－B－B－B 0601 131 B－B－B－B－B－B－B→這

Q　ノ＼
普@　2681

W　、一〇

@　37360600 40．7 B－B－B－B－B－B－B 0304 44．0 B一帰一B一婦一B→元｝－B一帰

0303 26．5 B－B一帰一B一帰一B一帰 0700 34．3 B－B－B－B－B－B－B－B

R佐　Q　　！323 X口r　　2144

．．

0700 32．9 B－B－B－B－B－B－B－B 0502 25．5 B－B－B－B一帰一B－B→前
6100 21．6 （例）B－A－A－A－A－A－A－B 0700 24．8 B－B－B－B－B－B－B－B

、メジ　　1264

0601 15．2 B－B－B－B－B－B－B→酎

Z　　1192

0403 24．8 B－B一帰一B→吋一B－B一帰
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　⑥　したがって，一連のトリップの形成の中で，トリップ目的がいくつか複雑に混在するような場合

　　はあまり考える必要はなく，むしろここで類型化された各トリップ連鎖パターンごとに第1トリッ

　　プ目的が何かにより，トリップチェイン内の目的構成をあてはめていくことができる可能性が大き

　　いといえる。そして，例えば，2　nd－baseが就業者の勤務先（事業所）であり，それを拠点とする

　　サイクルの生成に着目するならば，業務活動の派生需要としての業務トリップチェインとして切り

　　離して考えていくこともできるものと考えられる。

　なお，このカートリップチェインデータを用いた，この他の諸分析については次章の検討の中であら

ためて紹介されることになるが，それらはトリップチェインに関するトリップ連鎖パターンの分類とい

う第1段階を踏み出して，ここで問題となっているこのようなトリップ連鎖パターンがどのような形で

説明可能であるかという観点からアプローチしたものである。

　3－2・－2　パーソントリップチェインに関する分析

　本項では，トリップ連鎖パターンの実態分析例として，パーソントリップチェインを対象とした場合

を紹介する。具体的な分析対象データには，昭和55年度京阪神RT調査より抽出された大阪市関連トリ

ップチェインデータを用いることにし，そのトリップ連鎖パターンの類型化による代表的パターンの抽

出を行い，昭和45年度の場合との比較検討を行うとともに目的構成の特徴を明らかにする。そして，同

圏域において従業者の勤務先をベイスとした業務トリップチェインデータに対し，そのトリップ連鎖パ

ターンとそれを規定すると考えられる業種，職種，企業規模といった個人属性との関係をも触れていく

ことにする。

　（1）代表的なトリップ連鎖パターン26）

　まず，昭和55年度および昭和45年度の2時点における抽出された大阪市関連トリップチェインの基礎

諸量とそれぞれのトリップ回数分布を表3－2－6，表3－2－7に示す。これより，平均トリップ回数お

よびトリップ回数分布に2時点間の大きな差異がないことがわかる。なお，1日のトリップ回数が最も

多いのは昭和55年度データで23回，昭和45年度データで19回となっているが，それらはむしろ例外的な

ものといえ，大半はトリップ回数が8回までの動きであることがわかる。また，両時点のそれぞれの完

結率は97。7％（昭和55年度），94．7％（昭和45年度）とカートリップチェインに比較して非常に高く，1

日完結性がほぼ満たされているといえる。次に，これら完全トリップチェインに対してベイスの種類

（1st－base，2nd　－base）とチェイン内トリップ数による代表的なパターンの類型化を行ったところ

図3－2－1に示す結果を得た。

　これより，人の1日の交通行動パターンは，それほど多くの種類が存在しているものでなく，例えば

上位5パターンは，カートリップチェインと同様の基本的なパターンによって占められ，その累積比率

も約85％に及ぶことがわかる。また，その中でもとくにパーソントリップの場合にはピストン型が約60
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表2－3－6　抽出された大阪市関連トリップチェイン

抽出されたデータ 昭和55年度第2回RT 昭秘5年度第1回RT
①拡大されたチェイン数〔＝総外出個人数〕

@　〔サンプルベースのチェイン数〕
3480，382

k62，259〕

3637，080

k82，519〕
②拡大されたトリップ数

@　〔サンプルベースのトリップ数〕

10104，547
@〔182，073〕

10193，801
@〔23工，896〕

③平均トリップ回数

@　（②／①）　（トリップ／外出人口）

　　　2．90

iトリップ／人）
　　280
iトリップ／人）

表3－2－7（その1） トリップ回数別トリップ

チェイン数（昭和55年）

トリップ トリップチェイン トリ ツプ

回　　数 数 ％ 数 ％

1 38119 1．1 38199 0．4

2 2193432 6＆0 4386864 43．4

3 252857 7．3 758571 7．5

4 579966 167 2319864 田．5

5 140057 40 700285 6．9

6 148447 43 890682 88
7 56219 1．6 3田533 39
8 51817 15 414536 41
9 9791 0．3 79119 0．8

10 4348 0．1 43480 0．4

11 2122 α1 23342 α2

12 1777 α1 21324 0．2

13 689 0．0 8957 α1

14 694 α0 9716 α1

15 249 α0 3735 α0

16 497 α0 7952 α1

17 62 0．0 1054 α0

18 0 α0 0 α0
19 41 00 779 α0

20 53 α0 1060 α0

21 0 α0 0 〔10

22 0 0．0 0 α0
23 65 0．0 1495 0．0

合　　計 3480328 100．0 10104547 10α0

表3－2－7（その2）トリップ回数別トリップ

　　　　　　　　チェイン数（昭和45年）

トリップ トリップチエイン トリ ップ

回　　数 数 ％ 数 ％

1 47033 1．3 47033 0．5

2 2411252 663 4822505 47．3

3 272385 7．5 817154 ＆0
4 537703 148 2150812 21．1

5 115861 3．2 579304 5．7

6 119766 3．3 718597 7．0

7 55744 1．5 390419 a8
8 55912 1．5 447297 44
9 10698 α3 96278 α9

10 4224 0．1 42237 0．4

11 2257 α1 24826 0．2

12 1510 0．0 18119 α2
13 977 α0 12702 α1

14
泌 α0 7669 0．1

15 446 α0 6690 α1

16 510 0．0 8154 0．1

17 132 α0 2251 0．0

18 0 0．0 0 α0
19 92 α0 1756 α0

合　　計 3637080 10α0 10193801 100．0
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％を占めていることが特徴的であり，少くとも量的な面では絶対的優位を保っているといえる。しかし，

これは自宅ベイスとする通勤一帰宅型の割合に依存するもので，例えば，後述の勤務先ベイスとする業

務トリップチェインを対象とする場合は，その多様性が見られることに注意する必要があろう。なお，

昭和55年度と昭和45年度との2時点の比較においては，特にトリップ連鎖パターンの上位を占めるもの

については，まったく変化していないという興味深い結果となっている。したがって，こうした代表的

なパターンをもとに，それぞれの生成メカニズムを把握することができれば，交通の生成というより本

質的な議論の糸口となるものと考えられる。

　次に，チェイン内のサイクル数とソージャーン数に着目したトリップ連鎖パターンの細分類を行って

みよう。なお，この際　1つの完全トリップチェインに対してベイスとしては1st－baseだけ（すなわ

ち，そのほとんどが自宅ベイス（H．B）であるが）を考えることにした。その結果を表3－2－8に示す。

これより，やはり昭和55年度と昭和45年度の2時点においては，サイクル数の分布およびソージャーン

数分布についても両時点の差異はほとんど見られないことがわかる。また，勤務先ベイスにおけるサイ

クルの生成の有無別に見た1トリップチェイン当りのサイクル数およびトリップ数を表3－2－9に示す

が，これからも両時点における基礎諸量の差異がないことがわかるとともに，勤務先ベイスとした昼間

の一連の動きが1日全体の動きとは区別して扱われるべきことを示すものと理解できる。

　（2｝目的構成

　ここでは，トリップ目的別にみた1日の人の動きに関して，トリップ連鎖パターンに着目した分析結

果を紹介するが，その前段階として，自宅ベィス（H．B）と勤務先ベィス（O．B）の2種類のベイスを

中心とした一連のトリップの流動パターンについて概観ナることにする。

　まず，大阪市関連トリップチェインデータに対してH．BおよびO．Bからみた流動パターンを図3－2－

2に示し，さらにそれらの中でのトリッフ゜目的の内訳を図3－2－3に示す。これより，各ベイスにおけ

る1サイクル当りの平均トリップ回数を見てみると，H．BからO．Bへの移動の際は1．03トリップ／サイク

ルであり，また，その大半が出勤・登校目的であることから，出勤・登校途中における立ち回りの可能

性は小さいことがわかる。これに対して0．BからH．Bへの移動では1．17トリップ／サイクルで約6人に

1人の割合で2トリップしていることにより，復路の方が往路に比較して立ち回り頻度が高いといえる。

また，（）．B上およびH．B上では1人当りの平均トリップ回数で2．82トリップ／人，2．78トリップ／人，

また，1サイクル当りでは2．　32トリップ／サイクル，Z　24トリップ／サイクルとなり，　トリップ連鎖パタ

ーンの多様な構成がうかがわれる。図3－2－3の目的の内訳から言えばOB上では，業務活動に関連し

た業務および帰社目的のトリップ数78％と主たる内訳であり，その他として自由目的が約22％となって

いる。一方，H．B上では逆に自由および帰宅目的で88％を占め，業務目的は12％ほどであることがわか

る。しかしながら，この目的内訳は，トリップ単位の量的な構成をベイスに着目して眺めたに過きない
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表3－2－8（その1） ソージャーン数別サイクル数別トリップチェイン数（昭和55）

　　　　　サイクル

¥薮㌔’数
1 2 3 4 5 6 7 8 計 ％

1 2177826 2177826 641
2 240891 276457 517248 15．2

3 297738 38306 44693 380737 11．2

4 97533 20898 9943 8854 137228 40
5 81158 7932 5974 924 360 96348 28
6 36745 6368 864 57 234 67 44335 1．3

7 29488 705 138 47 0 0 223 30501 0．9

8 6272 850 233 63 0 0 0 69 7487 α2

9 2810 187 99 3096 0．1

10 1380 112 51 1543 α0

11 1335 54 1389 α0

12 573 59 632 0．0

13 420 420 0．0

14 209 209 α0

15 369 369 α0

16 62 62 α0

17

18 41 41 0．0

19 53 53 0．0

20

21

22 65 65 α0

計 2974968 351669 61944 10055 594 67 223 69 3399589

％ 87．5 10．3 1．8 0．3 0．0 0．0 0．0 0．0 100．0
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表3－2－8（その2）　ソージャーン数別サイクル数別トリップチェイン数（昭和45）

　　　　　　　サイクル’宴ヤー’数

1 2 3 4 5 6 7 8 計 ％

1 2348349 2348439 68．1

2 248118 303272 551390 16．0

3 205878 30860 36995 273733 7．9

4 74988 17356 6599 7213 106155 3．1

5 57973 8556 3562 689 180 70961 2．1

6 36291 7062 515 195 174 44237 1．3

7 33073 1187 255 99 43 55 34710 1．0

8 7478 579 130 99 112 8396 0．2

9 2823 458 113 41 3435 0．1

10 1280 181 177 1638 0．0

11 934 50 39 1023 0．0

12 760 135 38 933 0．0

13 221 43 43 307 0．0

14 277 150 45 471 0．0

15 162 45 206 0．0

16 43 43 0．0

17 43 43 0．0

計 3018731 369927 48520 8376 397 0 55 112 3446118

％ 87．6 10．7 1．4 0．2 0．0 0．0 0．0 0．0 100．0

表3－2－9　大阪市関連トリップチェインにおける平均サイクル数および平均トリップ数

昭和55年度
蜊緕s関連トリップチェインデータ

昭和45年度
蜊緕s関連トリップチェインデータ

O。B上での

Tイクルの
ｶ成有り

αB上での
Tイクルの
ｶ成無し

合　　　計
0．B上での

Tイクルの
ｶ成有り

O．B上での

Tイクルの
ｶ成無し

合　　計

完全トリヅプ…囹ン数 820，954 2，578，635 3，399，589 972，910 2，473，209 3，446，119

ト　リ　ッ　プ数 2，505，933 7，412，753 9，918，686 2，798，480 6，854，671 9，653，151

HBにおける
@　　サイクル数

1，035，981 2，973，862 3，909，843 1，198，913 2，742，004 3，940，917

トリップ数／

@H．B　1サイクル
2．42 2．58 2．53 2．33 2．50 2．45

トリヅプ数／1チェイン 3．05 2．87 2．92 2．88 2．77 2．80

サイクル数／1チ㎡ン 1．26 1．14 1．15 1．23 1．11 1．14
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目　的 トリップ数 ％

出　　勤 1，921，900 19．4

登　　　校 696，158 7．0

帰　　　宅 3，868，916 39．0

帰社・帰校 606，028 6．1

自　　由 1，824，037 18．4

業　　　務 1，001，647 10．1

合　　　計 9，918，686 100．0

　全外出人口　3，399，589人（2．92トリップ／人）

（大阪市内通トリップチェインのうち完全トリップチェインを形成した外出総個人数）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1，260，700トリップ（12．7）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　543，657サイクル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　447，745人　　（13．2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．82トリップ／人

2，　777，239トリップ（28．0）

2，686，987サイクル

2，638，977人　　（77．6）

　　1．05トリップ／人

　　1．03トリップ／サイクル

2，735，568トリッフ゜（27．6）

1，　222，　856サイクル

　985，606人　　（29．　0）

　　2．78トリップ／人

　　2．24トリップ／サイクル

　　　　　　　図3－2－2

勤務先or通学先（O、B）

3，145，206トリップ（31．7）

2，686，987サイクル

2，638，977人　　（77，6）

　　1．19トリップ／人

　　1．17トリップ／サイクル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　150　300全トリップ

　）内は全トリップ数および全外出人口に対する割合

H．BおよびO．Bからみたトリップ流動パターン
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校帰由務

社帰自業4　56璽■翻勤校宅出登帰1　

2　3

㎜≠囲

1．　1，920，878（

2．　　　687，681（

3．　　　　0（
4．　　　　57，781（

5．　　　　36，825（

6．　　　74，074（

1．　　　　　718（　0．0

2．　　　　3，410（　0．5

3．　1，212，453（31．3

4．　　　　7，340（　1．2

　83（0．0）

402（0．1）

　　0（0）
0，740（89．2）

5．　281，639（15．4）

6。　437，836（43．7）

　　　221（　0．0）

　　4，692（　0．7）

2，656，463（68．7）

　　　167（　0．0）

　319，177（17．5）

　164，486（16．4）

0　150　300
　　　全トリップ

　　　　　　　　5．　1，186，396（65．0）

　　　　　　　　6．　325，251（32、5）数字はトリップ数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（）は目的ごとの全トリップ数に占める割合（％）

　　　　　　　　　　　図3－2－3　H．Bおよび0．Bからみたトリップ目的の内訳

ので，さらにチェインの中で詳細な検討として，各ベイスにおけるサイクル内目的構成をその混合の割

合とその中味に注目して集計した。その結果を図3－2－4に示す。これは，例えばO．B上でのサイクル

においてであれば，帰社・帰校を除く5つのトリップ目的のうち，当該サイクル内が業務目的だけから

成っている場合が50．4％，同様に自由目的だけが43．7％，登校目的だけが0。1％，そしてトリップ目

的の混合している割合が5．8％であることを示し，さらに目的混合の中では自由・業務の混合型がほと

んどであることを示している。そして，H．B上では，自営業などでH．BとO。Bが一致する場合とそうで

ない場合を区別して扱っている。

　これより，目的混合の割合はH。BとO．Bのそれぞれに関連するどの場合においてもあまり大きな値を

とることはなく，むしろ一旦業務目的で出発すればベイス（O．B）へ戻るまではそのまま業務目的のト

リップが連なること，あるいは自由トリップの生成もO．B上，　H．B上においては単独の自由サイクルと

してなされ，わずかにO．BからH．Bへの移動の中に自由・帰宅の形で混在する場合があることなどが示

されているといえる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－56一
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　そして次に，トリップ連鎖パターンとの関係を明らかにするため，H．B上，　O．B上，旺BからO．B，

O．BからH．Bの4つの動きをサイクル単位に見ることにし，サイクル内トリップ数別にその目的連鎖構

成の類型化を行った。その結果の一部として，O．Bを有する就業者（出勤有）の主な目的連鎖パターン

を図3－2－5に示す。この中で，例えば，σB上のサイクルの生成においては，業務トリップだけから

構成される巡回型の単一目的サイクルが大半であり，その途中で自由トリップが混在する割合はサイク

ル内のトリップ数が増加しても高々1回程度で見られるだけであることがわかる。またその他の立ち回

りにおいても単一目的から成る目的連鎖パターンの場合が多いといえる。したがって，トリップ連鎖パ

ターンの一つのとらえ方として，トリップチェインを構成するサイクルを単位としたアプローチの可能

性が考えられる。このサイクル単位の扱いの利点としては，上述のようにトリップ目的構成が単一目的

型で安定していること，ならびにベイスごとに考えていくことができるので，とくに0．B上でのサイク

ルの生成についてそのベイスの役割機能を別立として検討できることがあげられる。一方，その逆に当

然のことながらトリップチェイン全体としての動きという観点から複数サイクルの生成あるいはサイク

ル間の関係に関しての取扱いが難しくなる欠点を有する。そのため，トリップチェインのとらえ方を，

あくまでトリップ連鎖パターンのように1日全体の動きに関連させたものとして扱うか，あるいはサイ

クル単位に分離して扱うかは，基本的には分析の視点に依存して決められることになり，例えば，複数

サイクルやそれらのサイクル間の諸関係が分析のねらいの中で大きな支障のない場合，サイクル単位の

アプローチも簡潔でしかも有効な方法になるかもしれない。なお，こうした後者の考え方にもとついた

具体的な検討は第5章において具体的になされる。

　㈲　トリップメーカーの属性とトリップ連鎖パターンとの関係27）

　個々のトリップチェインは，1日の諸活動の達成のために必要な空間的移動として一連のトリップか

ら構成されるものであるから，そのトリップ連鎖パターンにはこうした動きを織りなすトリップメーカー

の属性が大きく反映されていると考えられる。そこで，ここでは都市域における業務活動の派生需要と

しての昼間の業務交通に注目することにし，業務トリップチェインのトリップ連鎖パターンを業種，職

種あるいは企業規模といった個人属t！IISIIに眺めることによって，これらの諸関係についての基礎的考察

を行うことにする。

　まず，分析対象データである業務トリップチェインの概略を述べると，これは，昭和55年度京阪神P．

T調査の一環としてなされた，大阪市内に立地する事業所とその従業者を対象とした業務RT調査と呼

ばれる調査データにもとつくものである。すなわち，業務RT調査データより事業所をベイスとするサ

イクル以外を除き，かつ全トリップ目的が業務が帰社から成るものを抽出し，これを業務トリップチェ

インデータと定義した。そして，チェイン内のトリップ数は8回までで全体の9＆　6％を占めるが，その

うちソージャーン数が6回までの業務トリップチェインを対象としたトリップ連鎖パターンの類型化よ
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図3－2－5　サイクル内目的連鎖パターン（就業者，出勤有）
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表3－2－10 トリップ連鎖パターン別トリップチェイン数

トリップ連鎖パターン チェイン数 比率（％）

01　　　（1） 202，244 50．53

001　　　（2） 48，430 12．10

0101　　　（3） 39，051 9．76

000・1　　　（4） 22，791 5．69

01001　　（9） 7，479 1．87

00101　　（8） 7，648 1．91

010101　　（6） 10，900 2．72

00001　　（5） 13，284 3．32

0100001　（12） 4，034 1．01

001001　（10） 5，638 工．41

000101　　（13） 3，671 0．92

01000101 662 0．17

0101001 466 0．12

0010101 343 0．09

01010101 2，052 0．51

000001　　（7） 10，645 2．66

0000101 801 0．20

0001001 1，502 0．38

0010001 1，320 0．33

0100001 634 0．16

00010101 255 0．06

00100101 191 0．05

01000101 69 0．02

00101001 192 0．05

01001001 175 0．04

01010001 219 0．06

001010101 57 0．01

010010101 149 0．04

010100101 0 0．00

010101001 0 0．00

0101010101 303 0．08

0000001　（11） 4，636 1．16

トリップ連鎖パターン チェイン数 比率（％）

00000101 206 0．05

00001001 314 0．08

00010001 852 0．21

01000001 116 0．03

0．1000001 708 0．18

000010101 0 0．00

000100101 48 0．01

001000101 138 0．03

010000101 23 0．01

000101001 0 0．00

001001001 60 0．02

010001001 0 0．00

001‘010001 68 0．02

010010001 0 0．00

010100001 0 0．00

0001010101 79 0．02

0010010101 0 0．00

0100010101 0 0．00

0010100101 0 0．00

0100100101 48 0．01

OlO1000101 0 0．00

0010101001 80 0．02

0100101001 0 0．00

0101001001 106 0．〔B

0101010001 0 0．00

00101010101 0 0．00

01001010101 0 0．00

01010010101 42 0．01

01010100101 0 0．00

01010101001 0 0．00

010101010101 256 0．06

0：訪問先へ行く

1：事業所へ戻る

（比率は全トリップチェインに対するもの）

り，表3－2－10に示す64通り，そして図3－2－6に示す代表的なパターンを得た。これより，上位13位

のパターンは1サイクル型でソージャーン数が6個まで，2サイクル型でソージャーン数2，3，4そして

3サイクル型でソージャーン数3個の場合から構成されており，これらで全体のチェイン数の95％が説
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明されていることがわかる。したがって，以降のクロス集計ではソージャーン数で高々6回程度，サイ

クル数は3回ないし4回ぐらいまでを考えておけば十分であると判断できる。

　そこで，上述の業務トリップチェインに関して，個人属性から見たトリップ連鎖パターンの生成を具

体的に眺めていくが，ここでトリップメーカーのもつ個人属性としては，業種職種そして企業規模

を取上げることにする。

　図3－2－7は，業種別にトリップ連鎖ぐターンを見たときに，立ち回りの多寡やその形態において特

徴的な業種について図示したものである。これより，

　①　ピストン型（1ソージャーン1サイクル）の割合の多い業種としては建設業があげることができ

　　る。約65％が1日のうちで1カ所しか訪問先をもたないことを示す。これは，そのときの訪問施設

　　が現場や工事事務所が中心となるためと考えられる。

　②　一方，1日のうちで立ち回りの多い業種は，卸売業，小売業，製造業などである。その中でも，

　　卸売業は比較的1サイクル巡回型，逆に小売業は複数サイクル型，そして製造業はその中間に位置

　　することがわかる。複数サイクル型の場合，1日全体の訪問先やその数があらかじめ先決されずに

　　結果的に複数のサイクルの生成を行う場合も含まれるものと考えられるが，その他に用務内容の面

　　からも訪問先直行の形態をとらざるを得ない場合もあり，その性質は複雑なものといえる。

　　　0　　　　　　10　　　　　20　　　　　30　　　　　40　　　　　50　　　　　60　　　　　70　　　　　80　　　　　90　　　　　100（％）

立ち回りの
多い業種

卸売業

製造業

小売業

立ち回りの
少ない業種
　　建設業

膠1ソージャーン1サイクル（ピストン型）

［コ2ソージャーン以上1サイクル（巡回型）

踵2ソージャーン以上2サイクル以上（複数サイクル型）
図3－2－7　業種別トリップ連鎖パターン

　次に，業種と同様に用務の内容を反映したものとしての職種別に眺めた場合を図3－2－8に示す。1

つの業種においても様々な職種から構成されているため，ここでは，業種という分類でなく職種の面か

ら立ち回りの程度を考えてみることにした。

　①その結果ピストン型ぐ夕一ンの占める割合からは，

　　　　立ち回りの多い職種　……　運輸・通信職販売職

　　　　立ち回りの中ぐらいの職種　……サービス職管理職

一62一



｛

立ち回りの
多い職種

運輸・通信

売の種職の種職　り職　り職　回の理回い務　ち位　ちな販立中管立少事

0 10 20 30 40 50 60 70 80 go 100（％）

疹1ソージャーン1サイクル（ピストン型）

［コ2ソージャーン以上1サイクル（巡回型）
闘碧2ソージャーン以上2サイクル以上（複数サイクル型）　　図3－2－8　職種別トリップ連鎖パターン

　　　　立ち回りの少ない職種　……　事務職，専門技術職技能生産工程従事職，保安職

　　　に区分される。

　　②　立ち回りの多い職種の中では，業種でみられたような1サイクル巡回型と複数サイクル型との大

　　　きな違いはない。

　　次に，企業規模の違いによるトリップ連鎖パターンの差異を各業種ごとに見ていくことにし，規模ラ

　　ンクを事業所内従業者数によって零細（1～4人）から大規模（1000人～）まで8区分としてその各々

　に類型化した。その結果の一部として，業種全体としてみたときに比較的立ち回り頻度の高い卸売業，

　そして，その逆に立ち回り頻度の低い建設業の場合を図3－2－9，図3－2－10に示す。なお，業種別

　規模別生成原単位を参考に供するために図3－2－11に示す。これより，

　　①　全業種を合計してしまうと，規糊llのトリップ連鎖パターンの差異はそれほど明確な形で現われ

　　　ず，図3－2－11の全業種計の生成原単位を見ても，規模が大きくなるにつれて若干生成原単位が小

　　　さくなる傾向をもつものの，ほとんど値としては変っていない。

　　②　しかしながら，業種別に細かく見ていくと，卸売業，運輸・通信業などは，規模の増加に伴ない

　　　立ち回り頻度は低くなり，そのため生成原単位の減少割合は大きいこと，逆に建設業などは，例え

　　　ば，ピストン型の用務先直行型の割合がどの規模においても大きい値をとなっており，当該業種に

　　　おける企業規模による生成原単位の差異はないものと判断できる。
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0

　1～　　4

　5～　　9

　10～　29

　30～　49

　50～　99

100～299

300～999

1000　一一

　　　（人）

10　　20 30 40　　　　50　　　　60　　　　70　　　　80 90　100（％）

　　　　12，223

　　　　21，　M6

　　　　22，677

　　　　11，118

　　　　11，　877

　　　　11，678

　　　　6，　911

　　　　1，　705

　　　　　（チェイン）

　＝（1．1）　　　　　　　　　　　　（3．1）（3．2）（3．3）　　　　（4．2－4）　　　　　（5．2－5）

図3－2－9　業種別規模別トリップ連鎖パターン（卸売業）

0　　10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

1～4
4，583

5～9
15，254

10～29
15，213

30～49
1，854

50～99
5，424

100～299 7，183

300～999
5，301

000～
728

（人） （チェ（チェイン）

　＝｛1．1）　　　　　　　　　　　　（3．1）（3．2）（3．3）　　　　（4．2－4）　　　　　（5＞2－5）

図3－2－10　業種別規模別トリップ連鎖パターン（建設業）
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3－3　トリップ連鎖パターンからみた1日の活動時間配分に関する分析

　3－3－1　分析の背景とその目的

　本節の分析目的は，業務トリップチェインのトリップ連鎖パターンを1日の活動時間配分（time－

allocation）の観点から眺めることにより，その生成に関連する時間特性の主要なものを明らかにする

ことであるξ8）すなわち，業務活動に従事する従業者にとっての通常の勤務時間は，例えば，9時から

17時までの間に定められており，個々のトリップメーカーはこうした時間的制約（time－budget　con－

stlaint）のもとで1日の動きをなすものと考えられる。このため，直観的に言っても，1日に多くの訪

問先を訪れる必要のある従業者にとっては，各訪問先までの所要時間，あるいはそこでの滞在時間を調

整することによってこの時間的制約を満足しようとする。そのため結果的に立ち回り型のトリップ連鎖

パターンとそうでないトリップ連鎖パターンとでは，このような所要時間・滞在時間といった時間特性

に有意な差異が現われてくるものと思われる。またこうした視点は，第2章で述べたトリップチェイン

研究におけるActivity　ApproachesあるいはUtility　Approachesの中でも重要な位置づけがなされてい

るものでありジ交通行動のより本質的なメカニズムの解明を意図しているものといえる。したがって本

分析では，具体的なトリップチェインデータをもとにその時間特性に関する基本的な理解を深めること

により，今後のこの分野における展開の方向性を検討していくことにする。このアプローチに属する従

来の研究事例としては第2章のレビューで触れたHemmens（1970）29）Hagerstraixl（1970，1973）30）の

「時空間上の活動連結メカニズム」（図3－3－1参照）という概念規定に即したものが中心的であるが，

実用｝・供するモデル化の段階まで洗練されたものはまだ提案されていない．これCま，近藤（1977）31）の

指摘するように，「都市活動をtime－spaceという3次元で，しかもその活動の生起条件，活動時間に

ついてまで決定しようというのは，いわば都市社会全体のモデルを作ることに等しい」ことになるため

であり，その体係化においては，目的に対応した形で慎重になされる必要があろう。そのためにも，人

間活動パターンとその時間特性に関する実証的分析は，その第1段階としての位置づけができるものと

考えられる。

　具体的な分析結果の検討に入る前に，本分析を進めるにあたって直接的な動機を与えたものとしての

Adler＆B㎝．Akiv。（1979）32）の研究内容を紹介することにより，ここでの議論の的を絞。ておきたい。

すなわち，この論文は，トリップチェインモデルの類型化から言えば，Utility　Approadlesの範疇に入

るわけであるが，その芒デル構造は，1日の活動時間配分問題の中でチェイン内のサイクル数とソージ

ャーン数を決定しようというものであり，単に人の交通行動パターンの説明用ツールの域を脱し，モデ

ル化の意図をより積極的に有すると評価できる。しかしながら，そこで展開されるフレームは実証的分

析に裏づけが十分なされていないため，モデルの諸前提の妥当性の検討が必要と考えられる。
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Adler＆Ben－Akiva（1979）は，

次のような効用最大化モデルを提

案し，トリップチェインの中での

時間的制約に関するモデルフレー

ムを与えている。

　すなわち，

U＝（一α・S／T）＋（2Ti－

　　（s－T）d）十（ρs）

　　→max

　　　　　　・・・…　　（3．3．1）

sub。　to

T≦s

1≦T

・・・… @　（3．3．2）

・・・… @　（3．3。3）

2TZ＋（S－T）d≦Y

　　　　　　・・・…　　（3。3．4）

UΣ一ト

Mt．A

Mr．e

く201苛
　　　鯉）

ここで　　　　　　　　　（珍一

　　　　T：qycle数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　URBAN　SPACE
　　　　Slsoj皿m数　　　　　　　　図3－3－1　時空間における活動とトリップの連結状態
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（近藤（1976）より引用）33）
　　　　c：Hαne－based　tri　ps

　　　　　　における平均トリップ時間

　　　　d：Non－Home　based　tri　psにおける平均トリップ時間

　　　　Y：トリップ時間に関する予算（time　budgo　tconstraint）

ここで式（3。3．1）で書き表わされる効用は，次の3つのファクターに分けられている。

①スケジュール利便性……（一α・S／T）

　　　1サイクル当りのソージャーン数が少ないほど利便性が大きい。つまり，ピストン型

　　（1サイクル1ソージャーン）の場合に最大値を持つ。

②トリップに要する一般化費用……（－27℃一（S－T）d）

　　　1トリップチェイン内でTサイクルSソージャーンの場合であれば，

　　　Home－based　trips（すなわち，トリップエンドをHome　basedとするもの）は2T回
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　　　Non－Hcrne　based　trips（すなわち，トリップエンドをどちらもH。Bでないもの）は（S－T）回

　　となる。

　③アクティビティ効用……pS

　　　1日に訪れるソージャーン数が多いほど効用が大きい。

これを仮りに，ラグランジェ未定乗数法によって最適解T’，S＊を求めると，以下のようになる。

　　　　T・一［CtY］÷　　　　　　……．…．．…（3．．、．，）
　　　　　　　　ρ（2c－d）

　　　　s＊－t［Y－｛αγ（2；－i）｝t］　　　　・・……・……（3．・・．・）

　　　　　　一t［Y－（2τ一a）T＊］　　　　　　　　…・…・……・（3a的

ここで式（3．3、6’）の関係より，これはある予算制約YのもとでS＊とT＊とのトレードオフの存在を表

現するものといえる。

　しかしながら，この定式化における時間制約とは，トリップをするための移動時間内に関してのもの

であった。そこでこの時間制約を1日全体の活動時間Zとし，さらに，効用関数の中にαB上でのアク

ティビティ効用としてのη（T－1）を導入すると，

　　　　U’＝←Ct・S／T）＋（－2　T　c－（S－T）d）＋ρ5’＋η（T－1）　→rnax　　　・・・・・・・・・…　（3．3．7）

　　sub。　to

　　　　ここで，a：O．B上での平均活動時間（サイクル生成後一旦帰社して次のサイクルを生成する

　　　　　　　　　　までの時間）

　　　　　　　　b：各ソージャーンにおける平均滞在時間

　　　　　　　　Z：1日全体の活動時間

となる。ここで，1日全体の活動時間としたため，新たにO．B上およびソージャーン上での平均滞在時

間力泌要となっている。この最適解は次のようになる。
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T’　一［　　　　　　　Ct　zid十a）ρ一（d十b），＋（、．a）d］e

s＊一 cﾑ［z－（d・のT＊］

・…
@一・・・・・・…　　（3．3．9）

・・・・・・・・・・・・… @　（3。3．10）

ここで，ny：＝ma，ρ＝mbとおくことによって，アクティビティ効用と滞在時間との関係が比例的である

と仮定するならば，そのとき式（3．3．11），式（3．3．12）は次のようになる。

　　　　T・　＝＝［　　　∂z（1＋m）（b－a）d］e　　　　　　……………（3．・・．・11）

　　　　S＊一古［Z－（∂・の｛（1．嘉一a）訥　　　……一…（3．・・．・12）

したがって式（3．3．12）からわかるように，やはり，1日の活動時間が一定のもとで，T＊とS＊とは何

らかのトレードオフの関係となっているものと言える。ここで，上述の定式化に関して検討を要する重

要な点は，目的関数・制約条件式の設定についての妥当性であろう。例えば，制約式および目的関数の

中でのサイクル数Tとソージャーン数Sの関係は，トリップチェインの表示の上での定義に由来するも

ので問題はないのであるが，活動時間に関する制約式（式（3．3．4）あるいは式（3．3．8）に関しては，次

の4つの定数が設けられている。

　　　c：H（me－based　tri　psにおける平均トリップ時間

　　　d：Non－Home　based　tri　psにおける平均トリップ時間

　　　a：0．B上における平均活動時間

　　　b：各ソージャーンにおける平均滞在時間

すなわち，これら4つの定数はサイクル数やソージャーン数にかかわらず一定値であることが仮定され

ているわけである。今，もし，O．B上での活動時間や各ソージャーンでの滞在時間がチェイン内のソー

ジャーン数などに従属的な関係であるならば，これまでの定式化は再考されなければならないし，また

何よりも，トリップ連鎖パターンとこれらの活動時間特性との諸関係を実証的に示していくことが肝要

と考えられる。

　そこで次項以下では，1日のトリップ連鎖パターンの生成特性を時間的phaseの中でとらえるため，

次の3つの具体的な観点から分析を進めることにする。

　　（1）　トリップ連鎖パターン別にみたチェイン内1トリップ当りのトリップ時間特性

　　（2）　トリップ連鎖パターン別に各業種の業務活動における滞在時間特性

　　（3）　トリップ連鎖パターン別に各業種の1日の活動時間配分パターン
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　3－3－2　実証的分析結果の考察

　（1）平均トリップ時間

　これは，個々のトリップチェインに対してまずトリップ連鎖パターンに類型化し，そのチェイン内ト

リップ1トリップ当りの平均所要時間を求めることにより，各トリップ連鎖パターン別の平均値やその

分布を調べたものである。なお，分析対象データは，前節で扱った大阪市内の事業所をO．Bとする業務

トリップチェインデータである。

　①まず，トリップ連鎖パターン別にみた1トリップ当りの所要時間の分布（図3－3－2参照）を見

　　てみると，ピストン型パターンは，所要時間の短かい（0分～10分）ときと逆に長い（60分～80分）

　　ときに大きな割合を占め，一方，立ち回りパターンではその中間（10～60分のランク）が割合とし

　　て大きくなることがわかる。

　②　次に，1サイクル巡回型のトリップ連鎖パターン間の比較および複数サイクル型パターン間の比

　　較のため，各トリップ連鎖パターンの平均トリップ時間分布を図3－3－3，図3－3－4に示す。こ

　　れより，ピストン型パターンは，やはり，所要時間の短かいランクと長いランクにも見られ，その

　　ばらつきの大きいことを物語っている。そして複数サイクル型パターン間を比較すれば，ソージャ

　　ーン数の増加（同時にサイクル数も増加するが）とともに，平均トリップ時間が短かくなる傾向が

　　あることがわかる。

　②　1日の諸活動時間特性

　1日の事業所をベイスとした業務活動の中では，訪問先での用務の達成のために費やされるソージャ

ーン滞在時間，複数サイクルの生成により一旦帰社してから次のサイクルを開始するまでのサイクル間

ベイス活動時間，そしてトリッフ所要時間としてのベイスを発（着）エンドとするトリップの時間とソー

0　　　　10　　　　20　　　30　　　40　　　50　　　60　　　70　　　80　　　90　　　100（％）

0～10

10～20

20～30

30～40

40～60

60～80

80～
　　（分）

（ソージ＋一ン，サイクル）（2．1）（2．2） （41）　　　（51）　　　　その他

47，130

90，906

79，899

67，097

65，978

29，668

19，595

　（チzイン）

　　　　＝〈1．1）　　　　　　　　　　（3．1）（3．2）（3．3）　　　（4．2－4）　　　　（5．2－5）

図3－3－2　平均トリップ時間別にみたトリップ連鎖パターンの構成
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ジャーン間トリップの時間に分け

て考えることができる。そこで各

トリップ連鎖パターン別・業種別

にそれぞれの平均値を算定するこ

とにより，業種別トリップ連鎖パ

ターンの生成との関係を考察した。

その結果，

　①　業種別1ソージャーン当り

平均滞在時間を図3－3－5（その

1）～（その7）に示すと，どの業

種についてもソージャーン数の増

加とともに指数的に減少している。

業種別に見れば，建設業，金触・

不動産・電気・ガス，小売業がピ

ストン型での平均滞在時間が約2

時間半から約5時間（建設業の場

合）と比較的長いため，ソージャ

ーン数の増加につれて急激に短か

くなっている。また1サイクル型

（％）

30
一・一・－

狽吹i3．1）

一一一一一tp（2．1）

一・・一一・－tp（1．1）

〔

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トリップ時間
　O－10　10－20　20－30　30－40　40－60　60－80　80－　　　（分）

図3－3－3　トリップ連鎖パターン別平均トリップ時間分布

　　　　　　（1サイクル型）

（％）

30

から2サイクル型あるいは3サイクル型ヘサイクル数が増加すると，

が短かくなっている。これらの傾向については，従来のソージャーン数選択率に見られる理論的解釈の

可能性もあると思われ，トリップ連鎖パターンの生成との関係でも今後の課題となろう。

　②次に複数サイクル型におけるベイス活動時間の平均値（一旦帰社回数当り）を図3－3－6に示す。

これより，ベイスにおける活動平均時間は1ソージャーン当り平均滞在時間と同様に，ソージャーン数

の増加とともに減少する傾向にあるが，ソージャーンでの平均滞在時間ほど一定の傾向をもっているわ

けでない。また，業種別の差異を見出すことは難しい。これは，複数サイクルの生成時刻分布という別

の要因が影響しており，またあらかじめ活動時間配分の中で割り振られていても結果的にソージャーン

滞在時間やトリップ時間の変動のため，変化するためにトリップ連鎖パターンそのものとの関係が薄れ

てしまうことによると考えられる。

　③最後に事業所を発（着）エンドとするトリップの平均所要時間とソージャーン間トリップの平均所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トリップ時間
　0－10　10－20　20－30　30－40　40－60　60－80　　80－　　　（分）

図3－3－4　トリップ連鎖パターン別坪均トリップ時間分布

　　　　　　（複数サイクル型）

　　　　　　　　　　　　どのソージャーン数でも滞在時間
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θ50④302010

　　　　1サイクル

ー・－ Qサイクル

ー・・一…… Rサイクル

＼N－e－一へtkごく・

　　　　　1サイクル

ー・－
Qサイクル

　　　　3サイクル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10012345678910
　　　　　　　　　　　　　　（ソージャーン数）　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ソージv一ン粥0

（その1）ベイス発（着）エンドトリップの　　　　　（その2）ソージャーン間トリップの

　　　　平均トリップ所要時間　　　　　　　　　　　　　平均トリップ所要時間

　　　　　　　　　図3－3－7　トリップ連鎖パターン別平均トリップ所要時間

要時間を図3－3－7（その1），（その2）に示す。

　なお，図中に示したそれぞれの値は，業種別にはほとんど差異が見られないことから全業種について

の平均値である。これより複数サイクル型になるにつれて両者の平均値が小さくなるが，ソージャーン

数の増加にはあまり影響を受けないことがわかる。

　（3｝1日の平均的な活動時間配分

　上述の各活動形態における平均的な時間特性に加え，業務トリップチェインの中の第1トリップの発

時刻および最終トリップの着時刻についてもその平均値を算定することにより，1日全体における各ト

リップ連鎖パターンにおける平均的な活動時間配分を表現することが可能となる。すなわち，あるトリ

ップ連鎖パターンtp（S，1），（S：ソージャーン数，1：サイクル数）に対して，次式で示される時間制約式

を考えることにする。

　　　各tp（S，1）に関して，

γtP＝（1｝1）」tP＋Sbtp＋2・CtP・1＋（s－1）dtp

ここで，ytP：1日の活動時間の合計（＝着時刻一発時刻）

　　　　atP：ベイスにおける平均活動時間（複数サイクル1回当り）

　　　　btP：1ソージャーン当り平均滞在時間

　　　　CtP：ベイス発（着）エンドトリップの平均所要時間

　　　　dtP：ソージャーン間トリップの平均所要時間

・・・・…
@一一・一…　　（3．　3．　13）

　そこで，上式を用い業種別に各トリップ連鎖パターンごとの平均的活動時間配分の構成を求めた。こ

こで，図3－3－8（その1）～（その6）に1サイクル型を例に業種別の結果を示すと，どの業種につい
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ても，ソージャーン数の増加とともに発時刻を早くし，また着時刻を遅くすることで1日全体の業務活

動時間を長くする傾向がみられる。これまでの分析で見てきたように1ソージャーン当りの滞在時間は

ソージャーン数の増加とともに減少するが，ソージャーン数全体としては滞在時間が増加する。また，

ベイスでの活動時間も増加し，さらにトリップ所要時間もトリップ数の増加分だけやはり増加してしま

うために，このような結果を生じるものと考えられる。

3－4結　　　論

　本章においては，トリップチェインの表示法の一つであるトリップ連鎖パターンに関して，筆者らに

よって進められてきた研究事例を中心にその実態分析結果の紹介を行ってきた。1日の人や車の動きを

把握する上でここで着目しているトリップ連鎖パターンは，おそらく最もわかりやすく，そして交通の一

般的な性質を規定するいくつかのファクターを容易に内包化できるため，実態分析を通じてその基本的

理解は非常に重要であるといえる。

　具体的な分析事例では，まず車および人のトリップチェインデータをもとに，代表的なトリップ連鎖

パターンの類型化が中心的な検討課題であった。その結果を要約すれば，カートリップチェインの場合

にパーソントリップチェインに比較して若干のパターンの多様性が見られるものの，ピストン型，トラ

イアングル型，ダブルピストン型，そして1サイクル巡回型（トリップ回数で4ないし5）といった代

表的パターンの抽出ができ，また，車利用を前提とするためにその車がその日に利用に供される第1ト

リップの目的によってトリップ連鎖パターン構成が異ってくることがわかった。そしてパーソントリッ

プチェインでは，こうした代表的なパターンについて昭和55年度および昭和45年度の2時点間において

ほとんど変化しないことが明らかにされ，都市域の人の動きにおける定型的なパターンを抽出すること

ができた。

　次に，トリップ連鎖パターンとチェイン内各トリップの目的構成を調べたところ，人および車の両者

の動きについてトリップ目的の複雑な混在パターンは見られず，とくにHLBやO．B上で生成されるサイ

クル単位では，ほとんどが単一目的で構成される傾向にあることがわかった。これは，トリップチェイ

ンの生成におけるベイスやサイクルの役割の重要性をあらためて浮き彫らせるものと言え，次章以降の

展開にとって大きな収獲であった。さらに，それにつづくトリップメーカーのもつ個人属性との関係に

ついての実態分析では，業務トリップチェインの中でのトリップ連鎖パターンがそのトリップメーカー

の業種，職種に大きく規定され，業務交通自体のもつ経済活動の派生需要としての性質が無視できない

ことがわかった。

　最後に，前章で議論したトリップチェイン研究の関連する領域としてのアクティビティ・アプロ→なら

びに効用最大化モデルの観点に立つことにより，1日の活動時間配分とトリップ連鎖パターンとの関係
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についての実証的分析がなされた。そこでは，とくにチェイン内の1ソージャーン当りの平均滞在時間

がどの業種についてもソージャーン数の増加とともに指数的に減少し，さらに同様の傾向がサイクル数

の増加とともに生じているという興味深い結果を得た。また，チェイン内トリップの平均所要時間は，

ベイス（事業所）を発エンドあるいは着エンドとするトリップにおいても，また，ソージャーン間トリ

ップにおいても，業種による差異はなくかつ複数サイクル型になるにつれてその平均値は若干小さくな

る傾向があるものの，チェイン内のソージャーン数によってはあまり影響を受けないことがわかった。

さらに1日の活動時間配分については，チェィン内のソージャーン数の増加とともに発時刻を早くし，

また着時刻を遅くすることで1日全体の業務活動に従事する時間を長くする頃向にあることが示された。

これらの分析結果は，アクティビティ・アプローチでの最近のテーマであるtirne－budgetやtim－

allocationの問題としても，今後の研究をより魅力的なものにするものであるが，現在のところそのメ

カニズムの解明にとっては初歩的な段階を脱していない。

　本章での実態分析事例は，いずれも本研究のメインテーマである交通需要分析を進める上で，その基礎

的な集計分析として位置づけられるものであり，当然のことながら次章以降の具体的な交通需要推計モ

デルと密接に関連する。さらに，ここで取上げなかった他の分析視点に関する検討はそれぞれのモデル

の紹介のときにこれとは別途に詳述していきたい。
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第4章　発生集中量ならびにOD分布量推計プロセスに
　　　　　関するトリップチェインモデル

4－1概　　説

　前章までの議論では，トリップチェインの考え方ならびにその表示を中心に，これまでの研究経緯の

回顧と具体的なデータを通じてのトリップ連鎖パターンの実態分析が明らかにされた。これにょり，本研

究の中での大きな着眼点，すなわち，トリップチェインの表示を“トリップ連鎖パターン”によって行

っていくことに関しては，　基本的な理解が可能となったものと考えられる。　そして，　ここで注目

しておきたいことは，一見複雑な様相を呈しているようにみえる個個人の1日の交通行動パターンも都

市域全体として眺めればいくつかの代表的なパターンに類型化が可能であり，また，それらは，ベイスを

活動拠点とするサイクルの生成特性（サイクル内目的構成，目的サイクル）やトリップメーカーの個人

属性に主に規定されるということである。そこで本章では，こうしたトリップ連鎖パターンに着目する

ことによってとらえることのできるトリップチェインの諸性質を明示的に取扱うことを目的として，新

しい交通需要分析フレームを考えてみたい。

　交通需要分析において，従来のトリップ単位によるアプローチは，段階的推定法（Seguential　trav－

el　demand　forecas　ti㎎method）として開発され，現在ではパーソントリップ法と呼ばれる体系な需要

予測プu…スが実用砿く供されてし・る：）発生集中量ならびにそれにっつくOD分櫨推計プ。セ

スは，その中では交通の空間的な分布パターンを量的に把握するものとして位置づけられ，将来の圏域

の土地利用形態や社会経済指標を与件としたときの発生集中量の推計と，その推計値を周辺分布とした

OD分布量推計の2段階から成るものである。そして通常のステップでは，交通機関の分担プロセスを

OD分布量推計プロセス前後に挿入し，それにつづき交通量配分プロセスへ連係されるわけであり，そ

の結果は，圏域の長期的なネットワーク形成やその評価に関する計画情報として用いられる。したがっ

て各トリップのOとDからとらえた分布パターンやその量としてのOD分布量は，圏域内のネットワー

ク形成（道路網，鉄道網などの交通網全体）を考えていく上でその流動パターンを規定するものとして

重要なファクターといえるし，また，OD分布量を周辺分布の形で集約した発生集中量は，それら流動

の発生源，吸収源として当該圏域の各ゾーンの交通施設の整備水準を検討する上でも重要な役割を演じ

るものと言うことができる。その意味からも，トリップ単位のアプローチだけに限らずトリップチェイ

ン的アプローチであっても，交通需要分析フレームの中で発生集中量ならびにOD分布量が得られ，そ

れらに関する諸検討が十分できることは，大きな前提条件となるといっても過言ではない。

　そこで本章における論点として，交通需要分析の中での発生集中量ならびにOD分布量推計プロセス
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に限定し，第2章にて述べたトリップチェイン的なアプローチの有効性や従来のトリップ単位では捨象

されてしまう諸性質を踏まえたトリップチェインモデルの構築とそれに関する諸検討を中心に据えるこ

とにする。すなわち，ここで提案されるモデルは，トリップチェインの性質を内包化した形で交通需要

予測プロセスの中での発生集中量あるいはOD分布量を推計することを目的としている。そして第2章

で触れたトリップチェイン的アプローチの有効性との関連では，とくに交通需要の派生的性質を明示的

に取扱うこと，ならびに交通における1日完結性とトリップ連鎖パターンの有する諸性質の2点がモデ

ル構造の中で大きな比重を占めている。これらの観点は，従来のトリップチェインモデルにおいてさえ

十分な議論がされていないものであり，本研究における特徴点の一つといえる。なお，交通手段選択問

題に関するトリップチェイン的アプローチからの展開は次章にて別途に詳述することにし，ここでの議

論の枠組みから除外して考える。また，トリップの連鎖性に関しては，従来のマルコフ連鎖モデルにお

いて争点となっており，特に交通手段選択プロセスまでも包含した“7ステマティックな記述がなされて

きているが，ここで提案されるモデルとそれらとの関係は，次章における交通手段選択モデルとそれら

との関係についての検討と併せて議論していきたい。

　まず次節においては，トリップ連鎖パターンを規定するものとしてのトリップチェイン内のソージャ

ーン数に着目した業務交通の発生集中量推計モデルが紹介される。これは，都市域の業務交通が経済的

諸活動の派生需要としての性格を濃く有し，また1日に立ち回る訪問先がそれら経済活動の中での顧客

や取引先を意味するから，その訪問先数や立ち回りパターンは，トリップメーカーの属する業種の用務

内容によって規定されると考えられ，トリップチェイン的アプローチからのモデル化の可能性とその妥

当性が示唆されるからである。次に第3節では，このモデルを基本モデルとしたときにOD分布量推計

への拡張が試みられる。その際　トリップチェインの諸性質の中で従来の研究事例においてはあまり言

及されていない”巡回に関する行動原理”あるいは広義な意味からスケジューリング（Scheduli㎎）に

ついての実証的考察を踏まえることにより，最短巡回問題に帰着させたOD分布量推計モデルが検討さ

れる。そして第4節では，基本モデルの改良による，より一般的なモデルフレームを検討することにし，

本研究のメインテーマであるトリップ連鎖パターンを積極的に内包化させた需要予測モデルを紹介する。

そこでは，まず分析対象データをカートリップチェインから業務パーソントリップチェインデータに変

更することで，人の1日の動き全体を眺めることにし，基本モデルにおける議論の骨格的な部分が人の

場合においても共通することを検証していきたい。さらに，より洗練化された形での需要予測を目的と

するトリップチェインモデルの構築のため，いくつかの改良点が議論されるとともに，具体的な適用が

はかられる。最後にこうした展開の中で明らかとなったモデルの利害得失などを整理し，今後の課題を

明らかにする。
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4－2訪問先数に着目した発生集中量推計モデル（基本モデル）

　本節では，業務トリップチェインの中に含まれる訪問先（ソージャーン）に注目することで，立ち回

りの多寡を反映した発生集中量推計モデルを構築することを目的としている。ここでその具体的な検討

に入る前に，本モデルの構築を行う上での基本的な考え方とその背景について触れておくことにする。

　一般に都市内の業務交通は顧客や取引先を相手とした業務活動の派生需要として生じ，その1日の動

き（トリップ連鎖パターン）は活動時間内での訪問先の数や場所あるいは滞在時間などに規定されよう。

すなわち，1人のトリップメーカーにとって言えば，まずその日に立ち回るべき取引先等の訪問先を念

頭に置き，事業所と訪問先との位置関係や滞在時間などを考慮して1日の行動パターンを決定しようと

するが，場合によっては何らかの偶発的な要因によってそれを変更するかもしれない。そしていずれに

せよ1日全体での動きは，24時間ないし活動可能な時間といったtime　budgetの制約をもつため1つの

トリップチェインに含まれる訪問先数（ソージャーン数）は，トリップ時間や訪問先での滞在時間の影

響を受けるものと考えられる。このとき，訪問先における滞在時間やその頻度は，業務内容の差異（例

えば，配達納品といった用務では，滞在時間は比較的短かいものの，その頻度は高い，また逆に現場・

工場などでの作業を中心とした用務では滞在時間が長く，頻度は低い）によって規定されるので，結局，

こうした業務内容の差異を業種特性としてとらえるならば，業種別に見たトリップチェイン内のソージ

ャーン数の構成に着目することにより，業務活動の派生需要としての業務交通生成をその業種特性の観

点から詳細に議論できるものと考えられる。

　本節で具体的な分析対象データは，第1トリップ目的であり原則的にはそれ以降の目的変更のない車

利用のトリップチェイン（以下業務トリップチェインと呼ぶ）であり，前章のカートリップチェインデ

ータから抽出されたものである。前章で述べたカートリップチェインのトリップ連鎖パターンに関する

実態分析結果を参考にすることにより，業務トリップチェイン内のトリップ回数は9回までを対象とし

ているが，業務目的のトリップがこの業務トリップチェインデータにどのくらい含まれることになるか

を調べてみると，京都市関連トリップチェインデータで84．2％，　また大阪府関連データで87．1％と

大半が今回の分析対象データに含まれていることがわかる。また，業務トリップチェインのうち全トリ

ップ目的が業務または帰宅である割合を業種別に調べてみると，表4－2－1に示すように約90％が業務

トリップのみで構成される純粋な業務トリップチェインであることがわかる。

4－－2－1　ソージャーン数の選択と業種特性5）

　ここでは，業務トリップチェインの生成に関して，個々のトリップメーカーは，通常その日の立ち回

るべき顧客や取引先などのソージャーンを念頭に置き，0．Bと各ソージャーンとの空間的位置関係やそ

こでの滞在時間をもとに1日の行動パターンを決定しているものとみなしている。そして業務活動の内

容がそれぞれの業種によって異なることから，これらOBとソージャーンとの関係や滞在時間に関する
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表4－2－1　業務トリップのみから構成される業務トリップチェインの割合

京都市関連トリップチェインデータ 大阪府関連トリップチェインデータ　　対象
@　データ

ﾆ種

業務トリップ
`ェイン数（A）

全トリップ目的
ｪ業務（帰宅）の

gリップチェイ
盗煤@　　（B）

B／A 業務トリップ
`ェイン数（A）

全トリップ目的
ｪ業務（帰宅）の

gリップチェイ
盗煤@　（B）

B／A

農林漁業 81 81 1，000 666 608 0，913

鉱　　　業 219 219 1，000 1，772 1，733 0，978

建　設　業 3，533 3，269 0，925 25，328 24，486 0，967

製　造　業 10，034 9，239 0，921 64，174 61，629 0，960

卸　売　業 8，473 7，769 0，917 56，281 54，753 0，973

小　売　業 3，089 2，815 0，911 20，563 19，813 0，964

　　●
s動産業

1，031 876 0，850 7，054 6，830 0，968

運　　　　輸

ﾊ　信　業
737 710 0，963 8，696 8，310 0，950

電気・ガス
?@道　業

1，729 1，636 0，946 8，567 8，289 0，968

サービス業 2，705 2，456 0，908 17，483 16，841 0，963

公務・その他 3，107 2，935 0，945 19，886 19，027 0，957

不　　　　明 998 899 0，901 2，563 2，416 0，943

個　　　　人 49，894 43，808 α878 263，753 243，544 0，923

全　業　種 85，630 76，712 0，896 496，786 468，279 0，943

特性にも業種別差異が生じることになり，その結果あるソージャーン数をもつトリップチェィンの全体に

占める割合には，その業種特性を反映した形でそれぞれ異ってくるものと考えられる。

　そこで，分析対象の業務トリップチェインのうち，あるソージャーン数をもつトリップチェインが占

める割合をソージャーン数選択率と定義することにし，各業種特性をこの選択率のばらつき方から実証

的に分析した。その結果，業種別のソージャーン数選択率を京都市関連および大阪府関連業務トリップ

チェインについて図示したものを図4－2－1に示す。これより，ソージャーン数選択率がどの業種につ

いてもソージャーン数の増加とともに逓減していることがわかる。なお，本分析で取上げた業務交通に

おいては勤務時間内で業務活動を完結させようとするため，その行動パターンにおける時間的制約が大

きいので，チェイン内ソージャーン数にはおのずとその上限がある。それはトリップ回数分布を見ても

顕著に現われているし，また，各ソージャーンにおける用務の達成のための滞在時間とそこへの移動の
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ためのトリップ時間を考えるとき，ソージャーン数の増加とともに各ソージャーンへの移動に要する時

間が相対的に大きな比重を占めることから，ソージャーン数のあまりに多いチェインの生成は現実的に

も稀れにしか起こり得ないのである。その意味からも，実際上はソージャーン数が8回程度までに限っ

て議論しても差し支えないものと考えられる。

　各業種におけるソージャーン数選択率のばらつき方について，京都と大阪との比較をしてみると，全

体的には両者の差異はほとんど見られない。ただし，細かく眺めた場合に，ソージャーン数1の選択率

に関して京都の方が若干高い値を示し，逆にソージャーン数2および3の選択率は大阪の方が高くなっ

ている傾向にあることがわかり，両地域間の業務交通の立ち回りパターンに幾分の差異があるのかもし

れない。また業種間の比較では，建設業，製造業，電気・ガス・水道業，個人業ではソージャーン数の

増加に伴う選択率の低下が著しく，一方，卸売業，小売業，金融・保険・不動産業，サービス業ではソ

ージャーン数選択率の逓減の仕方は緩やかな傾向をもつ。これは，例えば建設業，製造業においてはソ

ージャーンとして工場や作業所が選ばれそこでの滞在時間や所要時間も比較的長いため立ち回る頻度が

相対的に少なくなるし，逆に小売業，サービス業などは顧客や得意先への物品搬入，商談のために1日

に立ち回るべきソージャーン数が比較的多くなることからも容易に理解できる。したがって，別な表現

をすれば，立ち回りの多寡という業務内容の差異がソージャーン数選択率の逓減の程度の差異となって

現われているといえる。

　そこで，このソージャーン数選択率に対して，Pt＝αβ（yはソージャーン数選択率，　Xはソージャ

ーン数，α，βはパラメーター）の指数曲線を回帰し，この曲線をソージャーン数選択率曲線とよぶこと

にする。表4－2－2に京都市関連業務トリップチェインデータを用いたパラメータ推定結果を示すが，

ここでは以降の諸分析およびモデル化に備えて，次に示される6業種に統合した。

　　業種1：建設業，運輸通信業，電気・ガス・水道業

　　　　　訪問先が主に事務所・住宅で，立ち回りが比較的少ない。

　　業種2：製造業

　　　　　訪問先が主に商業施設・工場で立ち回りが比較的多い。

　　業種3：卸売業

　　　　　商業施設を主な訪問先とし，立ち回りが多い。

　　業種4：小売業，金融・保険・不動産業，サービス業

　　　　　訪問先が商業施設，事務所，住宅などであり，立ち回りが多い。

　　業種51公務，その他

　　　　　訪問先が雑多であり，立ち回りが比較的多い。

　　業種6：個人
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訪問先が雑多であり，立ち回りが比較的少ない。

なお，ここでの業種分類は，トリップ

チェインデータが自家用車の所有形態

（業態）が法人である場合に産業大分類

にほぼ等しい12分類，そして個人につ

いては自営業として一括されているの

で，業態が法人の場合に5分類に統合

しこれと個人を併せて計6種類として

いる。そして，法人の5分類への統合

は12業種のそれぞれのβ値およびソー

ジャーンとしてどのような施設（住宅，

商業施設，事務所，工場など）を選ぶ

かを業種別ソージャーン施設構成比

（表4－2－3）

　　　　　　　　　　　表4－2－3
によって比較

を行った。表

4－2－2の推

定結果を見て

わかるように，

曲線の逓減の

程度を表わす

β値は，前述

の業種特性

（すなわち，

業務内容の差

　　　　　　　　注）（
異としての立
　　　　　　　　　　示す。

ち回り頻度）

表4－2－2　ソージャーン数選択率曲線のパラメーター

業　　　種 α β

建設　業・ 0．8219 0．5482

製造業 0．5757 0．6382

卸　売業 0．4945 0．6753

小　売業・・ 0．5328 α6555

公　　　務… 0．4704 0．6905

個　　　人 0．8447 0．5379

全業種 0．7218 0．5780

　・建設業には，このほかに運輸通信業，電気・ガス・

　水道業を含む。
・・ ｬ売業には，このほかに金融・保険・不動産業，サ

　ービス業を含む。

…公務には，その他を含む。

業種別のソージャーン施設の構成（上位3施設の内訳）

　　　ランク
ﾆ　種

1　位 2　位 3　位

建　　　　　　設 事務所　（28．8） 住宅　（23．4） 工　　場（15．2）

製　　　　　　造 商業　（30．0） 工場　（29。1） 事務所（18．3）

卸　　　　　　売 商業　（53．9） 事務所　（13．4） 工　　場（12．2）

小　　　　　　売 商業　（35．7） 住宅　（28．5） 工　　場（17．9）

金融・保険・不動産 事務所　（39．4） 商業　（21．4） 住　宅（19．9）

運　輸　・通　信 事務所　（28．6） 商業　（21．1） 交通運輸（16．0）

電気・ガス・水道 住宅　（38．1） 商業　（15．7） 事務所（12．9）

サ　　ー　　ビ　　ス 商　業　（28．6） 事務所　（19．6） 住　宅（18．0）

公　　　　　　務 事務所　（25．0） 工場　（18．0） 文教厚生（16．4）

そ　　　の　　　他 商業　（25．2） 工場　（22．8） 事務所（17．1）

個　　　　　　人 商業　（32．4） 住宅　（243） 事務所（13．5）

）内は，それぞれの業種での各施設がソージャーン施設である割合働を

を十分反映して，立ち回りの比較的少ない建設業ではβ値は小さく，逆に立ち回りの多い卸売業，ノ」、売

業ではβ値は大きい値を示している。なお，個人については1サイクル2トリップのピストン型のトリ

ップ連鎖パターンが多いためそのβ値は小さな値が推定されているが，本来この自営業には多種類の業

種が含まれているのでその業種特性を明確に反映しているとは言い難いことに注意する必要があろう。
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　本項では，チェイン内に含まれるソージャーン数に着目することにより，ソージャーン数の選択とこ

うした業務トリップチェインの生成を促す業種特性との関係を実証的に分析してきた。その結果，ソー

ジャーン数選択率曲線として回帰されるソージャーン数のばらつきは，各業種の用務内容を十分反映し

ており，この指数曲線の傾きは，業務交通パターンにおける立ち回りの多寡を示す性質を有することが

わかった。

4－2－2　ソージャーゾ数選択率曲線の理論式導出6）

　ここでは，前述のソージャーン数選択率曲線がいくつかの仮定を設ければ理論的にもy＝αβ型の式

になることを明らかにし，次いでそのために設けた諸仮定とそれに関連する業務トリップチェインの諸

性質についても併せて実証的な考察を行う。

　まず，業務トリップチェィンを形成する都市内の車の運行に関して3つの仮定のもとで，ソージャー

ン数選択率曲線の理論式を導出してみよう。

　仮定①：完全トリップ連鎖パターンの形成

　ベイスから出た車は最終トリップでは必ずベイスに戻り完全トリップ連鎖パターンを形成すること。

　仮定②：ベイスへの帰宅確率Pの一定

　あるトリップエンド（ソージャーン）において次のトリップでベイスに戻る確率Pは，それが何サイ

クル目の何トリップ目であるかにかかわらず一定であること。

　仮定③：サイクル再起確率Cの一定

　いったんベイスに戻ってきた車がさらに次の新たなサイクルを形成する確率Cは，それが何サイクル

目であるかにかかわらず一定であること。

　ここでまず，ソージャーン数S，サイクル数1からなるトリップチェインにおけるトリップ連鎖パタ

ーンの種類の数Nfについて考えると，　S個のソージャーンを1個に分ける場合の数であるから次式で

表わすことができる。

ヅー（；：｝）
・…

@一・・・・・・・…　　（4．2．1）

ただし，（わ一nCr

たとえば，図4－2－3のように2サイクル3ソージャーンからなるトリップチェインの場合，トリップ

連鎖パターンの種類は2Cl＝2で与えられる。なおここでのトリップ連鎖パターンとは，各ソージャー

ンへの訪問順序は問題とせず1サイクル中のソージャーン数の違いによって生じるパターンの種類を意

味する。したがって図4－2－2の〔a〕と〔b〕では，1サイクル目C1に含まれているソージャーン数が異

なることから区別されたパターンと解釈されている。
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　次にソージャーン数S，サイクル数1から

なるトリップチェインで考えられるトリップ

　　　　　　　　　　　　s連鎖パターンの生起確率Prlは，ベイスへの

帰宅1回につきP（逆に立ち回り1回につき

（1－P）），また新たなサイクルを再起する場

合は1回につきC（逆に新たなサイクルをも

はや生じない場合は（1－C））の確率が考えら

れるので，これらを用いて次式のように表わ

される。

　　　　　　　　　　　　　　　5

　　　〔a〕　　　　　　　　〔b〕

注）図中の番号はトリップ番号

　図4－2－2　サイクル3ソージャーンの
　　　　　　　トリップ連鎖パターン

　　　　P・1－（1．1）　（1－P）s－’（1－C）　　・………・…・（4．・2e・）

たとえば，図4－2－2の〔a〕についてこの生起確率を考えてみると，1サイクル目でソージャーンSl

を訪れた後いったん帰宅し，2サイクル目ではソージャーンs2，　s3の2か所を訪れた後帰宅し，それ以

降サイクルの再起はなく計2サイクルのトリップ連鎖パターンだからその確率は1）C（1－P）P（1－C）

となる。そして，図4－2－2の〔b〕についても（1－P）PCP（1－C）が得られるので，　結局この2

サイクル3ソージャーン数のトリップチェインの全トリップ連鎖パターンの生起確率P嘘は，式（4．2．2）

にs＝3，1＝2を代入して求められる。

　次に，ソージャーン数sのトリップチェインは1＝1，2，…，sのs通りだから，ソージャーン数s

のトリップチェインの生起確率ばは，式（4．2．2）の関係を用いて次式で表わされる。

　　　　犀一P（1－C）｛（Ssl）（1一戸）s”1＋（Sil）（1－P）s－2PC＋…

・（；：｛）（1一戸）s”戸1－1C1－1＋・一・・（1：｛）戸s－1　cs－1｝

一云（1－C）｛（1一戸）＋戸C｝s－1
・・・・・・・・・・・・… @　（4．2．3）

　　　　∴片3一戸C’（1－PC’）s’1　　　　　　　　・・……・……（4．・2．・4）

ただし，C’＝1－C

　さらに式（4．2。4）と前述のy　＝　ctβtを比較して次式に変形すれば，α，β値の理論値を得ることができ

て，ソージャーン数選択率曲線の理論式が導出される。
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ば一　与α（1－PC’）s

　　　1－Pα

β＝1－P（1－C）

。β一P（1．c）｝

・・・・・・・・・・・・… @（4．2．5）

・・・・・・・・・・・・… @　（4．2．6）

　次に，これらの仮定について実証的な考察を行うことにしよう。まず，仮定①の完全トリップ連鎖パ

ターンの形成に関して，表4－2－4に京都市および大阪府関連のカートリップチェインと昭和45年度京

阪神P．　T．調査における完結率を示す。これよりパーソントリップチェインは95。7％と非常に高く，カー

トリップチェインではやや完結率が低いものの，約90％が完全トリップ連鎖パターンを形成しているこ

とがわかる。カートリップチェインの場合には，ベイスに戻ったかという基準で完結性を判断すること

ができないため，第1トリップの発ゾーンと発施設と最終トリップの着ゾーンと着施設に一致するかど

うかによって完結性を判断してきた。また，例えば，その人についての1日完結性が満たされていても

車の駐車形態だけの差異で不完全とみなされることがあるため，カートリップチェインの完結率が低く

なる場合が生じるわけである。したがって人の動きについて1日完結性は，本来は車の動きについても

同様にほぼ満たされているといえよう。

　仮定②のベイスへの帰宅確率Pの一定に関して，完全トリップ連鎖パターンを対象とする場合に1サ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈
イクル中での運行についてはベイスへの帰宅確率Pを次式によって定義することができる。

　　　　令＝　ベイスに戻ってきた車の台数の総和
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・…　　（4．2．7）
　　　　　　　過度的状態を移動する車の台数の総和

式（4．2．7）は，1サイクル中では何トリップ目であろうともベイスへの帰宅確率を一定としたときの計

算値を求めようとするものであり，例えば，図4－2－3に示すような1000台の車の運行については，

〈
Pは次式で与えられる。

　　　　令＿　　　1000　　　＿1000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝0．778　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・…　　（4．2．8）
　　　　　　　1000＋211＋56＋16＋2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1285

　　　　　　　　　表4－2－4完結率

完全トリヅプ

`ェイン数
全トリップ
`ェイン数

完結率
i％）

京都市関連トリップチェイン

蜊纒{関連トリップチェイン

檮辮_パーソントリップ調査

　197，643

@979，374

P0，870，346

　222，955

P，068，098

P1，359，748

88．7

X1．7

X5．7

80．H

図4－2－3　1000台の車の
　　　　　運行パターンの例
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　　　〈　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）
　このPの定義法は，1サイクル内の車の運行を吸収マルコフ連鎖の状態遷移確率を用いて説明できる。

すなわち，吸収マルコフ連鎖では，状態空間を吸収状態と過渡的状態とに分けて遷移確率Qを次のよう

に表現する。

　　　　　　　　　吸収源　過渡的状態
　　　　　吸収　源　　IiO
　　　　　過渡的状態（RiY）－Q　　　　　’”…‥’”（4・　2・　9）

　ここで吸収源の数をS，過渡的状態の数をMとするとき，1はS×S単位行列，0はS×Mの零行列，

　RはM×S行列，γはM×M正方行列であり，S＝1ならば0は行ベクトル，　Rは列ベクトルである。

今，吸収源が1つであり，しかも過渡的状態も1つであり，過渡的状態から吸収源への遷移，すなわち

帰宅する確率がPとなり，そして，過渡的状態をつづける確率qは，q＝1－Pとなっている場合を考

えよう。このときのQを書き表わすと，次のようになる。

　　　　ρ一弓1）　　　　　　　・………・…・（・・2・・1・）

次にそこで，nト’リップ目の遷移状態を考えるためにQをn乗すれば，

　　　　Qn－（；（1．，．q2．…＋，「；・）　　　　　……………（4．・・．・11）

となる。ここで（1＋q＋q2＋…＋qn－1）は，　nトリップ目までに過渡的状態を移動する車の台数の期待

値を表わし，また，P（1＋q＋q2＋…＋qn－1）は，　nトリップ目までにベイスに戻ってきた車の台数の

期待値を示している。これは，1台の車の確率的な動きについての関係であり，無限回の遷移を行えば

必ず吸収源へ戻るためP（1＋q＋q2＋…＋qn’“1＋…）は当然のことながら1になる。したがって，対象

としている何台かの車についてそれらが有限回の遷移を行うときのその中での帰宅確率を得ようとすれ

ば，式（4．2．7）にて示したように過渡的状態を移動する車の台数に帰宅確率を乗じたものが，ベイスに

戻ってきた車の台数であるとなるという関係から帰宅確率を求めればよいことになる。なお，完全トリ

ップ連鎖パターンのみを対象とするときには，ベイスに戻ってきた台数とは最初にベイスを出た台数に

一致する。

　　　　　　〈
　なお，このPは各サイクルごとに求められるが，仮定②ではどのサイクルにおいても一定としている

ため，ここではまず各サイクル番目ごとの帰宅確率を求めてみることにする。そのために，京都市およ

び大阪府関連の業務トリップチェインのトリップ連鎖パターンによる類型化を，チェイン内の立ち回り

と帰宅トリップの構成に注目しながら表4－2－5に示すパターン対応コードの形式で行った。これによ

ってチェイン内のサイクル数ごとに，さらに何サイクル番目あるいはそれぞれのサイクル内のトリップ

数別にみたときにそれぞれのカテゴリーに含まれるトリップチェイン数を集計することができる。今，
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ップチェインの類型化リ業務ト5表4－2

ップを示す。リ「0」は立ち回りトリップを示し，　「1」は帰宅ト

例）「°…ま
勘
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帰宅確率を各サイクル番目ごとに得たいときには，チェイン内サイクル数別に各サイクル番目のサイク

ルに含まれるトリップ数別に集計したもの（表4－2－6参照）を，さらにサイクル番目別，サイクル内ト

リップ数別に統合すればよい。したがって表4－2－6におけるチェイン内サイクル数ごとの1サイクル

番目，2サイクル番目，3サイクル番目，4サイクル番目をそれぞれ加算すれば，表4－2－7に示すサ

イクル統合データが得られることになる。サイクル統合データが得られると，例えば，京都市関連デー

タで1サイクル番目の帰宅確率は，ベイスを出発する総台数85，330台のうち，2トリップ目で帰宅する

のが46，・443，3トリップ目で帰宅するのが17，985，以下表4－2－7の第1列目を追っていくことによ

って，過渡的状態を移動する車の台数を求めることができるので，図4－2－4に示す運行パターン図に

表4－2－6（その1）サイクルごとのトリップ数に注目したトリップチェイン数（京都）

1 2 3 4

1サイ
Nル目

1サイ
Nル目

2サイ
Nル目

1サイ
Nル目

2サイ
Nル目

3サイ
Nル目

1サイ
Nル目

2サイ
Nル目

3サイ
Nル目

4サイ
Nル目

2 36，229 7，026 6，803 2，205 2，418 2，335 983 996 957 932

3 14，845 2，351 2，519 776 577 586 13 0 39 64

4 7，191 1，373 1，417 240 226 287

5 4，304 570 572 0 0 ’13

6 2，451 284 257

7 1，649 0 36

8 2，193

9 647

合　計 69，509 11，604 11，604 3，221 3，221 3，221 996 996 996 996

総チェイン数：85，330

表4－2－6（その2）サイクルごとのトリップ数に注目したトリップチェイン数（大阪）

1 2 3 4

1サイ
Nル目

1サイ
Nル目

2サイ
Nル目

1サイ
Nル目

2サイ
Nル目

3サイ
Nル目

1サイ
Nル目

2サイ
Nル目

3サイ
Nル目

4サイ
Nル目

2 198，329 50，025 40，852 9，336 9，415 7，663 3，364 3，428 3，428 3338
3 90，926 11，947 17，077 1，679 1，788 3，233 64 0 0 90

4 47，049 5，455 7，324 625 469 748

5 29，847 2，451 3，558 32 0 28

6 16，809 919 L924
7 10，614 70 132

8 12，171

9 2，636

合　計 408，381 70，867 70，867 11，672 11，672 3，428 3，428 3，428 3，428 3，428

総チェイン数　494，348
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もとついて算出するわけである。すなわち，図4－2－4の京都市関連データの1サイクル番目において

次のような結果となる。

　　　　〈　　　　　　　　　　　　　85，330
　　　　P・＝85，330＋38，887＋20，902＋12，098＋7，224＋4，躬9＋2，、840＋647

　以上の手順によって，京都市および

大阪府関連トリップチェインデータに

関する各サイク、レ目の帰宅確詮を求

＝0．4949

　・・・・・・…　　（4ふ2．12）

表4－2－7　サイクル統合データ（京都市，大阪府）

めたものを表4－2－8に示す。これを

みると，各サイクル目における京都市

と大阪府との差異はほとんどみられな

いが，サイクル番目が多くなるにつれ

てその帰宅確率が大きくなることがわ

かる。これは，チェイン内サイクル数

が多くなるにつれて車の運行に関する

1日のtime－budge　tによって1サイク

ル中に含まれるトリップ数の多いパタ

ーンが減少するために帰宅確率が大き

な値をとることによる。そこで，次に，

サイクル番目を問わないことにし，す

べてのトリップチェインが1サイクル

のみで構成されているとみなし，表4

－2－7のサイクル統合データをその行

和の形で集計することにより，平均的

な1サイクル中の帰宅確率Pを求めて

みた。これは，1日の運行軌跡を忠実に再現することからすれ

ばサイクル間の関係を捨象したことになり，また，ベイスへの

帰宅確率を平均的にしかとらえていないので，仮定②は厳密な

意味では成り立っていない。しかし，ここではソージャーン数

選択率曲線と業種特性との関係を考えるために，このPをすべ

てのサイクルの平均帰宅確率として考えていくことにする。こ

京　都市
　　　　Cycle

snp
1st 2nd 3rd 4th

23456789

46，443

P7，985

W，804

S，874

Q，735

P，649

Q，193

@　　647

10，217

R，096

P，643

@　572

@　257

@　　36

3，292

@　625

@　287

@　　13

932

U4

合計 85，330 15，821 4，217 996

大　阪　府

　　　Cycle

srip
1st 2nd 3rd 4th

23456789

261，054

P04，616

T3，129

R2，330

P7，728

P0，684

P2，171

@　2，636

53，695

P8，865

V，793

R，558

P，924

@　　132

11，091

R，233

@　　748

@　　28

3，238

@　90

合計 494／348 85，967 15，100 3，428

表4－2－8　各サイクル目の平均
　　　　　　帰宅確率4）

Cycle 京都市 大阪府

1st

Qnd

Rrd

Sth

0．4949

O．6296

O．7731

O．9396

0．4856

O．6165

O．7583

O．9744
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1サイクル目

2サイクル目

（§・口）

弍N．卜

、

3サイクル目

4サイクル目

（曽べ）

ω8

図4－2－4（その1）各サイクル目ごとの運行パターン（京都）（（）内は推定値）
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1サイクル目

2サイクル目

、

3サイクル目

4サイクル目

（N

求掾

o）

⊃卜

m

4－2－4（その2）各サイクル目ごとの運行パターン（大阪）（（）内は推定値）
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表4－2－9　業種別平均帰宅確率P

業種 京都市 大阪府

建設業 0．5485 0．5377

製造業 0．5002 0．4996

卸売業 0．4403 0．4287

小売業 0．4843 α4638

公　務 0．5022 0．5055

個　人 0．5493 0．5350

全業種 0．5212 0．5071

のとき，図4－2－5に示す全サイ

クルを統合した場合の行動パター

ンにもとづきPの推計値が得られ

るのである。なおその実績値とP

が一定のもとでの計算値との比較

では，平均化のため，そして全業

種を一括しているためそれ程適合

度の良い結果となっていないこと

がわかる。そこで，業種別にこの

P値を求めたところ，表4－2－9

の値が得られた。これより，前述

のβ値と同様にP値によっても業

種特性（立ち回りの多寡）の差異

を読みとることができる。そして

京都市と大阪府との比較をすれば，

どの業種においても京都市の方が

大阪府に比べP値がやや大きく，

したがって京都市は大阪府ほど全

体的に立ち回りの頻度が多くない

といえる。

　次に仮定③のサイクル再起確率

について検討していくことにする。

いま，T台の車が仮定③に従って

　　　　　戸一＝一α5212

図4－2－5（その1）全サイクルを統合した場合の運行パターン
　　　　　　　　　（京都）（（）内は推定値）

　　　　　戸一辮器1＝＝　・．・・71

図4－2－5（その2）全サイクルを統合した場合の運行パターン
　　　　　　　　　（大阪）（（）内は推定値）
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運行するとき，1サイクルしたT台の車の

うちTC台は2サイクル目を生起し，さら

にこのT・C台のうちTC2台が3サイクル目

を生起することになる。したがって，nサ

イクルしてそれ以上のサイクルを生起しな

い車，すなわち，nサイクルからなるトリ

ップチェインの数Tnは，次式にて与えら

れる。

Tn＝7［cn－1（1－C）　…　（4．2．13）

表4－2－10　サイクル再起確率の推定

サイクル トリップチェイン数

再起確率
サイクル数

実績値 計算値

1 69509 69885
2 11604 12649

京者肺 0．1810
3 3211 2290
4 996 414

1 408381 408504

2 70867 70937
大阪府 0．1737

3 11672 12318

4 3428 2139

　そこで，実際のデータより各サイクル数別にトリップチェ

イン数がわかっているので，その実績値とサイクル再起確率

Cを一定としたときの計算値との残差平方和が最小となるよ

うなCの最良推定値を求めた。その結果を表4－2－10に示す

と，仮定③の設定に関しては実用上それほど問題とならない

といえる。なお，この推定方法によれば比較的量的に多い1

サイクル型および2サイクル型のトリップチェインのもつサ

イクル再起性に依存した推計

値が得られるため，多サイク　　　表4－2－12　　　　一

ル型において過大評価となる

傾向にあるが，今回の分析対

象データにおいては4サイク

ル型のトリップ連鎖パターン

以上がごくわずかであること

から，この仮定の妥当性は一

応保たれているものと判断で

きる。

　次に，このサイクル再起確

率を業種別に求めた場合を表

4－2－11に示すと，立ち回り

表4－2－11業働1」サイクル再起確率

業　種 京都市 大阪府

建設　業 0．1421 0．1611

製造業 0．2058 0．2077

卸売　業 0．1960 0．2089

小　売業 0．2308 0．2118

公　　　務 0．2248 0．2405

個　　　人 0．1688 0．1484

αβ値とP（1－C）値，β値と1－1）（1－C）値の比較

業種 αβ P（1－C） β 1－P（1－C）

建設業 α4506 0．4706 0．5482 α5294

製造業 0．3674 0．3卯3 0．6382 0．6027

京都市
卸売業 0．3339 0．3540 0．6753 α6460

小売業 0．3493 0．3725 0．6555 0．6275

公務 0．3248 0．3893 0．6905 0．6107

個　人 0．4544 0．4566 0．5780 0．5434

建設業 0．4443 0．4511 0．5566 0．5489

製造業 0．3600 0．3958 0．6606 0．6042

大阪府
卸売業 0．2939 0．3391 0．7366 α6609

小売業 0．3221 0．3656 0．7036 0．6344

公　務 0．3397 0．3839 0．6857 0．6161

個　人 0．4543 0．4556 α5395 0．5444

頻度の少ない業種である建設業運輸・通信・電気業はC値が小さく，逆に立ち回り頻度の多い業種と
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しての小売業，卸売業，サービス業においてC値が大きくなっており，ここにも業種特性が反映されて

いることがわかる。

　最後にこのようにして求められた業種別のP値およびC値を用いて，ソージャーン数選択率曲線の理

論式導出のときに明らかとなった関係式（式（4．2．6））から求めた場合と，回帰分析の推定値α，β値とを

比較してみると，表4－2－12に示すとおりである。これより，本研究における諸仮定が成立するとして

導出される諸量と回帰曲線のパラメーターとの適合度は高く，またそれぞれの業種特性を十分反映して

いることがわかる。

4－2－3　モデルの定式化とその適用例

　ここでは，業務交通が前述の諸分析で明らかとなったソージャーン数選択率曲線を満足する形で行わ

れているとみなし，さらにその訪問先の位置を知ることによって業務交通の発生集中量に変換できるこ

とを示すことにする。したがって本モデルの特徴は，業務活動の拠点としてのベイスと取引先顧客が存

在するソージャーンとの関係をとらえ，さらに1日の車の運行パターンがどのようにソージャーンを選

択するかによって規定されるものであるかを表現することにある。

　（1）モデルの定式化

　本モデルによる推計フローは図4－2－6に示すとおりであるが，以下各ステップの概要を述べてゆく。

（ステップ1）

　　　　　　　　　　　　発生トリップチェイン数の予測

Tイクル再起確率　　　ベイスゾーン別発生トリップチェイン数　　　Sojourn数選択率曲線

（ステップ3）
（ステップ4）

（ステップ2）

ベイスゾーン別

@発生サイクル数

業務トリップ生成量 ベイスゾーン別

@発生So’oum数

（ステップ5）

Soj皿m数の各ゾーンへの

@　配分量の予測

ゾーン別

z分Sojoum数

（ステップ6）

業務トリップ発生・集中量

図4－2－6　業務トリップ生成量および発生集中量の推計フロー
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　（（ステップ1》

各ベイスゾーンに発生するトリップチェイン数Ti（i＝1，2，…，n）を予測する。この業務トリップ

チェインの生成には一般的にベイスゾーンにおける斬ll用による外出率，保有台数などの土地利用特性

や社会経済指標が規定要因として考えられる。そこで本研究では，その最も簡単な形として各ゾーンの

登録台数Xiを説明変数とする線形回帰式を用いた。すなわち，

　　　　Ti　＝　b＋aXi（i＝1，2，…　，n）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・…　　（4．2．14）

ここに，　Ti：ベイスゾーンiの発生トリップチェイン数

　　　　Xi：ベイスゾーンiの登録台数

　　　　a，b：ノマラメーター

　（（ステップ2））

　次に，前章のソージャーン数選択率曲線を用いてステップ1で得たベイスゾーン別の発生トリップチ

ェインによって，どれだけのソージャーン数が全体として生じるかを求める。これを式で書けば次式で

与えられる。

　　　　TNSi　－Ti　，≧、…βs　　　　　　　……・・…一（4・・2・・15）

ここに，　αβS：ソージャーン数選択率

　　　　　　　（S：ソージャーン数）

　　　　TNSi：ベイスゾーンiからの発生トリップチェインにより生じる総ソージャーン数

　（（ステップ3》

　ベイスゾーンiで発生したトリップチェインはサイクル再起確率Cによって何サイクルかのトリップ

連鎖パターンを形成するので，ベィスゾーン別発生サイクル数TIVICiを求める。すなわち，式（4．2．13）

よりnサイクルからなるトリップチェインの数が運行台数Tとサイクル再起確率Cによって得られるの

で，TNG・は次式で求められる。

　　　　T・・Ci－6・　・・　cn－1（1－C）　　　　　…・一……（4．・2．・16）

ここに，TNq・：ベィスゾーンiの発生サイクル数

　（（ステップ4》

　いま，ソージャーン数S，サイクル数1の完全トリップ連鎖パターンを形成するトリップチェインに

関して，その中に含まれるトリップ数Nは次式で求められる。
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N＝s＋1 ・・・・・・…
@－4・…　　（4．2“　17）

これは，いったんベイスを出発し，ソージャーンをS箇所訪問するためにSトリップ，そしてサイクル

を1回形成するのにもベイスへの帰宅のための1トリップを必要とすることからも明らかである。

　したがって，各ゾーンにTNSi個のソージャーン数とTNCi個のサイクル数が存在するとき，この圏

域全体のトリッフ生成量TPは次式で与えられる。

　　　　TP－ETNSi＋1・TNCi　　　　　　　　－…一…（4・2・18）
　　　　　　　t　　　　　　　2

　（（ステップ5》

　ここでは，ベイスゾーンiより発生する総ソージャーン数TNSiがどのように各ゾーンへ配分される

かをアクセシビリティの概念を用いて予測する。

　具体的には，ベイスゾーンiとソージャーンのあるゴゾーンとの’相対的な行き易さ”を示す相対的

アクセシビリティを定義し，その大きさに比例させてTNSiをノゾーンに配分させることにする。すな

わち，相対的アクセシビリティを式（4．2．19）で定義しさらに式（4．2．20）より」ゾーンへのソージャー

ン数の配分量SS元を得る。

　　　　ゴ4ノーザ〃乙　　　　　　　　　　・……一・”（4・　2・19）

ここに，

s巧＝；・　Tlv’Si’iA7’／4

　i4：iゾーンの」ゾーンへの相対アクセシビリティ

4：iゾーンの全アクセシビリ九4＝ U約
　弓　：」ゾーンの経済指標

　’∫元：i－」ゾーン間距離

……………
i4．2．20）

TNSi：べ一スゾーンiで発生するトリップチェインによって生じる総ソージャーン数

SSプ」ゾーンに配分されたソージャーン数

α，r：ノxe 宴＝[ター

　（（ステップ6））

前ステップまでに得られた各ゾーンのサイクル数TNCブとソージャーン数S苛を用いて発生集中量

は次式によって求めることができる。

》：篇1劃
・・・・・・・・・・・・… @　（4．2．21）
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　ここに，Ui：iゾーン発生量

　　　　　巧：元ゾーン集中量

これは，完全トリップ連鎖パターンを仮定するときソージャーン1か所につき発生集中がおのおの1回，

またサイクル1回についても同様に発生集中がおのおの1回必要とするからである。

　（2）適用例

　次に前述の推計フローに従って，本モデルを京都市関連業務トリップチェインに適用してみることに

する。具体的な対象圏域としての京都市を区単位9ゾーンに分割し，それ以外の周辺地域を16ゾーンと

して併せて25ゾーンに分割にしている。　（図4－2－7ゾーニング図，表4－2－12ゾーン対応表参照）

　以下，業務交通の発生集中量の推計フローの各ステップについて順次検討していく。まずステップ1

では，域内ゾーンに対しては，各ゾーンの登録台数による線形回帰によって，また域外ゾーンでは登録

台数1台当たりの発生トリップチェイン原単位を用いて，各ゾーンにおける発生トリップチェイン数を

推計した。なお，域外ゾーンは，京都市関連のトリップチェインの生成において，当該ゾーンにベイス

を有ししかも京都市にその目的地をも有する運行パターンのものがこれに対応するため，単にそのゾー

ンの登録台数などの発生ゾーン特性だけでは説明することは難しく，原単位による推計方法を採用して

いる。また，表4－2－14は，域内ゾーンに対しての線形回帰式の推定されたパラメーター値であるが，

完全トリップ連鎖パターンのトリップチェイン（以下完全トリップチェイン）および不完全トリップ連

鎖パターンのトリップチェインを含めた場合（以下全トリップチェイン）の両者について，それぞれ推

計している。線形回帰式の構造自体に関しては，その傾きを表わすaの値は，それぞれの業種における

業務目的のための車利用の頻度を反映していると解釈できるが，対象となる当該業種の業務トリップチ

ェインの絶対量とその登録台数との相関関係だけによって，業務トリップチェインの生成を説明できな

い面もあり，本モデルの今後の課題として残されている。

　次にステップ2およびステップ3で必要なソージャーン数選択率曲線，サイクル再起確率は，すでに

前項までで議論されているので表4－2－1，表4－2－10の値を用いている。そしてステップ4に入って，

これらの値を式（4．2．18）関係式に代入することによって業務トリップの生成量が得られるので，その結

果を表4－2－15に示す。これより，実績値とモデル値とを比較してみると，完全トリップチェインに対

しては発生トリップチェイン数の推計値およびサイクル再起確率の適合度が高いために，非常に良好な

結果を得ていることがわかる。一一方，全トリップチェインの場合では，不完全トリップ連鎖パターンの

比較的多い自営業などの個人業種における適合度が良くないことと全体的にやや過小評価となっている。

　次にステップ5に関してであるが，まず各業種の顧客や取引先の種類に対応させることにし，前述の

業種統合の際に用いた各業種のソージャーン施設を統合された業種に対してあらためて行うこと（表4

－2－　16参照）にし，それらにもとついて以下に示す3式の中で最も適当な構造式を回帰することにする。
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図4－2－7　ゾーニング図
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表4－2－13　ゾーン対応表

域　内　ゾ　ー　ン 域　外　ゾ　ー　ン

ゾーン

ﾔ　号
地　　区　　名

ゾーン

ﾔ号
地　　区　　名

ゾーン

ﾔ　号
地区名

1 北区（1区，2区） 10 向日市，長岡京市，乙訓郡 19 大阪府北部

2 上京区 11 久世郡，宇治市，八幡市 20 大阪府中部

3 左京区（1区，2区） 12 京都府南部 21 大阪府南部

4 中京区（1区，2区） 13 大津市 22 奈良県
5 下京区 14 滋賀県東部 23 兵庫　県
6 東山区（1区，2区），伏見区1区 15 滋賀県北部 24 和歌山県
7 伏見区2区，伏見区3区 16 亀岡市，八木町，園部町 25 福井　県
8 南　区 17 京北町，美山町，日吉町，丹波町

9 右京区（1区，2区，3区） 18 京都府北部
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これは，単に回帰に

おける適合度だけで

なく，実際のデータ

として既知である，

ソージャーン施設に

関する業種特性を反

映させた形で，相対

的アクセシビリティ

の推計式を求めよう

というものである。

例えば，卸売業であ

れば表4－2－16を見

てわかるように，ソ

ージャーン施設とし

て商業施設が約半数

の53．9％も占めるこ

とから，説明変数と

しては従業者密度だ

けを含む第3番目の

構造式（式（4．2．24）

参照）を採用してい

る。なお，その他の

業種については，ソ

ージャーン施設の構

成ならびに回帰式の

適合度の両者から推

計式を選んでいる。

表4－2－14発生トリップチェイン数の線形回帰式のパラメーター（京都市）

完全トリップチェイン 全トリップチェイン
業種 b a 相関係数 b a 相関係数

建設業 95．2 0，329 0，740 90．9 0，518 0，682

製造業 5．4 0，375 0，945 一36．1 0，572 0，966

卸売業 207．0 0，250 0，965 233．0 0，484 0，981

小売業 126．0 0，267 0，914 193．0 0，410 0，934

公務 38．7 0，305 0，907 98．0 0，412 0，882

個　人 859．0 0，144 0，966 1，730．0 α164 α963

表4－2－15　トリップ生成量の推計（京都市）（単位：トリップ）

完全トリップチェイン 全トリップチェイン
業　種

実績値 計　算値 実　績値 計算値
建　設業

ｻ　造業
ｵ売　業

ｬ売業
�@　務
ﾂ　　　人

19，943

R8，114

R4，350

Q7，712

P3，092

P70，375

19，721

R7，670

R3，327

Q6，667

P2，673

P64，997

32，079

T9028

U1，773

S4，850

Q0，489

Q45，309

29，141

T3，695

T4，449

S0，629

P8，854

Q1＆055

全業　種 303，586 295，053 463，528 414，822

表4－2－16業種別ソージャーン施設（上位3位）

1　位 2　位 3　位

建設・運輸・通信
d気・ガス・水道

住　　　宅

@　（26．8）
事務所施設
@　（23．9）

商業施設
@　（15．9）

製　　　　　　造 商業施設
@　（30．0）

工　　場
@　（29．1）

事務所施設
@　（18．3）

卸　　　　　　売 商業施設
@　（53．9）

事務所施設
@　（13．4）

工　　　場
@　（12．2）

小売・金融・保険
s動産，サービス

商業施設
@　（3α7）

住　　　宅
@　（23．2）

事務所施設
@　（17．7）

公務　・その他 工　　場
@　（21．6）

商業施設
@　（19．8）

事務所施設
@　（19．1）

個　　　　　　人 商業施設
@　（32．4）

住　　　宅

@　（243）
事務所施設
@　（13．5）

注）図中（）内は％を示す。

（1）約一呼ψξ元

（ll）i苧プ／㌫

（4．2．22）

（4．2．23）
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（皿）

ここに，

吟一E7〃｛元

局　：元ゾーンの従業者密度

巧　：」ゾーンの夜間人口密度

’∠∫：i－∫ゾーン間距離（分）

そして，各業種における相対的アクセシビリ

ティ式の推計結果を表4－2－17に示すが，全

体的にはまずまず良好な適合度を示しており，

また距離パラメータ値も従来の重力モデル型

のものとそれほど大きく異なるものでなく妥

当な値であると考えられる。

　最後に，ステップ6として，前ステップで

得られた各ゾーンのソージャーン数とステッ

プ3で得られた各ゾーンのサイクル数から業

種別の発生集中量を推計した。その結果の一

・・・・・・・・・・… @一　（4．2．24）

表4－2－17相対的アクセシビリティ式のパラメータ

業　種 α β 7 相関係数

1．建設業 一 0．30 1．00 0．80田

2　製造業 0．16 α20 α95 α8550

a　卸売業 α14 一 0．60 0．8966

4　小売業 0．02 0．20 1．10 0．86田

5　公務 0．10 0．56 1．50 0．8186

6　個　人 0．02 0．38 1．40 0．8885

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i・Ati－」ヲ㎡／苛（業種2・4・5，6）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殉一㎡／場　（業種1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吟一写／巧　（業種3）

部として，全トリップチェインを対象としたときの推計結果を表4－2－18に，また，これらを全業種に

合計したときの完全トリップチェインおよび全トリップチェインの両者の推計結果を，表4－2－19に示

す。これらより，実績のソージャーン数とサイクル数との量的な比率はほぼ2：1であるので，式（4．2．

21）によって得られる推計値と実績値との適合度は，各ゾーンへ配分されるソージャーン数の推計精度

により依存するものと考えられる。したがって，ここで提案された相対的アクセシビリティを用いる方

法では，例えば，京都市関連トリップチェインの生成に関して，京都市と比較的近距離にある大阪市が

相対的アクセシビリティにおける大きな吸収源としての役割をもつため，域外ゾーンに対して過大評価

する傾向をもつとともに，その逆に相対的に域内ゾーンに関し過小評価してしまう可能性がある。この

ことは，ソージャーン数の配分方法に関する改良の余地があることを示唆するものであり，トリップ連

鎖パターンの生成に立ち入った形で各ソージャーンのゾーン分布が議論されていないという問題を提起

している。（なお，この問題に関する以後の展開は，本章第4節にて詳細に検討していきたい。）

　ここでは，トリップチェイン研究の中で需要推計を念頭に置きながら，その計量的分析ならびにシス

テマチックなモデルビルディングを意図し，具体的には都市内業務トリップチェインに対して訪問先に

着目した分析とそれにもとつく発生集中量推計モデルの提案を行ってきた。

　これらの結果を要約すれば以下のとおりである。

　（1）業務活動の1日の動きを規定するソージャーン数の選択は個々の業種の業務内容の差異を反映し
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ており，本研究で定義されたソージャー　　　　　表4－2－18発生集中量の推計結果（全業種）

ン数選択率曲線は，これをうまく表現し

ている。

　②　また，このソージャーン数選択率

曲線は夕＝αダの形で表わされるが，車

の運行に関する諸仮定を設けることによ

り理論的にもこのような形となることが

明らかにされた。

　（3）なお，これらの仮定の中でベイス

への帰宅確率に関しては各サイクルの帰

宅確率一定とみなして取り扱ったが，実

際には1日のタイムバジェットによりサ

イクル数が増すにつれて大きな値をとる。

したがって，本仮定は，実用的には1サ

イクルのトリップチェインが大半を占め

ているため問題を生じることはないが，

このような帰宅確率の性質とタイムバジェ

ットとの関係についての分析が今後の課

題といえよう。

　｛4）発生集中量推計モデルの構築に際

しては，比較的簡潔な推計フローによっ

て業務交通の生成量・発生集中量が得ら

れること，また，業務活動の活動拠点と

してのベイスとソージャーンとの結びつ

きの度合をアクセシビリティの概念を用いて表現することで，従来のトリップ単位の方法では取り入れ

ることができなかった面をモデルに内包することができた。すなわち，従来の回帰モデルや原単位モデ

ルのいずれも各ゾーンにおけるトリップ発生・集中と当該ゾーンの特性との関係のみしか考慮されない

ため，都市内業務活動に深く関係する事業所と各訪問先との関係あるいは業務内容の差異から生じる立

ち回り型の交通行動などの諸性質が表現できなかったが，本モデルによりこの点は大きく改善されたと

いえる。そして，その適用結果より適合度も良好であり，実用性を具備するモデルであるといえる。

　また，次節以降の展開との関連においては，まずここで提案されたモデルをOD分布量推計へどのよ

完全トリップチェイン 全トリップチェイン
ソ〉ン番号

実績値 計算値 実績値 計算値

1 19，592 20，444 26，362 28，666

2 23・647 24，538 33，260 35，306

3 21，228 22，585 29・911 31，246

4 31，232 26，584 52，448 38，912

5 22・268 26，514 43，862 38，965

6 25，527 27，625 34，633 38，339

7 26，465 19，707 39，624 27，042

8 23，836 23，993 44，256 34，610

9 40，454 24，688 57，981 33，598

10 8，195 8，砺3 12，241 12，166

11 12，261 9，881 16，994 13，491

12 4，191 5，961 5・400 8，019

13 4，402 4，791 7，162 7，021

14 4，776 3，772 8，573 5，776

15 874 1，149 1，114 1，640

16 3，100 3，494 4，485 4，838

17 1，504 1，512 1，965 2，064

18 1，224 L531 2，146 2，389

19 6，357 9，420 9，831 13，014

20 16，689 13，729 20，725 17，195

21 1，803 5，012 1，974 6，469

22 803 3，287 2・269 4，895

23 2，661 4，288 5，490 6，426

24 232 1，157 394 1，651

25 265 738 428 1，085

合　　計 303，586 295，052 463，528 414，820

相関係数 0．9460 0．9480
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うにして拡張することができるかが課題となり，次いで本モデルの中で指摘された問題点がどのように

改良可能かについての検討があげられよう。なお，OD分布量推計への拡張に関しては，次節において

本節と同じ京都市関連の業務トリップチェインデータを用いて詳しく検討されることになるが，第4節

においてなされる本モデルの改良については，カートリップチェインを対象とするのでなくパーソント

リップチェインに対象を移して議論していくことにする。

4－3　基本モテウしのOD分布量推計への拡張
4－　3－1　最短巡回問題へのアナロジーとその実証的考察8）’9）

　ここでは，前節において明らかにされた発生集中量推計モデルを基本モデルとして，それをOD分布

量推計のために拡張することを目的としている。すなわち，基本モデルでは都市内業務トリップチェイ

ンに関して1日に立ち回る訪問先数が，ソージャーン数選択率曲線に従って逓減するという性質を見出

し，それにもとづきながらソージャーンゾーンの分布を決めることによって発生集中量への変換が行わ

れたわけである。本節では，それにつづく形で個々のトリップメーカーにとってのその日に訪問すべき

ソージャーンの数と位置が所与のときに，その立ち回り順路が最短巡回をなすものと仮定することによ

って，トリップの連鎖性を残しながらOD表に計上する方法を提案することにする。

　ここでいう「最短巡回問題」10）’11）とは，数理計画の分野における「巡回セールスマン問題（Trav－

ehng　salesman　problem）」として知られているスケジューリング問題であり，一般に「与えられたn

個の訪問先を一度ずつ立ち回ってもとの出発地へ戻るときの最短巡回順路の探索問題」と定義される。

数学的な記述では，n（n－1）次元のベクトルx　＝＝（κ12，　x　13，…，Xn，n＿1）に対して，

最ノ1叱

条　件

n　　　　
i’；、ノ≧、q元ち

　　∫≒i

吉匂＝1　（ゴ＝1・2凸n）
ノil’

↑＿1κij＝1　（元＝1，2い”，η）

｝

・・・・…
@一・・・…　　（4。3．1）

・・・・・・・・・・・・… @　（4．3．2）

ここで，枝集合S（x）＝｛（ち1）1κi元≒O｝

の作るグラフは連結であり，

κ∠∫は0あるいは1　　　ぴ，」＝1，2，…，n）である，

・・…・・一■・・・… @　（4．3．3）

・・・・・・・・・・・・… @　（4．3．4）

と書くことができる整数計画問題の一つである。数理計画の分野ではこのn個の訪問先が大きくなった

ときの解法が大きな関心事であるため，その点に関する多くの諸検討がなされているが，本研究で取扱
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う訪問先数はたかだか8個ないし9個であるため，その解法自体が大きな問題とはならず，すべての立

ち回り方を総当りすることから最短巡回順路を見出すことができる。このときには，n個の訪問先（Soj－

oum）に関しての立ち回り順路の集合Gを，

　　　　G　＝　（Gl，G2，．．・，Gle，…　，（元（）　　　（K＝n／）　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・…　一一　（4．3。5）

　ここで，Gk（k＝1，2，…，K）：n個の訪問先を立ち回るときの順路のうちの第k番目の組合せ

　　　　Gk　＝　｛S々0→S々1→Sfe2→’’’’”　→Sfen→S伽十1｝　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・…　　（4．3．6）

定義することによって，式（4．3．6）の立ち回りにおける総移動時間T（Gk）を次式によって求める。

　　　　T（Gle）＝∫三。　T・、　・i＋、　　　　　　　…’°’…（4・　3・　7）

ここで・η∫与、：訪問先（勺）から調先（与・）の所要時間（k・＝輪であり・ベイスを意味）

　次に，T（G1），　T（G2），…，T（Gle），…，T（丘）の中から総移動時間が最小である組合せを選べば，

それが最短巡回経路を意味する。すなわち，

　　　　罐一ヅ・｛T（Gle）・々－1・2，…，Kl・G〃∈G｝　　……一…・（4・　3・　8）

を満たす巡回ll醐（夢が解となるわけである。

　　　　罐一｛罐。一躍、－S・f，→’”→糀一糀＋1｝　　　…・…・…・…（4・・3・・9）

なお，ゾーン間の移動時間τガは句＝τ∬（i，元＝1，2，…　，N）と考えてよいから，総当り的な立ち

回り方の組合せのうち，その対称性からちょうど半分だけの通りを検討することになる。

　そこでまず，こうした最短巡回の仮定が実際の都市内業務交通のうちどの程度成り立つものであるか

を明らかにしておく必要があろう．12）そのために涼都市関連の業務トリ。プチ。イ。を対象として，

チェイン内ソージャーン数別に最短巡回をなす割合（適合度）を調べることにした。ここでゾーン間の

移動は各ゾーンのゾーン中心を設けることによってゾーン中心間距離で測定し，また，ゾーン内の動き

についてもゾーン内々所要時間tiiを別途に定めている。

　なお，このような検証方法はゾーニングや内々距離の設定の仕方が影響するものと考えられるため，

本来は個別のトリップチェインを抽出し，それぞれを非集計的に個々の訪問先間の所要時間を用いて行

うことが望ましいのかもしれない。しかしながらここでは，今回の分析対象であるカートリップチェイ

ンデータにおいてそのような取扱いが不可能であること，そして，ゾーニングや内々距離の問題につい

ては，試行錯誤的にいくつかのケースを設けた比較検討によって対処できると考えた。さらに，最短巡
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回経路上の所要時間と実績データのそれ

とが一致しないのであれば，どの程度の

差異をもつものなのかを調べることによ

り，最短巡回へのアナロジーの妥当性を

判断できると考えている。なお，ゾーニ

ングについては，京都市内のゾーン数を

9ゾーンとする場合（合計では25ゾーン）

と16ゾーンに細分割する場合（32ゾーン）

の2種類として，またゾーン内々距離は

次式にもとづき5種類（τ＝1／6，1／3，

1／2，2／3，5／6）を用いることにして

いる。

　　　　tii－・・揚……（4・　3・・10）

　ここで，

　　　’膓＝㌣n協・∫＝1・2・’”・N｝

　　　　　τ：比例定数

　その結果の一部としてゾーニングを25

ゾーンとしたときのソージャーン数別に

みた適合度を図4－3－1に示す。これよ

り，

なお，

場合において，

適合度（％）

100 O－0内々の距離　1／3
●一・●　　　　　　2／3
A・…　舗L　　　　　　　　　　　1／2

▲F・一△　　　　　　　1／6

にトー口　　　　　　　5／6

　　　　　　　　　　　　　　　ソージヤーン数

図4－3－1サイクル単位でみた最短巡回の適合度
　　　　　　　（域内発トリップチェイン）

　　ソージャーン数の増加とともに最短巡回経路上の所要時間と一致しない割合が多いことがわかる。

　　　この傾向はゾーニングや内々距離を別途に定めても変わるものではない。ソージャーン数の多い

　　　　　　　これほど適合度が悪いとは予想できなかったことであるため，その不一致の程度を検討

してみることにした。すなわち，個々のトリップチェインデータに対して，その巡回順路における総所

要時間と最短巡回経路上のそれとの差が最短巡回経路総所要時間に占める割合を求め，それらのソージ

ャーン数別の度数分布を求めた。その結果を表4－3－1に示し，図4－3－2にソージャーン数3～8ま

での各ソージャーン数に対しての累績度数分布を示す。　これらより，ソージャーン数の多いトリップ

チェインにおいても，最短巡回路との誤差割合が比較的小さいことが示されており，実際の巡回経路が

最短巡回とそれほど大きく異っているものでないと解釈される。むしろ，今回の検証方法がどうしても

ゾーニングなどの集計的扱いによる影響が残されていることを考えると，この誤差率が0％でなければ

ならないことに固執するよりも，実際の総所要時間で最短巡回に比して5％未満の差異しかみられない
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巡回順路とは，現実にはそ　　　　　　　表4－3－1　所要時間差の割合のランク別実数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1ちらの加撮短巡回である　　　　　（分断サイクルゾーン数25・ド丁）

場合もあり得ることを考慮

すべきであろう。しかしな

がら，ソージャーン数の増

加とともに，やはり最短巡

回でない立ち回りを行うト

リップチェインの割合が多

くなっていることは明らか

であり，このような合理的

な行動原理も実際の業務交

通の生成の中では単純に受

容されることが困難な状況

にあることを物語っている。

これは，特に都市内業務交

通においては，その業務内

容によっては訪問先への訪

問順序に制約があったり，

あるいは偶発的な要因によ

り最短巡回性が途中で崩される場合が生じることによる。例えは図4－3－3に示すように，1日全体の

業務トリップチェインの生成において各ゾーンへの巡回経路の変更に多くのファクターが関係する場合

があるために，結果的に最短巡回が崩される場合が生じるものと考えられる。

所要時間差の割合のランク（％）ソージヤーン

@　　数

分　　断

Tイクル数 0 0～5 5～10 10～15 15～20

1 60，810 60，810

2 21，519 21，519

3 10，557 8，014 668 301 460 80

4 5，459 3，013 651 227 237 138

5 2，951 1，134 549 247 151 255

全域発

6 1，685 517 249 125 158 74

7 2，152 731 309 277 164 46

8 647 125 164 102 48 12

3～8 23，451 13，534 2，590 1，279 1，218 605

1～8 105，780 95，863 2，590 1，279 1，218 605

1 49，442 49，442

2 16，298 16，298

3 7，783 5，953 412 203 365 47

4 4，059 2，308 367 161 164 138

域内発

5 2，009 840 282 172 114 113

6 1，243 438 205 112 51 62

7 1，594 519 187 221 110 12

8 557 125 118 78 48 12

3～8 17，245 10，183 1，571 947 852 384

1～8 82，985 75，923 1，571 947 852 384
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S1

　　●
O．B

S2

S3

ソージャーン数4について最短巡回

　　　s＝｛s1’s2，s3’s4｝

　　　Gx－｛s、－s、’s，’s、｝

（a）偶発的要因の影響前における

　　巡回経路パターン

図4－3－3

O．B

S3

一一 vtで示した経路が
　　変更後の経路

……?ﾅ示した経路が
　　最短巡回経路

ソージャーンSlへの訪問後にO．　Bへ帰社する必要が生じ，その結果

S2へ訪問する前にqに訪れる必要が生じた。このときソージャーン

数4について，　S・＝｛Sf，　S2，S3・S4｝

　　　　　　　陽一｛sps2→s3’s，　｝

　　　　　　　（陽は最短巡回でない。）

（b）偶発的要因の影響後における巡回経路パターン

　最短巡回パターンが成立しない例

4－3－2　0D分布量推計モデルの定式化と適用例13）

　前項における実証的分析結果としては，ソージャーン数の増加に伴い最短巡回経路上での総移動時間

に一致しない巡回順路をなすパターンが多くなるものの，その所要時間のずれはそれほど大きくないこ

とがわかった。もちろん，最短巡回問題とみなしてOD分布量推計モデルを構築する際には，こうした

結果は満足できる根拠を与えるものと言い難いが，トリップチェインの生成における基本的な行動原理

として，最短巡回を仮定することは妥当性のあるものと考えられること，また，基本フレームをこのよ

うに定めておくことによって，その応用問題として最短巡回の仮定が崩れる場合を考慮していくといっ

た方法もあると思われることなどから，本項では具体的なOD分布量推計モデルの定式化を行い，次い

でその適用例を紹介することにする。

　（1）モデルの定式化

　最短巡回問題へ帰着することによってOD分布量を推計しようとするとき，図4－3－4に示される推

計フローに従って行うものとする。その概略を述べると，まず，ゾーン別燈録台数などの土地利用指標

を用い，ゾーン別発生トリップチェイン数が求められ，次いでこれまでの諸分析で得られているソージャ

ーン数選択率曲線を用いてゾーン別ソージャーン数別の発生トリップチェイン数を推計する。次に，組合せ

決定モデルによってあるソージv一ン数をもつトリップチェインにおいて，個々のソージャーンが含まれるゾー

ンの実現可能な組合せの決定がなされ，そしてその各々の組合せに対して最短巡回経路の探索を行う。

最後にそれらをOD別に集計することによって発生ゾーン別OD表が得られ，さらに発生ゾーンによっ

て集計すれば全OD表となる。
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ゾーン別発生トリップチェイン数

　　　　Ti＝al＋a2　Mi

Sojσurn数選択率曲線

　　y（x）＝αβx

ゾーン別Sojourn数別発生トリップチェイン数

　　　　　　STi＝Ti×y（s）

ゾーン中心間所要時間

　　　　iノ

各Soj　ournが含まれるゾーンの実現可能な組合せの集合0＊＝｛cf，0ち…．C：，…，C“｝，あるm

という組合せ儒　　｛Zm、，4．，…，Z，ns｝，及び各々の組合せが選択される確率P（Cm）の決定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Sojourn数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　CX　｛Znh，…，21ns｝で構成される
　　　　　各組合せにおける1サイクルでの最短巡回方法の探索
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゾLンの実現可能な組合せの1つ
　　　　　　　　n・’1：：臓za　・筑｝　　％．・th．というS。j。。mを含むゾー

　　　SIVi（c＊m）．．　sTi×P（0篇）　　　　　　　　　　　　　　　　ンのゾーン中心

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　nzl？x：傷なる組合せにおけるゾーン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の立回り方の1つ

　　　　　　　　　　　　　　　　　発生ゾーン別OD表　　Ni（儒）：iゾーン発で傷なる組合せ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を選択する人（車）の数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O　D　表　　　　注）＊1撮短であることを表わす

　　　　　　　　　　　　　　図4－3－4　0D分布量推計フロ

　ここで，組合せ決定モデルの具体的なフローを図4－3－4に示し，その考え方を以下に述べることに

する。

　いま，ゾーン数N，ソージセーン数をSとすればN種の相異なる要素から重複を許してS個のものをと

り出す重複組合せと同様の場合の数がその組合せとして存在する。すなわち，

　　　　・・Hs－1・，、．、Cs一漂荒Bi　　　　　　－…・・……（4・・…11）

で表わされ，ちなみに本研究で考えているように，Nが25でsが8の場合では，実に10，518，300通

りあることになる。この膨大な組合せを総当り的に検討することは全く不可能といってよく，当然実用

的でないので，Model　Iではその数を減らす必要がある。これは実際のデータの分析からもソージv一ン数

が8の完全トリップチェイン数（サイクル数でも）は，全ゾーンで600余であり，ゾーン別にみればさら
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にわずかになることからもわかる。そこで，実現可能な組合せとその実現確率を，総当りをせずにいか

にして選ぶかが問題となる。

　そこで，その対処の仕方とModel　Iの機能を図4－3－5のフローを用いて説明しよう。まず，ベイス

ゾーン，ゾーン別集積量，ゾーン間所要時間が所与の時に，ある組合せ

　　　　Cw－｛Zw、・Zw，・……・・Zws｝　　　　　　　・・…………・（4，　3．12）

のもつ魅力値戸（％）を算定することにする。したがって，魅力値を与える関数を次式のように定めた。

　　　　戸（fU）一、躯・・脇。・　　　　…・……・一（4　3．　13）

そこで，まず，STEP1でゾーン別にP（Cw）の魅力値算定式の中で積の形を構成する各々の項に着目

する。そして，ベイスゾーンが今ゐのときの各ゾーンについて

　　　　η一）プ％（ブー1一め　　　　　　　……………（4．3．14）

なるηを算定する。　η（ブ＝1～1V）の集合をRとする。

　　　　R＝　｛rl，　r2，．．・．．・，　rrv｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・…　　（4．3．15）

次に，STEP　2でηを大きい順に並べかえ，その集合を

　　　　　　　　　N　　　　　　　　　　　　　　　N　　　　R　＝　｛7，，　r2，・・・…　，　rrv｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・…　　（4。3。　16）

として求める。

　次に，考えられる組合せの集合を，

　　　　C＝｛C1，　C2，……，CWf｝　（Wfは前述の重複組合せの数）　　……………（4．3．17）

とすれば，その中から実現可能なM個（Mは結果的に得られる数で当初は未定である。）の組合せの集合

　　　　C＊一｛cr，Cご，……，cli｝　　　　　　　…・一……・（4．3．18）

を求めるわけであるが，それにあたってはフロー中のModel　I－1とM（）del　I－2を用いることになる。

　　　　　　　　　　　　　　　Av　　　　　　　　　　　　　　　　－
すなわち，Model　I－1では，集合Rを用いてP（Cw）の大きい順に1つずつ実現可能な組合せの集合

C＊へ組み入れられるべき組合せC；（第m番目の実現可能な組合せとなる資格を有する組合せ）を決定

する。（STEP4）次に，　Model　I－2では，新しく決定されたC膓が果たして実現可能か否かを，あ

る実現可能限界確率Peを設定することによって以下のように判断するのである。（STEP　5）
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ゾーン集積量

X」（ノ’・＝1～ゾV）

ベイスゾーン

Zj・（－Zw・）

η一亙一（ノー1，．N）

　　Z元・〆

R－｛・1・……・rm｝

（γiの大きい順

に並べかえ）

R＝｛rl　，　r2・…・ηv｝

　但し，rl＞r2＞…〉ηv

m＝O
P（0わ＝O

TP＝0

ゾーン間所要時間

　　　e＝ノo
‘ゴ　ノ＝1－W

　N　ゾーン数

α，r：パラメータ

　η：魅力値を求めるモデル式の中で積の

　　　形を構成する1つの項
　R＝0（賓）　RをRに，またはηをηに

　rj　＝O（Nη）　対応づける操作を左のよう

　　　　　　　に表わす

　　　モデル式の値の大きい順でm番目に

　　　実現可能を組合せとなる資格を有す

　　　ることを表わす　サフィックス

TP：実現可能な組合せC＊｛0吉（萎「，一・㍉

　　　cSi｝の魅力の和

　　　　　　τP一己、P（cわ

　Pe：実現可能限界確率

　　　魅力値算定式

　　　　P（cω）一・・㌃，・……・んn

（STEP　4）

（Model　I－1）

Rを用いて魅力値の大きい順に1つずつ実現可能組合せ

となる資格を有する組合せ嬬を決定する

TP＝TP＋戸（儒）

Cfi，　P（礪）

P（儒）

㌍（cわく？e

実現可能組合せの集合C膓の決定0＊＝｛c告0第……，暢｝

実現確率の決定P（0わ＝P（C『）／TP　（k＝1～M）

図4－3－5　訪問先の組合せ決定モデルのフロー
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f’（φ）き

己1戸（Φ

・・一・・・・…
@一・・　（4．3。19）

上式において，左辺≧右辺ならば実現可能と判断されchは集合C＊へ組み入れられ，次の嬬＋1なる組

合せについて同様のことが繰り返される。また，左辺く右辺ならば実現不可能と判断され（膓はC＊に

組み入れられず，実現可能な組合せの集合C＊は，STEP　6で，

　　　　C＊一｛cf，　Cご，……，（、＊’M｝　（M－m－1）

と決定される。そして，組合せ嬬（fe＝1－－M）のもつ魅力値戸（C彦）から，

　　　　　　戸（Φ

P（c竃）＝“　＊
　　　　　己1戸（c々）

（le　・＝　1　一一M）

なる式を用いて，それぞれの実現可能となった組合せの実現確率P（C‡）へと

　　　　M　　　≧1P（c‡）－1

を満たすように，魅力値は変換される。（STEP　7）

　②　適用例

・・・・・・・・・・… @一　（4．3．20）

・・・・…
@一・・・…　　（4．3．21）

・・・・・・・・・・・・… @　（4．3．22）

　ここでは本モデルの具体的な適用を行い，その現況再現性などを検討していくことにする。その際に

（ソージャーンゾーンの組合せ決定については）発生集中量の推計を行った基本モデルには含まれてい

ないので，前もってパラメータ推定が必要となる。すなわち，式（4．3．13）で示されるある組合せのもつ

魅力値算定式におけるパラメータα，rである。このパラメータ推定をすべての組合せに関する実現確率

を被説明変数として行うことは，組合せの数が膨大であり，ほとんど0に等しい場合が多いことからも

非現実的である。そこで，式（4．3．　13）があるベイスゾーンWoを出発してn個のソージャーンを訪れるト

リップチェインに対して，各ソージャーンゾーンのもつ相対的アクセシビリティの乗積となっているこ

とから，その共通のパラメータα，rは，結局，　iゾーン発ソージャーン数nのトリップチェインにおける各

ソージャーンゾーンの魅力に規定されると考えられる。したがって，次式に示される相対的アクセシビ

リティ式において推定されたパラメータ値を，式（4．3．13）においても用いることにした。

　　　　把一・ポ考　　　　　　　……．…．．…（4．．、。　23）

ここ℃輪一麺偽ザゾー・発・一ジ・一ン数nのトリ・プチ・イ・におけ・総・一ジ・

一122一



　　　　　　　　一ン数のうち元ゾーンをソージャーンゾーンとする割合

　　　　　　・・罐係数（膓玲一1）

　　　　　ち：元ゾーンの集積量（例えば，ち＝巧とすれば，Hli（夜間人口）がソージャーンの集積量

　　　　　　　　を示す。）

　　　　　匂：i－∫ゾーン間所要時間

　　　　θn，rn　：ソージャーン数別のパラメータ

　そしてさらに，ソージャーン数に関係なくパラメータを定めることも考えることにし，式（4．3．23）

をnのサフィックスを除いて，

ぷ一弓θ・㌫ ・・・・・・・・・・… @一　（4．3．24）

としてパラメータ推定を併せて行うことにした。

　その推定結果を表4－3－2
　　　　　　　　　　　　　　　表4－3－2　ソージv一ン数別発生ゾーン別ゾーン集中ソージャーン数
に示一9T・（なお・表中の最下欄 @　　繊比玲の回帰・鱈一・嚇
は式（4．　3．24）に従ってソージャ　　　　　　　　（完全トリップチェインのみ）

一ン数に関係のない場合を併

記したものである。）これより，ソ

ージャーン数の増加とともに距

離抵抗値の絶対値が小さくな

る傾向にあり，そして相関係

数も若干低下していることが

わかる。本モデルでは，モデ

ル全体の簡略化の意味からも

魅力値算定式中に用いられる

パラメータは，．．ジ。一ン　　注）　・ii　＝1／場

数別にすることはせず，全ソージャーン数に関する推定値を採用することにした。

　次に，組合せ決定に関してやはり重要な役割を果たすものとして，式（4．3．19）に用いられる実現可

能限界確率Peについて説明しておこう。すなわち，チェイン内ソージャーン数が増加するとき，ソー

ジャーンゾーンのその組合せの種類としては膨大な数になるが，その中で実現している組合せの種類は

ごく限られているため，組合せとして魅力値が大きいものから順々に決定していく過程でどこまでで打

切れば良いかを判断できる基準力泌要となるわけである。そこで，次式によってソージャーン数別ベイ

スゾーン別の実現可贈1艮界確率7芦を定義することにした。

パラメータ
相関係数 残差自乗和ソージャーン数

θ 7

1 0．297778 一〇．986668 α922777 0．17244

2 α288889 一α888890 0．896164 0．19275

3 0．115555 一〇．800001 0．902981 α15812

4 0．137778 一〇。760000 0．862020 α21047

5 0．115555 一〇711110 0．767912 0．35550

6 0．004444 一〇．568889 0．655426 0．50008

7 0．004444 一〇．608889 0．755217 0．29320

8 0．004444 一α560000 0．572630 α68361

全ソジヤーン 0・186667 一α835557 0．920053 0．12992
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　　　　7具一1／TCi　　　　　　　　　…・・…・……（4．・3．25）

　　ここで，7℃『liゾーン発ソージャーン数nの発生チェイン数

　これは，組合せ決定において実現可能な組合せとなる資格を有する組合せをその魅力値の大きいもの

から選び出しているので，もし第蝿目の組合せchのときにその実現麟P（ch）が把・等しけれ

ば，その組合せを選択する車の台数は1に等しくなっているはずであるからである。

　そして，これらの準備が整ったところで，京都市業務トリップチェインにより生成されるOD分布量

の現況再現性の検討に入ることにする。なお，このとき前述の魅力値算定式の構造として，式（4．3．19）

で示されるタイプとは別に，次式を用いた修正タイプのものも考えている。この場合の算定式は，本モ

デルの全体がチェイン内ソージャーン数による差異に着目していることから，その性質を積極的に反映

するものとして検討の材料に取上げたわけである。

　　　　戸（・w）一（鯉X亀・輪）吻　　　　………一（4．・・．・26）

　その結果，ソージャー　　　　　　　　表4－3－3　0D分布量推計モデルの適合度

ン数別にみたOD分布量

の現況再現性をみたもの

が表4－3－3である。な

お，ここで推計されたO

D分布量はその合計値が

実績のそれと一致するよ

うに調整されている。こ

れらより，

　①　まず式（4．3．19）

　　のタイプの魅力値算

　　定式を用いた場合で

　　は，全体的にみたときで0．947の高い適合度を示しており，ソージャーン数別ではソージャーン数

　　の多いほど適合度がやや低下する傾向にあることがわかる。また，各ODペアごとに着目すれば，

　　ソージャーン数の増加とともにゾーン内々ペアにおいて過大となっている場合が多くみられる。

　　これは，魅力値算定式の構造（式（4．　3．　19）参照）がソージャーン数が多くなるとともに，乗積され

　　る数が増えるため，内々ゾーンにソージャーンをもつ場合の魅力値が過大評価されることによる。

　②一方，修正タイプ（式（4．　3．26）参照）の魅力値算定式のケースでは，全体の適合度は0．960と若

　　　　讐i膿　　　　のタイプ

¥ージヤーン数

タイプ1

o（・。）一‖（疏％）

修正タイプ

E（％）一磁縄。∂吻

相関係数 残差二乗和 相関係数 残差二乗和

1 α939 α277×108 0，939 α277×108

2 0，919 α566×107 0，868 α155×108

3 0，903 0370×107 0，929 α254×107

4 0，868 0，411×107 0，916 α105×107

5 0，847 α251×107 0，880 α103×107

6 0，803 0。217×107 0，829 α120×107

7 0，810 α493×107 0，831 α294×107

8 0，773 ぱ1ユ5×107 0，781 0．821×106

全Sojo㎜ 0，947 α102×107 α960 0831×108
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　　干向上した結果となっている。このタイプの式では，前述のようなソージャーニン数の増加がゾーン

　　内々ペアの魅力値の過大評価につながる傾向を抑えることができるため，その点で適合度が改善さ

　　れたことになったものと考えられる。

　ここで本節における議論の総括をすれば，まず，最短巡回問題としてみたときの実証分析では，ソー

ジャーン数の増加とともに最短巡回の適合度が低下する傾向にあるものの，そのずれの大きさは総所要

時間で見る限りそれほど大きいものではないことがわかった。ただし，本来はこのような実証分析では

非集計的に個別なデータに関する検証方法を用いるべきであり，今回の分析方法が十分でなかったこと

も事実である。そして，そのようなより詳細な検討が可能となれば，最短巡回がどのような形で崩れる

ものなのか（例えば，k－th　shortest　path問題への展開の可能性）についても実証的に議論できると考

えられ今後の課題となろう。

　次に提案されたOD分布量推計モデルの定式化においては，最短巡回自身が問題というより6，その

ようなソージャーンゾーンの組合せをどのように決定するかという組合せ決定方法のモデル化が争点と

なっていた。結局，この中で各ソージャーンのもっ魅力を，ベイスゾーンとの相対的アクセシビリティに

求めている点で，前節の発生集中量推計におけるソージャーン数の配分方法と同じ発想に立つものと考

えられるが，それ以外の各ソージャーン間の関係などの他のトリップチェインの諸性質への考慮がモデ

ルの改良の上で考えていかねばならない課題といえよう。また，その際ソージャーンの組合せとその

立ち回りパターン（巡回順路）に相互に関係する面が多い場合には，ここで示した推計フローとは異な

る同時決定的アブローチが必要となるかもしれない。

　本節で検討されたOD分布量推計への拡張においては，最短巡回というトリップメーカーの行動原理を

仮定し，さらに，その前提としてその日のソージャーン数と位置があらかじめ与えることができるもの

とみなしていることによって，モデル全体が構成されているといえる。このようなアプローチは，トリ

ップチェインの行動論的モデル化ないしその記述にとって有効である反面，実証的分析からわかるよう

に現実の交通需要構造への適合およびその予測にはやや柔軟性に欠くところがあると考えられる。した

がって，今後，より行動論的なアプローチに傾斜するならば，OD分布量推計というよりもむしろ人間

活動システムのモデル化を意図すべきであろうし，一方，需要予測モデルとしての洗練化をはかるなら

ば，最短巡回を基調としながらそれが変形されるところのモデル化をめざすことが目下の課題となろう。

4－4　トリップ連鎖パターンにもとつく発生集中量推計モデル（基本モデルの改良）

4＋1モデルの基本的な考え方・4）・2°）

　ここでは，前節までにおいて検討された基本モデルとその拡張に関する議論を踏まえ，交通需要推計

を念頭に置いたより説得力のあるトリップチェインモデルの構築を試みることにする。そのためにまず，
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基本モデルにおけるモデル構成上の基盤となっている考え方とその改良が要請されている点を明らかに

したい。すなわち，本章におけるトリップチェインモデルでは，交通需要の派生的性質をベイスゾーン

とソージャーンゾーンとの関係の中でとらえ，かつ，交通行動の1日完結性あるいはそこで織りなされ

るトリップ連鎖パターンをソージャーン数の選択の観点から取上げることが最も重要なモデル構成上の

基盤となっていた。特にソージャーン数の選択に関しては，都市内業務交通がそれぞれの業種の用務内

容を反映するものとして，1日の交通行動パターンを大きく規定するものであることが明示的に取扱わ

れている。そして次に提案されたOD分布量推計への拡張においては，トリップチェインの生成機構の

中にスケジューリングの考え方を導入することによって，トリップの連鎖性を最短巡回経路上に見出す

試みがなされた。

　このようなアプローチでは，ソージャーン数とともにその位置（どのゾーンをソージャーンゾーンと

して訪問するか）をあらかじめ何らかの方法で決定しておく必要があり，その点について基本モデルで

は，全ソージャーン数の分布を相対的アクセシビリティを用いて行っていた。したがって，トリップチ

ェインの生成において，ソージャーン数あるいはサイクル数といったトリップ連鎖パターンに関するも

のと，ソージャーンゾーンの空間的分布に関する問題が段階的なステップによって議論しようとしてい

るといえる。そこで本節においては，この段階的構造を緩めて，あるソージャーン数のもとでサイクル

数の決定とソージャーンゾーンの組合せ決定を同時に行うことにより，モデルフレーム自体をより説得

力のあるものにすることを考えることにする。

　すなわち，ここではトリップ連鎖パターンに関してソージャーン数がいくつであるかという選択がす

でになされたときに，あるソージャーン数Sのトリップチェインについて4サイクル型（4＝1，2，…

，S）がどのような割合であるか，そしてどのようなソージャーンゾーンを選択しているかを決定する

モデルの提案を試みることにする。

　さて，iゾーンをベイスゾーンとし，ソージャーン数S個であるトリップチェインについて，4サイ

クル型連＄lt　xeターンで元ゾーンを訪問先として訪れる回数の合計，つまり元ゾーンへのソージャーン数

を∫が（以後s，…Dサ…クスes略してηブとする）とすれば表・＋1に示されるサイクル・

ソージャーン分布表を得る。

　ここで，すべての業務トリップチェインが完全トリップチェインであれば，サイクル・ソージャーン

分布表におけるソージャーン側周辺分布9元はソージャーンゾーンとしての」ゾーンの発生量および集中

量に等しい。またベイスゾーン側に着目すると，乏サイクル型連鎖パターンの1個のトリップチェイン

は，当該ベイスゾーンにおいて結局そのサイクル数4個に等しい発生量および集中量をもつ。したがっ

て，将来のサイクル・・一ジ・一ン分布の推言＋を行う・とによ・て，その周辺分布4とeサイクル型連

鎖パターンのチェイン数から業務トリップの発生集中量の推計が可能となる。
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　なお，このサイクル・ソージャー　　　　　　表4－4－1　サイクル・ソージャーン分布表

ンゾーン分布量推計は，従来のOD

分布交通量推計方法の1つである重

力モデル的エントロピー法が用いら

れるが，それについては次節のモデ

ルの定式化において詳述される。

　　　　η＝テηピ”（4・　4・　1）

　　　　　fl：4サイクル型連鎖パ

　　　　　　　ターンのトリップチ

　　　　　　　ェィンにおけるソー

　　　　　　　ジヤーン総数

　　　　　　　s
　　　　号＝ヲ　f，ブ　　　　　　　　　　　　　　”…’…”（4・　4・　2）

　　　　　gプブゾーンをソージャーンゾーンとするソージャーン総数

ソージャーンゾーン

クル数
1 2

…… @元 …… @　2v

1 ∫11 ろ、
一・・ ?ｳ

……
∫1

2 ろ、 ろ、
……

ｿ元 …… m ろ

： ： ： ： ： ：

● ◆ ・ ． ． ・

4 η、 η、
”… ﾅ元

…… v η

： ： ： ： ： ：

・ ． ． ． ・ ．

s 九、 偏 ・…・・ 驛u
…… m 九

91 92 …” X元 ……@品 τ

　　　　　　s　N
　　　　T＝習η∫

　　　　　T：iゾーン発ソージャーン数S個のトリップチェインにおけるソージャーン数の総計

　4－4－2　モデルの定式化とその適用例15）

　ここでは，サイクル・ソージャーン分布量推計プロセスの各段階を示し，本モデルの概略を述べる。

まず全体の流れとしては，次の4段階から構成されている。

　　第1段階：先験確率の推定式の同定化

　　第2段階：発生業務トリップチェイン数の推計

　　第3段階：サイクル・ソージャーン分布量の推計

　　第4段階：業務トリップの発生集中量の推計

　（1）先験確率の推定式の同定化

　まず第1段階では，サイクル・ソージャーン分布量の実績値より単位分布表の形に書きなおし，チェ

イン内ソージャーン数別ベイスゾーン別の先験確率を得る。　（以後，すべてソージャーン数はSとして

サフィックスを省略している。）
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・6一炉‘ ・・・・・・・… @一…　　（4．4．4）

　　こC’・・’，　ff’・べ・スゾーンiにおける衡クル型連鋤・ターンの元ゾーンへの・一ジ・一・数

　　　　　Ti：ベイスゾーンiにおける総ソージャーン数

　　　1⊇詔∫－1　　　　　　………・…・・（4・・…）

ここで・・分布交繊計の一手法16×17㌔・動モデル的工…ピー法r・先験確鞠

を考えてみると，

　　　　P；元一・・↓ゲ膓　　　　　　　　　　…一’…・・…’（4・・4・・6）

ここで， Plブ

Ui

ρ元

后

r

α

：i－」ゾーン間の先験麟ξ罪ブ＝1

1iゾーン相対的発生力

ljゾーンの相対的吸引力

：i－∫ゾーン間所要時間

：パラメータ

：習Pρ＝1を齪するための罐係数

　結局，これは発側，着側そしてゾーン間の3つのファクターによって構造を説明しており，その意味

から言えば，サイクル・ソージャーン分布においてはサイクル側，ソージャーン側そしてサイクル・ソ

ージャーン間の3つが対応する。本モデルでは，これら3つのファクターを次のような考え方に従って

指標化する。すなわち，

　Dサイクル側の相対的発生力としては，サイクル・ソージャーン分布表の列和として次式で示され

るサイク・レパターン比率i・1とする。

　　　　’・1－yコー・Tt一賭　　　　　・……・・……（4・　4e・）

　ii）ソージャーン側の相対的吸引力としては，サイクル側と同様にサイクル・ソージャーン分布表の

行蕃呼（一｝ψ元）が考えられ…’前述のようにこの予測値をあらかじめ与え・・とができないため

に，他の代替的な指標化が必要となる。そこで，次式で定義される相対的アクセシビリティを用いるこ

とにより，ソージャーン側の相対的吸引力とする。

　　　　iA」一飾　　　　　　”一”…”（4・　‘・　8）

　　ここで，4グ：iゾーンからブゾーンへの相対的アクセシビリティ
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　　　　　　弓　：」ゾーンの経済指標（従業員数）

　　　　　　’∠元：i一ブゾーン間の時間距離

iii）サイクル・ソージ・一ン間特性・1元の指標化に関しては，ベイスゾーンをi　h／“一ンとしてそのソ

ージャーン数がSのトリップチェインにとって，4サイクル型連鎖パターンでのソージャーンゾーン」

への行き易さ（逆に距離抵抗）を表現するものと解釈し，次式で定義される指標を用いることにする。

　　　　・1戸’語　　　　　　　　・・一・…・・（4・・…）

　　ここで，τη：ベイスゾーンiとソージャーンゾーン元との所要時間

　　　　　　η　：4サイクル型連鎖パターンの距離抵抗パラメータ

編式（4．・．7），式（4．・4．・），式（4．・．・）を用いて洗飾率％の推fgii£は次式のよう・・書く・と

ができる。

　　　　・6－・輌ゾ・（μ元）θ・tirl　　　　　……………（4．・4・・1・）

　　ここで，β，θ，rlはパラメータ

　　　　　　・1は・MqZ－1とす・ための調酬数

なお，式（・．・4．・1・）におけるパラメータ擬幽しては，qhを・｛元曙きなおす・とにより・1サイ

クル型連鎖パターン別に，

　　　　4｛∫－c・1（iWl）fil（誇）θ1ワ　　　　　　　　・・………・…（4・　4・・11）

パ・・一・β1，θ1　，　・1を推計し，得られたパラメー・を代入し維計値㊨・ついて

　　　　ヲ掬一1　　　　　　　　　　………一・（4・・…12）

を齪する纏鰍・1を勅る方法を用・・た。

　｛2）発生業務トリップチェイン数の推計

　ここでは，トリップメーカーの事業所の属するベイスゾーン別に発生する業務トリップチェイン数を

当該チェイン内ソージャーン数別に推計する。そのためにまず，ベイスゾーン別業種別発生業務トリッ

プチェイン数を，次式で示される線形回帰式を用いて推計する。

　　　　㍗・一勿・柵醜ゴ　　　　　　　　…・・…・……（4・・4・13）

　ここで，陶・：大阪市内iゾーン（区レベル）のm業種発生業務トリップチェイン数
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　　　　咋ゴ：大阪市内iゾーン（区レベル）のm業種経済指標（従業員数）

　　　　％！％：パラメータ（業働ID

　これは，発生業務トリップチェイン数がそれぞれのベイスゾーンにおける業種別に見た業務活動水準

に規定されるものであることにもとつく。

　次に，式（4．4．13）で得られた業種別発生業務トリップチェインに対して，従来の研究においても検

討されている業種別ソージャーン数選択率を乗じることにより，チェイン内ソージャーン数別に振り分

けることにする。これを式で書くと，

　　　　τC㌘（S）－MNi・・Pグ（S）　　　　　　　…・……一…（4・・4・　14）

　　　TCi（S）一》・C㌘（S）一》｛MNi・py（S）｝　　・…・…・……（4・　・・　15）

ここで，τc㌘⑧・ベイスゾー・ゴ，・一ジ・一ン数sの⇒醗生業務同・プチ・イ・数

　　　　TCi（S）：ベイスゾーンi，ソージャーン数Sの総発生業務トリップチェイン数（業種計）

　　　　♂（S）：m業種ソージャーン数選択率

　　　プ（s）一（x’，i・（グ）s　　　　　　　　　　　　　　…・・…・・…・・（4．　4．16）

　　　　♂，〆・パラメータ（業種別）

　（3）サイクル・ソージャーン分布量の推計

・の第・酬では，第1段階にて擬され・先験確率qhを用いて，動モデル的エン・・ピー法に

アナロジーさせたサイクル・ソージャーン分布量推計モデルの同定化がなされる。

　すなわち，次式で定式化される同時確率最大化問題の解として，サイクル・ソージャーン分布量を推

計する。

　　　　・一歳・働一一　　一一（・・17）

　　　sub．　to

　　　　持づ　　　　　　　　　　　一・…・一一・（4・・4・・18）

ここで，xh・べ・スゾーンi（・一ジ・一ン数S個）の・，・・プチ・イ・によ・て・eサイクル型

　　　　　　連鎖パターンで元ゾーンをソージャーンゾーンとする回数

　　　　じ・べ・スゾー・i・一ジ・一・数S個のトリ・プチ・イ・の撒確率（WW値）

　　　　　　　（磐・；－1）
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　　　　　プ・べ・スゾーパ・一ジ・一ン数S個の・リ・プチ・イ・で1サイクル型連鋤タ

　　　　　　　　ーンに生じる発生ソージャーン総数（将来値）

　　　　　zi：ベイスゾーンi，ソージャーン数のS個のトリップチェインの総ソージャーン数

　　　　　　　　　（将来値）

・の問題は，サ・クル剴・一ジ・一ンゾーン噸嶋吟・カー1）を導入し・・グ・・

ジェ未定乗数法によって解くことができ，次式で与えられる。

　　　　　（　＊μ∫）ρ勢

・↓一
　　　　膓（　＊μ元）e’・㌘

・・・・・・・・・・・・…
@　（4．4．　19）

　　　　か・‘・’膓1・場　　　　　　　………・…・・（・…）

結局，式（4．4．20）に示すサイクル・ソージャーン分布量が得られる。なお，将来推計において所与と

されるのは洗験確率の擬式中の説腰因（’あ1，膓㌔），・1そしてZ’であ・．・のうち，e・・

イクル型連猶ター・の発生・一ジ・一・総蛎は，次式より算定される．

　　　　’Yl　・一　II　M・’・’・㌘　　　　　　………・一…21）

ここで，mzi・ベイスゾー）・・i（ソージ。一ン数S個）発生総ソージ。一ン数（業種別）

　　　　　略ベイスゾー・ゴ（・一ジ・一・齢個）eサイクル型連鎖パター・の難・一

　　　　　　　　ジャーン比率（業種別D

　（4）業務トリップの発生集中量の推計

　需要予測モデルにおける最終の推計段階として，トリップ単位の情報への変換がなされる。すなわち

第・酬で得られるサイク・レ・・一ジ・一ン分布量ψ←橡’））とべ・スゾー・別・一ジ・一・数別の

各サイクルパターン総発生サイクル数を用いて，次式に代入して発生集中量の推計がなされる。

　　　　Dy一ぎ71已（一拶3））　　　　…一・…・…（4・・…22）

　　　　Hi－y｛TC，（S）・萄1・1｝　　　　…・・……・…（4・・…23）

　　　　　Ule－Hk＋Dk　　　　　　　　　　　…一……・（4・　4　24）　　　　｛

　　　　　Vle’＝二Hk’＋　Dk’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・…　　（4．4．25）
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　ここで，巧　：ソージャーンゾーンとしての元ゾーンにおける発（着）エンド数

　　　　　Hi：ベイスゾーンとしてのiゾーンにおける発（着）エンド数

　　　　　Ule：kゾーンにおける業務トリップの発生量

　　　　　Vk’：le　tゾーンにおける業務トリップの集中量

　次に，この定式化の手順に従って具体的なモデルの適用を行う。なお，ここで対象としたデータは，

これまでのカートリップチェインデータとは異なり，昭和55年度京阪神業務P．T．調査データより抽出さ

れたものである。すなわち，これは第3章第3節第2項においてトリップメーカーの属性とトリップ連

鎖パターンとの関係を実証的に考察した際に用いた業務トリップチェインであり，昼間の業務交通を事

業所ベイスとしたトリップチェインの形でとらえたものである。その対象圏域は大阪市を域内として8

ゾーンに分割し，それ以外の京阪神全域を17ゾーンとし，合計25ゾーンに分割している。（図4－4－1，

表4－4－2参照）

　以下，推計プロセスの段階ごとに適用結果の紹介と考察を進める。

　（1）先験確率の推定結果18）

　本モデルでは，式（4．4．10）のタイプの推定式に関してパラメータ推定を行ったわけであるが，個々

のパラメータは，チェイン内ソージャーン数別・サイクル数別に得られるのでそれらを表4－4－3に示

す。また，ソージャーン数別にパラメータ推定の適合度を見るためにそれぞれの相関係数を表4－4－4

に，そして図4－4－2には推定された距離抵抗パラメータ値を示す。

　i）表4－－4－4より全般的な推計精度は，チェイン内ソージャーン数の増加に伴い低下する傾向にあ

ることがわかるが，これは対象データサンプルも極端に小さくなることも原因しているためで実用上の

問題といえる。

　ii）また，図4－4－2を見てわかるように本モデルで採用した推定式の特徴としては，ベイスゾーン

とソージャーンゾーンとの距離抵抗指標の中でサイクルパターン別のパラメータを導入したことがあげ

られる。推定結果を見ると，距離パラメータ値が若干のばらつきがあるものの，チェイン内ソージャー

ンの増加とともに小さくなる傾向にある。これは，例えば1サイクル型連鎖パターンでソージャーン数

が多くなる場合に，ベイスゾーンからそれぞれのソージャーンゾーンへ距離抵抗が鈍くなることを意味

しており興味深い。一方，サイクル数が増加する場合には，概ね距離パラメータ値は大きくなり，距離

抵抗が敏感に作用していることを物語っている。特にサイクル数・ソージャーン数がともに4である訪

問先直行型複数サイクルパターンでは，最も大きな値をとっているのが目立つ。

　iiDその他の相対的アクセシビリティにおけるパラメータ値は，ソージャーン数の増加とともに概し

て小さくなる傾向にあり，その要因としての規定力が薄れる性質をもつと解釈できるかもしれない。
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図4－4－1　ゾーン分割図（その2）

表4－4－2　ゾーン対応表

ソニン 地　　　　　　　　　名 ゾーン 地　　　　　　　名

1 大阪市都心3区（北区，東区，南区） 14 八尾市，柏原市

2 大阪碑都じ《西云天王寺区浪速区，ネ畠島区，大淀区） 15 南河内（松原市富田林市河内長野市他）

3 大阪市西部（大正区，港区此花区，西渕ll区） 16 堺　市

4 大阪市北部（淀川区東淀川区） 17 泉州南部（岸和田市，泉佐野市，他）

5 大阪市東北部（都島区，旭区，城東区，鶴見区） 18 京都市，京都府南部

6 大阪市東部（東成区，生野区） 19 阪神臨海（尼崎市西宮市，芦屋市）

7 大阪市東南部（東住吉区，平野区） 20 神戸市

8 大阪市南部洒成区阿倍駆住吉区｛遡㎜ 21 阪神内陸（伊丹市宝塚市，他）

9 豊中市，池田市，箕面市，他 22 奈良県

10 吹田市，摂津市 23 和歌山県

11 高槻市，茨木市，他 24 兵庫県以西（ただし，192021は除く）

12 枚方市，寝屋川市守口市，他 25 京都府　三重県以東（ただし，18は除く）

13 東大阪市
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表4－4－3　先験確率推定のパラメータ

　　　　　　　　　先験麟・↓一・1（’・1）a（ろ）θ1’汐

サイク ソージセーン

パラ　　　数 1 2 3 4 5 6 7

ル数 メータ

α1 69，970 27，370 9，095 3546 12870 1，633 1，004

1
β1 一 1，373 0，575 0，248 1，237 1，397 一

θ1 0，822 9，757 0，771 α829 0，549 0，482 0，565

γ1 1，409 1，078 0，887 α841 1055 0．4弱 0，278

α2 118800 8570 69，090 48020 2．1紐

β2 0，785 一〇．558 0，394 0，610 0，015
2 ＊

θ2 0，517 0，400 0，739 0，344 0，382

r2 1，863 1，570 1，570 1，706 0，933

α3 55670 9．2570 10，650
、

3 β3 0，828 0，858 0，364
＊ ＊

θ3 0，801 0，362 0，095

r3 1，384 1，086 1，708

α4 118100

4
β4 0，822

＊ ＊ ＊

θ4 一〇．173

γ4 2359

注）＊印はサンプル数が極端に少なかったため推定しなかった。

　　＼印はその定義より存在しないトリップ連鎖パターン

表4－4－4 ソージヤーン数別

にみたパラメータ

推定の適合度

ソージヤ

[ン数

パラメータ推定に

ｨける相関係数
1 0．8159
2 0．7505
3 0．6791
4 0．7821
5 0．6881
6 0．4046
7 0．3173

合　　計 0．6544

（パラ

0

メータ値）2

1．0

0．0

＼、＿＿＿，”一一‘’、Ss一

1 2

図4－4－2

3 4 5

／2サイ勿レ

6

　　1サイクル

／

各トリップ連鎖パターンにおける

距離抵抗パラメータの推定結果

7（ソージャーン数）
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　（2）発生業務トリップチェイソ数の

　　推計結果

　まず，大阪市内26区の区レベルにお

ける従業員数，事業所数，延床面積な

どの社会経済指標を用いて，各業種の

発生業務トリップチェイン数の推計式

のパラメータを求めた。その結果を表

4－4－5に示すが，これより従業員数

を用いたケースの適合度が最も良かっ

たので，このケースでの発生業務トリ

ップチェインの実績値と計算値をベイ

スゾーン別に求めた。（表4－4－6参照）

次に，ソージャーン数選択率曲線のパ

ラメータ推定を行い，その結果を表4

－4－7，図4－4－3に示す。

　i）業種別発生発生業務トリップチ

ェインの推計結果は，表4－4－6のよ

うに，製造業での適合度がやや低いも

表4－4－5 大阪市内区別発生トリップチェインを用い

たパラメータ推定結果

説明変数 業　種 a b 相関係数

事業所数

建設業
ｻ　造　業

ｵ　売　業

ｬ売　業
Tービス業

ｻ　の　他

S　業種

一4393

P297．2

|121α7

Q11．7

|14157

|19983

R93．1

55255

O8370

≠U023

O6043

P．8677

S3504

P．0073

α6422

ｿ4390

ｿ9558

ｿ8557

O8738

O7812

O5644

　　＊]業員数

建設　業

ｻ造　業
ｵ　売業
ｬ売　業
Tービス業

ｻ　の　他

S　業種

9507

|7547

S21．1

P3077

|5934

T845

Q2α2

α1748

ｿ1519

O1928

ｿ0644

ｿ1604

O1178

ｿ1386

08429

ｿ8391

ｿ9778

O9042

ｿ9291

ｿ9778

ｿ8778

延床面積

建　設　業

ｻ造業
ｵ売業
ｬ　売　業

Tービス業

ｻ　の　他

S業種

6156

Q037．9

|34．3

P5381

P82＆3

V542

X43．6

00161

ｿ0003

ｿ0095

ｿ0022

黹ｿ0000

ｿ0022

O0025

α6443

ｿ2221

ｿ9146

ｿ7648

ｿ1619

ｿ6141

O5089

表4－4－6　ベイスゾーン別発生業務トリップチェイン数

　業　種

ﾉスゾーン

建設業 製造業 卸売業 小売業 サービス業 その他 全業種

実績 計算 実績 計算 実績 計算 実績 計算 実績 計算 実績 計算 実績 計算

1 13700 13574 21385 15936 41618 37866 15391 15798 18298 18468 25798 25852 136181 127494

2 13716 10738 14846 11245 24745 23416 12181 10991 10888 12143 9721 9654 88097 78187

3 6393 7330 6820 11665 2366 3344 4925 7129 2340 2138 7475 7245 30409 38851

4 4694 5206 6407 6250 3148 4267 4515 4902 4014 3310 4370 4248 27418 28183

5 5254 6164 7402 9562 4006 4642 7952 7980 4740 3022 5767 5951 35121 37321

6 2748 2881 8968 9219 3047 4010 5697 4312 1484 1400 2510 2977 24454 24799

7 2775 3061 3604 5528 2573 3362 4917 4188 1990 2078 3594 2791 19453 21008

8 6769 7096 5548 5575 4781 5377 8723 9003 3537 4814 8430 6948 35788 38813

合計 56049 56050 74980 74980 86284 86284 64301 64303 47372 47373 85688 85688 394651 394656
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のの，全体的には良好である。製造業に関しては，　　　表4－4－7

それに従事する従業員が業務トリップの生成への

関与が少ない製造・加工職が多く，そのために従

業員数を説明要因として用いたとしても不十分な

点があるものと考えられる。

　ii）業種別ソージャーン数選択率式の推定結果

は，過去の研究事例と孫色なく，良好な結果を得

ている。そして，発生業務トリップチェインのベ

イスゾーン別・ソージャーン数別の推計に関して

も，実績値との適合度が高い結果を得ている。　　　　　　　　　表4－4－8

　③　サイクル・ソージャーン分布量および業務トリップ発生

　　　集中量の推計結果

　推計プロセスにおける第3段階以降では，それまでに得られ

ている諸値を用いて，サイクル・ソージャーン分布量あるいは

最終的なアウトプットとしての業務トリップの発生集中の推計

が容易にできる。

　その結果，サイクル・ソージャーン分布量に関しては，大阪

市内8ゾーンにおいて実績値に比較して過小な推計値が得られ

ていることがわかった。これは，大阪市内々の業務トリップよ

り構成されるトリップチェインによって，大阪市内におけるソ

ージャーン数の分布量が大きな割合を占めるのに対し，本モデ

ルにおいてこうした傾向をうまく表現できなかったことによる

と考えられる。そして，このことはサイクル・ソージャーン分

布の周辺分布として得られる発生集中量の推計結果（表4－4－

8，図4－4－4参照）を見ても，同様のことが示される。

　なお，全体の適合度としては，相関係数0。996と非常に良好

であり，その点での基本モデルの改良は十分はかられたものと

いえる。

ソージャーン数選択率曲線の

パラメータ

業種 α β

建設業 1．94504 032999

製　造業 α88809 α49932

卸売業 α73377 058115

小売業 1．08007 α46960

サービス業 1．20040 α44821

そ　の　他 α91655 α52483

全　業　種 1．03095 α48880

ゾーン別発生集中量

　“

¥ーン 実績値 推計値

1 381190 325658

2 216929 210403

3 85575 97410

4 68336 64532

5 94134 91703

6 70646 71196

7 57084 51061

8 102279 96044

9 16115 16988

10 189〔刃 14984

11 11185 12849

12 25998 21829

13 23673 22822

14 9033 10944

15 9920 10177

16 18680 18719

17 7697 10564

18 11352 14734

19 18738 20819

20 14092 14678

21 6574 8望1

22 9902 10538

23 2115 2830

24 2990 7320

25 5647 3649

合　　計 1288853 1231372

相関係数 0．99642
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凡例　O実績値
　　　●推計値

図4－4－3　業種別ソージャーン数選択率
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　ゾーン名
　　　　　　　　　0

1　大阪市都巳・3区

2　大阪市準都心

3　大阪市西部

4　大阪市北部

5　大阪市東北部

6　大阪市東部

7　大阪市東南部

8　大阪市南部

発生集中量

　　　5 10　（×104トリップ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　？　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実績値：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　推計値l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L一

図4－4－4　発生集中量の実績値と推計値との比較（大阪市内8ソLン）
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　ゾーン名
　　　　　　　　　0

・劃‡：纏田市

10　吹田市，摂津市

　　高槻市，茨木市，11
　　他

　　枚方市，守口市，12
　　寝屋川市，他

13　東　大　阪　市

45678

Q∨012

八尾市，柏原市

松原市富田林市
河内長野市，他

堺　　　　　市

岸和田市，泉佐
野市，他

京都市，京都府
南部

尼崎市，西宮市，

芦屋市

神　　戸　　市

伊丹市，宝塚市

奈　　良　　県

和　歌　山　県

兵庫県以西（19
20，21を除く）

京都府，三重県
以東（18を除く）

発生集中量

　　5
10（×103トリップ）

図4－4－4（その2）発生集中量の実績値と推計値との比較（大阪市外17ゾーン）
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4－5　結　　語

　本章においては，交通需要分析の中で大きな検討課題である発生集中量およびOD分布量に関して，

トリップチェインモデルの構築とその適用を通じた諸考察が行われてきた。そこでは，第2章において

明らかにされた，交通需要分析におけるトリップチェインアプローチの有効性のうち，以下の3点が議

論の対象となっていた。

　　①　交通需要の派生的性質

　　②交通における1日完結性とトリップ連鎖パターン

　　③トリップの連鎖性

すなわち，①の観点は，本章の分析対象データが業務トリップチェインという，都市内業務活動の派生

需要としての人や車の動きを取上げ，そのモデル化を目的とすることからも強く意図されているといえ

る。そして，具体的にはモデル構築の中では，こうした性質はベイスとソージャーンとの結びつきの強

さを表現すること，さらにトリップメーカーの属性を十分反映させることによって明示的に取扱ってき

た。また，②の観点は，第3章において詳述されたトリップ連鎖パターンの実態分析結果を踏まえ，特

にチェイン内ソージャーン数の選択に着目することを意味し，それは本モデルの大きな特徴点の一つで

ある。そして，ここで重要なこととしてチェイン内ソージャーン数は，単にトリップ連鎖パターンの

類型化の視点としての意味だけでなく，それは交通現象の中での発生集中に直接かかわってくるため，

その記述自体が交通需要分析の目的にかなうことになることである。なお，③の観点は，むしろ従来の

トリップチェインモデル，とりわけ，マルコフ連鎖モデルにおいてより強調されていたものである。す

なわち，従来の方法ではトリップの連鎖をトリップ間の目的遷移，ゾーン間遷移，モード遷移といった

一連の状態の遷移としてとらえようとしていたが，本章の分析対象が業務トリップチェインデータに限

定していることにより，これらの状態遷移を規定する要因のうちトリップ目的およびモードに関しては

一応除外して考えられるため，結局今回はゾーン間遷移をどのように考慮していくかが問題となってい

た。そして，OD分布量推計への拡張を考えるときに，このトリップの連鎖性は最短巡回経路へのスケ

ジューリングという行動原理を導入することで，その対処がはかられることになったのである。

　本章での概略的な進め方は，ソージャーン数に着目した発生集中量推計モデルを基本モデルとして位

置づけることにより，それのOD分布量への拡張およびより洗練化させるための改良であるが，それぞ

れの研究成果と今後の課題として明らかになった点を要約すれは次のようになる。

　まず，基本モデルでは，業務トリップチェインにおけるソージャーン数の選択とトリップメーカーの

属性としての業種特性に関する実証的な分析より，ソージャーン数選択率力洛業種の用務内容に規定さ

れる立ち回りの多寡を反映した形でソージャーン数の増加とともに逓減する性質をもつことがわかった。

また，このソージャーン数選択率の決定に関しては，車の運行パターンに関するいくつかの仮定を設け
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ることにより，理論的にも指数型の曲線に従うことが示され，かつその諸仮定についても現実のデータ

をもとに実証的考察がなされた。そして，こうした性質を内包化した発生集中量推計モデルの構築とそ

の適用が試みられたが，この中ではとくに業務活動の活動拠点としてのベイスとソージャーンとの結び

つきの強さを相対的アクセシビリティの概念を用いて表現したことが大きな特徴といえる。その結果，

基本モデルの現況再現性は良好であり，また比較的簡潔なモデル構造でありながら，都市内業務活動に

深く関係する事業所と各訪問先との関係あるいは業務内容の差異がら生じる立ち回り型の交通行動の諸

性質を表現できることがわかった。

　次に，この基本モデルをOD分布量推計モデルへ拡張するため，トリップチェインの生成におけるス

ケージューリングに関する性質を考慮した諸検討がなされた。その際，まず実際のトリップチェインデ

ータを用い，最短巡回経路上での立ち回りを行う割合を調べることにより，このアプローチの妥当性を

検証した。その結果チェイン内ソージャーン数の増加とともに，最短巡回経路上の所要時間と一致し

ない割合が増加するものの，そのずれの程度はそれほど大きくないことがわかった。次いで最短巡回問

題へ帰着したOD分布量推計モデルが提案され，具体的な適用も試みられたが，そこでは，チェイン内

に含まれるソージャーンの組合せをどのように決定するかが問題となり，ベイスと各ソージャーンとの

関係を用いてある組合せのもつ魅力値を算定することにより組合せ決定のモデル化が検討された。その

結果，モデルのもつ現況再現性は良好であることがわかったが，次の2つの点に関しては今後の課題と

して残る。その1つは，ソージャーンの組合せ決定のモデル化において，ベイスとソージャーンとの関

係（結びつきの強さ）だけでなく，それ以外のソージャーン間の結びつきを内包化させる必要があるこ

とである。この問題は，トリップチェインの生成を本来ベイスとソージャーン，あるいはソージャーン

間という相互に影響を及ぼすものとしてとらえていくべきであるという考え方からすれば，当然解決さ

れ鮒ればならないものといえる．なお，ソージ。一ン間の関係については，Kit、㎜，a（1984）19）に

よって開発された目的地選択モデルにおいてfuture－dependencyの性質として議論されており，こう

した考え方もこの問題の解釈の糸口を与えるものと考えられる。

　もう1つの問題は，最短巡回の仮定の緩和あるいは，それが崩れる可能性をモデルの中でどのように

表現できるかについてである。ここで取上げた最短巡回の仮定は，トリップチェインの行動論的記述の

ために考えられたものであるが，その実証的分析をより詳細に行うことによって，トリップチェインの

生成機構の中でのスケジューリングに帰着できる面とそれが崩される面の両者の関係を明らかにする必

要があろう。またこのとき，ソージャーンの組合せとその巡回順路が段階的なものと考えてよいのか，

あるいは同時的なのか，それとも逐次決定的なのかに関しても言及していかなければならないであろう。

　最後に検討された基本モデルの改良は，基本モデルではトリップ連鎖パターンに関してソージャーン

数にだけ着目していたことに対し，ソージャーン数とその各々のソージャーンのゾーン分布およびサイ
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クル数といったトリップ連鎖パターンを規定する種々のファクターを考慮することにより，より洗練化

したものに高めようとするために行われたものである。改良モデルでは，サイクル・ソージャーン分布

に着目すれば，その周辺分布としてソージャーンのゾーン分布を知ることができることが大きな特徴点

であり，その点で基本モデルにおけるソージャーン数の各ソージャーンゾーンへの配分方法を一般化し

たものといえる。すなわち，このモデルにおいて，もしサイクル数を問わずベイスとソージャーンゾー

ンとの相対的アクセシビリティによってのみソージャーンのゾーン分布が決められるとすれば，それは

基本モデルと一致する。そして本モデルの適用は，カートリップチェインでなくパーソントリップチェ

インに対してなされたわけであるが，こうしたトリップ連鎖パターンにもとつくアプローチが人や車の

両者についても有効であることがわかり，交通需要分析上の意義は大きいと考えられる。なお，今後の

課題としては，やはりベイスとソージャーンとの関係が中心的であったとしてもソージャーン間相互の

影響の程度を如何にモデルへ内包するかであろう。さらに，OD分布量推計への拡張も検討課題といえ

るとともに，本モデルが単に発生集中量の推計だけでなくトリップチェインの諸性質がどのような形で

発生集中量の変化を促すかを議論するときのッールとしての役割を持たせるべきであり，それら分析フ

レーム自身の拡張も併せて考えるべきであろう。
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第5章交通手段選択プロセスに関するトリシプチェインモデル

5－1概　　　説

　都市交通計画の分野における交通需要分析手法としてホームインタビュー調査にもとつくパーソント

リップ手法の開発・体系化がなされるに至り，それはそれまでの個別輸送機関ごとの需要予測方法に代

り，都市圏の総合交通体系の確立に向けた基本的な計画情報の提供を担う重要な役割を演じている。こ

のパーソントリップ手法の特徴の一つは，人間を単位とし人の1日の動きの中で交通現象をとらえよう

とする点であり，これは，この手法の第1段階として圏域全体における交通生成量を推計する際にも，

トリップ生成原単位を用いてあらかじめ総交通量を把握しておくことにも反映されている。すなわち，

従来の方法のようにゾーンごとのトリップ発生とそのゾーンの社会経済指標とを直接関係づけるトリッ

プ発生法では，当該ゾーンの社会経済条件の変化に大きく依存した推計をなすきらいがあるのに対して，

トリップ生成法によれば，圏域全体として将来の産業構造・就業構造あるいは職業構成の変化，週休の

増加，生活時間配分の変化などのマクロな社会・経済要因を考慮することができるからである。また，

パーソントリップの本質的な意味から言っても，人がある目的をもって行動するときに1日のtime－budg－

etのもとでその日の総トリップ数あるいは1日完結型トリップチェインの生成が前提となると考えられ，

トータルコントロール値として総トリップ数を求めておくことの意義は非常に大きいといえる。

　そして，特徴点のもう一つとしては，交通機関選択プロセスの導入がはかられることにより，総合的

な交通体系ならびにネットワークの形成についての検討が可能となったことがあげられる。すなわち，

交通機関選択プロセスは，パーソントリップ手法が別名5段階推計法と呼ばれるように各推計ステップ

のどの段階で交通機関別の情鋤泌要か1・よ。て，次の4つのモデルに大別されている』）

　　①　全域モデル

　　②トリップエンドモデル

　　③トリップインターチェンジモデル

　　④　経路モデル

　①の全域モデルとは，トリップ生成の段階で分担を行わせようというものであり，都市全体での議論

としてモーダルスプリット問題を取扱うときに有効である。また，②のトリップエンドモデルは，Pre－

distribution　mode　1であり，トリップO　D分布量の推計に先立ち，発生集中段階で分担させようとする

方法である。このモデルでは，ゾーンペアごとの交通機関相互の関係を明示的に表現することはできな

いものの，トリップエンドにおけるゾーン特性あるいはトリップメーカーのもつ個人属性や各種の制約

などを織り込むことができる特徴を有する。そして③のトリップインターチェンジモデルは，Post一
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distribution　rnode　1として分布交通量を推計した後にゾーンペアごとに分担を行わせしめる方法であり，

特に当該ゾーンペアに存在する交通機関相互の競合状態によって分担率が決定されるものと仮定してい

る。このモデルでは，ゾーンペアごとに各種の交通政策効果やサービス水準改善策の影響を計量的に知

ることにより，圏域での交通機関相互のバランスを議論することができる。したがって，これら3つの

タイプのモデルは，段階的推計プロセスとの関連で類型化されたものであるが，その適用にあたってそ

れぞれのケース・スタディの目的に対応させ選ぶべきものである。　従来の研究例においては，都市全

体での議論（都市間比較，都市規模に関連するもの）には全域モデルを，トリップエンドにおける決定要

因の比重の高い場合（例えば，トリップメーカーの個人属性・制約）にはトリップエンドモデルを，そ

して都市間トリップなどの代替交通機関との比較という観点が選択構造を主に規定している場合には，

トリップインターチェンジモデルを採用することがそれぞれ有効であると理解されa・る。そして④の

経路モデルは，機関分担を経路分担として拡張したもので，これは，交通機関の選択と経路選択として

の配分手法を同時的に行うものと位置づけられる。

　このような交通機関選択モデルの分類ならびに交通需要分析上の位置づけというものは，従来より開

発・改良が進められてきた段階的推計法（Sequential　forecasti㎎methed）の枠組を前提としたもので

あり，そこには暗黙的に次のような諸条件が仮定されていると考えられる。

　すなわち，手段選択において，まず交通機関そのもののとらえ方としては，代表交通手段（d㎝inant

㎜de）という概念で規定されるものとしており，当該トリップがいくつかのジャーニー手段から成るも

のであってもその中の代表的な手段を選定している。そして段階的推計法全体が意図していることであ

るが，何らかのゾーニングを前提としてゾーン間流動の形での個々のトリップを単位とした交通現象を

眺めていこうとする考え方にもとついている。

　したがって，当然のこととして，従来の段階的推計法の中でのモーダル・スプリットモデルによって

は対応が難しい局面が生じたり，それらモデルによる的確な政策評価ができない場合には，これらの前

提条件のいくつかを緩めることにより，新たなモデル開発を試みることも必要となる。そこにモーダル

．スプリットモデルの別個の視点に立った分類が可能となるわけであり，近藤（1992）2）により指摘さ

れた以下の分類もその一例として重要な意味をもつと考えられる。

　　　モード選択モデル　　｛

　　　機能選択モデル（abs　tract　mode　1）

　　　代表交通手段選択モデル
　　｛

　　　Mixed　modeモデル（mixed　modal　split　model）

　　　集計モデル　　｛

　　　非集計モデル（disaggregate　cho　i　ce　model）
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　　　単一トリップモデル　　｛

　　　トリップチェインモデル（trip－cha　in　nng　mode1）

　これらの4種類の分類における前者ばかりの組合せが従来のmOdal－split　mode1のタイプであり，逆

にそれぞれの分類法での後者に属するものが，交通需要分析の最近の展開の中で多く見られるようにな

ってきている。

　本章における主要なテーマは，こうした交通手段選択モデルの歴史的背景を踏まえ，トリップチェイ

イン的アプローチからの交通手段選択モデルの開発およびその適用例を通じた諸検討である。したがっ

てここで提案されるモデルは，上記の重要な分類例のうち最後のtrip－chaining　modelにカテゴライズさ

れるものであるが，本研究全体が交通需要分析を念頭に置くものであり最終的にはトリップ単位への変

換可能な推計を目指している点が大きな特徴といえる。そこで，まず第2節で従来の数多くのモーダル

・スプリット研究の中での主要な流れをふり返ると同時に，とくに上述の分類例にあげられている従来

型でない方のタイプに属する諸モデルの再考を行っておきたい。これは，単に従来型のアンチテーゼと

しての意味だけでなく，それぞれのアプローチのもつ有効性と問題点を明確に整理しておく必要性を感

じるからである。そして第3節では，交通手段選択に関する実態分析をトリップチェイン的アプローチ

から行うことにし，具体的には，手段選択要因分析ならびに業務トリップチェインの自動蘇1」用特性に

関する実証的分析を紹介する。第4節においては，　第3節の実態分析を踏まえ自動車利用者数推計の

ためのトリップチェインモデルの構築とその適用を試み，そして最後に本研究における大きな着眼点であ

るトリップ連鎖パターンによって，トリップチェイン内の手段選択構造の解明がどの程度可能であるかを

議論する。

5－2　交通手段選択モデルの整理と再考

　5－2・・－1　従来の諸研究の整理

　前節で述べたように，交通手段の選択に関する諸研究のうちでパーソントリップ手法の開発とその適

用とともに進められてきたタイプのものは，現在においてはほぼ完成の域に達しており，通常のわが国

のP．T調査における実用的手法として広く用いられている。ここでその経緯を簡単にふり返ってみると，

それはわが国ではじめてP．T調査が実施された1960年代後半にさかのぼることができる。すなわち，

それまで米国の諸都市において実施された交通調査は，1955年Chicago以来1963年ウイスコンシン州

ミルゥォーキーまで9カ所に及びほぼそのマニュアル化がなされ，それらが昭秘2年度の広島都郡圏P．T

調査の実施の際に導入されたわけである。またそこでは，トリップエンドモデルとトリップインターチ

ェンジモデルのそれぞれの適用例の紹介が，山川・小浪・大志万（1970），あるいは広島都市交通研究会

HATS・Technical・R。p。rt（197・）によ。て紹介されている．3）J‘）・5）
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　そこでのモデルの考え方としては，トリップエンドモデルの場合にはCBDとそれ以外を区別して自動

車保有率やCBDにおけるマストラ利用率，あるいはアクセシビリティ比によって分担関係を求めてい

く方法が採用され，また，トリップインターチェンジモデルの場合には，自動車利用としてマストラ利

用に関する所要時間比，コスト比，サービス比といった諸要因を用いて，トリップ目的別自動車保有・

非保有別にマストラ利用率との関係を明らかにする方法が用いられている。　これらは，Overgaard

（1966）6）の文献紹介を通じてもその後のRT調査内容にも大きな影響を与えたといえる。そして，これ

らの経験を踏まえた形で1970年代に入ると，いわゆる段階的推計プロセスの体系化が進められ，Hutch

ins㎝（1974）7），佐佐木（1974）8）などの専門書が登場してきたのである。そしてこのような1960年代

から1970年代前半にかけてのパーソントリップ法の展開の中にあって，その他のわが国のモーダル・

スプリット研究としては，多様なアプローチが見られ，それらを網羅的に説明することはできないが，

多変量解析手法を用いた手段選択要因分析（赤松・川井・福山（1971）9），森田（1973）10））あるいは重回

帰式モデルや経路選択の構造モデルの同定化に関する研究（天野（1967）11），足立（1969）12），河上（1970）

13））そして効用理論的アプローチ（坂下（1962）14），小林・青木・谷（1Er73）15））などが代表的なものとい

うことができる。

　しかしながら，広島（1967），東京都市圏（1968），京阪神都市圏（1970）と各地のP．T調査が実施され，

実際の交通計画の中で諸検討がなされ，さらに，短期の交通計画や自動車抑制・交通サービス改善とい

った交通管理政策のウェイトが高まるにつれて，従来の方法でうまく対応できない面も明らかになって

きた。こうした背景のもとに1970年代後半以降は，前項にあげた従来の分類の中でminorであった機

能選択モデル，Mixed　modeモデル，非集計モデル，トリップチェインモデルなどが台頭してきたわけ

で，モーダルスプリット研究はより広範なアプローチが混在する状況に至ったと理解できる。この中で

機能選択モデル（abs　tract　mOde　mode1）は，もともとQuandt＆Baumol（1966）16）によって開発された

もので，基準となる要因を定めて代替交通機関との要因差によって選択を決定するために，新交通シス

テムなど現存しないモードの導入にも対応できる特徴を有する。また，Mixed　modeモデルは，従来の

代表交通手段の扱いではトリップ端末における交通サービスの重要性が過小評価されるという欠点を補

うものとして，欧米においても開発されてきたものであり，わが国では，近藤・宮崎（1975）17）などが

先駆的な研究を行っている。また，これに関連して端末手段としての自転車利用の駅勢圏モデル（高岸

（1977）18）など）も検討されている。非集計モデルはゾーンを単位としたこれまでの方法が個人の交通

の意志決定に関する説明が欠落していたことへの反省として，かつより短期的交通政策の評価モデルと

して確率効用理論のもとで導出されたものである。なおこの非集計モデルについては，最近わが国にお

いて急速に議論される機会が増していることもあり，また従来の集計モデルとの比較の意味からも，後

に詳しくそのモデルの発展過程および問題点を議論していくことにする。そしてトリップチェインモデ
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ルは，従来の研究においてはマルコフ連鎖モデルを意味するわけであり，それは，1日の人の動きをシ

ステマティックに追跡・記述するものとして開発が進められ，次いでモーダル・スプリット問題への拡

張がはかられたものである。本章で後述するモデルは，このようなマルコフ的アプローチとはモデル構

築における視点の差異が若干あるものの，トリップチェイン的アプローチによって手段選択を表現する

ときの有効性あるいは問題点などを理解しておく必要はあろう。そこで，このトリップチェインモデル

の中のマルコフ連鎖モデルについても後項にてあらためて詳述していきたい。

　最近の交通需要分析におけるモーダル・スプリット研究は，上述の歴史的展開のもとで，多種多様な

アプローチからの分析・モデル構築がなされているが，その中での重要な論点は以下の諸点といえよう。

　　①　手段選択メカニズムの解明とそのモデルへの内包化

　　②非集計モデルの適用性の吟味

　　③モデルの同定化に関する理論的検討

　　④　モデルの簡略化および政策評価モデルとしての洗練化

この他，手段選択モデルのパラメータ推定方法，データ抽出方法など関連する多くの課題があるものと

考えられるが，少くとも上記4つの論点は交通需要分析の体系化の中でも大きな柱となり得ると判断で

きる。①の手段選択メカニズムの解明にっいては，モーダル・スプリット問題の基本的命題ともいえ，本

研究の立場としてトリップチェイン的アプローチからの問題解決の重要性を強調しておきたい。それは

第2章で触れたこのアプローチの有効性および交通需要分析に要請されている諸点との関連から言って

も当然の帰結といえるかもしれない。②の非集計モデルに関する議論であるが，その適用性や問題点

（限界）は後述されるが，結論的に言えばその批判的検討の必要性を問う時期にきているのではないか

と考えられる。③のモデルの理論的検討とは，手段選択モデルの同定化を画一的に規定しておきたいと

いうのではなく，モデル自身のもつ前提条件（仮定）と同定との間に潜む性質を明らかにすることによ

って，それが①の手段選択メカニズムにどのようにかかわっているのかを議論することを意味する。そ

して④のモデルの簡略化および洗練化は，交通計画および交通政策といった実用に供するモデルの開発

が重要視されなければならず，そのための実証的分析と併せて検討されるべきであろう。なお，これら

の諸点は，次項以降において非集計モデルおよびトリップチェインモデルのそれぞれの側面から考察し

ていくことにするが，ここではそれらに先立ち，③の論点に関するもので最近のこの分野における新し

い展開を紹介したい。すなわち，宇野（1983）19），（1984）eo）による経路選択モデルの一般式導出に関する

一連の研究である。

　まず従来の経路選択モデルについて概観すると，そこではあらかじめOD分布量や対象とする経路が

所与のもとで当該ルートの分担率を得ようと考えており，とくに既存のモーダルスプリットモデルの拡

張などが試みられていた．その中でW。，ne，（1962）21）の判別法にもとつく確率モデルは，本来2種類の
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交通機関に関して開発されたものであるカ・，経路選択モデルの先駆けともいえるものである．河上22）

（1970）は，経路数が3つ以上になってもモデルが具備すべき条件を満たす関数形の導出を検討し，同

じ時期にThe　il（1969）23）もWarnerの方法からくるLinear－Logit　Modelに対し，各代替案の確率比Pi　／

P元に着目することによって3つ以上の代替案間の選択モデルへの拡張をはかっている。なおこの際

モデルの本来具備すべき条件とは以下のとおりである。

　　i）代替案iの選択確率Piに関して

　　　0≦Pi≦1　“＝1，…，m，　mは代替案の数）

　　　　
　　　≧、弓＝1

iD代替案間の比較を行う際に取り出す2つの代替案は任意に選ぶことができ，そのことによって

　結果が変わるものでない。

蹴吻・（争一1　（対称律）

債〕・（号）一（齢 （推移律）

また，天野（1967）24）は，鉄道路線間の経路別分担率（シェア）を求める交通シェアモデルを開発して

いる。これは，それまでの転換率曲線で表わされる経路分担が自動車交通を対象としていたため所要時

間や運賃などの限られた要因からなり，かつ経路数も2本であったのに対し，3つ以上の経路選択を可

能にし，かつ多くの選択要因を組み込むことのできる重回帰モデルである。またこのモデルの特徴は，

各説明要因の値がどの代替案についても等しいときに，その経路分担率が1／N（N：経路数）に一致す

るという条件を導入している点であるが，重回帰式の形式である以上，上述の具備すべき条件が満たさ

れる保証はない。そして他のタイプの経路選択モデルとしては，佐佐木・今坂（1969）25）によるエント

ロピーモデルがある。これは，従来のOD分布量推計手法のエントロピー法を用いて，各経路の交通施

設容量条件を満足する形で経路選択の同時確率最大化することで，ルート別分担率を推計しようという

ものであるが，ODペアの数やルート数が多くなるときの求解が複雑になるなどの問題点をもつ。

　これらのモデル開発の展開より，経路選択モデルでは本来具備すべき条件に着目した同定化が重要視

されていることがよくわかると思うが，宇野（1983）は，競合する2ルート間の分担率比に関する関数形

の一般式をこれらの諸条件から関数方程式論を用いて導出している。また，その諸条件に適当な条件を

付加することによって，従来のいくつかのタイプの選択モデルの形式をも導出できるというきわめて一

般性の高い性質を有するモデルであることを示している。　さらに，宇野（1984）によるルート特性値の
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直列合成・slililu合成に関する理論的考察はモデルのもつ数学的性質を明らかにするとともに，こうした

考え方は，選択問題のモデル化における段階型アプローチの可能性を示唆するものであることを明らか

にしている。なお，宇野モデルの具体的な適用例を通じた検討および若干の理論的考察等については，

佐佐木．酷．樋。（1983）26），佐祢・西井（1994）27），佐佐木・西井・池田（1・S4）28）など・・おいて

詳述されている。

　ここでは，従来の手段選択モデルの回顧を交通需要分析の歴史的経緯のもとで行ってきたわけである

が，最近におけるモーダル・スプリット研究の中で解決が急がれる課題をさらに細かく眺めていくこと

によっても，こうした整理の視点の他に重要なものが出てくる可能性があるものと考えられる。例えば

手段選択構造の中での制約に関する問題あるいは，交通手段選択の局面だけでなく目的地選択などの他

の意志決定機構との連動の問題などである。それらに関しては，現在検討中のものも含め，今後のモー

ダル・スプリット研究の推移を慎重にみていく必要があろう。

　5－2－2　非集計モデル再考

　近年，交通需要分析の分野において，tt非集計モデル”という言葉がしばしば用いられ，わが国でも

その考え方や適用についてのいくつかの論文や報告例が見られるが，従来の需要推計モデル（集計モデ

ルと呼ばれるに至っている）と比較して，どのような利害得失があるものかについては十分整理された

議論がなされているとは言えない。そこで本項では，その基本的な考え方を整理し最近までのこの分野

における諸研究の展開を紹介するとともに，非集計モデルの交通需要分析上の位置づけを明らかにして

おきたい。

　（1）モデルの基本的な考え方

　本来“非集計的”とはaggregate（集計的）に対するdisaggregateの訳であり，これは，このモデルが

個人の選択行動の記述を目的として個人を単位としたモデル（indiWdual　cho▲ce　modelまたはirxliVid－

ual　behaVi　oural　modd）であることによる。このモデルの具体的な紹介を行う前に，その前提となって

いる考え方を整理しておこう。すなわち，

　①　ここでは，個人が交通行動における意志決定の単位であり，個人はある選択状況の中から最も望

ましい選択肢を選択するという合理的選択行動をとるものとみなされている。

　②　このとき，ある選択肢のもつ「望ましさ」あるいは「効用（Utility）」は，当該選択肢のもつ特

性とその個人の属性によって表わされるが，観察者にとってはその選択肢のもつ特性のある部分は評価

することができず，その個人の下す効用との結びつきが特定化できない。したがって，観測しうるかぎ

りでの個人属性や各選択肢の特性が同質とみなせる集団（h（mogeneous　segmented　gr㎝p）においても，効

用最大化の結果としての選択でさえも，観測されない個人属性や諸特性のために常に同一の選択に決め

られるものでなく，当該選択肢が選択される確率の形で表現できるとしている。すなわち，これが確率
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効用理論（Rarriom　Utility　theory）と呼ばれるもので，相互に排除的代替的選択の組に直面した個々

の意志決定者はその中で最も高い確率効用を示す選択肢を選ぶと仮定しているのである。

　③　①に関連するが，非集計モデルの大きな視点として，　“個人”の交通行動におけるさまざまな選

択の局面で，個々人の置かれa・る固有の属性（特に個人属性）が支配的であるということがあげられ

る。それは，社会全体の中での交通現象を巨視的にとらえることから何らかの社会的法則性を見出そう

とする方法論とは異なり，その社会を構成する各メンバーにとっての行動原理を探ろうとする微視的な

接近法の立場をとるものといえる。

　さて，これらの前提のもとで確率効用理論にもとつく非集計モデルの数学的記述について簡単に述べ

ることにする．まずこの分野での先駆的研究者であるMcF。ω。。（1974）29）は，個人のモード選択にお

いて効用最大化問題にもっともらしい（plausible）仮説を設けることによって二項（および多項）ロジ

ットモデルを導出している。すなわち，個人nのモードiに関する確率効用Uinとして次式によって定

義する。

とlin　＝γ（Xi，Sn）＋　ε初　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・一…　一・・・…　（5。2．1）

ここで，　Uin

　　　　v（K’，Sn）

　　　　　ε加

：個人nのモードiに関する確率効用

：観測されたモードiの特性ベクトル花（例えば，トリップ特性としての所要

時間，コストなど）と同じく観測された個人属性ベクトルS71（例えば，車の

保有・非保有，収入，年令，性別）の両者の関数として表わされるので，母

集団の代表的選好を反映している効用（representative　utility　or　de　ter－

mmistic　co【rrp　c　nent）。以下Vin　＝V（Xi，S．）と表現する。

：個人nのモードiに関する効用を説明づけようとするときに，ここで取上げ

た以外の観測されa・ない因子によるもので，選択に影響を与える評価不可

能な要素で確率変数である。（random　ccmponent）

　次に，効用最大化行動としては，モードiの選択はすべての輸送モードの中でUi＞巧（∫≒りが満

たされることを条件としており，Ui＞巧なる事象の生起確率Prn（i）が個人nのモードiの選択確率で

あると考えている。

　　　Prn（i）＝＝・Pmb（Ui＞Ul’，”・11ブ・元≒り　　　　　　　　　……………（5。2。2）

　これを式（5．　2．1）を用いて変形すれば次式のようになり，結局確率変数εin（i＝1・…・ノn：ノn個人

nのもつ選択肢集合）分布をどのように特定化するかが問題となることがわかる。
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　　　　P・n（り一th・b［ε元ゲε仇く吟。一り。，∫・・α〃ブ・1剖　　・…・…一・・（5・・2・・3）

すなわち，便宜的に選択モードiを第1番目のモード（i－1）とし，多次元確率項の（累積）分布関数を

F（εln，ε2n・…，εJn）とすれば，

　　　　・z（1）－f，ll．一一．．嘉二㌘㌔…・毛三二竺加∫（・m’…n’…’eJn）deJn・eJn－m’”…n

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・一一・・・・・・・・・…　（5．2．4）

と書き表わすことができる。ここで，ε勿（」＝1，2，…，ノ）の従う確率分布が互いに独立で同一の次

式に示される分布に従うと仮定すると，式（5．　2．4）鍍形することにより，Multi㎜ia1㎏it㎡el

（MVL）が導出される。

　　　　　　　　　　　　　＿ε
　　　　PM・b（εju〈・）一・－e

　　　　　　　　　oo　　　　P・n（1）一∫Fi・（ε、r，　’ε，。＋・V、rV，。・’・em＋・V、iV3n　，……・ε、。＋V、rVJn）dε、n

　　　　　　　　εln＝一◇o

　　　　　　　　　oo　　　　　　ノ
　　　　　＝乙鋤（一ε），9，exp（－exp（一ε一晒・））dε

　　　　　一庖（一ε）・・P〈一［exp（一ε）］Lξ、e・P（VPt－・Vm・）］＞d・

　　　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　ど
G＝ 轣?Aexp（VPt’Vm）とし・x＝eと置換すると・

　　　　　一㌘ε・e’c’e’ed・－t£－eGX・X一吉

　　　　　・P・n（1）一ノ1　－；xp　v’n

　　　　　　　　　　1丁≧、exp（Vy－V・）　ノ≧、θκρ吻

・・・・・・・・…
@一・・　（5．2．5）

・の導出方法に対して，・・n－Ak・va＆・・一（19SIW）は，瞬項・ブ。の従う確率分布の性質により忠

実な形で行う方法として，以下に示す要領で多項選択問題と二項選択問題（binary　cho　ice　problem）に

変形していく方法を紹介している。すなわち，前述のUin＞UPt，　for∫∈Cn≒iを考えることは，　Uin

≧Max　Ujn，（元∈（），元キゴ）と等価であることから，モードiの選択は，その効用Uinがiモード以外の

選択肢からなるら個の代替案（C（rrrposite　altemative）のもっ効用Max〔Ul’nより大きいときに実現す

るものとみなし，次式の確率をiモードの選択確率として推計するものとするわけである。
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　　　Prn（i）・－Pr・b（Vin＋εin≧Max（巧。＋ε元。））　　　　……’一一”（5・2・　6）

　　　　　　　　　　　　　　　　」∈Cn

　　　　　　　　　　　　　　　（元≒り

このとき重要な問題は，多項の確率項の従う分布関数のもとでこのC）z個の代替案のもつ確率効用の分布

を知ることができなければならないことである。

今，多項ロジットモデル（Multimmial　Logit　miel）とeま，上述の瞬項（εin）欲の仮定を治す

ものとして導出されたものであり，式（5．2．7）で表わされる。すなわち，

　すべての確率項εinに対して，（D独立で（iOdepend印t）・（iD同一に（identically　distributed）・そ

して，（i》ガンベル分布（パラメータ　η＝0，ω＝1）（Gumbe1　d　istri　buted　w　i　th　parameters，η＝0，ω＝1）

を仮定する。

　　　　　　　　　　e　「in

　　　　Rrn⑤＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　一・一…　　（5．2．7）
　　　　　　　　　xe　tG’n
　　　　　　　　j∈（h

この誘導は，以下に述べるようなGumbe1分布の諸性質を用いることで可能となるが，もし他のタイ

プの分布形を用いることになれば，他のタイプの非集計モデル（例えば，正規分布を仮定すればprobit

mOdel）が定式化されることになる。また，　Gumbel分布に関して暗黙的あるいは簡便的な意味で設け

られる諸前擬緩めることによ・て，rvhtltimmial　Logit　modelを基本タイプとした拡張形の他のタイプ

のロジットモデルの誘導も可能となる。

まず，Gumbel分布の分布関数F（ε），確率密度関数f（ε）は次式1こて与えられる。

1：：：1二』　｝　一（・・・・…）

これは，二重指数分布とも呼ばれる極値分布の1つで，信頼性理論の中の寿命に関する極大値分布とし

て用いられee率分布であるカ㍉その躰的な性質として以下の諸点があげられズ

（D馴直・，平均々＋5’r・オイラー定数・＝・…577，分散は，竃、

　（［DεがGumbel分布（パラメータη，ω）のとき，αε＋VはやはりGumbel分布C’xeラメータ（η＋V，晋）〕

　　　　に従う。

　（lii）ε1とε2が，パラメータ（η1，ω），（η2，ω）の互いに独立なGumbel分布であるとき，　ε’＝

　　　　ε1一ε2の従う分布はLogist　ic分布であり，そのときの分布関数F（ε）は，　F（ε）＝P）rob（ε’

　　　　〈ε）として，次式で表わされる。
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　　　　F（・）－1．、・・，』、一・　　　　　　一・…・一（5・・…）

　（iv）もし，ε、とε，が（iii）のように互いに独立なGumbel分布に従うとき，　Max（ε1，ε2）の従う分布

　　　　は，やはりG・umbe1分布であり，そのときのパラメータは（÷1・（ecm7・＋e（v’7・）・・）である・

　　　　また，これを（ε1，ε2，…，e1）にノ個に拡張したときには，磁κ（ε1，ε2，…，eJ）もやはり，

　　　　G・m・・1分布であり，そのときa…eラメー・Cま（⊥1。］、（v，・」，。ω　ノ＝1）とな・・

ここでさらに，η＝0，そしてスケールパラメータのωは同一と仮定しこれをω＝1と置くことによって，

て，

　　　　嬬一ぱ＋ε膓　　　　　　　　　　　・………一・（5・2・10）

ここで，

　　　　嚇一蟻・ち　　　　　　　…・・……・…（・・2・・11）

とすれば，％＊はGumbel分布（パラメータ（0．1））に従うことになる。

　したがって，式（5．2．5）は，結局

　　　　P％（1）－P・・b・（・v、n＋・、n≧Vn＊＋・膓）

　　　　　　　－P，。b（罐一ε、n≦V、n－・Vn＊）　　　　　　・…・一…・（5・2・12）

となり，これは（m）の性質よりε’＝ε膓一εlnにすれば，

　　　　k（1）－　1　　　　　　　　　…・…・・……（5．2．13）
　　　　　n　　1＋θピー㌦

と変形されること1，なり，次式のように最終的にはM。lti。。mi。I　L。git　m。b，1力瀦されるご゜）

　　　　　　　　　　　　　eVin　　　　　e「ln
　　　　∴bn（1）＝靹、醐＝，．1、み　　’”’’’’’’’’’”（…4）

　以上の誘導においてロジットモデルの数学的性質を大きく規定しているのは，いわゆる1．　LD．（in－

dep飽dent　and　identi　cally　distributed）の仮定とそれに関連するスケールパラメータwについての前

提条件であり，前者は赤バスー青バス問題（the　red　bus／blue　bus　Prob1㎝）として，そして後者はそ

の問題を回避するためのNested　Log　it　mode1の導出問題として議論されている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　31）
　赤バスー青バス問題の議論は，D．　Luce（1959）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　による心理学における選択行動理論の「無関連代替

案の独立性（indePendence　of　irre　levant　altemative）」の公理と呼ばれる1．1。Aの性質が，ロジット

モデルの構造式が満足するものであることに対しての，そのパラドックスとして登場してきたものであ

る。すなわち，ロジットモデルにおいて2モード間の選択確率の比をとれば，

　　　辮一叢　　　　　一・………・（5・・…15）

となり，モードiとモード」以外の代替案に無関係に選択確率比が決められるため，例えば，まったく

同一のバスを色だけを塗り分けて，種類を増やしただけでも選択確率が変化してしまうという矛盾が生

じるのである。これは，確率効用における確率項が互いに独立で同一であるとする仮定から派生する問

題であるが，代替案間の類似性に関する評価の方法があれば回避できる問題ででもある。また，1．1．D

の仮定を緩め，確率項に共分散を有する多項正規分布を仮定することによってProbit－mOdelを誘導する

ことで解決をはかることもできる。

　次にスケールパラメータwについてであるが，これはGumbel分布の性質（（Dの性質）からわかるよ

うに分散に関係したものであり，この点に着目した拡張をはかったの坑Daly＆Zachary（1978）32），

McFadden（1978）33）によるNested　Logit　model（NL）である。このNLモデルの考え方については，

それぞれの研究者によって若干表現方法が異っているが，ここではDaly＆Zacharyによる定式化の概略

を示しておくことにする。

　今，r個の代替案からの選択を考えるとき，最初のs個（1，…，s）の選択と後の（r－s）個（s＋1，

…… Cr）の選択に大別することにし，次式で示される階属的な選択構造を仮定する。　U’を最初のS個

の代替案のもつ確率効用を束ねたときの確率効用として，

ノ「or　1≦元≦s

P・（∫）－P鋤｛U」≧u、，巧≧u2ド…巧≧Us・9勿，。σ’≧Us．、，ひ≧阜、ヂ…

u2Ur｝

一P励｛〔ク≧Ul，［ク≧u2，…，〔ク≧Us｝・P励｛ぴ≧〔』、，ぴ≧u，＋、い・・，

σ’≧〔／r｝

一η（v、，v2’…，Vs）・q（v’，Vs＋、，臨2，…，Vr） ・・・・・・…
@ny－・　（5．2．16）

for元≧s＋1

P・（ノ）一酬巧≧σ’，巧≧u。、．一、・巧≧Us＋，，…・巧≧σ，｝
・・一■・・・・・…

@　（5．　2．17）
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　ここで，確率効用（Uv　U2・…，Us，　Us＋1，…，Ur，　U’）について，次の3つの性質があげられる塑

　　　（1）E（Uti　一　Uk）一珍一鴇　　fo「011元・々

　　　（2）E（u’－Ul’）＝＝V’一巧　　　for　a”」

㈲一）一
ｧllll：∵こ

この第3番目の性質は，通常のMultinornial　Lqgit　modelで1ま，スケールパラメータwがw＝λ＝〃となって

いたものが拡張されており，代替案集合のうち類似性の高い部分集合とそれ以外に区別した扱いとなっ

ていることを示す。

　したがって，式（5．2．16）および式（5．2．17）は，次式のように書き表わすことができる。

　　　　　　　　　s
v・一

?・々≧、exp（AVk）

η（v、・v、・…，Vs）一竺（λ巧）

　　　　　　　　　虐、exp（aVh）

q（y’，Vs＋、，阜，’…，Vr）一
exp（vv’）

より

　　　　　　ア
exp（vv’）＋々ユ、exp（”Vk）

　　　　for　1≦」≦s

　　　　　　P，σ）一．≡＿．　exp　（　v　V’）　　…………．．（，．2．18）
　　　　　　　　　　　s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ア
　　　　　　　　　　々≧、exp（vVn）　exp（vv’）＋々三、exp（vVn）

　　　　for　j≧s＋1

　　　　　　P，（」）－　exp（・”・Vy）　　　　　…．…．……．（5．2．19）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　r
　　　　　　　　　　　exp（vv’）＋』乙1励（％）

　したがって，ここでの重要な考え方の基本は，選択構造の記述の上に条件つき確率の考え方を用いる

ことにより，選択肢集合を絞り込んでいること（すなわち，Pr（X）＝Pグ（xlB）・Pr（BlA，B）の形となっ

ていること）と代替案間相互の類似性（similarity）の指標としての役割を果たすスケールパラメータ
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（a，v）を明示的に取扱っていることの2点であるといえる。

　一方，McFadd㎝（1978）33）の考え方においては，当初は前者の条件つき選択構造だけから出発してい

る。すなわち，彼の扱った例題としての住宅立地に関する選択問題では，住居地の選択（con㎜ity　l

c＝1，…，C）とそこでの住宅タイプの選択（dwelli㎎：n＝1，…，Nc　in　community　c）について

条件つき選択構造を仮定し，効用の確定項Vcnを次式のように分離できるものとみなしている。

　　　　Pcn　・・　Pn　l　c・Pc　　　　　　　　　　　　　　　　　　……………（5・2・20）

　　　　Von＝β’Xcn＋α’Yc　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・…　　（5．2．21）

　　ここで，Vcn：居住地Cで住宅タイプnの代替案のもつ効用の確定項

　　　　　　Krn：居住地および住宅タイプの両者に関する説明変数

　　　　　　Yc　：居住地にのみに関する説明変数

　　　　　　Ct，β：ノNeラメータ

　ここで式（5．2．21）で表わされる形式をもつ効用について式（5．2．20）の選択構造をあてはめると，

Pn　l　cおよびPcは次のように書くことができる。

　　　　P。1。一一iil’12P（llV・・Lm）＝＝凡卿為勿）　　　……………（5．・・．・22）

　　　　　　　　　Σ’exカ（Vcm）　　　Σexp（β’Xc〃2）

　　　　　　　　　　　　　　　　ne＝1　　　　　　　　権＝1

　　　　　　　　y・xp（v，m）　・xp（・’Yc）［γ・・カ（β’x、m）］

　　　　　　　　n－－1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n‘－1　　　　Pc＝、繊ρ（bU）＝、』剛患ψ（B’x、m）］……（5’　2’　23）

　ここで，次式で定義される包括的合成値（inclusive　value）Icを導入して変形すると，次式のよう

になる。

　　　　・c－ln［rVcη三1exp（β’Xcm）〕　　　　…・・……・…（5．・・．・4）

　　　　Pn・c一θ幼霧浩）　　　　　・・一……（一）

　　　　　　　　exp（α’Yc＋lc）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・…　一一・・・…　一・　（5．2．　26）　　　　Pc＝
　　　　　　　c　　　　　　　己、exp（α’Yb＋lb）

　したがって，まず式（5．　2．22）によってパラメータβを推計し，次いで式（5．2．24）のIcを求めておき
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そして式（5．2．26）に代入してパラメータαを推計するという段階的な手順によって，居住地と住宅タイ

プの同時選択（joint　choice）をより効率的に同定化することができることになる。そして次に，このよ

うな考え方を基礎として，まず，実証的な拡張のため式（5．2。26）を新たなパラメータを導入して次のよ

うに変形することを考えたわけである。

　　　　Pc－。εκク（α’Yc＋（1＋a）lc）　　　　…・・……・…（5・・…27）

　　　　　　bE、exp（・’Yb＋（1－・）lb）

　この式（5．2．27）および式（5．2．25）で示されるモデルがMcFaddenのNested　Log　it　mielと呼ばれ

るものの原型である。

　そして，式（5．2．27）で示された変形は，この段階では新しいパラメータの導入という意味づけしかで

きなかったわけであるが，Mc　Faddenは，より一般的な表現方法として，確率効用を規定する確率項の多項

分布に関する一般形を導入したG．E．V（Genera1　iZed　Extrerrre　Value）mOdelの検討を通じて，この新た

なパラメータが，G．E．Vモデルの関数の特定化によって理論的に整合するものであることを示した。す

なわち，G．E．V．　rrK）delでは，多項の確率項の分布関数は，

　　　　F（ε1，……，εノ）一　exP｛－G（e一ε1，・e”ε2パ・…・，e一εJ）｝

で表わされ，そのときの選択確率Piは

，Pi一θ橋句φ，れ・一・，eVJ）ノG（eV’・……，　eV2）

・・・・…
@一・◆◆…　　（5．2．28）

・・・・・・・・・・・・… @（5．2．29）

　　　　　　Gi（eVi，　eV・　，・・…・，…J）一∂G（θ≒1元”，　eVJ）

　　　　P、n　一　eVbr｝／’一σ・［謹、eV・m／・一・］踵、｛譜・協1－・｝’t　…一・・…・・（5．・．・・）

ここで，PcnとPcおよびPn　l　cとの関係をみれば，

PC一
m。一［嵩・〆一σ］1’σ／、ξ、｛謹、・醐一σ｝1一σ

・・・・・・・・・・・・…
@　（5．2．　31）

与1、一醐。一・W1一σ塔、・〆一σ
”°・・・・・・・・・… @　（5．2．　32）
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となる。そしてVcn＝β’Xbn＋α’Ycであるとき，さらに次のように変形される。

すなわち，・c一川寝・w1一σ］と置く・とにより

Pc－eb’Y・’K・”σ）lc／、S、ea’・Y・＋（1一σ）lb

厄1、一ゾレ1一σ／eh

’’’’”・・’・一一… @　（5．2．33）

・・… @一・…　一・・（5．2．34）

　したがって，前述の式（5．2．25）および式（5．2．27）にて表わされるNL　modelの形式は，式（5．2．33）

および式（5．2．　34）の結果より，G．E．V．　modelの関数Gの特定化の1つとして包含されることがわかる。

ただし，Da　ly＆Zacharyの導出と異なり，　Mc　Faddenの導出は，　G㎜bel分布の諸性質に拘束されない

一般的表現を可能にしている点では評価できるが，新しく導入されたパラメータ（1一σ）の意味づけに関

しては，明確な解答を期待するものでなくむしろ選択構造を段階的に記述する上での実用的なパラメー

タとしての役割を有するものと解釈される。

　ここでは，非集計モデルの中で代表的なMNL　mα1e1およびNL　modelの2種類について，まず両者

に共通する一般的な前提条件を明らかにするとともにその基本的な考え方を示した。これらモデルのも

つ諸性質については，その導出過程の紹介の中で議論されてきたわけであるが，そこでの重要な論点を

以下で整理しておこう。

　①確率効用を構成する確率項に関して，多項ロジットモデルでは，1．LD．のもとでGumbel分布と

　　いう極値分布を仮定し，一方，Nested　Lqgit　rnodelでは，選択構造の選択treeという階層性を仮

　　定することによって，各段階ごとには互いに独立で同一のGurmbel分布に従うことになるが，代替

　　案間類似性から分けられた選択treeの上位・下位ではそのときのスケールパラメータ値を変更して

　　いると解釈できる。

　　　まず，この極値分布（Gurnbe1分布）を用いている根拠については，もっぱらモデルの特定化にお

　　ける簡便性があげられており，多項ロジットモデルの導出過程で用いるGumbel分布の諸性質の有

　　用性が採用される大きな理由といえる。しかし，個人の行動理論上の仮説として意味づけられるも

　　のでなく，ロジットモデル自体のもつ一般性に限界を投げかける仮定といえよう。したがって，確

　　率効用理論にもとつく立場をとる限り，より行動論的な記述モデルを目指すならば，結局，パラメ

　　ータ推計の結果得られたモデルの適合度より，取扱った選択問題に対する諸仮定の妥当性を吟味す

　　ることで，始めてモデル同定化の中での行動論的記述の評価を問うことになるものといえる。

　②　多項ロジットモデルでは，1。1．A；特性を満たすため，それが新しい代替案の導入に関し利点とな

　　る場合と代替案間の類似性が高いときに欠点となる場合の両刃の剣となっている。もともと1．1．A
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　　特性は，上述の経済学的ラレームでの議論というよりLuce（1959）の心理学的選択行動理論にその

　　由来があるわけで，そのときには以下に示すようなst「ict　utility　modelが導出されている。すなわ

　　ち，Luceの1．1．A．公理を数学的記述として次式で書くと，代替案a，b，c，…に関して，

　　　　P・n（ala・b）－P・・（al”・b’c・’”）一σ（鰯，㌔）　　　……．．＿．（5．2．35）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σ（Sn　，　Xb）　　　　　　　　　　Prn（b　l　a・b，c，…）　　　　P・n（bl°・b）

となり，この効用をu（8〃靭一exp［v（s・，）b）］と書き表わすことにし，ゴ三、P・n（i）＝1の条件

から次式を得る。

　　　　　　　　　eV（s・・Xt’）

　　　　P％ω三ハ考）　　　　　…’…’（5・　2・36）
　　　　　　　　　フ

式（5．2．　24）にて表わされるstriCt　utilityによるロジットモデルは，確率効用を前提とせず，すなわち，

確率項の分布形に関する前提をまったく考えない場合といえる。したがって，Random　utility　model

としてのロジットモデルにおいて，その中のLI．Dから導かれるモデル式が1．1。A公理を満たすからと

いって，逆に1．1。A公理の問題を確率論の中だけで解決すべきではなく，むしろstrict　utility　modelに

おいても関係する問題であるのだからモデル式の形式のもつ数学的性質として考えていくべきであろう。

例えば，前項で紹介した宇野（1983）による経路選択モデルの一般式は，各経路の分担率比に着目し関数

方程式論より以下のようになる。

　　　五≡f（x，コ）　　　　　　　　　……一…（5．2．・37）
　　　　Pゴ

　　　　　ここで，分担率比は，Xはルートiのルート特性値ベクトルおよび，

　　　　　　　　　　　　　　　yはルート」のルート特性値ベクトルの関数fで定義される。

　　　　　　　　　　eG（x）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’’”…’”・”…　（5．2．38）　　　　f（x，y）＝
　　　　　　　　　　eG（ッ）

　これは，式（5．　2．35）に示される1．1．A．とまったく等価な性質をこのモデルが有していることを示す

ものであるが，そのモデル導出にあたっては明らかに確率効用理論とは無関係であり，むしろ分担率比

が当該2ルートのルート特性値のみの関数であるとしていることが，これらの結果を招いたものと考え

られるからである。

　③NL㎜de1に関して言えば，　MNL　modelにおける1．1．A．特性を緩和すべく代替案間の類似性に

　　よって選択肢集合を束ねて考えようというものであり，その際選択構造における階層性（hiera－

　　cha　l　choice　structure）を仮定している。

Daly＆Zacharyの考え方に従えば選択treeの各段階において異なるスケールパラメータを設定するこ
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とによって，代替案間の類似性に着目したモデルの同定化がはかられており，また，McFaddenは，より

一般的な表現方法としてG．E．V．　modelの中の関数Gの特定化の中

で同様な階層的選択構造に対応した新たなパラメータの導入を行

っている。

　Daly＆Zacharyの考え方を簡単な例題によって示すと，図5

－2－1のように，車・鉄道・新交通システムの3モードの選択問

題を考えたとき，MNL・rrpdelでは（a）図のようにスケールパラメ

ータは同一のωが設定されているのに対して，NL　modelでは（b）

図のように，上位の選択としての車・マストラにおけるスケール

パラメータVと下位の選択としての鉄道・新交通システムにおけ

るスケールパラメータλの2種類が設定されることになる。ここ

（a）

・人

（1）　（2）　　（3｝

車　鉄新シ
　　　　＿一ス
　　　　父＿
　　　　　ア
　　道　通ム

　　［MNL］

（b）

　（1）　（2）　　｛3）

　車　鉄新シ
　　　　　＿一ス
　　　　　父＿
　　　　　　ア
　　　道　通ム

　　［NL］

図5－2－1

での考え方は，車とマストラとの二項選択において，それぞれの代替案の確率効用を規定する確率項の

分布は，互いに独立で同一のGumbel分布（パラメータ（O，v）），そして，鉄道・新交通システムの場合

には，やはり互いに独立で同一のGumbel分布（パラメータ（0，a））に従うと仮定されていることにもとつ

く。ここで車が選択される確率Pr（1）は，

　　　　Pr（1）＝Prob（Ul＞ノレlczx（U2，U3））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・…　　（5．2．39）

であるが，砕物・（U、，U3）の中の確率項・・は，・umbe1分布の性質ωよりパラメー・は（1　ln

（θち＋θ尾），λ）＝（V＊，λ）となる。したがって，げ＝V＊＋ε＊とおけば式（5．2．　39）は，以下のように

書き表わすことができる。

　　　　Pr（1）＝Prob（Vl＋ε1＞V＊＋ε＊）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・…　（5．2．40）

今，ε1はパラメータ（0，ω）のGumbel分布そしてε＊はパラメータ（0，R）のGumbel分布に従うから，

そのMax（ε1・ε＊）の従う分布のスケールパラメータをりとすれば，式（5．2．　40）はGumbel分布の性質｛lii）

より次式に変形される。

　　　　Pr（1）－1．EfU、（…ri）一〆㌫　　　…・・…・……（一）

　　　　　ここT，・＊一十　ln（eλV2・♂ら

したがって，各モードの選択確率は，結局
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Pr（1）＝＝

evVi

e・「1　＋［ezv2＋♂舛

P・（2）一 ﾇ鶏1］‘・
e2　「2

1
一

上λ

］
％λ

　θ　十

％λ

　θ

［
％λ　θ

P・（3）一 ｳ纂］チ・

ezv2＋ezv3　θ焔＋［eAV2＋eRV3］K

eRV3 e2v3［eRV2＋eAV3］K－・

…　（5．2．42）

♂筥♂％　ey「1＋［♂㌢♂勺景

となり，・，・のうち，・－1とし，・一
gと置きかえれば，前述の…ad…のG・・．・．・m・d・1の中

から導出されるNL　modelのタイプと一致する。したがって，　Daly＆Zacharyの考え方もMcFaddenの

考え方も，その表現上のアプローチにおいて若干の相違が見られるものの，極値分布の性質を用いるこ

とで両者の関係の整合性を保つことができると考えられる。ただし，ここでのスケールパラメータのう

ちvは，選択treeの中で束ねられた上位の選択段階では仮想的に設定されたものであり，その値は本来，

ωやλと独立ではないはずであり，その点がモデル式の導出にあたって明確に議論されていない点が問

題として残されている。ただ実用上は，これらのパラメータは他の説明変数に付与されるパラメータと同

様に推計されるため不問にされる場合が多い。

　なお，McFaddenのG．E．V．　m（Xielの開発は，確率効用理論にもとつく，いわゆるロジットモデル族に

関する一般的表現として評価されるが，同様の展開としてWilliams（1977）34）によっても関数形の＿般的

表現の体系化の形で行われている。さらに最近では，Anas（1983）によってロジット型のモデル式の意味

づけのために，他の角度からの導出により等価性を議論していく動きを見られ，確率効用理論とそれに

関連する微視的アプローチの接点考が進められている。こうした段階に至った場合，前述の宇野（1983）

の研究のようなモデル式の数学的導出が大きく評価される状況にあると考えられ，その理論的展開が期

待されるといえよう。

　②　交通需要分析における非集計モデルの位置づけ

　ここでは，非集計モデルが交通需要分析の中でどのように位置づけられるかを考察してみよう。これ

は，前述のモデルの基本的な考え方への理解とともに，非集計モデルの同定化（Calibrati㎝）手順およ

び実際への適用における関連作業などに関係してくる議論であり，結局モデルのもつ特徴と問題点の両

者を慎重に吟味していくことから始めなければならないであろう。

　まず，非集計モデルの登場した歴史的経緯が本章の概説で述べたように集計モデルとの対比にあるこ

とを考え，その観点から非集計モデルの特徴と問題点を明らかにしておこう。
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　佐佐木（1982）35）は，従来の集計モデルがゾーンを単位として集計した扱いを行っていることに対する

問題点として，以下の諸点をあげている。

　　　①内々トリップに関し，その推計においてゾーンの大きさが大きくなればなるほど問題となる

　　　　　場合がある。

　　　②　OD交通量の保存則がゾーニングの変更により原則として成立しなくなる。

　　　③　発生・吸引量推計ではゾーン特性を主な要因として取上げるため，個人属性が比較的無視さ

　　　　　れがちである。

　　　④　交通需要推計に用いられる諸指標がゾーン平均値であるため，精度の上でどうしても不十分

　　　　　な場合が生じる。

　　　⑤段階的需要推計法において，各段階間の整合性に関してModal－Splitのプロセスが最も矛盾

　　　　　が生じ易い。

　これらの問題のうち，①②はゾーンの単位を極限まで小さくして，これ以上分割できないところまで

細かくすればよい。このときおそらくその最小単位は個人の住居や事務所となるであろうから，その意

味で非集計モデルはゾーンの分割をその極限まで行ったものと解釈できるかもしれない。③は，交通の

主体としてのトリップメーカーに着目したアプローチが必要といえ，例えば，個人属糊1」モデル構築あ

るいは個人属性を要因として取込んでいく方法などがあろう。④⑤は，個人の行動選択に関する理論フ

レームの準備が必要であり，行動論的アプローチの導入による対処が望ましい。そして，佐佐木（1992）

は現在の非集計モデルが上記の問題点をすべて克服するものとして，集計モデルにとって代るものと位

置づけることの危険性を次のような観点から指摘している。すなわち，もし従来の段階型推定法に代る

非集計モデルによる需要推計プロセスを考えてみると，図5－2－3に示すようになり，pureな非集計

モデルの適用プロセスでは，個人属性別の住民の分布および点としての土地利用予測が必要となる。し

たがって実際上そのような予測は不可能であるから，個人属性を十分考慮した形でできるだけ小さなゾ

ーンを単位とした土地利用予測を前提として推計するのが現実的といえる。そのためには，非集計モデ

ルにおけるサンプルと母集団との関係を調査時点において十分対応づけておく必要があるため，現況分

析の上で鞭が如何限好であ。ても長期的予測には適さない場合が多いと言わざるを得ない．36），37）

　そして，非集計モデルの適用が有効と考えられるのは，比較的狭い地域における短期的交通政策（料

金値上げ，交働一ビスの改善など）の影響評価分析であろう〉というのは，まず空間的制約として

対象圏域が広くなければ，それだけ層別化された個人のサンプルの抽出率を高める必要から多くの情報

を取扱うことになり，インプットデータとなる種々の説明変数の抽出・入手方法に関しても膨大な作業

量を伴うからである。また，非集計モデルとして原則的には個個人のもつ代替案集合（choice　set）のもと

で，実際に選択した代替案に関する諸量だけでなく，その選択において比較対象となった“影のノレート”
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〔純粋（pure）な意味での非集計モデノv） 〔従来の段階的推定法〕

個人属性別の庄民の分布

交通目的ごとに各個人の行く先地の決定

　　↓

（集計化）

ゾーン別廃生・

吸引OD交通量

〔非集計モデル〕

手段選択
ルート選択

ゾーン別個人属性別

人口分布

ゾーン別の

土地利用

ゾーン別個人属性別

の行く先地の決定

手段選択・ルート選択

（集計化）

図5－2－3　集計・非集計モデルによる需要推計プロセスの比較

に関しても同様の情報を必要とする。そのため，空間的に広い地域においてはこの代替案集合の設定が

難しく，また，影のルートの情報収集にも大きな労力が必要となり，非集計モデルの特徴としてあげら

れる簡便性などが保つことができなくなってしまうのである。第2の理由としては，予測時点が短期で

あれば集計化において，個人サンプルとゾーン等によって集計化する際の母集団との対応関係を現況の

まま用いることができ，予測精度もある程度確保できるからである。もし長期的な予測に適用すること

を考えるならば，当該地域にどのような属性をもつ個人がどのように分布するかをあらかじめ知ってお

く必要があり，そのためには，何らかの集計化されたゾーンを単位とした土地利用予測のサブシステム

をパイロット・サーベイを通じて構築をしなければならない。しかしながら現在の段階では，こうした

長期予測を念頭に置いたAggregation　problemの解決策は不十分であるため，非集計モデルの長期予測

への適用は，その予測精度を議論する時期でないと言わざるを得ない。第3の理由は，前二者と異なり，

積極的に非集計モデルの有効性を生かそうとするもので，交通政策評価分析モデルとしての特徴である。

すなわち，料金値上げとか端末サービス水準の改善といった交通政策についての的確な評価のためには，

基本的には当該地域における個個人の選択行動指向の把握にもとつくものであることが望ましく，個人

の選好特性を容易に導入できる非集計モデルの利点を生かすことができるからである。

　非集計モデルの適用例においては，こうした短期的交通政策の評価問題（とくに手段選択に関するも

の）が最も多く，それら実証的なケース・スタディを通してモデルの同定化・将来推計方法などが盛ん

に議論されている。その際以下のいくつかの視点に立った諸検討が不足していると思われ，今後の重

要な検討課題といえる。
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　①多くの適用例においてモデルの同定化に主眼が置かれてしまうため，現況分析的検討もサンプル

ベースの議論が多く，いわゆる集計レベルでの推計精度ならびに適合性に関する考察が不足している。

最近においては，桐越・塚本（1983）co）によって選択確率に影響を及ぼす効用値の分布特性データサイ

ズ，集計化の方法などの要因に関してシミュレーションテストによる検討がなされるなど，集計化問題

への実用的な解決方法が試みられている。

　②手段選択問題を取扱う場合，個人単位の選択行動における合理性の前提が非集計ロジットモデル

において仮定されているわけであるが，そのこととゾーニングに集計して考える従来の集計モデルにお

けるCaptive層／Choice層といった制約下の手段選択との関係が明確にされていない。都市域の手段選

択に関する従来の諸分析結果からいわれるように，制約下の手段選択を強いられている場合は大きく，

こうしたCaptive層を無視するわけにはいかない。非集計モデルの立場から言えば，選択行動原理とし

てはあくまでも合理性（効用最大化）を仮定しており，個人属性要因の導入によってそれらの諸制約の

影響を反映できるものと解すべきかもしれないが，その具体的な表現方法に関しては未解決な部分が多

い．この問題1・関してはG。udry＆エ㎏。nai、（1979）41）’42）によるD。git、m・d。1に導入されたパラメータ

が個人にとっての各代替案のもつCaptiveな性質を表わすものとして検討が進められている。この

Dog　it㎜delは，もともとは1．1．　A．問題に対して，研究者が1．1．A公理にゆだねられる部分とそうでない

部分のどちらを選択行動のモデル化の際に優先すべきかというジレンマを避ける（dogde）ものとして定

式化されたものであり，次式によって与えられる。

　　　　　　　eVi＋口θ弓

　　　　Pi＝（　　　ノ1＋膓θ」）ダ　　　　”…’’”（5’　2°　43）

ei≧0，（i＝1，……，め：各代替案のもつパラメータ

今，この式中に用いられるパラメータeiを意味づけるため，次式に書きかえることにする。

Pi－

堰EtFIIiiiiEe」・（eVtE　eVjフ）・1キら

・・・・・・・・・・・・… @（5。2。44）

　上式は，St㎝e（1954）の消費者選択行動理論におけるMarke　t　Share　Imdelとして解釈すると，消費

　　　　　　　ei
　　　　　　　　　　の割合だけは，第i番目の財についての強制的あるいは基礎的不可欠な（Com一者は，まず
　　　　　　1＋骸

P・1・’ve）欲求充足のためにその価格（効用）に関係なく費やす・・とを考え・次・磁りの1－
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一1・
奄Sの割合が自蜷な（d’sc「et’°na「y）　metRにまかされることになり・それらCま各財（代替

案）の効用によって，eVi／EeVjの割合で第i番目の財に費やされることになる。なお，こうした解釈

は，，㎝．A、、va（1977）も．Lており，また，　H㎝。h。，（1982）43）C、その他の改良された。ジ。，モデルと

しての飽和型（Saturated）モデルあるいは偏平型（CorXpressed）モデルがDogit　Imdelと等価であるこ

とを示している。

　このような手段選択における重要な問題の解決にとって，非集計的アプローチがどの程度有効に機能

するかといった観点から，さらに理論的考察が進められなければならないであろう．44）

　5－2－3　トリップチェイソ的アプローチによる手段選択モデル再考

　交通需要分析におけるModal－Splitの問題では，トリップ単位からのアプローチは非常に精力的に行

われており，集計弓榛計を問わず数多くのモデル開発および諸議論がなされているが，トリップチェ

イン的アプローチからの手段選択の記述と予測に関しては，それほと研究例が豊富にあるわけでなく，

そのほとんどがマルコフ連鎖モデルに属するものであると考えられる。そこで，ここではこのマルコフ

連鎖モデルの概略を紹介するとともに，手段選択問題に対するとらえ方について議論していくことにす

る。

　トリップチェインにおいて交通手段選択を取扱った例としては，Sasaki（1971）45）による吸収マルコ

・連鎖を用い相動車トリ。プ追跡モデ，L・ll，・あり，それはその後K。nd。（1974）46！近藤（1977）47）｝・よ

って拡張・改良されたトリップチェインモデルのプロトタイプとなっている。その他のマルコフ連鎖

理論にもとついて手腿択問題を扱・たものとしては，　Lerman（1979）48）が，目的地・手段の同時猷

を非集計ロジットモデルとマルコフ再生理論の両者の結合によってモデル化を試みた研究などが見当た

るぐらいで，トリップチェインにおける手段選択に関する問題は未解決なまま残された部分が多い。こ

こでは，手段選択を扱ったマルコフ連鎖モデルの紹介に入る前に，まず，吸収マルコフ連鎖モデルの概

略を明らかにしよう。

　従来の吸収マルコフ連鎖モデルは，　状態空間としてトリップ目的を取上げ，その目的連関の形で

状態遷移を記述しようというものである。このときの遷移確率は，吸収状態（Absorbing　state）と過渡

的遷移状態（Transient　state）の2つに分けて次式にて表現される。49）’50）

　　　　　　　　IiO
　　　　ρ＝k’’’”÷’’’’”）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一・・・・・・・・・・…　（5．2e　45）

　　　　　　　　1～iY

　　ここで，Y：過渡的状態間遷移確率（m×m），　R：帰宅確率（m×S），∬：単位行列（S×S）

　　　　　　0：ゼロ行列（s×m），　m：過渡的遷移状態の数，　　s：吸収源の数である。
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　今，この遷移確率Qがn乗されるときに得られる過渡的状態間遷移確率Ynは，今考えている過程が

ある過渡状態（i）を出発してnトリップしたときにある過渡状態（∫）にいる確率を示しているので，無

限回の遷移の中でそれらを加算してやれば，次式で示される吸収マルコフ連鎖の基本確率行列が得られ

る。
　　　　J＋Y＋Y2＋”一■”＋Yn＋’’’’”＝（1一γ）－1　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・…　一一一■・・（5．2．46）

この行列の↓，元要素は，iから出発したマルコフ連鎖が吸収源にはいってしまうまでに，何回状態ゴを

通過するかという過渡的状態にいる回数の期待値である。したがって，今吸収源をH．B．（ホームベイス）

として過渡状態は帰宅目的以外の各トリップ目的を対応させた吸収マルコフ連鎖を考えて，それを無限

回遷移させるものとすれば，家庭から各目的で出発したトリップが家庭に帰ってくるまで各目的を何回

行ってきたかを知ることができる。

　吸収マルコフ連鎖を用いてトリップチェインの記述を行うためには，これまでの議論をゾーンの次元

を付加させて行う必要があり，そのために状態遷移も，トリップ目的間の連関とゾーン間の移動の両方

から成るものに拡張される。このときのモデルの概念図を図5－2－4に示し，それに関連する諸量と関

係式は以下のようになる。

　まず，説明をわかりやすくするためにトリップ目的をa，b，cの3つと仮定し，ゾーン数をnとすると

第iゾーンの目的別第1トリップ発生量はAa，Ab，ACとして，次のように記述することにする。

Aa＝（A9，イ，一・，写……’場）

Ab－（A？，4b，……・イい・・…’魂）

AC－（Af，4c……・，A6，・右…・’場）

｝

・・・・・・・…
@■一…　（5．2．47）

　　　Aa
　　　　　A㌦）（3・3n）A－（

　次に，行列Aに従って第1トリップをある目的で出発した人は，以降は吸収マルコフ連鎖に従って遷

移すると仮定するとき，次式で示される状態遷移確率とゾーン間遷移確率をもつ。

Q＝

1iO　O　O

㌃i』Yab　Yac

「bi乃αYbb）bc

「ciYca　Ptcb　Ycc

一［矧
’’’’’’’”・一… @（5。2．48）
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　ここでYを目的間遷移行列，

　　＊
はY，Rに次元が拡張される。

＊

Y＝

（初期状態）n＝1

A：ゾーン別・目的別

　第1トリップ発生量

目的別
　　　　　　　　　　L
第1トリップ生成原単位

目的別ゾーン間遷移確率

m＝｛pm｝

第nトリップ
目的別ゾーン別　　Vn

着トリップエンド数

　　　　　　　　　　目的連関行列

　　　　　　　　　　　　（R，Y）

　　　　　　立ち回り　　Lk

　　　第nトリップ　　　　　　第nトリップ
　　　目的別ゾーン別　　Un　　　帰宅トリップ数

　　　発トリップエンド数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ベイス

図5－2－4　吸収マルコフ連鎖の概念図

Rを帰宅ベクトルと呼び，ゾーン間移動に対応できるようにγおよびR

yua　　i物　　i　Yac

　　Yaa　i　Yab　i　Yac

Yba　　ihb　　i乃o

　　乃αi　乃b三　　物

Yca　　iYcb　　iyec

　　Yca　i　Ycb　i　Ycc

　　　　　　　　　（3n×3n）

「a

「b

「c

（3n×の

・・・・・・・・・・・・… @（5．2。49）
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なお，ゾーン間遷移確率Pは，トリップ目的別に次式で定義され，各トリップの目的が決められた後

にゾーン間移動として着エンドがこの行列Pを乗じることによって求められ，この手順をゾーン間遷移

目的連関の形で繰返されることによってトリップの追跡が行われる。

　　　　　　　　　　　　　　　堵…磯i　　　i

　　　　　　　　　　　　　　　％…場i　　　i

　　　　　　　　　（3n×3n）　　　i　　i鵬・”暗

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三　　　…瑞…％

　そして各トリップ目的別に着ゾーンあるいは着目して集計することにより，

量は次式にて求められる。51）

　　　　γ＿AP（1＿↓P）－1

トリップ目的別発生集中

・・・・・・・…
@一…　　（5．2．　51）

　　　　　　　　　　　　　＊　　　　　　＊　　　　U＝ノ4＋AP（1－Y』P　）－1Y　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・一・・・・・・・・…　　（5．2。　52）

　以上の基本的な吸収マルコフ連鎖モデルは，トリップチェインの大きな性質の一つであるトリップの

連鎖性を，トリップ目的連関の観点からとらえ，これを状態遷移行列（目的連関行列）を用いて表現し

たものであるが，Sasaki（1971）およびKondo（1974）はさらに機関分担プロセスの導入を試みた。まず，

Sasaki（1971）の提案したモデルにおいては，自動車利用トリップの追跡を目的として，ゾーン間遷移と

目的連関の状態遷移とモード連関の関係を次式のように仮定することによって機関分担を実行させよう

とした。

　　　　㍗一㍗’φ噺劣　　　　　　　一……・…（5・　2・・53）

　　ここT，㍗・目的ntで」・L・を出発するものの・u・・利解

　　　　　　㍗’・目El9・mで元ゾーンに到着したものCD・aut・利用率

　　　　　　φmm，：目的連関〃2→m’に対応してひきおこされるauto利用率の変化率

　　　　　　吟・φバ紗㍗とは成り立たな1・ため，・噺炉㍗ぽを満たす¢mmC

　　　　　　　　　　吻を定義することにし，吻はゾーン元に固有な調整係数である。
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　したがってこの考え方は，図5－2－5に示

すように，ゾーン間遷移はパーソントリップ

のゾーン間遷移行列P・＝｛pm｝が用いられ，

その中の自動車利用分担を，各ステップにおけ

るゾーン間移動後の目的連関に伴う自動車利

用率変化という形でとらえようというもので

ある。これは，従来のモーダル・スプリッ

トモデルの分類から言えば，ゾーン間遷移の

あとに機関分担が位置するので，その意味で

1st　trip

Blse（喝）
㌘（　／

2nd　trip

’（w擢）

　1

　1
　｜

　t

　mS〆α‘

図5－2－5

　　」

、　　　1ノ
、、，イ
¢mm’l

　　　I
　　　ヂ

自動車トリップ追跡のための

吸収マルコフ連鎖モデル

k

はPost－distribution　typeに分類されるわけであるが，そこでの主な仮定は以下のとおりである。

　　iD　目的連関は一様な吸収マルコフ連鎖をなす。

　（ii）交通機関は1トリップ1モードという代表交通機関の考え方に従ってとらえる。

　｛m　ゾーン間遷移はパーソントリップのゾーン間遷移確率を用い，状態遷移の各stepに関係なく

　　　一様である。

　｛M機関分担は，目的連関に伴う自動車利用率の変化という形でとらえることとし，それは目的連関

　　　に伴う平均的な自動車利用率の変化率とその発ゾーン固有の調整係数によって表わされる。

　次に，このモデルの拡張とトリップチェイ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ynvn’
ンにおけるより一般的な手段選択の記述を試　　　　　　1st　trip　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2nd　trip
みた近藤（1972）E2）…d・（1974）53）・D研究例B |㊨，砲！2’・（耐～禰

を紹介しよう・ここでのモ臓造の特徴は @Il　、」ノ　　k
自動車トリ・プの追跡だけでなく，すべての

モード連関を同時に表現しようとすること，　　L、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」μ　z：
およびモーダル・スプリットの形式としては

Pre－distribbution　typeの体裁をとっており，　　　図5－2－6　目的連関に伴うモード連関を考慮

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　した吸収マルコフ連鎖モデル
モード別にODパターンが異っていることで

ある。すなわち，図5－2－6に示すように，ゾーン間移動については目的別モード別のゾーン間遷移確

率1timsを定義し，また，モード連関は目的がmからm’に連関することに伴うモードの連関S→S’を次

式のようなモード連関遷移行列ρ”％ど考える。
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mm’
Q　　＝

4㌘’

4㌘’

4㌘勿’

4㌘’……4㌘’

4㌘’……4㌘’

嬬卿’＿＿4㌘’

・多聯L1 ・・・・・・・・・・・・… @　（5。2．54）

　したがって，この方法は従来の状態空間のとらえ方を“目的”だけでなく“目的・モード”に拡張し

たものといえ，前述の方法に比べてその現況再現性の精度の向上は期待できる。しかしながら，将来推

計にあたってあらかじめ推計しなければならない遷移行列（〆ηS，eMm’）が非常に多くなるため，その

実用性は乏しいと言わざるを得ない。近藤（1977）は，これらの議論を踏まえ，トリップチェインにおけ

るモーダル・スプリットの表現に関する2つのタイスすなわち，Post－distribution　typeとPre－dis－

tribution　typeとの構造比較を通じて，より一般的な記述法について考察した。それは，もし＠，の間

における自動車利用率ρゴ元が発エンドの自動車利用率iti，着エンドでの自動車利用率λプ白，の間の調整の

役目とゾーン間特性を表わすファクターθi∫によって，次式にて与えられたときには，トリップィンタ

ーチェンジモデルとトリップエンドモデルとが等価な関係をもち得ることを示したものである。

　　　　Piy　＝＝　f（・叶，θ」∫）＝・めθゴ元　　　　　　’’”……（5・・2・　55）

すなわち，従来からのこれら両モデルはまったく別の方法であるかのように考えられてきたわけである

が，交通機関別のOD分布量推計モデルとし　（a）Pos　t－distributi㎝Model

て重力モデルタイプを用い，その修正方法に　　　　　　1st　trip　　　Ynun・　2nd　trip

はヴンシング・・クター法の乗積タイプのill／i．Elz’jPiTt）活＼（碑），　k

るというものである。このときのトリップチ

ェインにおけるモーダル・スプリットの概念

は，図5－2－7のように描くことができる。

　これは，ベイスiをトリップ目的mで出発

し，ゾーン」に到着後，次にトリップ目的m’

でゾーンkに向かうトリップチェインに対し

て，その間のモーダル・スプリットのとらえ

方に関する2つの考え方を示したものである。

図中（a）は，ゾーン間遷移行列としてパーソ

　　・uT　　　λア形　　　RZ

｛b）　Pre＿distribution　Mode1

　　　1st　trip　　　　Ynvn’　　2nd　trip

i（碑）・！ P；’is：N（噸）k

　　　l　　　＼一コ！
　　　1　　　　　　　　　‘
　　　1　　　　　φntl
　　　l　　　　　　　　　　I

　　μ7　　　　形

図5－2－7　トリップチェインにおけるモーダルスプリット
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ントリップの遷移確率pmを用いており，一方，図中（b）は自動車トリップに対してはPAとしてモー

ド別のゾーン間遷移行列を用いている。両法において異っているのは，図（a）のトリップインターチェ

・ジモデルタイ・てゾー・間・・クター・乏着エンド分轡ア鱒入され・その代り図（・）では機

関別のゾーン間遷移確率となっている点である。これは，両法が式（5．2．55）の関係式を満たしa・るこ

とを意味し，Post－distribution　typeとPre－distribution　typeとの等価性を示している。

　以上の議論では，吸収マルコフ連鎖モデルの基本的な考え方と，それに機関分担プロセスをどのよう

に導入しているかを従来の代表的なトリップチェインモデルの紹介を通じて明らかにしてきた。要約す

れば，トリップチェインの記述に関しては，吸収マルコフ連鎖における状態遷移をトリップの連鎖性を

規定するトリップ目的間遷移，ゾーン間遷移，そして機関分担を導入する場合にはさらにモード連関に

よってとらえる方法であるといえる。また，トリップチェインにおけるモーダル・スプリットは，それ

を導入していない場合のタイプのモデルを基本として，それを拡張・改良している点が大きな特徴とな

っている。ここでは，こうした考察を踏まえ，このマルコフ連鎖モデルの有効性と問題点について若干

の補足説明を行っていきたい。まず，このようなアプローチの有効性あるいは特徴点をあげると，

　①上述のように，まず，トリップチェインの諸性質の中で従来のトリップ単位で取扱っていくこと

　　の困難なttトリップの連鎖性”を明示的に記述できることが第1の特徴といえる。トリップの連鎖性

　　性は，1日の交通行動における各トリップの活動内容の相互依存関係や空間的制約あるいは交通機

　　関特性といった様々な要因によって規定されるが，それらをモデル構造に簡明な形で取り入れるこ

　　とができる。

　②第2点としては，モデル構造全体のもつエレガントな側面が強調できる。これは，交通需要分析

　　において必要な発生集中，OD分布，手段選択の各ステップをシステマティックに記述できること

　　を意味し，また，その一般性も高いものと考えられる。したがって，とくに都市域の各トリップメ

　　ーカーが織りなす交通行動パターンのもつ，定常的な性質が内包化された形で需要予測モデルが構

　　築されているといえ，圏域におけるマクロな交通現象の把握にもその有効性は高いといえる。

　③　なお，ここでは触れることはできなかったが，吸収マルコフ連鎖モデルの拡張として，Lerman

　　（1978），Kitamura＆Lam（1991）54）によってマルコフ再生理論の適用がなされ，各ソージャーンに

　　おける滞在時間特性がトリップの連鎖性に及ぼす影響を考慮するなど，より精徴な確率論的記述の

　　展開が議論されている点でもその分析フレームの汎用性が大きいと考えられる。

一方，その問題点としては，

　④　従来より指摘されている問題点としては，マルコフ性の仮定（忘却過程）の妥当性についてであ

　　ろう20）これは，状態推移の中で過去の履歴を問わないことへの批判であるが，その解決はまだなさ

　　れていない。確かに個々のトリップメーカーすべてに対してこの仮定が成立するということは難し
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いことであるが，重要なのはマクロな交通現象をこうした確率論的アプローチによってどの程度表
　　　　　　　　　　　　　　　●　　●　　●　　●　　■　　●　　・　　　　　　　　　　　　　　●
現し得るかであって，その点での議論を今後に残していると解釈すべきであろう。

⑤　トリップチェインの記述に関して訪問先の多いトリップチェインの生成は，マルコフ連鎖モデル

　ではまったく稀れな立ち回りの結果としてか表現できないことになる。例えば，業務トリップチ

　ェインにおけるソージャーン数の多いトリップ連鎖パターンでは，マルコフ連鎖における目的連関

　は業務から業務の遷移の連鎖を，モード連関もおそらく自動車から自動車への継続のもとで帰宅確

　率で除かれてしまう以外の立ち回りの連続として表現されることになる。しかしながら，前章やあ

　るいは次節以降での実証的分析結果からわかるように，こうしたトリップチェインの生成は単にト

　リップの連鎖性の側面だけで説明できるものでなく，トリップメーカーの属性や派生需要としての

　性質など他の要因によって大きく規定されるわけで，こうした問題点を克服していくことは難しい。

⑥　モデル構造は，手段選択プロセスの導入がはかられた場合はとくにその複雑さを免れられない。

　そのことはモデルの将来予測に際する検討を困難にすることになり，結果的にdescriptiveな現況再

　現モデルの位置づけを濃くさせることになる。通常の吸収マルコフ連鎖モデルの中で重要な役割を

　演じる目的連関行列に関しては，近藤（1978）がその将来予測方法を提案するなどこの問題への解決

　策が検討されている。しかしながら，トリップチェインにおけるモーダル・スプリットの記述にお

　いては，その構造の複雑さゆえに現況再現のレベルにとどまっており，今後は簡略化のための多方

　面からのアプローチが必要といえよう。

5－3パーソントリップチェインにおける交通手段選択分析

　5－3－－1　概　　説

　前節では，交通手段選択プロセスにおける従来の諸研究の分類整理を中心とした議論がなされ，そこ

でのトリップチェイン的アプローチのもつ役割・位置づけが明らかにされた。そこで本節では，この

ような流れに立つ交通手段選択問題への諸研究の中から，手段選択の要因分析ならびに実態分析に類す

るいくつかを紹介することにより，次節以降の具体的な手段選択モデルの構築に必要な基礎的理解を深

めることにする。

　具体的な分析に入る前に，まず従来の手段選択要因あるいはそのメカニズムの解明のための分析事例

のうち，モーダル・スプリット問題の本質的な部分にかかわる諸点を提起したいくつかを述べることに

より，本分析の背景を明らかにし，またそのねらいを示しておきたい。パーソントリップ法の中で交通

機関分担プロセスの果たすそ贈1の重要性が増すにつれて，おのおののトリップにおける手段選択の要因

やそのメカニズムの解明を目的とした研究は数多く見られるが，その分析視点に明確な意図を持ち，こ

の種の問題の本質に言及したと評価できる研究として，近藤・北村（1974），北村・酒井・上野（1976），
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近藤（1977）による一連の研究があげられよう。これらは，都市域の人の動きにおける手段選択を眺めて

いく上で重要な分析フレームを提供していると考えられるので，そこでの中心的な論点について考察し

ていくことにする。すなわち，そこではモーダル・スプリット問題の分析視点として「選択の自由性」

（freedam　of　cbOice）という仮定をはずし，トリップ発生時における「＄1」約」に着目していることがあ

げられる。ここで，近藤（1977）55）によ加ざ考慮されるべき重要な「制約」として次の3点を提示してい

る。

　　1）空間的制約（spatial　restrai「lts）………交通ネットワークならびに交通施設容量等のトリップの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発エンド，着エンドに関する制約

　　2）組織的制約（institutional　restraints）………世帯，勤務先等の社会・経済的組織において固有

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に課せられた制約

　　3）個人的制約（indivi　dual　restraj　nts）・…・一主として個人属性に含まれるもので，荷物がある，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　子供連れの母親などに関連した制約

そして，これら3つの制約は互いに独立なものでなく，現実的には複雑にからみあっており，さらに，

交通行政当局者にとっての役割とは，　2）ならびに3）の制約を管理することはできず，交通施設の

整備拡充を通じて，　1）で示される制約要因を緩和し少しでも「選択の自由性」の領域を増大させるこ

とに限定されているといえる。したがって，モーダル・スプリットの手順としては，上記の3つ暁ll約

条件によって交通手段選択が拘束されたもの（captive層）を先取りし，しかる後に残った層をもって合

理的選択をなし得る層（cho　i　ce層）とみなし，これを交通機関の競合状態を陽な形で内在することができ

るODペアモデルの対象としていくことが妥当と考えられる。そこで，　captive層は，その利用手段がマ

ストラのネットワーク，トリップ特性，個人属性などにより，他の交通機関との競合状況に関係なくあ

らかじめ決定されていると考えられるから，交通機関分担予測プロセスにおいてはまずこれらの構成比

率の予測が主要な問題となる。近藤（1974，1977）の分析例においては，大阪市内の従業者の出勤・業務

トリップに関する手段選択アンケート調査データを用い，まず，上記の諸制約に着目し各トリップ（あ

るいはトリップメーカー）の属するグループを次の3つのグループに分類し，次いで，各層のトリップ

メーカーの3グループへの

　　（D代替手段のないトリップ……代替手段のない（すなわち，空間的制約）ことが選択理由となっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　ている。

　　UD他律的選択トリップ・一・……代替手段の有無に関係なく，個人的・組織的制約が選択理由とな

　　　　　　　　　　　　　　　　　っている。

　　｛lii）合理的選択トリップ…………代替手段があり，かつ個人的・組織的制約よりも空間的制約を優

　　　　　　　　　　　　　　　　　先させたことが選択理由となっている。
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帰属状況が数量化理論第ll類でもって判別分析された。また，他律的選択トリップについては，出勤時

の車利用日数（1カ月間）あるいは業務の自動車利用率を外的基準とした数量化理論第1類の適用を行

い，また，合理的選択トリップについては出勤および業務のそれぞれに対してabs　tract型と㎜de型の

2つのタイプのロジットモデルの適用を試みている。これらの分析の結論としては，次の3点に要約で

きよう。　（以下は近藤（1977）55）より引用）

　　1）何らかの制約下での交通手段の選択を行うトリップ，あるいは代替交通手段のないトリップが

　　　半数（出勤42％，業務49％）を占めるため，1制約トリップと合理的選択トリップを分離して分析

　　　すべきであり，またそれによって合理的選択モデルの精度も向上する。

　　2）業務および出勤トリップのいずれも，他律的に制約をうけるトリップの割合は職種に大きく依

　　　存することがわかり，制約トリップの先取り分をこれらと関連させて分析する必要がある。

　　3）業務トリップの交通手段選択は，他律的選択トリップを除いて分析しても十分な精度を得るこ

　　　とはできず，交通手段の競合特性とは異なった次元で選択がなされている可能性がある。したが

　　　って，これまでと全然異なった角度からの接近法が要請されよう。したがって，業務トリップの

　　　分析においてはODペアモデルがあまり有効でなく，全域モデルないしトリップエンドモデルが

　　　有効であろう。

　結局，都市域の人の動きにおける交通機関選択が種々の制約下のもとでなされており，それらと合理

的選択的なものとの分離が必要であること，そして個々のトリップメーカーにとって支配的となってい

る手段選択要因の抽出・分析を進めることによって，こうしたcaPtive層とchoice層の区分の可能性が

示唆されたといえよう。

　そして，北村・酒井・上野（1976）56）の研究においても，先に示した分析視点がさらに具体的な形で

検討されたが，そこではとくに交通機関選択における個人属性の重要性が強調されている。それは，

自動車に関する以下に示される諸性質を背景としている点で，モーダル・スプリット問題の本質に立入

った議論を前提としているといえる。すなわち，北村・他（1976）によれば

　　｛i）自動車は個別に所有される機関である

　　（ii）自動車と他の公共輸送機関の間には，質的な差異（個別性，随意性）が存在し，各個人におけ

　　　　る対応の仕方が異なる。

　　（m　自動車を最初に用いた連鎖するトリップでは，一貫して最後まで自動車を利用する確率が高い。

　　av）制約的要因（例えば，荷物輸送を伴う業務トリップ）で自動車を利用する場合がある。

などの諸点をあげ，他の交通機関との競合条件やネットワークの整備水準のみからモーダル・スプリッ

トを論じることの不適切性を示している。しかしながら需要予測を行おうとする場合には，個人の選択

時の偶発的要因を遂一分析に取入れることは不可能であるため，個人属性を含むdisaggregateな分析を
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通じてトリップメーカーの層別化を行い，それを踏まえた予測モデルの構築が志向されるべきであると

指摘している。この分析例では，京都市内にODを有する通勤及び自由トリップのそれぞれについて，

個人属性からの機関選好特性と利用機関特性に関する諸要因に対し正準相関分析の手法の適用を試みて

いる。そして，その結果としての個人属性と機関特性を構成する各要因に与えられる偏相関係数の大き

さ等から，手段選択要因の抽出および機関選択の現象の解明を検討したものになっている。

　これらの研究の展開では，個別な選好特性が交通機関の選択構造に支配的であるとして，合理的選択

モデルの意図する他の交通機関との競合状態を念頭に置いていないこと，すなわち，「制約下の交通機

関選択」に注目していることが理解できる。また，この一連の研究の中で逆説的に明らかとなった点と

して，業務トリップに関しては，合理的選択モデルによるアプローチばかりでなく，制約トリップとみ

なしたアプローチによっても十分には説明できない性質を含むものと考えられることであろう。すなわ

ち，それは，業務トリップにおける自動軒1」用特性に深く関係することであり，まさにttトリップチェ

インの性質”が考慮されなければならないことを意味しよう。

　本節における分析視点とは，上述のようなこれまでの研究事例が示すモーダルスプリット問題の本質

的な部分を十分念頭に置きトリップチェインの性質と交通機関選択との諸関係を明確にすることにある。

すなわち，次項においては，手段選択問題を1日の交通行動全体の中で位置づけてみることにより，サ

イクル内第1トリップの手段選択においてトリップチェインの諸性質がどのように影響を及ぼすかを分

析することにし，さらに第3項では，従来の研究事例で問題となった業務トリップに関連して，業務ト

リップチェインにおける自動車利用についてトリップチェイン的アプローチからの基礎的分析を行う。

なお，第3項の実証的分析は，次章における交通手段選択モデル構築の際の基礎分析としても位置づけら

れるものである。

　5－3－2　サイクル内第1トリップの利用交通手段に関する要因分析57）’　58）

　ここでは，モーダル・スプリット問題の中での手段選択要因分析を1日の交通行動パターンに着目し

た形で試みることにする。

　すなわち，実際のP．T調査で得られるトリップチェインデータを用い，ホームベイスサイクルにおけ

る第1トリップの交通機関選択に関する要因分析を数量化理論皿類の適用によって行った。これは，サ

イクル内第1トリップでどの交通機関を選択するかに対して，当該サイクルの含まれるトリップチェイ

ンの性質がどのように影響を及ぼすかを統計的な要因分析の側面から考察するものであり，また，従来

のトリップ単位の分析で取り上げられている個人属性やトリップ特性を示す要因との相対的な関係につ

いても明らかにすることをねらいとしている。

　なお，分析対象データは，昭和53年度備後都市圏P．T調査におけるトリップチェインデータである。

また数量化理論皿類の適用にあたっては，外的基準として自動車・マストラの2モードを，説明要因に
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は，個人属性・トリップ特性を示す要因の他にトリップ連鎖パターンを示すものとして1日全体のトリ

ップ数，1日全体のサイクル数などを取上げた。分析の進め方については，第1トリップ目的別に見て

いくことにし，①全目的の場合（ケース1），②通勤目的の場合（ケース2），③自由目的の場合（ケ

ース3）の3ケースを検討した。なお，業務目的の場合は，本調査圏域における自動車利用の業務トリ

ップが圧倒的に多く今回の分析対象から除外した。

　分析結果として，ケース1については，各説明要因のレインジの順位の大きい1順に，その値とカテゴ

リーウェイトを示し，ケース2，ケース3についても，カテゴリーウェイトの傾向が類似しているもの

の，同様にレインジの順位の大きい順に示した値を示す。（表5－3－1（その1）～（その3），表5－3－2

参照）これらより次の諸点がわかる。

　〈全目的（ケース1）〉

　表5－3－1（その1）より，自動車の保有・非保有が圧倒的に大きな規定力をもち，次いで職業・性別

・年齢という個人属性およびトリップ特性を示すトリップ長が続く。これらの要因と比較して，トリップ

連鎖パターン特性を示す要因はそれほど大きな規定力を持っとは言えない。また，各カテゴリーと交通機

関の選択傾向との関係について見れば，レインジの比較的大きな要因はその対応関係も十分説明が可能

であることがわかる。すなわち，自動車保有や男性というカテゴリーは自動斬lj用に，逆に自動車非保

有や女性はマストラ利用に傾く。またトリップ長が長くなるほどマストラ利用に傾いたり，職業で主婦

が自動車利用に傾いていることも，本調査の基礎集計結果からも裏付けられている。一方，トリップ連

鎖パターン特性を示す要因については，1日全体のトリップ数においてトリップ数が多くなると自動車

利用に傾くことがわかる。これは，より多く立ち回るために機動力のある自動車を選択することによる

ことを物語っていると言えよう。なお，1日全体のサイクル数は，レインジもかなり小さく，はっきり

した性質を見出すことはできない。

　〈通勤目的（ケース2）〉

　表5－3－2（その2）より，レインジの上位を占める規定力の大きな要因は，ケース1と同様に自動車

の保有・非保有やトリップ長などの個人属性とトリップ特性であり，　逆にトリップ連鎖パターン特性を示す

要因はかなりその規定力が小さい。この理由としては，通勤トリップが勤務先までの諸条件やトリップ

メーカー自身の属性に深く関連して交通機関選択がなされ，それ以後の勤務先をオフィスベイスとした

業務目的の立ち回りの影響はそれに比べて小さいことなどが考えられる。また，他のサイクルに比較し

てピストン型が多いことも，トリップ連鎖パターン特性の説明要因としての規定力を小さくしているの

かもしれない。

　〈自由目的（ケース3）〉

　表5－3－2（その3）より，他のケースに比べ1日全体のトリップ数の要因が上位にランクされている
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表5－3－1（その1）　数量化理論皿類の適用結果

全目的（ケース1）

説明要因 カテゴリー レ　イ　ン　ジ 得　　　点 サンプル数

自動車の保有 1保　　　　　有
Q　非　　保　　有

1．79762
0．47807

|1．31955

11082

S015

トリップ長

1　　0　～20分
Q　21　～40分
R　41　～60分
S　61分以上

0．66084

0．14360

|0．06990

|0．26649

|0．51724

8137

S468
P726

V66

職　　　　業

1　事　　　　　務

Q　管　　　　　理
R　販売・技能・その他

S　学　　　　　生

T　主　　　　　婦

U　無　　　　　職

0．31921

一〇．00243

O．02120

O．05419

|0．26501

O．02355

|0．10687

4029
P163

V049

P406

P002

S48

性　　　　別
1　男　　　　　性
Q　女　　　　　　性

0．17841
0．05432

|0．12408

10500

S597

年　　　　齢

1　　5　～19才
Q　20　～29才
R　30　～39才
S　40　～49才
T　50才以上

0．13216

一〇．08145

O．05091

O．03835

|0．00872

|0．08118

1474

R640

S424

Q996

Q563

目　　　　的

1　通　　　　　勤

Q　通　　　　　学

R　業　　　　　務

S　自　　　　　由

0．12182

一〇．03016

O．09166

O．06270

O．00046

8263

P244

Q130

R460

1日全体の

gリップ数

；ll：1：；；：「　4　ト　リ　ッ　プ34　5　ト　リ　ッ　プ5　6トリップ以上

0．09530

一〇．03643

|0．02228

O．03233

O．05887

O．05553

7564
P015

Q854

V40

Q924

世帯人数

1　1　　人

Q　2　　人

R　3　　人

S　4　　人

T　5　　人　以　上

0．07911

一〇．05066

|0．05389

|0．Ol468

O．00303

O．02522

553

P576

Q689
S813

T466

当該サイクル

@出発時刻

1　　0：00～　6：59

Q　　7：00～　8：59

R　　9：00～11：59

S　12：00～13：59

T　14：00～16：59

U　17：00～18：59

V　19：00～23：59

0．04818

一〇．03455

O．00942

|0．01443

|0．02304

O．00221

O．01373

O．00188

1329

W926

Q034

W62

P046

T80

R20

1日全体の

Tイクル数

1　1　サ　イ　ク　ル

Q　2　サ　イ　ク　ル

R　3　サ　イ　ク　ル

0．01234

0．00349

|0．00885

|0．00813

10745

Q906

P446
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表5－3－1（その2）　数量化理論ll類の適用結果
通勤目的（ケース2）

説明要因 　、、Jテコリー レ　イ　ン　ジ 得　　　　点 サンプル数

自動車の保有
1　保　　　　　有

Q　非　　保　　有
2．10078

0．38670

|1．71408

6742

P521

トリップ長

1　　0　～20分

Q　21　～40分
R　41　～60分
S　61分以上

1．10292

0．18258

|0．06537

|0．40302

|0．92035

4406

Q684

W91

R02
　一　『一丁1男　　　　性性　　　別i　　　　2　女　　　　　性

0．24675
0．05501

|0．19174

6421

P842

職　　　　業

1　事　　　　　務
P2管　　　理3　販売・技能・その他4　農　林　漁　業5　運輸・通　信6　技能工・生産7　保　　　　　安8　サ　　ー　　ビ　ス

0．12191

一〇．03554

|0．03194

O．00831

O．08237

O．02958

O．06327

|0．03768

|0．03954

3224

W45

P001

Q8

S52

Q186

U1

S66

年　　　　齢

1　5　～29才
Q　30　～39才
R　40　～49才
S　50才以上

一一一一．

O．10615

　　0．03091

@　0．01915

@－0．02440
奄戟@－0．07524

2657

Q635

P789

P182

　　　：｢帯人数133

1　1　　人

Q　2　　人

@　　人
P44　人Fl5　5　　人　以　上

　　一

Z．08518

！　－0・05192　，

@－0．04983

@－0．01224
@－0．00460
@　0．03326

331

W96

P574

Q657

Q805

T817

P638

W08

　　　　1　帰　　　　　　宅
謔Qトリップ　　　　2　業　　　　　務　の目的

@　　　3　自　　　　　由

0．06835

一〇．00776

O．04103

ﾃ・一v

1日全体の

gリップ数

1　2　ト　リ　ッ　プ

Q　3　ト　リ　ッ　プ

R　4　ト　リ　ッ　プ

S　5　ト　リ　ッ　プ

T　6トリップ以上

0．06427

一〇．01495

O．00047

O．00702

O．04932

O．04812

5048

T56

P292

R13

P054

1日全体の

Tイクル数

1　1　サ　イ　ク　ル

Q　2　サ　イ　ク　ル

R　3サイクル以上

0．04185

一〇．00244

O．02364

|0．01821

7218

W76

P69
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　　　　　　　表5－3－1（その3）　数量化理論皿類の適用結果
自由目的（ケース3）

説明要因 カテゴリー レイ　ンジ 得 点　　サンプル数

自動車の保有 1保　　　　有
2非　　保　　有

1．69556
0．58903

－1．10652

2258
1202

トリップ長

年

職

1日全体の

トリツブ数

性

　2141

123415

齢

事管販学主無

業

2345

当該サイクル

　出発時刻

0　～20分
　　～40分
　　～60分
61分以上

～19才
～29才
～39才

0．40641

0．27997
0　～49才1　　　　　　10才以上

一〇

|0

務 0

理 0

売・技能・その他
0．23811

0

生 一〇

0

一〇

ト　リ　ッ 一〇

ト　リ　ッ プ 一〇

フフ
ツツ

戊戊卜L「

0．16748

0．09919

－0．13975

－0．22286

－0．30722

－0．18302

0．09695

0．05124

－0．01078

－0．11171

0．06005

0．03941

0．00747

－0．17807

0．01414

－0．06500

－0．08159

－0．04899

0．03655

0．08589
トリ。プ以上｝ 0．03349

0．14415
0．07520

|0．06895

23

0：00～　6：59i
V，00～8、5gl　　　　　　　　　　　19：00～11：59　　　　　　　　　　　1

0．07437

|0．00858

|0．00868

12：00～13：59

14：00～16159
17：00～18：59

19：00～23：59

0．12095

世帯人数

1日全体の

サイクル数

第2トリップ

　　の目的

一〇．04658　　1

0．00667　　1

0．04046　　；

0．0189－
　＿＿＿＿＿＿＿r」＿

1刀4502∩乙6528212

334286879411058

116228932604412104

159326707492029

只0550ρ081　

1

人

人

人

人

人⊥⊥1
ルル上　　以イイク　　イサササ

12つO

12つ04

学務宅由

通●勤
通業帰自

0．11851

一〇．07849

－0．07433

－0．03620

0．02052

0．04002

0．07914

0．00319

－0．02949

0．04965

0．07106

0．03757

0．02031

0．00613

－0．03349

169

470
582

1043

1196
1517

1280

663
180

　60
2520
700
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ことが特徴である。そして，やはり1日全体のトリッ

プ数が多くなると自動車利用に傾いており，また当該

サイクル出発時刻においては，午前中はマストラ利用，

午後は自動車利用に傾く。さらに，自動車の保有・非

保有を除けば，他の要因のもつ規定力にはそれほど差

がないと言え，自由サイクルにおける第1トリップの

交通機関選択が多様な要因のもとで決定されていると

考えられよう。

　また，全般的な傾向としては，従来の手段選択要因

分析において大きな規定力をもつと考えられている個

人属性，とくに職業，車の保有・非保有（免許の保有

・非保有），年収などとトリップ特性としての所要時間，

トリップ長などが今回も上位にランクされているが，

立ち回りの交通行動パターンが多く含まれる自由トリ

ップチェインなどでは，1日のトリップ数といったト

リップチェインの性質を表現する要因がある程度規定

力をもつことがわかった。本分析においては，業務ト

リップにおける自動車利用に関しては，外的基準にマ

ストラ利用を取上げられないほど圧倒的に自動車利用

に傾いていたため，こうしたアプローチからの要因分

析ができなかったが，これについては，次項において

別の角度から手段選択とトリップチェインとの関係を

明らかにしていきたい。

　5－3－3　業務トリップチェインにおける自動車

　　　　　　利用特性に関する実態分析

　ここでは，1日の人の動きの中で昼間の事業所・勤

務先を中心とした業務目的から成る一連のトリップに

おける手段選択特性について実証的な分析を行う。す

なわち，こうした業務トリップチェインは都市域での

経済活動の派生需要としての性質を有し，主に自動車

の機関分担率が高いものと考えられるが，前項での従

表5－3－2説明要因のレインジの順位＋

〈全目的〉　　　　　　　　ケース1

順位 説明要因 レインジ

1 自動車の保有・非保有 1．79762

2 ト　リ　ッ　プ　長 0．66084

3 職　　　　　　　業 0．31921

4 性　　　　　　　別 0．17841

5 年　　　　　　　齢 0．13216

6 目　　　　　　　的 0．12182

7 1日全体のトリップ数 0．09530

8 世　　帯　　人　　数 0．07911

9 当該サイクルの出発時刻 0．04818

10 1日全体のサイクル数 0．Ol234

サ⇒撃
10，910

S，187

P5，097

相関比2＝0．7896g

〈通勤目的〉 ケース2

竺　人ツ㌫
倒　　　帯リ体体

2．10078

1．10292

0．24675

0．12191

0．10615

0．08518

ソプの目的10．06835
0．06427

0．04185

サ・ﾃ肇ii；ii
　　　　　　　　相関比η2＝0．71745

〈自由目的〉　　　　　　　ケース3

順位 説明要因 レインジ
一．一’

1 自動車の保有・非保有 1．69556

2 ト　リ　ッ　プ　長 0．40641
OO　4

0．27997

O．23811

5 1日全体のトリップ数 0．16748

6 性　　　　　　　別 0．14415

7 1当該サイクルの出発時刻 0．12095

8 1世　　帯　　人　　数 0．11851

9 1日全体のサイクル数 0．07914

10 第2トリップの目的 0．07106

サ⇒謬
2，299

P，161

R，460

相関比η ＝0．79987
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来の諸分析においてもその性質については十分な解明がなされていない。それは，トリップ単位としての

業務トリップの手段選択に関して，トリップメーカーの職種などの個人属性が支配的な要因であると同

時に，業務の内容を反映した制約下の選択構造をもつことなどが分析結果として類推できるものの，そ

のような個人属性や制約を考慮してもなおかつ，手段選択の十分な表現がなされていない点を如実に物

語っている。したがってここでは，トリップ単位といったアプローチでなく，1日の一連の動き，すな

わち，トリップチェインを単位とした分析フレームを用いることにより手段選択構造を明らかにしてい

くことにする。

　具体的な分析対象データは，昭和55年度京阪神都市圏P．　T．調査データより抽出された大阪市関連業務

トリップチェインである。そこでまず，分析に先立ち，同圏域におけるトリップチェイン内の利用手段

構成を眺めておくことにする。すなわち，RT調査における交通手段の小分類から，徒歩・二輪　自動

車，公共輸送機関（鉄道，路線バス，タクシーなど），その他の4分類に統合し，次いでトリップチェイ

ン内の各サイクル単位での利用手段構成をO．B，　H．Bといったベイスを中心に調べてみることにし，そ

の結果を図5－3－1に示す。これより，各サイクル内での代表交通手段が単一のもとで占められるかあ

るいはいくつかの異なった交通手段の混合が多く見られるのかを知ることができる。これより，何ら

かの形で混合型となっている割合は，H。BからO．Bへの流動において0．8％と非常に小さい値を示して

いるのを例外として，他のO．B上，　HB上，そして0．BからH．Bへの流動のそれぞれでは約6％ほどで

あることがわかる。これは，H。Bから0．Bへの流動が出勤・通学トリップの場合が主であるため，その

間の複数トリップの生成が少なく代表交通手段で見る限り単一手段の利用形態の割合が多いことによる

ものである。また，O．BあるいはH．B上でのサイクルにおいても利用手段の混合割合は量的に問題にな

るほどでないと考えられる。そして，O．B上とH．B上における交通手段構成をみると，自動車のみでサ

イクル内を立ち回るという利用形態が0．B上で27．4％，一方H．B上では5．8％となっており，やはり

業務トリップから成る業務トリップチェインにおける自動勅lj用の特徴が反映しているといえる。

　なお，ここでの集計分析はサイクル単位によってなされているが，これは，ベイスを活動の拠点とし

て位置づけた場合に，その活動内容がサイクル単位で眺めた方が把握し易く，またそれによって交通手

段も異ってくると考えられるためである。そこで，サイクル間の利用交通手段の連関を見ておくことに

し，OB上とH。B上のそれぞれについて先行サイクルの第1トリップにおける利用手段と後続サイクル

における第1トリッフ不lj用手段との連関表を表5－3－3に示すように算定した。これより，単一手段と

しての自動軒1］用割合の高いO．B上においては，先行サイクルで自動車利用であったが，そのまま後続

サイクルでも継続している割合が72。1％と，　H．B上における45．9％に比較してはる加こ高い値を示し

ていることがわかる。ただし，O．Bにおいては徒歩・二輪あるいは公共輸送機関から自動車への連関の

害lj合も24．3％，12．9％とある程度の割合を持つものといえ，やはりサイクルの生成が新たに自動車利

一183一
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用を必要とするような形でなされる場　　　表5－3－3サイクル間での第1トリップ手段の関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O。B上
合のあることを示している。そのこと

は，自動車分担率あるいは自動車への

モーダル・チョイスを考えていく上で

O．B上でのトリップチェイン全体とし

てとらえるべきか，あるいはサイクル

単位で見て差し支えないのかといった

問題を提起している。例えば，トリッ

プチェイン全体を念頭に置くべきとす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H．B上

れば，マルコフ連鎖モデルのように状

態遷移をトリップ目的連関・モード連

関・ゾーン遷移の3次元で記述するこ

とによって，O．B上での自動車利用の

変化を追跡することが考えられる。こ

の場合は，特に自動車利用の変化が先

行トリップの目的などに大きく規定さ

れることが前提となるわけであるが，　　　O・B＝旺B

さらにそうしたトリップの連続性がサ

イクルの新たな生成に関しては，別個

のファクターを導入することができれ

ば最も望ましい記述方法といえるかも

しれない。しかしながら，複数サイク

ルの生成自体に関し，業務サイクルの

生成以外で自由サイクルなどの他の目　　　　　　　　　　　　　その他は除く，（）内は％

的サイクルが複雑に絡らみあって生成されることが稀れであり，また，サイクル間の連関性がそのモー

ダル・チョイスにそれほど影響しないとみなせるならば，サイクル単位に切り離して扱っても実用上問

題とならないであろう。今回の分析においては0．Bを中心にその業務トリップチェインを対象としてい

ることを考えると，後者のサイクル単位でのアプローチがそれほど問題になることはなく，また分析手

順も簡略化できるので，以降では，個々のサイクルは互いに独立なものとして仮定することにする。

　次に，具体的に大阪市関連パーソントリップチェインデータを用いてO．B上での業務サイクルについ

てサイクル内ソージャーン数別にみた自動車利用特性を検討していくことにしよう。図5－3－2，表5

　　後続　　サイクル

謐sサイクル

徒歩・

�@　輪
自動車

公　　共

A送機関
合　　計

徒歩・二輪
28，351
i54．4）

12，678
i24．3）

11，057
i21．2）

52，086
i100．0）

自　動車
7，686

i23．7）
23，324
i72．1）

1，353
i4．2）

32，363
i100．0）

公共　　共

A送機関
5，509

i48．9）
1，457

i12．9）

4，306
i38．2）

11，272

i10α0）

　　後続　　サイクル

謐sサイクル

徒歩・

�@　輪
自動車

公　　共

A送機関
合　　計

徒歩・二輪
127，342
i86．9）

4，120
i2．8）

15，027
i10．3）

146，489
i100．0）

自　動　車
4，801
i44．5）

4，955
i45．9）

1，040
i9．6）

10，796
i100．0）

公　　　共

A送機関
19，199
i76．6）

1，494

i6．0）
4，360
i17．4）

25，053
i100．0）

　　後続　　サイクル

謐sサイクル

徒歩・

�@　輪
自動車

公　　共

A送機関
合　　計

徒歩・二輪
25，755
i79．7）

3，056
i9．5）

3，502
i10．8）

32，313
i100．0）

自　動　車
3，920

i22．1）

12，690
i71．5）

1，127

i64）
17，737

i100．0）

公　　　共

A送機関
2，500

i54．5）
　667
i145）

1，419
i30．9）

　4，586
i100．0）
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サ　％
1’°°

》

！

図5－3－2（その1）

　　％
膓1°°

1，，

！

　　0

●

●

　　　　　　サイクル内
　　　　　　　トリップ数

サイクル内トリップ数別第1トリ

ップ自動車分担率（同乗有）

●

●

●

●

●

　　　　　　　サイクル内

4　5678トリップ数
サイクル内トリップ数別第1トリ

ップ自動車分担率（同乗無）

表5－3－4　サイクル内第1トリップの自動車分担率

（その1）同乗有

サイクル内

gリップ数

第1トリヅプ

ｩ動斬lj用
Tイクル数

サイクル
香@　数

第1トリヅプ

ｩ動車
ｪ担率鰯

2 110480 443934 249
3 23536 57759 4α7
4 14255 24636 57．9

5 5585 9049 61．7

6 3232 5021 644
7 1285 2079 61．8

8 364 567 642
計 159120 543657 2a　3

（その2）同乗無

　　　　　1　2　3
図5－3－2（その2）

サイクル内

gリップ数

第1トリップ

ｩ動軒1」用

Tイクル数

サイクル
香@　数

第1トリップ

ｩ動車
ｪ担率協

2 82183 443934 185
3 19053 57759 330
4 12009 24636 487
5 4602 9049 5α9
6 2955 5021 589
7 1110 2079 53．4

8 364 567 642
計 122569 543657 225

注）ただし，上記2表中の計には，サイクル

　　内トリップ数9以上のものを含んでいる。

一3－4はサイクル内ソージャーン数によって類型化される立ち回りパターンのおのおのについて，サイ

クル内ソージャーン数別第1トリップ自動車分担率を，自動車利用形態（同乗を含めた場合，同乗を含

めない場合）ごとに示したものである。これより，自動車利用形態に関係なく，サイクル内ソージャー

ン数が多くなる立ち回りパターンほどその第1トリップの自動車分担率が大きいことがわかる。また，

同乗を含めた場合とそうでない場合とを比較すれば，ソージャーン数の増加に伴う自動車分担率の変化

に若干の差異が見られる程度であり有意なものとはいえない。次に，第1トリップの自動車分担率だけ

でなく，サイクル内ソージャーン糊1」に当該サイクル内の各トリップ番目における自動車分担率を図5

－3－3，表5－3－5に示す。これは各トリップ番目での自動車分担率の推移を眺めたものであるが，第

1トリップにおける自動車分担率の値とほとんど変動のないことが示されており，業務サイクルにおけ

るモーダル・スプリットでは，サイクル内第1トリップの自動車分担率を的確に推計することが重要であ

一186一



％自動車
　　分担率100

50

〇一■一■■㊥　サイクノ閲内トリソア数2

●一一一’・←一一●

＝三

戸、・唱．．．〆へ

　　　．de・一▲

％自動車
　　分担率100

△：↓・r〆△

　、Yンー△’

←．．→一・・■〆●

⑭

0
　　1　2　3　4　5　6　7　8トリップ番目

　図5－3－3（その1）
　サイクル内トリップ数別各トリップ番目

　の自動車分担率（同乗を含む）

0

｛＝
サイクル内トリンプ数2

∴
、IG’一

　　　→●一・・■（レー°’

on

1　2　3　4　5　6　7　8トリップ番目

図5－3－3（その2）
サイクル内トリップ数別各トリップ番目

の自動車分担率（同乗を含まない）

表5－3－5（その1） サイクル内トリップ数別の各トリップにおける

自動車利用数とその分担率（同乗有）

　　　　　　　　ト瀦

碑
1 2 3 4　　　5 6 7 8 TOTAL

110480 108732 443934
2

（24．9） （24．5）

23536 23578 23755 57759
3

（40．7） （40．8） （41．1）

14255 12720 13053 14363 24636
4

（57．9） （51．6） （53．0） （58．3）

5585 5245 4999 4937　　5247 9049
5

（61．7） （57．9） （55．3） （54．6）（57．9）

3232 2956 3036 3374　　3386 3428 5021
6

（64．4） （58．9） （60．4） （67．2）（57．5） （68．3）

1285 1285 1184 1222　　1285 1221 1281 2079
7

（61．8） （61．8） （56．9） （58．7）（61．8） （58．7） （61．7）

364 364 364 364　　298 364 364 364 567
8

（64．2） （64．2） （64．2） （64．2）（52．6） （64．2） （64．2） （64．2）

TOTAL
159120
i29．3）

543657

注）上表中 上段：自動車利用トリップ数
下段：自動車分担率（％）
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表sL3－5（その2） サイクル内トリップ数別の各トリップにおける
自動車利用数とその分担率（同乗無）

　　　　　　　　ト瀦

拍
1　　　　　　2　　　　　　3　　　　　　4　　　　　　5　　　　　　6　　　　　　7　　　　　　8 TOTAL

2 82183　81705
i18．5）（18、4）

443934

3
　19053　　　19086　　　19723

i33．0）　　（33．0）　　（34．1）
57759

4
　12009　　　10627　　　10913　　　12245
i48．7）　　（43．2）　　（44．3）　　（49．7）

24636

5
　4602　　　4428　　　4242　　　4343　　　4483
i50．9）　　（48．9）　　（46．9）　　（48．0）　　（49．5）

9049

6
　　2955　　　　2667　　　　2839　　　　3016　　　　2961　　　3046

i58。9）　　（53．1）　　（56．5）　　（60．1）　　（59．0）　　（60．7）
5021

7
　　1110　　　　1169　　　　1009　　　　1007　　　　1049　　　　1108　　　　1049

i53．4）　　（56．2）　　（48．5）　　（48．4）　　（50．5）　　（53．3）　　（50．5）
2079

8
　　364　　　　　364　　　　　364　　　　　364　　　　　298　　　　　364　　　　　364　　　　　364

i64．2）　　（64．2）　　（64。2）　　（64．2）　　（25．6）　　（64．2）　　（64．2）　　（64．2）
567

TOTAL
122569
i22．5）

543657

注）上表中 上段：自動車利用トリップ数

下段：自動車分担率％）

ることを示している。また，同様の集計分析

を前述の備後都市圏P．・T．調査61）・・おけるトリ・サ，ク柄第1トリ，．。・　e動車利用分担率

プチェインデータを対象としたときの結果を図

5－3－4，表5－3－6，図5－3－5に示すが，

これによってもまったく同様の結果を得ること

ができ，手段選択に関するトリップチェインモ

デルの可能性を示唆している。

　次に，このようなサイクル内第1トリップの

自動車分担率がソージャーン数の増加とともに

大きくなることについて，前章で議論されたソ

ージャーン数選択率の概念を用いて説明したい。

すなわち，ソージャーン数選択率とは，全トリ

ップチェイン数に対する当該ソージャーン数を

もつトリップチェイン数の割合として定義され

るhS，これを自動車利用Pタ（のとそれ以外の交

　0％10

50

21．9％（平均）

゜123456789 g蝦
図5－3－4　サイクル内トリップ数別第1トリップ
　　　　　　自動車利用分担率（全目的）

（注）昭和53年度備後都市圏P．　Te調査パーソントリ

　　ップチェインデータ）
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％

100

50

自動車利用分担率

　、

ごニメ
享→」

古こ→こ与
か’ごW／◇：

与⇔

ウ万”』≡三

0

図5－3－5

1　2　3　4　5　6　7　8　9　トリップ番目

トリップパターン別の各トリップ番目

における自動車利用分担率

図5－3－6

　　　　　　　　　　ソージャーン数

ソージャーン数選択率曲線の概形

通手段利用プ（s）（以降マストラ利用と呼ぶ）　　表5－3－6　サイクル内第1トリップ自動車利用分担

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　率（サイクル内トリップ数別）
の2者のそれぞれについて考えることにより　　（全目的）　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

自動車分担率の性質を説明しようというもの

である。

　まず，自動車利用とマストラ利用のそれぞ

れのソージャーン数選択率曲線の概形を図5

－3－6に示す。ここで，自動車利用に関する

ソージャーン数選択率曲線（曲線A）の勾配

はマストラ利用の場合（曲線m）のそれに比

して緩やかに描かれている。これは，ソージ

ャーン数選択率曲線が立ち回りの多寡を反映

したものであることから，自動車利用の立ち回り頻度がマストラ利用のときに比較して大きいためであ

る。

　今，サイクル内ソージャーン数別自動車分担率ρi（S）“はベイスゾーン，Sはソージャーン数）とす

れば，その定義式は

　　　　　　　def　iゾーンをベイスソ’LンとしソーW一ン数がSであるうち自動車利用を行ったサイクル数

　　　　ρi（S）≡　　　iゾーンをベイスゾーンとするソージャーン数がS個をもつサイクルの総数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・…　（5．3．　1）

サイクル内
gリップ数

自動車利用

Tイクル数
サイクル総数

第1トリップ

ｪ担率
2 101，002 555，449 18．2

3 14，002 47，175 29．7

4 14，310 30，757 46．6

5 4，803 8，517 56．4

6 4，271 6，723 63．5

7 2，453 3，599 68．2

8 2，440 3，390 72．0

9 595 821 72．5

計 143，875 656，431 21．9
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となる。ここでiゾーン発総サイクル数Tiとし，サイクル内第iトリップにおける自動車分担率％とす

れば自動車利用でs個のソージャーンをもつサイクル数は，μiTiピ（s），また，マストラ利用でs

個のソージャーンをもつサイクル数は（1一μ∠）7シプ（s）で与えられる。したがって式（5．3．1）のρi（s）

はこれらを用いて，

　　　　pi一論）＝1．辱lll…ぽ⑫

　ここでソージャーン数選択率は，すべて1サイクルのみを考えているから，自動車利用の帰宅確率PA

マストラ利用の帰宅確率Pmを用いて，

　　　　裳：lll：1：：：｝

と書くことができ，したがって式（5．3．2）はさらに変形され，次式となる。

　　　　　　　　　　　　　　1　　　　ρ・（s）：・：：

　　　　t
　　　　　　　　1・≒障（i≡：2）s”

式（5・・3・・）の右辺において・i一 k・・一告・一遣と蹴

　　　　　　　　　　　1　　　　ρ・（s）－
　　　　　　　　　　　　S－1　　　　1　　　　　　　　1＋riτ・θ

となる。ここで，1＞Pm＞PA＞0と考えてよいから，0＜θ〈1，

　　　　　　　　　　　42ρ．（s）　　　　dρ．（s）

　　　　　lls＞o・　4き・〈o

であり，

る。

…　’一・一・…　一一　（5．3。　3）

・・・・・・・・・・・・… @（5．3．4）

・・・・・・・・・・…
@一一　（5．　3．5）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　τ＞0より，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・…　　（5．3．　6）

　　　　ソージャーン数別自動車分担率はソージャーン数の増加とともに逓増的に変化することがわか

　このようにサイクル内ソージャーン数別第1トリップの自動車分担率が，利用交通手段別ソージャー

ン数選択率を用いてその性質を説明できることがわかったので，ここでは，具体的に実際のデータを用

いてソージャーン数選択率の利用交通手段による差異あるいは帰宅確率における両者の差異などを検証

しておくことにする。まず，表5－3－7は，自動車利用およびマストラ利用のそれぞれのソージャーン
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表5－3－7　手醐1」ソージャーン数選択率

サイクル番目 第1サイ クル 第2サイクル

ソージヤーン 全手段
㈲

自動車
θ

自動車
ﾈ　外 θ

全手段
θ

自動車
θ

自動車
ﾈ　外 ㈲

数 チヱイン数 チ土イン数 チェイン数 チ土イン数 チェイン数 チェイン数

1 145940 714 60496 67．5 85444 74．5 29369 81．1 12683 75．6 16686 85．8

2 31640 15．5 13941 15．6 17699 15．4 4307 11．9 2420 14．4 1887 9．7

3 14875 7．3 8324 9．3 6551 5．7 1654 4．6 1033 6．2 621 3．2

4 6206 30 3240 3．6 2966 2．6 334 0．9 309 1．8 25 0．1

5 3218 1．6 2107 2．4 1111 1．0 342 0．9 231 1．4 111 0．6

6 1767 0．9 1035 1．2 732 0．6 0 0．0 0 0．0 0 0．0

7 401 0．2 260 0．3 141 0．1 100 0．3 38 0．2 62 0．3

8 91 α0 39 0．0 52 0．0 41 0．1 41 0．2 0 0．0

9 124 α0 124 0．1 0 0．0 0 0．0 0 0．0

10 53 0．0 0 0．0 53 0．0 69 0．2 69 0．4

11 60 0．0 60 0．1 0 0．0

計 204375 100．0 89626 100．0 114749 100．0 36216 100．0 16775 100．0 19441 100．0

数選択率を各サイクル番目ごとに求めたとき，その

第1サイクルおよび第2サイクルについての結果で

ある。

　これより，ソージャーン数が1個である場合が利

用交通手段にかかわらず大きな割合を占めているが

やはり自動車利用の方がその立ち回り頻度を反映し

てソージャーン数選択率の逓減する割合が緩やかで

あるといえる。（図5－3－7参照）次に，利用交通手

段ごとにサイクル内の各トリップ番目における帰宅

トリップ数とそれ以外（非帰宅トリップ数）を求め

ることにより，利用手132Sij帰宅確率を算定した。そ

の結果の一部として第1サイクルおよび第2サイク

00

X0

W0

V0

U0

T0
@40　3020　10

1

0
　　　　　　　　　　　　　　　8　9　　　1　2　3　4　5　6　7
　　　　　　　　　　　　　　　ソージヤーン数

図5－3－7　利用手瑠1」ソージャーン数
　　　　　選択率（第1サイクル）

ルについての算定結果を表5－3－8に示す。なお，ここで帰宅トリップは，その着エンドがベイスであ

るものを意味し，非帰宅トリップはそれ以外である。また，各トリップ番目の帰宅確率の算定方法は，

たとえば，表5－3－8における第1サイクルでの全手段（自動車利用＋マストラ利用）の場合で説明す

れば，第1トリップで204，375人がベイスを出発しており，そのうち第2トリップでベイスへ戻った

（すなわち，ソージャーン数1のサイクルを生成したことになるが）のが145，940人で，残り58，435人
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表5－3－8（その1）　利用手段別帰宅確率（第1サイクル）

手段 全　手　段 自 動車利 用 自動車以外利用

トリップ

ﾔ目
非帰宅
gリップ数

帰　　宅
gリップ数

帰宅確率 非帰宅
gリップ数

帰　　宅
gリップ数

帰宅確率 非帰宅
gリップ数

帰　　宅
gリップ数 帰宅確率

1 204375 90712 113663

2 58435 145940 0，714 27695 60496 0，667 30740 85444 0，752

3 26795 31640 0，541 13942 13941 0，504 12853 17699 0，576

4 11920 14875 0，555 6659 8324 0，597 5261 6551 0，510

5 5714 6206 0，521 3587 3240 0，487 2127 2966 0，564

6 2496 3218 0，563 1458 2107 0，587 1038 1111 0，522

7 729 1767 0，708 483 1035 0，710 246 732 0，706

8 328 401 0，550 223 260 0，538 105 141 0，573

9 237 91 0，277 184 39 0，175 53 52 0，495

10 113 124 0，523 60 124 0，673 53 0 0．0

11 60 53 0，469 60 0 0．0 53 1．0

12 60 1．0 60 1．0

計 311202 204375 0，675 145063 89626 0，618 166139 114749 0，691

表5－3－8（その2）　利用手段別帰宅確率（第2サイクル）

手段 全 手 段 自動車利用 自動車以外利用

トリヅプ

ﾔ目
非帰宅
gリップ数

帰　　宅
gリップ数

帰宅確率 非帰宅
gリップ数

帰　　宅
gリップ数

帰宅確率 非帰宅
gリップ数

帰　　宅
gリップ数 帰宅確率

1 36216 17175 19041

2 6847 29369 0，811 4053 12683 0，738 2794 16686 0，876
3 2540 4307 0，630 1652 2420 0，597 888 1887 0，675

4 886 1654 0，651 568 1033 0，625 318 621 0，699

5 552 334 0，377 310 309 0，544 242 25 0，079
6 210 342 0，620 79 231 0，745 131 111 0，459
7 210 0 0．0 79 0 0．0 131 0 0．0

8 110 100 0，476 41 38 0，481 69 62 0，473

9 69 41 0，373 41 1．0 69 0 0．0

10 69 0 0．0 69 0 0．0

11 69 1．0 69 1．0

計 47709 36216 0，759 23957 16775 0，700 23752 19441 0，818
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はさらにトリップを重ねている。　　表5－3－9　自動車利用とマストラ利用との帰宅確率め比較

このとき第2トリップ番目（ソー

ジャーン数1）における帰宅確率

は145，940／204，375より0．714と

なるわけである。結局，帰宅確率

における両者の比較においても，

表5－3－9に示すように，PA＜

Pmの関係が成立つことがわかり，前述のサイクル内ソー

ジャーン数別第1トリップの自動車分担率の性質を説明するための前提条件が検証されたものと考えられる。

自動車利用 マストラ利用

第2トリップ番目
iソージヤーン数1）における帰宅確率 ％、－0，667 場、＝0．752

平均帰宅確率

第1サイクル

@＆1＝0．618
i第2サイクル@　PA2＝＝O．700）

第1サイクル
@場、＝0．691
i第2サイクル@　P．2＝O．818）

述のサイクル内ソー

全サイクル

@％－0．635
㌦＝0．708

5－4自動車利用車数推計のためのトリップチェインモデル

　5－4－1　モデルの基本構造とその検証

　本節では，前節第3項において検討された業務トリップチェインにおける自動車利用特性に関する分

析結果をもとに，トリップチェインによる自動車利用者数推計モデルの構築を行い，具体的な適用例に

よるモデルの現況再現性を明らかにする。本モデルは，最終的には業務トリップの自動車利用とマスト

ラ利用の2交通手段に関する発生集中量を推計するものであるが，その意味では，トリップ単位の従来

のモデルの分類から言えばトリップエンドモデルに属するものである。またトリップチェインの諸性質

のうち，トリップ連鎖パターンを規定するサイクル内ソージャーン数に着目したモーダル・スプリット

を扱っている点が大きな特徴点としてあげることができる。これは，従来のマルコフ連鎖モデルの中で

のトリップの連鎖性に重視する立場と若干異なり，業務トリップチェインにおける交通手段選択がベイ

スを出発するときに，その立ち回りパターンによって大きく影響を受けることを前提とした枠組となっ

ているといえる。

　そこで具体的なモデルの定式化とその適用に入る前に，本モデルの基本構造を明らかにするとともに

実際のデータを用いたいくつかの実証的な考察を行っておきたい。すなわち，モデル構築の最初の段階

から業務トリップの交通手段別廃生集中量の推計を意図するのではなく，いわゆる全域モデル的に圏域

全体での業務トリップチェインを対象として交通手段別（自動車利用とマストラ利用）に総ソージャー

ン数や総トリップ数を推計するモデルの定式化とその適用性を検証するわけである。

　まず，本モデルの基本構造を議論する上で前提となっている仮定のいくつかを明らかにしておこう。

すなわち，

　①　自動車利用に関して，サイクル内では交通手段の変更はないものとする。これは，自動車を利用

　　してベイスを出発したものはベイスに戻るまで当該サイクル内のすべてのトリップに関して自動車
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　　を利用し，一方，自動車を利用せずマストラを利用してベイスを出発したものはそのサイクル内で

　　自動車を利用することはない。

　②自動車利用者およびマストラ利用者はそれぞれ各サイクル番目において一定の平均帰宅確率をも

　　っ。（PA：自動車利用者帰宅確率，　Pm：マストラ利用者帰宅確率）ただし，各サイクル番目の第2ト

　　リップ番目とそれ以降のトリップ番目の帰宅確率を区別して取扱う場合は除かれる。この場合は，

　　結局，ソージャーン数が1個のピストン型サイクルとそれ以外の巡回型サイクルにおける帰宅確率

　　を別個に考えていることになる。

　③自動車利用者およびマストラ利用者は，それぞれ一定のサイクル再起確率（CA，（）m）をもつ。な

　　お，この仮定は単にサイクルの新たな生成に関して交通手醐llに考えているだけであり，サイクル

　　間での交通手段の継続を意味するのでない。

　④第1サイクル番目においてその第1トリップの自動車分担率（μ∠）は，ベイスゾーン属性および

　　トリップメーカー属性によって規定されると仮定する。

次に，これらの諸前提のもとで自動車利用者数の変化を各サイクル番目の各トリップごとに追った模式

図を図5－4－1に示すが，これは以下のように説明することができる。すなわち，

　第1サイクルにおける第1トリップの自動車利用者数は，総発生トリップチェイン数TCとして

　　　　夕4コ【C　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・…　一■・・・・・…　　（5。　4　1）

であり，また同様に考えて第1トリップのマストラ利用者数は（1－％）TCとなる。　LtA　7℃のうち，第

2トリップで帰宅する者（すなわち，ソージャーン数が1個のピストン型となる）は，帰宅確率PAに

よって，

　　　　弓イTC・PA　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’’’’’’’’”・’・・’　（5．4．2）

となる。同様にマストラ利用（1－tqA）TCのうち，第2トリップで帰宅する者は（1－ltA）TC・Pmだか

ら，これよりサイクル内ソージャーン数が1個のときの自動車分担率ρ（1）は，次式で与えられる。

　　　　　　　　　　　1　　　　ρ（1）＝

　　　　　　　　1・1宗暑　　　　　　…・・…・……（5・・…）

一方，第2トリップで帰宅せずに立ち回った者のうち，第3トリップで帰宅した場合にソージャーン数

が2個の立ち回りパターンが生成されることになるから，このときの自動車分担率は，

＿⑫＝
P＋（　　　　1

P－／tA）（1－Pm撃狽`（1－PA））
Gh　　…一一…（5’　‘’　4）
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　利用＊　1‘”，
P・

q・｛≡ヂ，1・芸活

自動車利用者数LeA・TC，　　PtA・7℃・（1－PA），…・…一・，ttA・TC・（1－PA）s

自動車以外利用者数　（1－PtA）・TC，（1－ZtA）・TC・（1－Pm），……，（1－t4A）・TC・（1－Pm）s

第1サイクル◎　　　　　　　　一一一一一→　………
　　　ベイス第1トリップ　　　第2トリップ　　　　　　　　　　第（s＋1）トリップ

，

，

1
’

場万
■

噛％
1

H

，ひヴ

，ぴ汀碗卜
（

　　　　　　1
　1・1ヂ（i≡警）㌃1暑

　14A・7℃・（1－PA）s二1∫PA

・，（1－／4A）・TC・（1－Pm）s二i　Pm

自動車利用率　　　1　　　　．＿＿＿＿．＿．．　　　　　1
　　　　　　　1・≒弁紗祝ド’’’”1・学（紗㌘1（1≡2）s

自動車利用者数　t4A・TC・（㌘一1　，………・…＿＿…＿＿．．．＿，　PtA・TC・（）n－1（1－PA）s

自動車以外利用者数　（1－14A）・TC・C㌃1　・……’………”……・　（1－ltA）・TC・Cbin－1（1－Pm）s

第nサイクル◎　　　　　　　　　一一一一→　…’…”…一一一→一一一一→
　　　ベイス第1トリップ　　　第2トリップ　　　　　　　　　　　第（s＋1）トリップ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　1・学（磨1葺ピ””’’”1・1云4（92）t’（；≡曇）警

　　　　　　　　14A・TC・Cテ1・PA　，一…・…，LtA・TC・q吾（1－PA）s－1・PA

　　　　　　　　（1－P・A）・TC・C㌃1・Pm’一・一・（1－・4A）・TC・（謬（1－Pm）s’1・Pm

　　　　　　　　図5－4－1　自動車利用者数の変化の模式図
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同様にしてソージャーン数sのときの自動車分担率ρ（s）は，次式にて書き表わされる。

　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・…　　（5．4．5）　　　　ρ（s）＝
　　　　　　　　1・（1－PtA）（1≡警）日葺

ところで，自動覇1」用の第1サイクル総ソージャーン数TsA（1），マストラ利用の第1サイクル総ソー

ジャーン数Tsm（1）ならびに自動車利用の第1サイクル総トリップ数TTA（1），マストラ利用の第1サ

イクル総トリップ数TTM（1）は，それぞれ定義式より次式によって与えられる。

　　　　TsA（1）一ξ、｛S…A・TC（1－PA）s”’PA｝一…　TC　i　　　・…一・・・…（5・・4・・6）

　　　　Tsm（1）一ξ1｛S（1－・・A）・C（1－Pm）s－’　Pm｝一（1－・・A）・Cよ…・・…一…（5・・…）

　　　　TTA（1）一芝、｛（S・1）・・A・TC（1－PA）s“1　PA｝一・・ATC（1・オ）一・………（5・・4・・8）

　　　　TTM（1）一、三、｛（S・1）（1－・・A・）TC（1－Pm）s”　Pm・｝一（1－・・A）・C（1・よ）…（5・・…）

次に第nサイクルに関して，サイクル再起確率CA，砺を用いることにより利用手段別にみた発生サイク

ル数を求めると，自動車利用の場合にはPtA　TC・（才一1，マストラ利用の場合で（1－s4A）7℃・（㌃1となる

から，これを第1サイクルにおける利用手段別発生サイクル数（14A　7℃，（1－14A）TC）と置き換えれば，

以下まったく同様にして自動車利用者数の変化を追跡することができる。このとき，第nサイクルにお

ける利用手段別の総ソージャーン数，総トリップ数は次式で与えられる。

　　　　TsA（n）一％τC・信1オ　　　　　　　　……………（5・・4・・1・）

　　　　Tsm（・）一（1－P・A）・C・・露　　　　
…………… i一）

　　　　TTA（n）一…TC・・㌘1（1・；）　　　　・一…・……（5・　…12）

　　　　TTM（n）一（1－・・A）TC・・謬（1・嵩）　　　・………・…・（5・・…13）

　また，上記の結果を用いて無限回のサイクルの再起を考えれば，利用手段別の総サイクル数，総ソー

ジャーン数，総トリップ数を表5－4－1に示される式によって得ることができる。

　なお，上述の自動車利用者数の変化では，それぞれの交通手段についての帰宅確率はサイクル内の各
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表5－4－1　利用手段別総サイクル数，総ソージャーン数，総トリップ数

自動車利用 マストラ利用

総サイクル数
　　　　1
SτC1－（ン

　　　　　　1（1－％）τC　　　　　1－C勿

総ソージヤーン数
　　　　　1
Sτc（1－CA）島

（1－％）・C（1一㍍）

総トリップ数
4・C（1≒）（1・噺 （1－t4A）・C（1．紘）（1・オ）

トリップ番目で一定と仮定していたが，前項の実態分析で見てきたようにサイクル内ソージャーン数が

1個であるピストン型立ち回りパターンとソージャーン数が2個以上の巡回型立ち回りパターンを区別

するために，帰宅確率を第2トリップとそれ以降のトリップの2種類を設けることにしたときには，表

5－4－1に示される結果は次の表5－4－2のように変形される。

表5－4－2　利用手段別総サイクル数，総ソージャーン数，総トリップ数

自動車利用 マストラ利用

総サイクル数 　　　1SτC
@　1－（ら

　　　　1（1－PtA）τC　　　　1－（玩

総ソージヤーン数
％・C1．七｛1＋‡（1－・PA・）｝ （1－％）τC1．ご｛1・嵩（1一弘）｝

総トリップ数
％・C1≡烏｛・＋オ（1－・PA・）｝ （1－PtA）・C1．㍍｛・・毒（1一弘）｝

注）表中，PAI：ピストン型立ち回りパターンにおける自動車利用のときの帰宅確率

　　　　　％　：巡回型立ち回りパターンにおける自動車利用のときの帰宅確率

　　　　　Pm　i：ピストン型立ち回りパターンにおけるマストラ利用のときの帰宅確率

　　　　　場　：巡回型立ち回りパターンにおけるマストラ利用のときの帰宅確率

　したがって，ここでの基本構造としては，ベイスゾーンから発生する第1サイクルの総数が与えられ

たときその第1トリップにおける自動車分担率を決め，それ以降の立ち回りについては利用手段ごとの

帰宅確率によって推移するものと考えている。そして複数サイクルの生成に関しては，第1サイクルに

おいて利用した交通手段ごとにそれぞれサイクル再起確率を用いて説明しようというものである。

　そこで，このような考え方にもとづき実際のデータから得られる帰宅確率，第1トリップ自動車分担

率，発生サイクル数そしてサイクル再起確率を用いモデルの現況再現性の検証を行ってみることにする。

まず，帰宅確率を1種類とした場合をケース1とし，そしてピストン型と巡回型との帰宅確率を区別し

た場合をケース2として，それぞれにおいて用いた諸値を表5－4－3に示す。

　次に，表5－4－3に示された諸値を用い，前述の自動車利用者数の変化の追跡手順に従って各ケース
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表5－4－3　モデルの基本構造の検証のためのパラメータ値

基本パラメータ パラメータ現況値 基本パラメータ パラメータ現況値

帰宅確率 第1トリップ自動車分担率 μメ＝0．44385

（ケース1） 第1サイクル

自動車利用 ＆－0．63589 発生サイクル総数 τC＝204，375

マストラ利用 筋＝α70832
（ケース2） サイクル再起確率

自動車利用ピストン型 泓一〇．68666 自　動　車利　用 Cλ＝0．18249

〃　　　巡回型 ％－0．54394

マストラ利用ピストン型 筋1＝0．77154 マストラ利用 ㌦一〇．15653

〃　　　巡回型 協一α56040

表5－4－4サイク・レ内各トリ・プの禾1」用手酬非帰宅’帰宅トリ・プ（第1サイクル）

手段 自 動車 利 用 マ ス　ト ラ利 用

非帰宅トリ ップ 帰宅トリ ップ 非帰宅トリ ツプ 帰宅トリ ップ

晶
実績値 ケース1 ケース2 実績値 ケース1 ケース2 実績値 ケース1 ケース2 実績値 ケース1 ケース2

1 90712 90712 90712 113663 113663 113663

2 27695 33029 28424 60496 57683 能288 30740 33153 25967 85444 80510 87696

3 13942 12026 12963 13941 21003 15461 12853 9670 11415 17699 23483 14352

4 6659 4379 5912 8324 7647 7051 5261 2821 5018 6551 6849 6397

5 3587 1595 2696 3240 2784 3216 2127 822 2206 2966 1999 2812

6 1458 580 1230 2107 1015 1466 1038 240 970 1111 582 1236

7 483 211 560 1035 369 670 246 70 426 732 170 幽
8 223 77 256 260 134 304 105 20 187 141 50 229

9 184 28 117 39 49 139 53 6 82 52 14 105

10 60 10 53 124 18 64 53 2 36 0 4 46

11 60 3 24 0 7 29 1 16 53 1 20

12 1 11 60 2 13 7 1 9

13 5 1 6 3 4

14 2 3 1 2

15 1 1 1

16 1

の計算値を求めた。ここでは，その結果の一部として，表5－4－4にそれぞれのケースでの第1サイク

ルの各トリップ番目における実績値と計算値との比較を示し，さらに表5－4－5では各サイクル番目ご

とに推計される総ソージャーン数を，そして表5－4－6には総トリップ数を求めた結果を示す。これら

より，
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表5－4－5　モデルの適用結果（ソージャーン数）

手　　段 全 手 段 自動車利用 自動車以琳1」用

サイクル

ﾔ　　目
実績値

計算値

Pース1

計算値

Pース2
実績値

計算値

Pース1

計算値

Pース2
実績値

計算値

Pース1

計算値

Pース2

1 311162 303122 302967 145023 142654 142967 166139 160468 160000

2 47709 51151 51135 23957 26033 26090 23752 25118 25045

3 3939 8683 8681 2020 4751 4761 1919 3932 3920

4 857 1482 1483 4宏 867 869 429 615 614

5 398 254 255 344 158 159 54 96 96

6 245 44 44 191 29 29 54 15 15

7 53 7 7 53 5 5 2 2

8 53 1 1 53 1 1

9 53 53

計 364469 364744 364573 172122 174498 174881 192347 190246 189692

表5－4－6　モデルの適用結果（トリップ数）

手　　段 全 手 段 自動車利用 自動車以粥1」用

サイクル

ﾔ　　目
実績値

計算値

Pース1

計算値

Pース2
実績値

計算値

Pース1

計算値

Pース2
実績値

計算値

Pース1

計算値

Pース2

1 515577 507497 507342 234689 233366 233679 280888 274131 273663

2 83925 85499 85481 40732 42589 42644 43193 42910 42837

3 7511 14489 14487 3973 7772 7782 3538 6717 6705

4 1610 2469 2470 856 1418 1420 754 1051 1050

5 796 424 423 688 259 259 108 165 164

6 490 73 73 382 47 47 108 26 26

7 106 13 13 106 9 9 4 4

8 106 3 3 106 2 2 1 1

9 106 106

計 610227 610467 610292 281638 285462 285482 328589 325005 324450

①まずケース1とケース2との比較であるが，ケース1では自動車利用およびマストラ利用の両者

　とも第2トリップにおける計算値が過大になっており，逆に第3トリップ以降は過小になっている

　ことがわかる。これは帰宅確率の設定値がどのトリップ番目でも一定なものを用いているためであ

　る。一方ケース2は，ピストン型と巡回型に関し異なる帰宅確率を用いているため，それぞれの利

　用手段における各トリップ番目の帰宅トリップを見てわかるようにその適合度は向上している。

②　また，表5－4－5，表5－4－6の各サイクル番目での適合度は，両ケースとも第1サイクル，第

　2サイクルで良好な結果を得ている。しかし，サイクル再起確率一定としているため第3サイクル

　以降でやや低下している。
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　5－4－2　モデルの定式化とその適用例

　　｛1）モデルの定式化

　前項においては，本モデルの基本構造がサイクル内の立ち回り特性にもとつく自動車利用者数追跡モ

デルであることが示された。ここではそれらの議論を踏まえて，業務トリップにおける自動軒1」用の発

生集中量を推計するトリップチェインモデルの定式化ならびに具体的な適用例を通じたモデルの有効性

の検討を行っていきたい。

　本モデルの定式化に入る前に，まず前項の基本構造をもとにどのような諸点がモデル構築の上で新た

に検討される必要があるかを列挙しておくことにする。

　①　まず，モデルの中で用いられる説明変数のいくつかは，交通需要推計の上で内生変数として組み

　　込む必要があると考えられるので，土地利用指標，社会経済指標ならびに交通条件を表現する諸指

　　標などを用いて推定式を求めることにする。具体的には，サイクル内第1トリップの自動車利用分

　　担率μがトリップメーカーの属する業種別に，かつベイスゾーン別に当該ベイスゾーンの土地利用

　　指標・交通条件などを説明要因として，次式のような形式で推定される。

　　　　μ（々・i）－f（ポ‘）　　　　　　　　　………・…・・（5．4．14）

ここで例えば，f（xle　i）－a。＋a、xki・％ぴ・……・・。畑

　　　　　　　μ（ki）：サイクル内第1トリップ自動車利用分担率

　　　　　　　　　　　（k業種，iベイスゾーン）

　　　　　　　xki－（X‡㌧Xξ」、Xタ）・le業種トリ。プメーカーにとってCD　iベイスゾーンに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　関する土地利用指標，交通条件を表わす説明変数

　　　　　　　％sal・a2・’’’”an：ノxeラメータ

　　なお，この他の説明変数については，ベイスゾーン別発生サイクル数は業種別生成原単位により

　求めることにし，また，帰宅確率およびサイクル再起確率は，これまでの研究事例を踏まえて業種

　別にそれぞれの数値を求めている。

②前項では，ベイスゾーンごとに発生する総ソージャーン数や総トリップ数が求められただけで，

　それぞれのサイクル内のトリップがどのゾーンに着エンドを有するか，すなわちソージャーンゾー

　ンの分布を問うことはなかった。しかしながら，本モデルが利用手段別の発生集中量を推計するこ

　とを目的としているので，このソージャーンゾーン分布の決定は不可欠な検討課題といえる。そこ

　で，前章においても同様にソージャーンゾーン分布を決めるための方法論が議論されているので，

　ここではその中で，ベイスゾーンとソージャーンゾーンとの相対的位置関係に着目した推定方法を

　用いることにする。すなわち，前章の基本モデルにおけるソージャーンゾーン分布の決定に用いた
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　　相対的アクセシビリティの考え方を今回も採用することにする。

③そして，前項において検討されたケースとして，サイクル内立ち回りパターンに関してピストン

　　型と巡回型での帰宅確率を区別するかどうかの2ケースがあり，その結果各ケースの現況再現性の

　　比較において明らかなように，ピストン型と巡回型を分離して扱った方が適合度も良好であった。

　　したがってここでは，ピストン型パターンと他の巡回型パターンが本来その立ち回りにおいて異っ

　　たものとしてとらえるべきであるという考え方に立つことにし，ピストン型パターンをあらかじめ

　　先取りした形で取扱うことにする。そこで，帰宅確率のレベルで別扱いをするのでなくて，業種別

　　ベイスゾーン別発生サイクル数に関し，すべての立ち回りパターンに占めるピストン型の割合を乗

　　じることによって，その段階で分離してしまうわけである。

　これらが前項の諸検討結果を踏まえ，かつ発生集中量推計モデルとしての枠組を有するために必要な

検討の対象である。以下では，モデルの定式化を行う過程において，これらの諸点を具体的に明らかに

していきたい。まず，本モデルによる推計フローの概略は図5－4－2に示されるが，それは大別して次

の5つのステップから成る。

　　ステップ1：発生トリップチェイン数の推計ならびにピストン型・巡回型立ち回りパターンの構成

　　　　　　　　割合の決定

　　ステップ2：サイクル内第1トリップ自動軒1」用分担率の推計およびそれにもとつく第1サイクル

　　　　　　　　利用手段別サイクル数推計

　　ステップ3：帰宅確率，サイクル再起確率を用いた総サイクル数および総ソージャーン数の推計

　　ステップ4：ソージャーンゾーンの分布の推計

　　ステップ5：業務トリップの発生集中量の推計

以下，その概略を逐次説明していこう。

《ステップ1》

　まずステップ1としては，圏域の各ベイスゾーンにおいて発生する業務トリップチェイン数が推計さ

れる。これは当然のことながら，トリップメーカーの属する各業種の特性が大きく規定力をもち，それ

ぞれの業種での用務内容が当該業種の外出率に反映されるとともに，ベイスゾーン内での事業所規模構

成あるいは従業員数などによってその量的な水準も決められるものと考えられる。前章における諸モデ

ルでも同様の取扱い方に関する議論がなされており，各ゾーンの従業員数，事業所数，延床面積といっ

た土地利用指標を説明要因とする回帰式が提案されていた。本モデルに関してもこれと同様にパラメー

タ推定を行うことも可能であるが，ここでは以下のステップで検討される自動車利用者数の変化の追跡

が主題であるため，その現況値をそのまま採用することにし，新たな回帰式の同定化は行わないことに
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業　者

Eゴ

発生トリップチェイン数

　　　　τCゴ

第1サイクルピストン型

サイクル数N確

ピストン型
自動車利用率

　　借

サイクル再起確率

　イcle陀々

トリップチェイン

原単位

ピストン型比率

　　kl　　β

第1サイクル
巡回型サイクル数

　　NC竪

第1サイクル
自動車利用・自動車以外
利用別サイクル数

　　缶c脅；％c館

ANCi，％C『

巡回型
自動車利用率
　　At・1，2

帰　宅確　率
　Apk〃IP々

τsξ，物τsξ

布鵠・㌘吋

発生・集中量

AUi化勿砺物

タ・，螂

図5－4－2　モデルの推計フロー

する。次にピストン型と巡回型との分離に関してであるが，本モデルは業種別に取扱っていくことを前

提としているので，現況のデータより各業種の発生トリップチェイン数に占めるピストン型立ち回りパ

ターンの割合を求め，この値をピストン型とそれ以外の分離比率として用いることにする。すなわち，

k業種iベイスゾーンの発生トリップチェイン数TC（k’i）（＝TC：以後k，iのサフィックスを省略）と
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すれば，これは第1サイクルのサイクル総数1VC1に等しいことになるが，これにピストン型立ち回りパ

ターン比率β（々）（＝β，以後業種koサフィックスを省略）を乗じることにより，ピストン型および巡回型の第

1サイクル数が得られる。

㌫：二竺）N，，：こ㌘；工㌘｝
・・・・・・・・・・・・…

@　（5．4．　15）

《ステップ2》

　次にステップ2においては，第1サイクルにおける利用手段別サイクル数をサイクル内第1トリップ

自動車利用分担率を用いて推計する。この第1トリップ自動車分担率は，上述のピストン型と巡回型の

2種類の立ち回りパターンのそれぞれについて，次式に示されるようなベイスゾーンの土地利用指標・

交通条件などの説明要因の回帰式として推定される。

　　　　1：lll蕊蕊瓢鰺1㍑：））｝一一

　ここで，μ（le’i）（＝μ：k業種iベイスゾーンピストン型立ち回りパターン，第1トリップ自動車利用

　　　　　　　　　　　分担率（々，りのサフィックス省略）

　　　　　μ’（k’i）（＝μ’lk業種iベイスゾーン巡回型立ち回りパターン第1トリップ自動車利用分担

　　　　　　　　　　　率（々，i）のサフィックス省略）

　　　　　AA（h’　i）／　mA（k’i）：自動車利用とマストラ利用とのアクセシビリティ比（k業種iベイスゾー

　　　　　　　　　　　ン）

　　　　　C，（k’　i）／E（le’i）：従業員1人当りの自動車保有台数（k業種iベイスゾーン）

　　　　　alk），　・｛々），　・lle），　a6（k），　・｛（h），・a；（k）・パラメータ

　そこで，式（5．4．16）で示されるμとμ’を用い，式（5．4．　15）のサイクル数を乗じて，第1サイクルに

おける利用手段別サイクル総数（ANC1，mNC、）を求めると，

　　　　三1竺三∵：1∵ll＿）（1．P）｝TC｝（…4・・17）

《ステップ3》

　次にステップ3に入り，まずサイクルの再起確率を用いて無限回の遷移を行ったときの発生する総サ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー203一



イクル数（ATNC，MTIVC）を求めておく。今，利用手llRSl」のサイクル再起確率を（）51e）（＝（）A：h業種

のサフィックス省略）およびC傷）（＝Cm）とすれば，次式で与えられる。

　　　　竺：1憲：：1二：：1：烈　　…一（一）

ところで，サイクル内の立ち回りについては，ソージャーン数が1個のピストン型と巡回型とは分離し

て扱われており，ピストン型は前もって先取りされ，一方巡回型は利用手段別業種別帰宅確率（Ofk）・k

業種のサフィックス省略）および1蕩旬（＝Pm）によって状態遷移をするものと仮定されている。したが

って，ソージャーン数別サイクル数を利用手段ごとに求めたいときも，ソージャーン数が1個のときと

2個以上のときは別個に求める必要がある。すなわち，ソージャーン数が1個である自動車利用のサイ
クル数・Ncllテ）（－ANC（1）、（〃，i）のサ。。。クス省略）およびマス，ラ利用サイクル数％C｛1イ）（－

mNC（1））は，

ANC（1）＝＝・nβNC、＋μβNC、＋・・…・一μβNC、／1－CA－nβTC／1－CA

mVC（1）＝（1一μ）βハIC，＋（1一μ）βNC2＋……

　　　　＝（1一μ）βNCi／1－Cm＝（1一μ）βτC／1－（）m

・・・… @　（5。4．　19）

となり，＿方。一ジ。一ン数が珊（s≧2）の手段別サイクル鋤C留（一・NC（s）），MN（縛（一

竺VC（S））は，　利用手段別帰宅確率（PA，　Pm）を用いて

　　　　ANC（・）一μ’（1一β）NC、（・）＋μ’（1一β）NC，（・）＋……

　　　　　　　一μ’（1一β）PA（1－PA）s－2（NC、＋NC、　CA＋NC、（橿＋一）

　　　　　　　一μ’（1一β）PA（1－PA）s’2　TC／1－CA　（・≧2）

　　　　”6VC（s）＝（1一μノ）（1一β）」v℃1（s）十（1一μ’）（1一β）NC2（s）十…

　　　　　　　一（1一μ’）（1一β）Pm（1－1in）s”2　TC／1－C）7i（・≧2）

と書き表わすことができる。

・・・… @　（5．4．20）

　したがって，式（5．4．19）および式（5．4．20）を用いて利用手段別の発生する総ソージャーン数

（”TS（k’i）（＝ATS），（k，　i）のサフィックス省略MTS（んの（＝lnTS），（k，i）のサフィックス省略）は，次式に
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よって算定できる。

　　　　　　　　oo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　oo
　　　　ATS＝Σs・AIVIC（s）－ANC（1）＋．Σs・ANC（s）
　　　　　　　S＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　S＝2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　oo　　　　　　－・βTC／1－C・＋［・’（1一β）TC／1－CA］｛sl，・（1－PA）s－2已

　　　　　　一芸烏｛・β・μ（1一β）（1・劫

　　　　　　　　oo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　co

　　　　MTS＝Σs・MNC（s）＝MVC（1）＋Σs・mVC（s）
　　　　　　　S＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　S＝2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　oo　　　　　　－（1一μ）βTC／1－（in・［（1一μ’）（1一β）TC／1－（）m］｛sE，　s（1－Pm）s’2｝Pm

　　　　　　－1三C｛（1一μ）β・（1一μ）（1一β）（1・嵩）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’’’’’’’’’’’”・’　（5．4．21）

《ステップ4》

　前ステップまでで，業種別に各ベイスゾーンから発生したトリップチェインによって生成される利用

手醐llの総サイクル数と総ソージャーン数が得られたわけであるから，ここでは，総ソージャーン数を

各ソージャーンゾーンへ分布させることを考えることにする。すなわち，このソージャーン分布につい

ては，前章のソージャーン数選択率に着目した発生集中量推計モデルのときと同じように考えるとすれ

ば，ベイスゾーンと各ソージャーンゾーンとの相対的アクセシビリティを用いれば良いことになる。本

モデルにおいてもやはりこの相対的アクセシビリティの考え方に従うことにし，次式によって利用手段

別略・一ジ・一ンゾー・への分布量鍋鱈吋（・業働ベイスゾー・）を勅る．

のぷ
逸借

宇

㍗吋一 U・ぷ勧
・・・・…

@’・・一…　　（5．4．22）

ここで，

鍔・k業鮎動車利用のベイスゾー7iの・一ジ・一・ゾーン」にSta一る相対的

　　　アクセシビリティ

轡・撲種マストラ利用のベイスゾー・iの・一ジ・一ンゾーン」に対する相対的

　　　アクセシビリティ

埣一ξ鍔，螂一テ螂
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　さて，式（5．4．22）中の相対的アクセシビリティであるが，次式で示されるように業務トリップにおけ

る発着エンド関係が各業種の用務内容を反映していることを念頭に置いた形式となっている。すなわち，

　　　　得一弓　　　　　 ……………
i5・・…23）

　　　　　　　　　　tl

　　　　　　、4弓：ソージャーンゾーン」の面積

　　　　　　㌔・ゾーンi一澗の時間距離（自動車利用）

　　　　　　勾　：々業種にとっての」ゾーン単価面積当りの魅力度

　　　　　　α，γ：ノxeラメータ

ここで，撲敵と・て元ゾー・のもつ単位面積当りの魅力吟は，当該ゾーンの業as・1従業者数

密度および夜間人口密度の重みづけ線形和（重みづけが々業種によって異なる）として次式によって与

えられると仮定する。

　　　　♂一・le・（卿）・膓・1・h・（蜘弓）　　　・・……・……（5・・…24）

　　ここで，Who，　Wle　1，…，ωfeh　，…，w12K：k業種にとってh業種（h＝O，1，2，…，K）の重視度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（重み）

　なお，このk業種の各業種への重視度ベクトルWle　・＝（ωko，…，α協，…，W12K）は，業務トリップに

おける発着エンドの業種間流動より次のようにして求めたものである。

　　　　Wkh＝吉　　　　　　”‥”“’’’’’’”（5・　‘・　25）

　　　　　　Xleh：ん業種発h業種着の業務トリップ数

　　　　　　h＝0：着エンドが住宅施設を指す

　　　　　　h＝1，…，K：着エンドがK種類の業種施設のおのおのを指す。

《ステップ5》

　最後に，各ベイスゾーンにおける発生サイクル数とステップ4で得られる各ゾーンへのソージャーン

数から，発生集中量へ変換するわけであるが，これは，前章の発生集中量推計モデルのときとまったく

同様にすればよい。すなわち，利用交通手醐1」発生量匂，mUlは，次式で与えられる。

：1欝蕊｝　　一（・・・…26）
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　なお，本モデルではすべて完全トリ

ップ連鎖パターンを前提としているた

め，AUI　＝A　Vl，MUI＝MVIとなり発生

量と集中量は一致する。

　②　適用例

　ここでは，前述のモデルの定式化の

手順に従って具体的な適用を行うこと

によって，その現況再現性ならびに自

動斬1」用者数の変化の追跡の様を眺め

ていくことにする。具体的に取上げた

対象地域は図5－4－3，表5－4－7に

示すように，大阪市内を区単位の26ゾ

ーンに分割した域内ゾーンと，大阪市

外を17ゾーンに分割して計43ゾーンを

設けている。また対象データは，第3

章でも実態分析がなされた昭和55年度

京阪神都市圏P。T．調査データより抽出

表5－4－7　ゾーン対応表

No 市区町村 Nα 市区　町村
1 北　　区 27 池田市，豊中市，能勢町，箕面市，
2 東　　区 豊能町
3 南　　区 28 吹田市，摂津市
4 西　　区 29 茨木市高槻市，島本町
5 天王寺区 30 枚方市，交野市，寝屋川市，守口市
6 浪速区 門真市，四条畷市，大東市
7 福島区 31 東大阪市
8 大淀区 32 八尾市，柏原市
9 大正区 33 松原市，藤井寺市，羽曳野市
10 港　　区 美原町，狭山町，富田林市，河内長野市
11 此花区 太子町，河南町，千早赤坂村
12 西淀川区 34 堺市
13 淀川区 35 和泉市，高石市，泉大津市，忠岡町
14 東淀川区 岸和田市，貝塚市熊取町，泉佐野市
15 都島区 田尻町，泉南市，阪南町，岬町
16 旭　　区 36 尼崎市，西宮市，芦屋市
17 城東区 37 神戸市
18 鶴見区 38 伊丹市，宝塚市，川西市，猪名川町，
19 東成区 三田市
20 生野区 39 京都市，京都府南部（京都市より南の
21 東住吉区 全市町村）
22 平野区 40 奈良県
23 西成区 41 和歌山県
24 阿倍野区 42 兵庫県以西（ただし36，37，38ゾーンは
25 住吉区 除く）

26 住之江区 43 京都府，三重県以東（39ゾーンは除く）

ぺ〆

　29
28 @　30

　31

　訟

図5－4－3（その1）　ゾーン対応図
　　　　　　　　（全域43ゾーン）

図5－4－3（その2）　ゾーン対応図

　　　　　　（大阪市内26ゾーン）

一207一



された大阪市関連トリップチェインデータの中から大阪市内にO．B

をもつ業務サイクルを取り出したものである。そして業種分類は，

従来の諸モデルの場合を参考にして表5－4－8に示す6分類とした。

　次に本モデルの推計フローに沿って各ステップでの適用結果を検

討していくことにする。まず，ステップ1における発生トリップチ

ェイン数の推計に関しては，今回の適用例では現況値をそのまま用

いることにしたが，これを原単位法によって推計してみた結果を参

考として載せると表5－4－9のようになる。このとき業種別にみて

いくと製造業の適合度が極端に悪いことを除けば，他の業種におけ

る原単位法の適用の妥当性は示されているものといえる。製造業に

ついては，例えば，ゾーン番号2のように実績値が非常に偏った値

表5－4－8　業種分類

馳 業種分類
1

建設業（農，林水産，　　　鉱業を含む）

2 製　造　業

3 卸　売　業

4 小売業
5 サービス業

6

金融・保険・不動産業，
^輸・通信業，
d気・ガス・水道業，

�ｱ

をもつ場合を含むためにこのような結果を招いたと考えられ，それほど問題にしなくて良いといえる。

むしろ，発生トリップチェイン数の推計上重要なのは，こうした原単位法の適用を考える場合の原単位

自身の安定性であり，またトリップチェインの生成機構との関係であろう。この両者の問題とも今回の

適用例においてはこれ以上言及することができていないため今後の課題である。そして，ステップ1の

後半部のピストン型立ち回りパターンと巡回型立ち回りパターンの分離比率i9　leであるが，　これは現況

トリップチェインデータより表5－4－10に示す結果を得た。

　ステップ2においては，第1トリップ自動車利用分担率について式（5．4．16）の形式に対するパラメー

タ推定がなされた。すなわち，ピストン型と巡回型の2種類の第1トリップ自動車利用分担率（イμ（k’｛）

イμ’（k’i））がアクセシビリティ比および従業者1人当りの自動車保有台数を説明要因として重回帰式に

より推定されたわけである。その推定されたパラメータ値を表5－4－11に示す。なお，ここで用いた自

動斬ll用・マストラ利用間のアクセシビリティ比は，そこでのパラメータを別途に業aSijに求めておい

たものである。（表5－4－12参照）また，推定式を用いて第1サイクル内第1トリップ自動斬ll用者数を

ピストン型巡回型の立ち回りパターンごとに推計したものを表5－4－13に示す。これらより，①表5－4

－11を見てわかるように，式（5．4．16）のタイプを基本として回帰するときすべての業種がこのタイプによ

って推定されたのでなく，ピストン型では金融業を除く5業種巡回型では卸売業だけが最終的に残っ

たことになっている。なお，それ以外のタイプでは，結局アクセシビリティ比のみの単回帰式が有意な

結果を得ている。②また自動斬1」用者数（第1サイクル第1トリップ）の推計結果からは，製造業で若干

適合度が低くなっているものの，全般的には良好な適合度を得ていると考えられる。
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表5－4－10　ピストン型立ち回りパターンの構成比率

業種 建設業等 製造業 卸　売　業 小売業 サービス業 金融業等
β々

0．72957 0．70709 0．87499 0．78326 0．73429 0．73455

表5－4－11第1サイクル第1トリップ自動車利用率のパラメータ値

　　　　　　　　々業種

pラメータ
1建設業等 2　製造業 3　卸売業 4　小売業 5サービス業 6金融業等

α♂
0．40405 0．35063 0．27004 0．25772 0．10707 0．35988

α』
0．30620 0．20421 0．23954 0．06917 0．21681 0．10726

α』
0．05936 0．01822 0．11934 0．05828 0．09806 一

α6ん

0．44704 0．36252 0．32604 0．46834 0．24091 0．36557

αf此
0．25916 0．19191 0．25301 一 0．17673 0．09940

α㍗

一 一 0．14337 一 一 一

ピスト・型・μ”，i一み・！（借／螂）・・3（cレE♪）

巡回型・μ’々，㌔・占痢借／螂）・・タ（ψE『）

表5－4－12　自動車利用率推定に必要なパラメータ

業　　　種 1建設業等 2　製造業 3　卸売業 4　小売業 5サービス業 6金融業等
アクセシビリティ　　　　　　αのパラメータ

1．36058 1．14600 1．58051 1．49472 1．39952 1．72661

アクセシビリティ　　　　　　7のパラメータ

2．47050 2．88818 2．25981 3．74579 2．92233 2．80901

ア・セシビリテ・式酷弓
弓α

傷
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表5－4－13（その1）第1サイクル内第1トリップ自動車利用者数（ピストン型）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（大阪市内）

業種 1建設業等 2 製造業 3 卸売業 4 小売業 5サービス業 6金融業等
ソニン 計算値 実績値 計算値 実績値 計算値 実績値 計算値 実績値 計算値 実績値 計算値 実績値

1 1，718 1，026 2，543 1，006 1，842 919 841 721 L983 1，552 2，669 1，921

2 1，506 緬 3，336 1，550 4，895 1，940 514 810 1，452 1，199 3，230 1，662

3 370 308 557 600 1，483 1，236 518 327 503 38 875 681

4 2，089 1，643 1，221 752 2，319 2，101 590 551 875 798 783 667

5 430 346 662 532 387 353 267 219 609 311 371 211

6 734 707 865 493 1，037 1，118 191 238 392 368 486 804

7 351 310 596 390 512 413 395 482 237 214 434 439

8 839 735 756 660 326 141 150 113 179 185 446 527

9 755 800 567 600 220 72 221 203 228 235 193 113

10 1，626 1，416 395 娯 83 70 149 134 275 38 806 899

11 892 879 468 342 0 0 244 125 313 189 290 466

12 509 571 998 1，149 25 43 138 230 263 276 316 514

13 980 993 1，229 1，441 528 781 472 592 454 666 627 655

14 675 643 679 762 53 91 231 241 246 464 445 460

15 794 549 335 417 142 123 147 68 325 418 248 258

16 698 679 534 615 233 233 230 299 273 242 412 1％

17 563 527 784 903 171 243 367 528 401 348 883 833

18 660 790 403 515 134 220 85 171 206 236 316 325

19 354 407 956 843 322 328 314 339 302 543 338 320

20 534 667 1，138 556 204 264 513 292 310 109 340 256

21 1，127 1，157 蹴 900 133 155 397 247 304 190 408 490

22 893 1，093 1，028 1，012 113 111 396 319 215 183 410 298

23 1，404 1，281 792 712 75 52 658 506 376 539 894 843

24 429 384 537 603 183 119 597 349 491 810 802 535

25 1，156 901 430 287 259 375 208 258 274 277 475 420

26 536 595 375 569 71 0 253 199 134 75 572 719

合計 21，620 19，893 23，033 18，693 15，750
　　　　　4

Ph501 9，088 8，296 11，620 10，303 17，869 15，314

相関

W数
0． 828 0． 745 0． 887 0． 829 0． 898 0． 925
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表5－4－13（その2） 第1サイクル内第1トリ・プ自動車利用者数（巡回型）（大阪市内）

難 1建設業等 2製造業 3 卸売業 4 小売業 5 サービズ業 6金融業等

ソニン 計算値 実績値 計算値 実績値 計算値 実績値 計算値 実績値 計算値 実績値 計算値 実績値

1 1，019 531 1，522 1，236 1，115 1，093 390 377 1，061 203 897 758

2 794 362 1，824 1，226 2，365 817 284 168 717 321 1，425 794

3 187 126 381 182 817 549 307 178 346 247 412 135

4 737 616 563 312 1，354 1，429 301 508 764 598 545 泌
5 229 250 308 328 646 511 156 191 91 122 351 319

6 233 249 鰯 261 425 422 91 53 272 249 250 238

7 286 356 287 216 139 131 100 135 182 229 197 87

8 289 296 250 257 65 105 112 125 171 179 132 51

9 235 268 107 105 201 53 120 72 31 0 204 367

10 300 315 117 120 0 0 32 0 209 128 259 366

11 476 339 119 70 80 23 59 87 0 0 222 349

12 207 243 358 鰯 74 111 122 165 129 99 93 149

13 477 534 329 359 201 222 178 77 296 343 315 185

14 393 402 357 212 232 284 118 121 123 142 177 183

15 256 156 109 127 189 174 126 165 153 77 245 236

16 282 386 266 118 156 132 109 119 210 90 182 197

17 41 30 353 487 76 49 175 310 159 177 231 339

18 195 159 199 294 85 101 0 0 26 61 27 58

19 335 327 417 477 152 229 89 127 59 103 102 55

20 121 124 438 523 263 213 341 271 198 200 147 82

21 275 257 272 198 390 446 244 186 274 186 265 296

22 435 372 312 407 92 123 198 233 106 170 260 414

23 120 143 132 100 88 飽 42 90 21 0 100 101

24 164 67 362 265 163 155 218 67 156 172 114 106

25 234 318 294 323 138 180 60 64 120 256 59 0

26 105 108 186 238 85 88 28 0 59 68 108 22

合計 8，425 7，334 10，148 8，906 9，591 7，722 4，000 3，869 5，933 4，420 7，219 6，415

相関

W数
0，809 α941 0，827 0，766 0，665 0，856
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表5－4－14　業種別帰宅確率およびサイクル再起確率

業　　　種 1建設業等 2　製造業 3　卸売業 4　小売業 5サービス業 6金融業等

功 0．53101 0．55523 0．48843 0．49041 0．48802 0．48815
帰宅確率

瑞 0．53248 0．55648 0．67354 0．52506 0．62024 0．58477

傷 0．11512 0．19376 0．16601 0．20018 0．23843 0．19398サイクル
ﾄ起確率 傷 0．16446 0．13507 0．16408 0．27413 0．18049 0．17145

　ステップ3においては，式

（5，4．18）から式（5．4．21）までの

一連の式の展開によって，業種別

ベイスゾーン別に発生する総サイ

クル数と総ソージャーン数が利用

手段ごとに推計されるわけである

が，このときに用いられる業種別

利用手段別の帰宅確率およびサイ

クル再起確率を表5－4－14に示す。

また，業働ljに得られた結果を統

合して，ベイスゾーン別利用手段

別の総サイクル数と総ソージャー

ン数を表5－4－15に示す。これら

より，①帰宅確率はどの業種とも

自動車利用の場合が小さな値とな

っている。　一方，サイクル再起

率は，製造業，卸売業，サービス

業，金融業で自動車利用の場合が

大きく，逆に建設業小売業で小

さな値をとることがわかる。これ

らの傾向は従来の諸分析結果と同

様に，トリップ連鎖パターンと帰

宅確率ならびにサイクル再起確率

との関係が業種特性を反映したも

表5－4－15（その1）ベイスゾーン別総発生サイクル数

ゾーン
自動車利用 自動車以外利用 全 手　段

実績値 計算値 実績直 計算値 実績値 計算値

1 13823 21603 32953 25806 46776 47409

2 14893 27340 39287 26742 54175 54082

3 5129 8249 13247 10670 18376 18919

4 12898 14635 14968 13030 27866 27665

5 4915 5516 6166 5090 11081 10606

6 6546 6409 5191 5059 11737 11468

7 4085 4577 4675 4522 8760 9099

8 3995 4485 4933 3970 8928 8455

9 3240 3714 2148 2146 5388 5860

10 4761 5（B7 3797 3379 8558 8466

11 3433 3830 3509 3120 6942 6950

12 4801 3936 2254 3279 7055 7215

13 7858 7425 6493 7770 14351 15195

14 4860 4510 3693 4084 8553 8594

15 3162 3692 3042 2736 6204 6428

16 3752 4344 4386 3902 8138 8246

工7 5633 5184 5633 5919 11266 11103

18 3855 2832 1533 2048 5388
㈱

19 5806 4617 4532 4899 10338 9516

20 4208 5532 7710 6340 11918 11872

21 5531 5920 4871 4870 10402 10790

22 5228 5399 4305 4687 9533 10086

23 5582 5529 5844 5794 11426 11323

24 4241 5211 6398 5119 10639 10330

25 4404 4469 4258 4292 8662 8761

26 3914 3071 2340 2511 6254 5582

計 150553 177105 198161 171773 348714 348878
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のになっているという性質による

ものと考えられる。②また発生総

サイクル数および総ソージャーン

数の適合度については，全体とし

ては良好な結果を得ているものの

自動車利用の場合の計算値がやや

過大に推計されていることがわか

る。これは，あらかじめ前ステッ

プにおいて推計されている第1ト

リップ自動車利用分担率が過大に

推計されたためと考えられる。

　ステップ4に入ると，総ソージ

ャーン数の各ソージャーンゾーン

への配分を式（5．4．22）を用いて行

うが，このときの相対的アクセシ

ビリティの中に含まれるパラメー

タα，rを業種別に推定した結果

を表5－4－16に示す。そして，各

業種にとって発着エンドの関係を

反映させた業種別重視度ベクトル

　（式（5．4．25）参照）を表5－4－

17に示しておく。

表5－4－15（その2）　ベイスゾーン別総発生ソージャーン数

自動車利用 自動車以外利用 全 手段ソ“一ン

実績値 計算値 実績値 計算値 実績値 計算値

1 22823 33448 47205 37668 70028 71116

2 22515 42985 56788 39293 79303 82278

3 7998 12931 20287 15536 28285 28467

4 21220 22878 23255 19046 44475 41924

5 8564 8566 9670 7419 18234 15｛掲5

6 10120 10014 8034 7409 18154 17423

7 6977 7055 6757 6588 13734 13643

8 6529 6888 7112 5834 13641 12722

9 5377 5701 4108 3126 9485 8827

10 7142 7759 5227 4932 12369 12691

11 5126 5819 5317 4556 10443 10375

12 7159 6006 3092 4825 10251 10831

13 12066 11403 9926 11358 21992 22761

14 7229 6896 5764 5975 12993 12871

15 4921 5665 4662 3978 9583 9643

16 5751 6667 6869 5698 12620 12365

17 8689 7927 7184 8619 15873 16546

18 5181 4348 2468 3016 7649 7364

19 8997 7091 6279 7197 15276 14288

20 7277 8445 10611 9239 17888 17684

21 8660 9060 8121 7081 16781 16141

22 9341 8211 6034 6850 15375 15061

23 7179 8387 6794 8424 13973 16811

24 6397 7954 8864 7409 15261 15363

25 7113 6856 5277 6281 12390 13137

26 5593 4690 3150 3660 8743 8350

計 235944 273639 288855 251006 524799 524646

表5－4－16アクセシビリティのパラメータ（Ct，r）

業　　種 1建設業等 2製造業 3卸売業 4小売業 5サービス業 6金融業等

α 1．39399 1．23023 1．36571 1．62936 1．45756 1．67519

γ 2．27769 2．42969 Z35698 3．30912 2．75927 2．64086
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表5－4－17　業種別重視度ベクトル（wk）

　　　（幻着業種

ｭ業種（〃）
1建設業等 2製造業 3卸売業 4小売業 5サービズ業 6金融業等

　住　宅
i夜間人口）

1　建設業等 0．34541 0．08729 0．02026 0．06259 0．32480 0．06316 0．09648

2　製造業 0．04405 0．38222 0．14788 0．10615 0．20560 0．07559 0．03850

3　卸売業 0．04660 0．22995 0．21644 0．25910 0．17269 0．05742 0．01780

4　小売業 0．03871 0．11355 0．11939 0．21604 0．17247 0．10251 0．23733

5　サービス業 0．05523 0．10954 0．05480 0．09170 0．32293 0．25144 0．11436

6　金融業等 0．04442 0．12075 0．08532 0．07621 0．43742 0．08845 0．14742

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（h＝Oは住宅施設が対応）

・々一（Wk・，・h・，・k・，・k・・w・・，　Wle…Wfe・）・k－1ピ・……h』。Wkh・－1

　最後にステップ5では，業種別に業務トリップの発生集中量を利用手段別に算定されるわけであるが，

表5－　4－　18にそれぞれの業種の推定結果を全業種に統合したものの実績値と計算値との比較を示す。こ

れより，相関係数も自動車利用で0。9589，マストラ利用で0．9809と非常に高い現況再現性をもつこと

がわかる。ただし，第1トリップ自動車利用分担率が若干過大に推計されているため，発生集中量レベ

ルでも自動車利用の方がやや過大となっている。

　次に，サイクル内ソージャーン数別に自動車利用者数の変化を追跡していくことにし，本モデルの適

用の際に用いた諸値によってどの程度説明することができるかを検討してみよう。すなわち，これまで

の議論においては，サイクル内。一ジ。一ン数別の第1トリ。プ自動翰担率瑠は各業極および

ベイスゾーンiごとに推計されることになっているが，ここでは簡単のため，圏域全体を1つのベイス

ゾーンとみなして，かつ第1サイクルのみとしρ々（s）という形で考えてみよう。このとき，まずソージ

ャーン数が1個の場合は，式（5．4．19）のAArc（1）とMNC（1）を第1サイクルに関してのみ考えればよい

から，

　　　　P（”）（1）－ANC（織≡（1）一。βNG響警。）flN，，一・一・…一・（一）

となり，またρk（s）（s≧2）についても式（5．　4．20）のAIVC（s）とmVC（s）を用いて，

　　　　ぴ％）－pm＿＿一＿＿一一一ANC（，）＋mNC（、）μ（1一β）PA（1「PA）s’3VC、＋（1一μ）（1一β）Pm（1－－pin）s”2NC，

　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’”・”・・’・・・…　　（5．4．28）

　　　　　　　　　1・］ヂ（｝三警デ寧

と書くことができる。そこで圏域全体を1つのベイスとみなし，業種別サイクル内ソージャーン数別自
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（その1）卸売業 （その2）小売業

図5－4－4　業種別ソージャーン数別自動車分担率の実績値と推計値

動斬lj用分担率をこの両式より計算し，それと実績値とを比較してみた。その結果の一部として卸売業

小売業の結果を図5－4－4に示す。

　なお，式（5．　4。　27）ではソージャーン数が1個のときに平均的なピストン型の自動車分担率の実績値と

ピストン型立ち回りパターンの第1トリップの自動車分担率の計算値が異ってしまうと，ソージャーン

数が2個以上になってもその誤差はそのまま残ってしまうことになる。そのため，図5－4－4の図中で

は第1トリップ自動車分担率を実績値と合致させた結果も参考として記入しておくことにした。この2

業種については，比較的データ数もあり実績値の分担率の推移が安定していたので，モデルの追跡の程

度はほぼ妥当な結果を得ていることがわかる。

　本節においては，業務トリップチェインにおける自動車利用特性としてサイクル内ソージャーン数が

多くなるにつれて，そのサイクルにおける自動車分担率が大きくなるという性質を考慮し，業務トリッ

プ発生集中量を利用交通手SISI」に推計するトリップチェインモデルの構築とその適用例を通じたいくつ

かの実証的考察を行ってきた。ここでの基本的な考え方としては，前章までに展開されているトリップ

連鎖パターンに着目した交通需要推計モデルの議論をモーダル・スプリット問題まで拡張すること，な

らびにこれまでのパーソントリップチェインの交通機関選択に関する諸分析結果を反映させたいという
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ことがその背景となっている。そ

してここで取上げた業務トリップ

に関しても，それが立ち回りの頻

度の高いトリップチェインを内包

し，さらに従来の手段選択モデル

が十分成果を得ていないことも，

このようなトリップチェイン的ア

プローチを意欲的なものにしてい

ると言えよう。

　さて，本モデルの有効性である

が，その基本構造が自動車利用者

数の変化をサイクル内ソージャー

ン数という立ち回りパターンを通

じて追跡できる点で，手段選択に

関連するトリップチェインの表示

を可能にしており評価できると考

えられる。また，自動軒1」用者数

に関するモデルの現況再現性につ

いても良好であり，サイクル内ソ

ージャーン数別自動車分担率の挙

動も妥当な結果を得ている。しか

しながら，第1トリップ自動車利

用分担率Ptkiはアクセシビリティ

比および従業者1人当りの自動車

保有台数を説明要因とする回帰式

によって推計されたが，やや過大

評価する傾向にありモデル全体へ

の影響もかなり生じている。この

第1トリップ自動車利用分担率は，

ベイスゾーン属性やトリップメー

カーの属性によって規定されるだ

表5－4－18　ゾーン別手段別発生集中量

ゾ
自動車利用 自動車以外利用 全　手 段

一　ン
計算値 実績値 計算値 実績値 計算値 実績値

1 52721 29193 63569 77717 116289 106910

2 61101 34527 56359 91070 117460 125597

3 22943 13624 26589 32088 49533 45712

4 30678 23426 24848 28667 55526 52093

5 14533 11656 12268 15160 26801 26816

6 13599 13212 10919 11315 24518 24527

7 11511 9131 10808 10451 22319 19582

8 10225 7613 8476 9635 18701 17248

9 7003 7935 4041 6432 11048 14367

10 11363 9218 7713 8240 19076 17458

11 5919 5911 5191 7288 11110 13199

12 8843 9040 6486 4826 15329 13866

13 16236 15308 16623 14815 32859 30123

14 8368 8871 7919 7752 16認6 16623

15 8190 7615 6640 8137 14831 15752

16 8007 6616 7676 8536 15683 15122

17 12393 11243 13041 12022 25434 23265

18 4848 6013 3569 3505 8417 9518

19 10034 10431 10612 9226 20646 19657

20 13387 9954 14666 16200 28053 26154

21 10279 9560 10500 9605 20779 19165

22 10237 10938 9520 8131 19756 19069

23 13582 9046 13311 12901 26892 21947

24 11571 9209 10592 13918 22163 23127

25 8885 7975 9276 7787 18162 15762

26 5425 9062 4498 4850 9923 13912

27 4570 7050 3003 3569 7573 10619

28 3345 5653 2689 3044 6034 8697

29 2150 3623 2129 2093 4278 5716

30 6077 10811 5689 5705 11766 16516

31 6508 8842 4705 3503 11213 12345

32 2442 3508 2394 1131 4836 4639

33 2199 4060 1814 1612 4013 5672

34 4425 9437 3440 3158 7865 12595

35 1725 2319 1611 1632 3336 3951

36 5784 5743 6212 3853 11997 9596

37 3834 3464 3684 5269 7518 8733

38 1788 3484 1213 1634 3001 5118

39 4250 3593 3456 4359 7704 7952

40 6207 5230 2163 2671 8371 7906

41 603 668 255 314 858 982

42 1626 1502 1242 1594 2868 3096

43 1349 1183 1394 1596 2743 2779

計 卿3639 235944 251006 288855 524646 524799

相関係数 0． 9589 0． 9809 0． 9930
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けでなく，トリップチェインの生成そのものと深く関係する性質もあるため，トリップ連鎖パターンと

自動車利用に関するより詳細な実態分析が今後必要となろう。また，ソージャーンゾーン分布の方法論

に関しては，前章でも指摘しているように，トリップチェインのとらえ方としてベイスとソージャーン

との相互関係を重視するか，あるいはソージャーン間の相互関係をより表現すべきかによってその取扱

いが変ってくると考えられる。本モデルの適用の対象となった業務トリップチェインについて言えば，

相対的アクセシビリティの導入によってベイスとソージャーンとの関係を重視したことはそれ程問題と

はならない。しかし，そのときでさえもソージャーン間の相互関係を何らかの形でモデルへ内包化する

方が望ましく，この点は今後のモデルの改良点といえよう。そして，本モデルの構築とその適用は主に

現況再現性についての検討であったため，交通需要推計という将来予測に関連した諸検言寸あるいは各種

の交通政策評価のためのケース・スタディなどの議論がすべて今後の課題として残されている。

5－5結　　　語

　本章では，交通需要分析において重要な検討課題の一つである交通手段選択を取上げることにし，本

研究のメインテーマであるトリップチェイン的アプローチからの実証的諸分析ならびにモデル化に関す

る諸検討を行ったわけである。交通手段選択モデルは，従来より数多くしかも多様な観点からの研究の

中から提案されており，こうした研究の歴史的経緯を十分踏まえることにより，その中での重要な論点

を引き出していくことは非常に意義深いことと考えられる。そこで，具体的な分析やモデルの検討に入

るまでに従来の諸研究を整理しておくことにし，第2節では現在需要推計法の中で支配的なパーソント

リップ法の開発・体系化の流れに即したモーダル・スプリット研究の回顧を行い，次いで最近注目をあ

びている非集計モデルの再考，そして本研究に最も関係の深いマルコフ連鎖モデルの再考を行った。そ

の中では，従来の交通手段選択モデルは，モード選択型（代表モードによる），集計型，単一トリップ

型に属するもので段階的推定法に組み込まれた形で開発されていたのに対し，非集計モデルあるいはト

リップチェインモデルは，従来型の諸モデルにおいて捨象されてしまった性質をより明示的にし，また

交通現象により忠実な記述を行うものであると位置づけられることがわかった。そして非集計モデルの

再考では，その基本的な考え方の紹介によりその理論面における理解を深めるとともに，それらを踏ま

えた交通需要分析における位置づけに関する議論を行った。その結果，集計・非集計という対置的な構

図によって両者をとらえていくのでなく，それぞれのモデルの有効性を発揮できる局面を実証的に検討

していくことが重要であること，そして非集計モデルについて言えばモデル構造や同定化の手順を考慮

するとき短期的な交通政策の影響評価などが適用性の秀れた性質を有すること，しかし，その際におい

ても集計問題あるいはサンプルと母集団との関係については，今後詳細な検討を進める必要があること

などがわかった。次に，従来のトリップチェインアプローチによる手段選択モデルの再考においては，
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吸収マルコフ連鎖モデルの基本的な考え方とその有効性および問題点を考察した。本章の後半では，同

じトリップチェイン的アプローチでありながら，マルコフ連鎖理論の適用とは別の方法論によって手段

選択モデルの開発がなされている。　それは，従来のマルコフ連鎖モデルにおいて十分に記述すること

のできなかったトリップチェインの諸性質を明示的に表現しようとする意図からなされたものである。

そのために本章におけるモデルの適用が試みられた対象データも，これまでのモデルではうまく説明で

きないでいたトリップチェインの生成機構に関するものとなっている。すなわち，従来のトリップ単位

の方法では，段階的推計プロセスを踏むため，手段選択に関してもどのステップに導入するかという議

論力洗行していた。それに対してトリップチェイン的アプローチは，交通現象のより本質的な性質とし

ての諸活動の連結性の観点から人の1日の動きの中での手段選択をとらえようというものである。その

中でマルコフ連鎖モデルは，トリップの連鎖性を状態空間の遷移過程として表現することにより，手段

選択を含めた発生集中，OD分布の各プロセスをシステマティックに推計できるモデルである。一方，

本章で提案されたモデルは，トリップの連鎖性という側面はやや簿らぐものの，トリップチェインの生

成特性に不可欠なベイスとソージャーンとの関係，すなわち，第2章における言葉を借りれば，交通需

要の派生的性質を重視し，1日の人の動き全体と手段選択（ここでは自動車利用）を表現しようとした

ものであり，また，モデル構造に関しても簡略化と操作性を配慮している。

　第3節においては，パーソントリップチェインにおける手段選択に関する実証的な分析がなされた。

ここでの大きな着眼点は，従来のトリップチェイン分析においてあまり良好な分析結果が得られなかっ

た業務トリップの手段選択特性の解明にあったといえる。従来の分析例からも業務トリップにおける自

動車分担率は他のトリップに比べて高い値を示しているが，その選択構造は複雑であり制約下の交通機

関選択としての側面も強く，また，単純に合理的選択モデルによっては説明できないものである。そこ

で本研究では，こうした業務トリップの手段選択がそのトリップチェインとしての特性の影響下にある

と仮定することによって，業務トリップチェインの自動軒1」用特性を明らかにすることから，手段選択

モデルの構築の糸口を探ろうとしたわけである。その結果，トリップチェイン内のソージャーン数が多

くなるほどサイクル内第1トリップの自動車分担率が高くなること，サイクル内ソージャーン数別にみ

た各トリップ連鎖パターンにおいては，各トリップ番目における自動車分担率は，第1トリップにおけ

る自動車分担率とほぼ一致しており，途中でのモードチェンジを生じていないなど，以後のモデル化に

おいて重要な諸点を得ることができた。

　そして第4節では，これらの性質を利用して業務トリップ発生集中量を利用交通手段別に推計するト

リップチェインモデルの構築とその具体的な適用が試みられた。その結果本モデルの基本構造からは

自動軒lj用者数の変化をサイクル内ソージャーン数という立ち回りパターンを通じて追跡できる点で，

手段選択とトリップチェインとの関係との表示を可能にしたといえ，その意義は大きいと考えられる。
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また，自動車利用者数推計に関する本モデルの現況再現性に関しては，その具体的な適用結果が良好で

あることから十分妥当なものと判断できるが，その将来予測に関する諸検討については今後の研究を待

つところが多く，現在のところ分析モデルの域を脱しえない。しかし，本モデルは，集計モデルである

ものの業務トリップの生成に関し各業種の諸特性（職種や用務内容に依存する）を明示的に扱っている

点で，いわゆる非集計モデルの利点とされる個人属性を集計的に表現できること，制約下の交通手段選

択という概念を業務トリップチェインの生成における派生需要的側面から把握している点，そして自動

車利用が一旦その利用が選択されるとモードチェンジが容易にされるものでないため，あらかじめ1日

の動きを念頭に置いたところの手段選択構造を仮定していること，などの多くの特徴点を内包化してい

るので，今後はこれらの利点を生かしたケース・スタディが課題となろう。
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第6章 結 論

　現代社会において交通計画の果たす役割と意義は非常に大きく，土木技術者としてこうした計画の立

案プロセスに携わる者は，客観的な計画情報をもとに的確に総合的判断を下すことが不可欠となってき

ている。そのためには計画プロセスの科学化がなされなければならないが，交通計画にとってはとくに

交通現象自体の解明が重要な課題の一つといえる。本研究において取上げた交通需要分析は，このよう

な課題に対する方法論の総体を指すわけであるが，本研究ではその中でトリップチェインアプローチに

着目することにより，その概念の明確化およびそれにもとつく交通需要推計モデルについて検討を加え

たものである。第2章では，トリップチェインの考え方の整理を，第3章ではトリップチェインの実態

分析を，第4章は，交通需要推計における発生集中およびOD分布量プロセスを，そして第5章は手段

選択プロセスをそれぞれ取扱ってきた。各章は，これまで筆者がトリップチェイン研究の中で得た知見

を紹介するとともに，交通需要分析の枠組の中でそれぞれ位置づけ体系的な説明を試みたものである。

全体を通じての本研究における着想の基盤について，ここでまず総括しておこう。

　すなわち，本研究では，トリップチェインという人の1日の交通行動の軌跡をとらえていくとき，

“トリップ連鎖パターン”を中心に眺めていく立場に立っている。これは，個々人の1日の動きを類型

化することによって都市域全体としては代表的なパターンが見出すことができ，しかもそれらは，交通

需要の派生的性質に大きく関係をもつことから交通需要分析におけるアウトプットとしての発生集中，

OD分布，機関分担などを説明できる可能性を示唆しているからである。また，従来のトリップチェイ

ン研究における主な論点が個々のトリップ間の連鎖性に重きを置いていたのに対して，本研究では，全

体としてのトリップチェインの表示を議論するために，トリップ連鎖パターンの構成要素としてのチェ

イン内のソージャーン数あるいはサイクル数に関する諸性質あるいはベイスとソージャーンとの関係な

どに着目し，それらとトリップ単位に分解したときの発生集中，OD分布あるいはモーダルスプリット

との関係をモデル化しようとしたところが大きな論点となっており，その意味で非常に独創的な着想に

立つものであるといえる。また，各章の内容のまとめについては，それぞれの章における最終節の結語

にて詳しく論じているので，以下ではそれらを要約してふりかえっておくとともに，全体的な視点から

の今後の展望を行い，本研究の結論としたい。

　第2章では，まずトリップチェインの考え方を理解する上で必要な基本的概念の整理とこのアプロー

チの有効性についての認識を明らかにし，次いでその研究経緯の回顧を行うとともにそれらを踏まえた

本研究におけるトリップチェインの表示に関する立場を明確にした。この章は，本研究において展開さ

れる諸分析やモデル構築にとって必要な用語の整理をしておくとともに，その最も根本的な着眼点であ
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るトリップ連鎖パターンの考え方を明らかにすることを目的としていたわけである。以下各節における

主な知見を要約しておこう。第2節ではトリップチェインの用語の整理であり，ベイス，サイクルおよ

びソージャーンといった用語の紹介とそれらを用いてトリップチェインを類型化したものとしてのトリ

ップ連鎖パターンなる言葉が定義された。第3節は交通需要分析におけるトリップチェイン・アプロー

チの有効性が，トリップチェインのもつ諸性質，交通需要分析に要請される視点そしてトリップ単位の

アプローチとの比較の3つの視点から論じられた。まず第1のトリップチェイン・アプローチにおける

分析対象となり得る諸性質としては，以下の5点が挙げられた。すなわち，

　　①　交通需要の派生的性質

　　②交通における1日完結性とそこで織りなされるトリップ連鎖パターン

　　③交通手段選択とトリップ連鎖パターン

　　④　トリップの連鎖性

　　⑤1日の時間に関する予算制約

　このうち，①，②は，トリップチェインという交通行動の軌跡がその生成メカニズムを規定する社会

・経済活動の派生需要に根さすものであることから，単にトリップとして表面に現われ出たものを取扱

うのでなく，人の1日の活動連結メカニズムの解明をはかることが意図されている。また，③，④は従

来のトリップチェイン・アプローチによる諸モデルにおいて最も強調されていた性質であり，本アプロ

ーチの有効性の真価が問われるところでもある。そして⑤は，後述のアクティビティアナリシスとの連

携を深める意味でも比較的新しいテーマであるが，トリップチェイン研究の中の行動論的側面において

重要視されているものである。第2点目の視点の交通需要分析は要請される諸点としては，これら交通

需要の派生的性質あるいは行動論的側面を内包化したモデル構築が必要であること，そして，モデルは

種々の交通政策や交通計画の評価に耐え得るものでなければならないことが確認された。そしてトリッ

プ単位のアプローチとの比較という視点からは，従来のトリップ単位のモデルにおいては捨象されてし

まっている諸性質の解明についてトリップチェイン・アプローチによって明示的に検討できること，そ

してこうしたアプローチが交通需要推計に関しもより説得力をもつものであることが主張されたわけで

ある。第4節では，これまでのトリップチェイン研究の系譜とその概略を包括的に述べた。その際，ト

リップチェイン研究とそれに関連する分野としてマルコフ連鎖理論にもとつくアプローチ，アクティビ

ティアプローチ，そして効用理論にもとつくアプローチの3つに大別してそれぞれの再考が進められた。

マルコフ連鎖理論にもとつくアプローチは，トリップチェイン研究の先駆的位置づけがされるものであ

り，その中で需要予測を念頭に置いた吸収マルコフ連鎖モデルは，需要推計プロセスにおける発生集中，

OD分布，機関分担をシステマティックに記述するものとしてはやくから開発され，1970年代前半に

おいてほぼ完成の域に達している。わが国においてもトリップチェイン研究の大半がこのグループに属
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するが，それらマルコフ連鎖モデルの将来予測性などの諸検討あるいは時空間への拡張の研究例が紹介

された。後の2者については，1970年代になってから登場したものである，従来のマルコフ・アプロー

チがトリップの連鎖性の中でトリップチェインを眺めていこうとするものであったのに対し，人の1日

の交通行動と他の諸活動との関係にまで立入った分析フレームを有するものである。とくにアクティビ

ティアプローチでは，人間活動連結メカニズムの解明を最終的な目標に据えており，その中でトリップ

チェインの性質についての諸分析は1つのサブシステムとして位置づけられている。これは，トリップ

チェイン研究を交通需要分析のよりミクロな，あるいはより行動論的な側面へ傾斜させようとするもの

であり，今後の研究が多いに期待される。なお，効用理論にもとつくアプローチは，アクティビティアプ

ローチと同様のねらいをもつとともに，これまでの研究例のほとんどがヲ榛計モデルを用いたトリップ

チェインの表現を試みたものであり，その意味では第5章第2節における非集計モデルの再考と関連す

る部分が多く，トリップチェインモデルとしてレビューに耐えるものはいまだ不足していると言わざる

を得ない。そして第5節では，こうした議論を踏まえて本研究の立場を明確にしたわけであるが，それ

は，トリップチェインのとらえ方としてトリップ連鎖パターンに着目して行っていこうとするものであ

った。また，交通需要分析の枠組の中で位置づけるとすれば，マルコフ・アプローチにもっとも近く，いわ

ゆる交通需要推計モデルの開発が大きな目標となっていることが明らかにされた。

　第3章では，本研究における主たる着眼点である’トリップ連鎖パターン”によってトリップチェイ

ンの基本的な性質を実証的分析を通じて明らかにしたものである。ここでトリップチェインの表示の際

にトリップ連鎖パターンに着目することの利点を整理すれば，①人の1日全体としての一連の動きをよ

り視覚的な形でわかり易く把握できること，②交通行動の中でのベイス，サイクル，ソージャーンに関

するそれぞれの役割やそれらとトリップチェインの生成との関係を明らかにできること，そして，③都

市域での代表的なトリップ連鎖パターンを見出すことにより，その基本的な性質を交通需要分析モデル

の構築に役立てていくことができる可能性をもつことなどがあげられる。第2節では，まず代表的なト

リップ連鎖パターンの類型化に関する実態分析を行うことにし，カートリップチェインに関する分析と

パーソントリップチェインに関する分析がなされた。その中でカートリップチェインに関しては，その

トリップ連鎖パターンの代表的なものとして1日のトリップ回数が9回まででほとんどであり，第1トリ

ップの目的に関係なく，ピストン型，トライアングル型，ダブルピストン型，巡回型，（1サイクル4ト

リップあるいは5トリップ）などがあげられ，それら以上5パターンで全体の85．4％も占めることがわか

った。また，第1トリップ目的が通勤であるトリップチェインでは，不完全型が少なく，また，2nd－

base（O．　B．）でのサイクルの形成するパターンが比較的多いのが特徴であり，一方，第1トリップ目的

が業務の場合には，全体に占めるピストン型の割合がやや小さく巡回型パターンの占める割合が相対的

に多い。またトリップチェイン内の目的構成をみると，勤務先をベイスとするサイクル内においては，
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業務目的で出発した場合のサイクル内のトリップ目的の変更はほとんど見られず，また，業務トリップ

を物を運搬する場合とそうでない場合に細分化して眺めてもサイクル内での両者の混在はほとんどなく，

トリップ目的が変更されるとすれば一旦ベイスに帰った後になされることがわかった。したがって，こ

こで重要な知見としては，一見複雑な様相を呈していると思われがちなトリップ連鎖パターンもその代

表的なもので大半が占められ，しかもチェイン内での目的構成は目的変更が頻発に行われるものでない

といえることである。そのことは，パーソントリップチェインに関する同様の分析結果からもより端的

な形で現われてきており，こうしたトリップ連鎖パターンに着目したトリップチェインモデルの構築の

可能性を示唆するものであると結論づけられる。すなわち，昭和45年と昭和55年の2時点におけるトリ

ップ連鎖パターンの構成にはほとんど差異が見られず，またチェイン内の目的構成に関しても，旺B上

あるいは旺BとO．Bとの間といったベイスを中心としたサイクル内ではほとんど単一目的で成り立って

いることから，ベイスの果たす役割を考慮することにより各サイクルの性質を比較的簡単に取扱って把

握できることがわかった。ただしこのような実態分析を通じて結果的に課題として残されたものとして

は，自由トリップに関する扱いであろう。これは，量的には業務トリップほど多いものではないが，

H．BとO．Bとの間あるいはH．B上での自由サイクルの中に生成されるものであり，これらの1日全体の

動きの中での諸性質については，まったく触れることができなかった。とくにパーソントリップチェイ

ンを対象データとした場合には，この他にも通学トリップやあるいは自由トリップの中でも，日常的・

非日常的買物，社交・レクレーションといった多様なトリップ目的が混在しているため，これらについ

てのトリップチェインとしてみたときの諸性質は，第2章で述べたアクティビティ・アプローチなどと

の連携を考えるときに重要な分析課題といえ，今後の実証的分析が不可欠となろう。そして，トリップ

メーカーの属性としての業種・職種・企業規模といったものがトリップ連鎖パターンにどのように反映

されるかを分析した結果からは，対象とした業務トリップチェインの場合，業種あるいは職種ごとの用

務内容の差異によってとくに立ち回り頻度が異なるために，結果的にトリップ連鎖パターンの構成に差

異が生じていることがわかった。

　次に第3節においては，業務トリップチェインのトリップ連鎖パターンを1日の活動時間配分の観点

から眺めることにより，その生成に関する時間特性の把握を試みた。これは，アクティビティ・アプロ

ーチや効用理論アプローチの最近の展開の中で1日の活動時間配分から活動連結メカニズムの分析を試

みたり，あるいはtime一㎞dge　tの問題に関連した議論が盛んに行われていることに背景をもつものであ

るが，ここではとくにトリップ連鎖パターンとの関連を考察したものである。具体的には，チェイン内

第1トリップ当りの平均トリップ時間，活動に要する平均滞在時間，1日の活動時間配分をそれぞれ業

種別に各トリップ連鎖パターンごとに眺めたわけである。その結果トリップ時間特性としては，ピスト

ン型パターンは平均トリップ時間のバラツキが大きいが，立ち回りパターンにおいてはそうした傾向が
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小さくなり10分～60分の中間のランクが大半となっていること，また，1サイクル巡回型と複数サイク

ル型との比較では，やはりソージャーン数が多くなるほど複数サイクル型での1トリップ当りの平均ト

リップ時間が小さくなることがわかった。また1日の諸活動特性に関しては，まず，業種別にみた1ソ

ージャーン当りの平均滞在時間は業種特性を反映しており，ピストン型パターンで建設業など現場での

作業を主にする業種では約5時間，逆に配達・納品の多い小売業などは約2時間半となっており，また

ソージャーン数が多くなるパターンでは1ソージャーン当りの滞在時間が急激に短かくなっていること

がわかった。そして1日の平均的な活動時間配分を各トリップ連鎖パターンごとに眺めた場合には，ど

の業種においてもソージャーン数の増加とともに発時刻を早くし，また，着時刻を遅くすることで1日

全体での業務活動時間を長くする傾向があるという興味深い結果を得た。これらのファインデクスは，

トリップチェイン的アプローチからのtime－allocation　probl㎝／time－b司get　problemとして，今後の

研究をより魅力的なものにしているといえ，さらに実証的な分析がなされることが期待されよう。

　第4章では，交通需要分析の中で重要な課題の一つである発生集中およびOD分布に関するトリップ

チェインモデルの構築とその具体的な適用例による諸考察がなされた。この章では，第2章におけるト

リップチェインの有効性のうちのいくつか，すなわち，①交通需要の派生的性質，②交通における1日完

結性トリップ連鎖パターン，③トリップの連鎖性の3点が議論の対象となった。①の観点は，分析対象

を業務トリップチェインとしていることからも都市内業務活動の派生需要としてとらえようとしている

ことが意図されており，とくにベイスとソージャーンとの結びつきの強さとトリップメーカーの個人属

性を反映させることが検討項目であった。②の観点では，トリップ連鎖パターンを規定するファクター

の一つであるトリップチェイン内のソージャーン数に着目した諸分析が実証的にも理論的にも検討され

た。なお，③の観点は，従来の吸収マルコフ連鎖モデルなどにおいて強調されていた性質であるが，本

章では業務トリップチェインを対象としているため，トリップの連鎖性はゾーン間の遷移に関するもの

といえる。そのため，OD分布量推計への拡張の際にチェイン内の各ソージャーンの巡回経路に関して

最短巡回問題に帰着した形でとらえることにより，ゾーン間遷移を表現しようというものであった。こ

うした検討項目のもとで第4章の具体的な進め方としては，第2節でソージャーン数に着目した発生集

中量推計モデルを構築し，第3節では，これを基本モデルとしてそのOD分布量推計への拡張を行い，

そして，第4節では基本モデルをより一般化させた形で改良をはかることがそれぞれ試みられたわけで

ある。その結果第2節の基本モデルの中ではまず，トリップ連鎖パターンを規定するソージャーン数

の選択に関する重要な性質が導出された。すなわち，1つのトリップチェインにおいてあるソージャー

ン数をもつ確率（ソージャーン数選択率）は，そのトリップメーカーの属する業種特性・用務内容によ

って規定される立ち回の多寡を反映するものとして，ソージャーン数の増加とともに逓減することがわ

かった。また，この性質はその運行パターンに関する適当な仮定を設けることにより理論的にも指数型
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の曲線に従うことが確かめられた。そして，この性質を明示的に組み込んだ発生集中量推計モデルの定

式化とその適用が試みられたわけである。その結果としては，現況再現性も良好であり，また，業務活

動拠点としてのベイスゾーンと顧客・取引先のソージャーンゾーンとの結びつきを相対的アクセシビリ

ティによって表現するという比較的簡単なモデル構造でありながら，業務内容の差異が大きい業務活動

の派生需要としての業務トリップチェインの性質をうまく記述することができた。次に第3節では，こ

の基本モデルのOD分布交通量推計への拡張がはかられることになり，そのために各トリップ連鎖パタ

ーンにおいてその巡回経路に関するスケジューリング性の実証的分析が行われた。これは，最短巡回経

路問題へ帰着することに対する妥当性の検証を行うためのものであった。その結果，ソージャーン数の

多いパターンになると最短巡回経路上の所要時間と実際の所要時間が一致しない割合が増加するものの，

その乖離の程度はそれほど大きくないことがわかった。そこで最短巡回問題に帰着したOD分布量推計

モデルの定式化とその具体的な適用が試みたが，このモデルにおける重要な課題は巡回経路の探索でな

く，チェイン内のソージャーンゾーンの組合せをどのように決定すべきかであった。すなわち，あらか

じめ実現可能なソージャーンゾーンの組合せ決定を行うサブモデルを構築しておき，その次のステップ

で巡回経路の探索を行い最後に各トリップをOD表の各エレメントに計上する方法を用いた。このモデ

ルの現況再現性は良好ではあるが，以下の諸点については今後の大きな課題点として残っており，別途

のアプローチを含めた検討が必要となるかもしれない。

　①OD分布量を最終的にアウトプットとして得ようとすれば，このモデルのようにスケジューリン

　　グを仮定する限りソージャーンの組合せ決定は重要なポイントとなる。そのためには，これを説明

　　するためには，ベイスゾーンと各ソージャーンゾーンとの関係だけでなく，ソージャーン間の結び

　　つきも何らかの形で内包化していくべきであろう。

　②スケジューリングの仮定であるが，実際のデータとの検証ではやはり最短巡回経路に帰着してす

　　べてを説明することはできないことを示している。そこで，例えば，Kth－shortest　path問題を導

　　入してこの仮定を修正していくことも一つの解決策かもしれない。しかし，実際のデータとの乖離が

　　それ程大きくなく，大半は途中まで最短巡路に従って途中で崩されていることを考慮するならば，

　　逐次決定方式のスケジューリングなどの別個の定式化の可能性がむしろ現実的であり，今後の研究

　　課題となろう。

第4節では，基本モデルの改良がはかられ，トリップ連鎖パターン（ソージャーン数だけでなくサイク

ル数にも関連づけて）を明示的に取込んだより一般的なモデルフレームが検討された。ここでの基本的

な考え方は，ソージャーン数の各ゾーンへの配分とトリップ連鎖パターンとの関係をモデル化したもの

であり，ソージャーン数別にサイクル数・ソージャーンゾーン分布をOD分布交通量推計モデルの1つ

である重力モデル的エントロピー法によって推計し，その周辺分布としてソージャーンゾーン分布を得
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ようというものである。これは基本モデルに比較して，あるソージャーン数をもつトリップ連鎖パターン

の中でのサイクル数の差異によってもソージャーンのゾーン分布が異ってくることが特徴点となってい

る。また，もしこのモデルにおいてサイクル数を問わないでサイクル数・ソージャーンゾーン分布を推

計するとき，重力モデル型の先験確率を仮定するもとでは，基本モデルと等価な相対的アクセシビリテ

ィによる配分式が導出されることから，より一般的な表現がなされたものと評価できる。そして，改良

されたモデルの適用は，それまでのカートリップチェインデータからパーソントリップチェインデータ

に変えて試みられた。その現況再現性は良好であり，また得られたパラメータのうち，重力モデルの距

離抵抗値がソージャーン数の多いパターンになるほど小さくなっていく傾向をもつなど興味深い結果を

得ることができた。今後は将来予測プロセスの開発を目的とした諸検討が必要となるとともに，このモ

デルの推計フローの中で登場するトリップチェインの諸性質についてさらに詳細な考察をも進めていく

べきであろう。

　第5章においては，交通需要分析の中でやはり重要な課題である手段選択問題を取上げ，トリップチ

ェインアプローチからの実証的分析および手段選択モデルの構築・適用を中心に据えた議論を行った。

具体的には第2節で従来の手段選択モデルの歴史的回顧ならびに再考を行い，第3節では手段選択要因

分析と自動輯1」用特性に関する実態分析をそれぞれトリップチェインアプローチから行うことにし，そ

して第4節では，これらの諸分析を踏まえた自動車利用者数推計のためのトリップチェインモデルの構

築とその適用を試みたわけである。それらの要約をすれば，まず第2節では，モーダルスプリット研究

の回顧がパーソントリップ法の開発・体系化の流れに即した形で概略的になされ，最近の展開として注

目をあびている非集計モデルと従来のトリップチェイン・アプローチからの手段選択モデルとしての吸

収マルコフ連鎖モデルの2つについては，それぞれその基本的な考え方および問題点の整理に関する再

考がなされた。この中で，第5章以降の検討と関係が深いのはマルコフ連鎖モデルの位置づけに関して

であろう。吸収マルコフ連鎖モデルに手段選択プロセスが導入された場合には，マルコフ連鎖の状態空

間の遷移は，モード連関・目的連関・ゾーン間遷移という形で表現されることになり，これはトリップ

の連鎖性を多次元の遷移（連関）として記述するものであり，それにもとついて発生集中・OD分布・

交通機関分担をシステマティックに推計していこうというものである。一方，本研究における手段選択

に関するトリップチェインモデルでは，トリップの連鎖性という性質に重点を置くものでなく，業務ト

リップチェインの手段選択を考えることからその派生的性質やベイスゾーンとソージャーンゾーンとの

関係などをモデル内で表現していくことにより，機関別の発生集中量を推計するものであるといえる。

　具体的なモデルの議論に入る前に第3節では，パーソントリップチェインデータに関する手段選択要

因分析の結果の紹介，ならびに次節のモデル構築の準備としての自動車利用特性に関する実態分析がな

された。まず手段選択要因分析では，トリップチェインの性質を示すいくつかの諸指標をサイクル内第
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1トリップにおける手段選択に関する要因分析に導入することにより，手段選択におけるトリップチェ

インの性質の影響の程度について統計的な有意性を検討したわけである。その結果，1日のトリップ数

などの要因が手段選択の規定要因の一つとして考えられるなど，トリップチェインと手段選択との有意

な関係を見出すことができた。また，業務トリップチェインにおける自動車利用特性に関する実態分析

では，ソージャーン数の増加とともにサイクル内第1トリップにおける自動車分担率が高くなること，

サイクル内ソージャーン数別に当該トリップチェイン内の各トリップ番目の自動車分担率は，第1トリ

ップにおける自動車分担率にほぼ一致し，途中でのモードチェンジがあまり生じないことなどの重要な

知見を得た。そして第4節ではこれらの分析結果をもとに，自動斬lj用者数推計のためのトリップチェ

インモデルの定式化ならびに具体的な適用例を通じた諸検討を行った。このモデルの大きな特徴は，自

動軒ll用者数の変化をサイクル内ソージャーン数という立ち回りパターンを通じて追跡することができ

ることであり，また，手段選択とトリップ連鎖パターンという検討課題に関するモデル化を可能にした

ことについてその意義は大きいと考えられる。さらに，本モデルにおいては，交通需要の派生的性質や

トリップメーカーのもつ個人属性なども取込まれている点でも，従来のトリップチェインモデルを一歩

前進させたものと評価できる。なお，サイクル内第1トリップの自動車分担率がソージャーン数の増加

とともに増加する傾向をもつことは，自動車利用およびマストラ利用のそれぞれのソージャーン数選択

率曲線における自動車利用マストラ利用のそれぞれの帰宅確率の大小関係（Pm＞PA）により説明できる

ことが明らかにされた。そして本モデルの適用結果についてみれば，その現況再現性はおおむね良好で

あり，本モデルの考え方の妥当性はほぼ検証され得たと判断できる。しかしながら，その将来予測プロ

セスへの拡張は現段階で有効性を問うことはできず，今後の課題となっている。
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